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様式２－１－１ 国立研究開発法人 年度評価 評価の概要 

 

１．評価対象に関する事項 

法人名 国立研究開発法人海洋研究開発機構 

評価対象事業年

度 

年度評価 平成 28 年度（第 3期） 

中長期目標期間 平成 26～30 年度 

 

２．評価の実施者に関する事項 

主務大臣 文部科学大臣 

 法人所管部局 研究開発局 担当課，責任者 海洋地球課、阿蘇隆之 

 評価点検部局 科学技術・学術政策局 担当課，責任者 企画評価課、松岡謙二 

 

３．評価の実施に関する事項 
 

平成 28 年度の評価に当たっては、文部科学省国立研究開発法人審議会海洋研究開発機構部会（以下「部会」という。）を４回開催し、以下の手続等を実施した。 

 

平成 29 年 6 月 2 日 部会（第８回）を開催し、平成 28 年度実績評価の進め方等を審議し、委員から意見を聴取した。 

平成 29 年 6 月 28 日 部会（第９回）を開催し、国立研究開発法人海洋研究開発機構（以下「機構」という。）による自己評価結果のうち主として経営管理部門及び開発・運用部門について、理事長、開発担

当理事及び経営管理担当理事からのヒアリングを実施するとともに、委員からの意見を聴取した。 

平成 29 年 7 月 14 日 部会（第 10 回）を開催し、機構による自己評価結果のうち主として研究部門について、理事長、研究担当理事等からのヒアリングを実施するとともに、委員からの意見を聴取した。 

平成 29 年 7 月 27 日 部会（第 11 回）を開催し、主務大臣の評価書（案）に対し、委員から科学的知見等に基づく助言を受けた。 

 

平成 29 年 8 月 3 日 文部科学省国立研究開発法人審議会（第 10 回）において、委員から、主務大臣による評価を実施するに当たっての科学的知見等に基づく助言を受けた。 

 

４．その他評価に関する重要事項 

特になし。 
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様式２－１－２ 国立研究開発法人 年度評価 総合評定 

 

１．全体の評定 

評定※１ 

（Ｓ，Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ） 
Ａ 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

Ｂ Ｂ Ａ   

評定に至った理由 法人全体の評価に示す通り、全体として中期計画及び年度計画に定められた以上の業務の進捗が認められるため。 

 

２．法人全体に対する評価 

○ 機構は、海洋立国に日本における海洋科学技術分野の総合的・中核的な研究機関として、国家的・社会的ニーズを踏まえた戦略的・重点的な研究開発（以下「課題達成型の研究開発」という。）を実施し

ており、平成 28 年度においては、 

  ① 従来の探索技術に依らないリモートセンシングによる海底下硫化鉱体の探索技術の開発と民間へのスムーズな技術移転 

  ② 2000年代の東アジアにおける化石燃料起源のCO2排出量に重大な誤差があることを示すモデル解析結果の提示と、温室効果ガス排出インベントリの精度向上に向けた行政ニーズへの貢献 

  ③ 他の手法（海底GPS,海底地震計）では得られない、南海トラフ地震発生帯におけるリアルタイム孔内観測システムを用いた三重県南東沖の地震（平成28年4月1日）後のゆっくり滑りに伴う水圧変化の

捕捉と、地震発生メカニズムに関する知見の行政への提供 

など、顕著な科学的・学術的な成果が得られただけでなく、その波及効果も目に見える形で現れており、中期目標のアウトカム創出に向けて予定を上回る進展があったと評価できる。 

○ 課題達成型の研究開発を評価するに当たっては、昨年度から導入した「中期目標達成に向けたフローチャート」（以下「フローチャート」という。）や機構自らが作成しているロードマップを活用した

自己評価が定着してきた。これにより、中期計画の目標達成に向けた進捗状況の見える化と年度ごとの具体的な目標設定が可能となってきており、自己評価プロセスの改善が認められる。今後、「研究成

果の最大化」を図るべくアウトカム創出に向けた具体的な道筋を立てるためには、個々の研究テーマがフローチャートのどの部分にどのように活かされているのかを更に見える化できるよう、フローチャ

ートとロードマップのマッチングについて引き続き検討を進めることが重要である。 

○ 開発・運用部門や経営管理部門についても、XPRIZEへの挑戦、SNSやクラウドファンディングを活用した戦略的広報等の新たな取組に意欲的に挑戦したことに加えて、平成27年評価における指摘事項に迅

速に対応して、機構が実施した業務・取組の効果を他機関との比較や指標を示しつつ可能な限り客観的に評価するなど、自己評価プロセスを大きく改善したことは評価できる。 

○ 一方、平成28年度には従来の論文数の集計に誤りがあったことが判明した。過去数年間にわたって研究機関にとっての重要な評価指標の一つである論文発表数に集計ミスがあり、誤った情報を発信して

いたことは大きな問題である。今後は、論文集計方法の統一化・マニュアル化を図るなど、徹底した再発防止策を講じることを求める。 
 

  これらを総合的に勘案すると、成果の情報発信に当たっての論文集計ミスはあったものの改善に努めていること、前年度評価における指摘事項に適切に対応して自己評価プロセスの改善がなされたこと、

アウトカム達成に向けて多数の顕著な成果が得られたことなどから、法人全体に対する評価をＡとする。 
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３．項目別評価の主な課題，改善事項等 

〔項目Ⅰ－１ 国家的・社会的ニーズを踏まえた戦略的・重点的な研究開発の推進 について〕 

○課題達成型の研究開発の推進について定める本項目については、次年度以降も引き続き、フローチャート及びロードマップを活用した自己評価を求める。その際、ロードマップの活用方法には更なる改善

が必要である。具体的には、 

・フローチャートとの対応関係を一層明確にし、フローチャートに対応したロードマップにおいて、各年度の成果が次にどうつながるかを分かりやすく示した上でどこまで達成できたのかを明らかにする

こと（フローチャートとロードマップのマッチング、ロードマップによる道筋と進捗度合いの具体化） 

・ロードマップは年度ごとに見直しがなされているが、変更点と変更に至った経緯、変更により見込まれる効果等を明示すること（ロードマップの変更点の見える化） 

 など、中期目標の達成に向けた機構の取組とその成果を分かりやすく示せるよう、ロードマップの効果的な活用を求める。 

○課題達成型の研究開発とはいっても、基礎研究の重要性を否定するものではなく、特に若手研究者の行う基礎研究と中期目標及び中期計画との整合性をとり、現場の研究者の士気を維持・向上しつつも、

組織全体としては「課題達成型の研究開発成果の最大化」を目指すような研究機関としてのマネジメントを強く望む。 

○「研究開発の推進」には、成果に関する「普及広報」や「情報発信」を伴うものであるという意識を持ち、研究成果については、論文、学会発表のほか、記者会見等の双方向の対話による情報発信を適切

に行うことを求める。特に、科学的・学術的に顕著な成果や社会的影響が強いと考えられる成果・取組については、研究責任者などが記者会見等を行い、国民に対して研究の成果や意義をしっかりと説明

する必要がある。 
 

〔項目Ⅰ－２～Ⅰ－５及びⅡ以降 について〕 

○開発・運用部門及び経営管理部門の活動に関する本項目については、引き続き、アウトカムとして具体的に何を目指しているのかを明確にした上で、実施した取組が求められているアウトカムに対してど

のような効果をもたらしたのかについて、できるだけ指標を設定し、他機関とも比較しつつ、客観的に自己評価していくことを求める。平成 28 年度の自己評価では、定量的評価のための各種指標はおおよ

そ適切に設定されていたが、例えば、「前年度比」が長期的な成果水準を評価する指標としては必ずしも適切ではないことなどから、継続業務を評価するに相応しい指標について、引き続き工夫・検討する

必要がある。 

○成果の情報発信については、研究機関として重要な成果指標の一つである論文数の正確な集計・発表がなされるよう、徹底した再発防止策を講じることを強く求める（p116 参照）。 

 

４．その他事項 

国立研究開発法人審議

会の主な意見 

 
〔前年度評価における指摘事項への対応について〕 

○全般的に前年度評価の指摘事項について機構内でその対応をしっかりと検討し、その結果が新たな試みや業務運営の改善に反映されている点は評価すべきである。研究開発課題に

ついては、フローチャートとロードマップを活用した目標設定と自己評価プロセスが実践されており、アウトカム創出に向けた道筋の具体化が進んできている。また、開発・運用

部門や経営管理部門の業務については、取組のもたらす効果（アウトカム）の詳細を把握するための分析を行うなど、定量的・客観的な評価手法の導入が進められている。 

○一方で、アウトカムの位置付けや捉え方については、機構の研究成果を社会や国民生活に直接還元できる姿として、更に明確化・具体化の検討が求められる。例えば、海底資源研

究開発のアウトカム（「鉱床候補地の推定」「環境影響評価手法の確立」）は、科学的な知見に基づく提案レベルにとどまらず、経済コストや環境リスクも考慮した商業生産ベースま

で踏み込んだ上で、機構の所掌、果たすべき役割とゴールを明示することが重要である。 
 
〔フローチャート等を活用した PDCA サイクルの効果的な実施に向けての課題について〕 

○研究開発課題の中には、機構の成果がアウトカム創出に必ずしもダイレクトに帰着しない、極めて挑戦的な達成目標を掲げているものもあり、その実現に向けては機構の成果に因

らない多様なファクターが存在している。このような目標に対しては、一足飛びに、具体的なアウトカム創出の有無のみを基準に評価するのではなく、アウトカム創出の道筋にお

ける機構の所掌範囲、中期計画及び年度ごとのゴールを明確化し、その進捗状況について評価することが重要である。一方で、機構の研究内容及び成果が真にアウトカム創出を向

いた適切なものであるかについては厳しくチェックする必要がある。このように、客観的なアウトカムの評価だけでなく、アウトカムに至るプロセスの評価も組み入れた評価手法

を採ることにより、法人側もチャレンジングな目標設定とその実現に向けた適切な努力、失敗を次なる改善に向けるモチベーションの維持等につなげることができ、PDCA サイクル

の効果的な実施が図られるといえる。 

○ロードマップやフローチャートを使った法人全体の評価の方法が浸透するにつれ、自己評価を行う法人側も、それを評定する側も、要領を理解しフローチャート等をより活用でき

るようになってきた良い面がある一方、無意識のうちにフローチャートに合わせるように業務を進める傾向や、フローチャートから外れるような意外な進展又は計画変更を行いに

くい傾向が生まれていないかとの懸念もある。今後は、意識して、フローチャートから外れた進展部分や、計画変更を行った部分について、その意味やそれを活かす方法について

双方で議論できるようになると、法人全体の評価の取組がより有意義になっていくものと思われる。 

○ロードマップの活用に当たっては、フローチャートとの関連性を一層意識するとともに、年度ごとの進捗状況に応じたロードマップの修正点やそれによる効果を、要点のみ簡潔に

でもよいので示していただきたい。その修正自体が「アウトカム創出への道筋の具体化」に相当する可能性もあると思われる。 
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〔長のマネジメントについて〕 

○ジェンダーバランスを含めた組織の多様性の充実は、組織の発展において極めて重要なテーマである。機構では、国際ポスドク制度をはじめ、若手研究人材育成について独自の試

みを検討し実行に移している点は評価できる。どのような効果が現れるのか、今後の検証が期待される。一方、世界水準で考えると一流の研究組織としてまだ不十分である。具体

的な数値目標設定、受入れ体制の検討なども必要であると思われる。 

○理事長のリーダーシップで進めているロードハウライズ掘削プロジェクトは、一般の人々の興味・関心を呼ぶと思われる。実現に向けて推進するとともに、情報発信にも努める必

要がある。 

○理事長のリーダーシップマネジメントの一環として「JAMSTEC イノベーションアウォード」を創設し、従来では外部資金獲得が難しかったような新奇性・創造性・分野融合性の高

いテーマも含めて公募課題の推進に取り組んでおり、今後、その具体的な成果を明確にしていく必要がある。 

○産学官連携に関しては、研究シーズの発信に係る積極的な取組がなされているが、今後は、産業界との双方向の取組（ニーズ・シーズマッチング）についても強化する方策の検討、

さらには、研究成果をイノベーションに結び付けるための具体的な方策を組織として検討する必要がある。特に後者については、これまでの研究や開発とは性質が異なるため、理

事長のリーダーシップが一層求められる。 

○論文数集計の誤りを認め、本項目の自己評価を「Ｃ」と修正した。論文数は成果判断の指標であり、国の研究機関にとって重要なことである。自らのリーダーシップで誤りを認め、

修正した点を評価する。 

監事の主な意見 特になし。 

※１ 

Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。  

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。  

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされている。  

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等を求める。  
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様式２－１－３ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定総括表 

中長期目標（中長期計画） 年度評価※ 
項目別

調書№ 
備考 

 中長期目標（中長期計画） 年度評価※ 
項目別

調書№ 
備考  H26 年

度 

H27 年

度 

H28 年

度 

H29 年

度 

H30 年

度 

  H26 年

度 

H27 年

度 

H28 年

度 

H29 年

度 

H30 年

度 

Ⅰ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項  Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項 

 １．国家的・社会的ニーズを踏

まえた戦略的・重点的な研究開

発の推進 

─ ─ ─     

  
１．柔軟かつ効率的な組織の

運営 
─ ─ ─    

 

 
(1)海底資源研究開発 Ｂ Ｂ Ａ   

Ⅰ－１

－(1) 
 

  (1)内部統制及びガバナンス

の強化 
Ｂ Ｂ Ｂ   

Ⅱ－１

－(1) 

 

(2)海洋・地球環境変動研究開

発 
Ｂ Ａ Ａ   

Ⅰ－１

－(2) 
 

  
(2)合理的・効率的な資源配分 Ｂ Ｂ Ｂ   

Ⅱ－１

－(2) 

 

(3)海域地震発生帯研究開発 Ｂ Ａ Ａ   
Ⅰ－１

－(3) 
 

  
(3)評価の実施 Ｂ Ｂ Ｂ   

Ⅱ－１

－(3) 

 

(4)海洋生命理工学研究開発 Ｂ Ｂ Ｂ   
Ⅰ－１

－(4) 
 

  (4)情報セキュリティ対策の

推進 
Ｂ Ｂ Ｂ   

Ⅱ－１

－(4) 

 

(5)①先端的掘削技術を活用し

た総合海洋掘削科学の推進 
Ｂ Ａ Ａ   

Ⅰ－１

－ (5) 

－① 

 

  
(5)情報公開及び個人情報保

護 
Ｂ Ｂ Ｂ   

Ⅱ－１

－(5) 

 

 
(5)②先端的融合情報科学の研

究開発 
Ｂ Ａ Ｂ   

Ⅰ－１

－ (5) 

－② 

 

  

(6)業務の安全の確保 Ｂ Ｂ Ｂ   
Ⅱ－１

－(6) 

 

(5)③海洋フロンティアを切り

拓く研究基盤の構築 
Ｂ Ｂ Ｂ   

Ⅰ－１

－ (5) 

－③ 

 

  

２．業務の合理化・効率化 ─ ─ ─    

 

２．研究開発基盤の運用・供用 ─ ─ ─     
  

(1)業務の合理化・効率化 Ｂ Ｂ Ｂ   
Ⅱ－２

－(1) 

 

(1)船舶・深海調査システム等 Ｂ Ｂ Ａ   
Ⅰ－２

－(1) 
 

  
(2)給与水準の適正化 Ｂ Ｂ Ｂ   

Ⅱ－２

－(2) 

 

(2)「地球シミュレータ」 Ａ Ｂ Ａ   
Ⅰ－２

－(2) 
 

  
(3)事務事業の見直し等 Ｂ Ｂ Ｂ   

Ⅱ－２

－(3) 

 

(3)その他施設設備の運用 Ｂ Ｂ Ｂ   
Ⅰ－２

－(3) 
 (4)契約の適正化 Ｂ Ｂ Ｂ   

Ⅱ－２

－(4) 

 

 ３．海洋科学技術関連情報の提

供・利用促進 
─ ─ ─     

          

 (1)データ及びサンプルの提

供・利用促進 
Ｂ Ｂ Ａ   

Ⅰ－３

－(1) 
 

 
Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 

 

(2)普及広報活動 Ｂ Ａ Ａ   
Ⅰ－３

－(2) 
 

  予算（人件費の見積り等を含

む。），収支計画および資金計

画 

Ｂ Ｂ Ｂ   
Ⅲ－１

～３ 
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(3)成果の情報発信 Ｂ Ｂ Ｃ   
Ⅰ－３

－(3) 
 

  
短期借入金の限度額 ─ ─ ─   Ⅳ 

 

４．世界の頭脳循環の拠点とし

ての国際連携と人材育成の推

進 

─ ─ ─     

  
重要な財産の処分または担保

の計画 
─ Ｂ ─   Ⅴ 

 

(1)国際連携、プロジェクトの

推進 
Ｂ Ａ Ａ   

Ⅰ－４

－(1) 
 

  
剰余金の使途 ─ ─ ─   Ⅵ 

 

 
(2)人材育成と資質の向上 Ｂ Ｂ Ｂ   

Ⅰ－４

－(2) 
 

          

 ５．産学連携によるイノベーシ

ョンの創出と成果の社会還元

の推進 

─ ─ ─     

 

Ⅳ．その他の事項 

 (1)共同研究及び機関連携によ

る研究協力 
Ｂ Ｂ Ａ   

Ⅰ－５

－(1) 
 

  
施設・設備等に関する計画 Ｂ Ｂ Ｂ   Ⅶ－１  

(2)研究開発成果の権利化及び

適切な管理 
Ｂ Ｂ Ｂ   

Ⅰ－５

－(2) 
 

  
人事に関する計画 Ｂ Ｂ Ｂ   Ⅶ－２  

(3)研究開発成果の実用化及び

事業化 
Ｂ Ｂ Ｂ   

Ⅰ－５

－(3) 

   中期目標期間を超える債務負

担 
─ ─ ─   Ⅶ－３  

(4)外部資金による研究の推進 Ｂ Ｂ Ｂ   
Ⅰ－５

－(4) 

   
積立金の使途 ─ ─ ─   Ⅶ－４  

                   

 

評定は、「文部科学省所管の独立行政法人の評価に関する基準」（平成２７年６月３０日文部科学大臣決定）に基づく。詳細は下記の通り。 

【研究開発に係る事務及び事業（Ⅰ）】 

Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされている。 

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。 

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等が求められる。 
 

【研究開発に係る事務及び事業以外（Ⅱ以降）】 

Ｓ：法人の活動により、中期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 120％以上で、かつ質的に顕著な成果が得られていると認められる場合）。 

Ａ：法人の活動により、中期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 120％以上とする。）。 

Ｂ：中期計画における所期の目標を達成していると認められる（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 100％以上 120％未満）。 

Ｃ：中期計画における所期の目標を下回っており、改善を要する（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 80％以上 100％未満）。 

Ｄ：中期計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 80％未満、又は主務大臣が業務運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認めた場合）。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－(1) 海底資源研究開発 

関連する政策・施策 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応 

施策目標９―５ 国家戦略上重要な基盤技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人海洋研究開発機構法第十七条 

第一号 海洋に関する基盤的研究開発を行うこと。 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0295 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

論文数 ― 79 47 58               予算額（千円） 3,549,137 4,332,182 2,744,957   

       決算額（千円） 2,667,565 3,830,799 2,856,155   

       経常費用（千円） 2,442,972 3,219,909 2,604,203   

       経常利益（千円） ▲181 32,238 575   

       行政サービス実施コ

スト（千円） 
2,639,961 3,171,809 2,430,715   

        従事人員数 126 132 129   

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 我が国の周辺海

域には、海底熱水

鉱床、コバルトリ

ッチクラスト、レ

アアース泥、メタ

ンハイドレート

等の海底資源の

存在が確認され

ているが、これら

の持続的な利活

用に向けて解決

すべき課題が残

されている。 

このため、機構

は、最新の調査・

分析手法を用い

た海洋調査及び

我が国の領海及び排他的

経済水域内に存在が確認さ

れている海底資源を利活用

することは、我が国の成長、

ひいては人類の持続可能な

発展のために重要である。

機構は海洋基本計画や海洋

エネルギー・鉱物資源開発

計画(平成 25 年 12 月 24 日

総合資源エネルギー調査会

答申)等に掲げる海底資源

の成因解明と時空分布の把

握・予測に資するため、海

底資源形成の過程に関わる

多様な元素、同位体及び化

学種を定量的に把握する。

また、海底資源を地球にお

我が国の領海及び排他的

経済水域内に存在が確認さ

れている海底資源を利活用

することは、我が国の成長、

ひいては人類の持続可能な

発展のために重要である。

機構は海洋基本計画や海洋

エネルギー・鉱物資源開発

計画(平成 25 年 12 月 24 日

総合資源エネルギー調査会

答申)等に掲げる海底資源

の成因解明と時空分布の把

握・予測に資するため、海

底資源形成の過程に関わる

多様な元素、同位体及び化

学種を定量的に把握する。

また、海底資源を地球にお

【大評価軸】 

・実海域調査への

活用や環境影響

評価手法の確立

を通じて、海底資

源の持続的な利

活用へ貢献した

か 

 

【中評価軸】 

・研究開発成果の

科学的意義（独創

性、革新性、先導

性、発展性等）が

十分に大きなも

のであるか 

・研究開発成果が

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

中期目標や事業計画に照らし、

本項目による成果・取組等につい

て総合的に勘案した。その結果、

中期目標に向けて順調に成果が創

出できているだけでなく、下に述

べるいくつかのテーマに関する成

果は、独創性・革新性・発展性が

十分に大きなものであるだけでな

く、国際水準に照らしても非常に

画期的なものと認められる。 

（1）熱水鉱床の成因解明のための

パッシブ電位計測機器及び曳航式

の電気探査装置を開発し、その試

験的応用を行った。フローチャー

ト上の「プラットフォーム及びセ

ンサ技術を用いた効率的な調査手

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示す通

り、中期計画及び年度計画に定

められた以上の業務の進捗が認

められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・商業化が期待される大規模な

鉱床候補地の探索効率に飛躍

的な向上をもたらす「潜頭性

鉱床のリモートセンシング技

術」を開発した。さらに、SIP

の枠組みを通じて、開発した

技術の実用化試験と民間移転

を同時並行的に推進し、商業

規模での鉱床候補地の選定、
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室内実験等を実

施し、海底資源の

形成過程に係る

多様な要素を定

量的に把握し、形

成モデルを構築

するとともに、成

因を解明する。ま

た、海底を広域調

査する研究船、有

人潜水調査船、無

人探査機等のプ

ラットフォーム

及び最先端セン

サ技術を用いた

効率的な調査手

法を確立する。こ

れらの成果を踏

まえ、より広域の

海域において、海

底資源の利活用

に必要となる基

礎データ等を収

集することで、科

学調査を加速す

る。 

さらに、持続的な

海底資源の利活

用を推進する上

で不可欠な環境

影響評価につい

ては、新たな環境

影響評価法の確

立に向けた調査

研究を行う。 

これらの研究開

発を進めるにあ

たっては、他の研

究開発機関や大

学、民間企業等と

の連携を強化す

ける物質循環の一部として

捉え、固体地球の最外部で

ある岩石圏、地球の約 7 割

を覆う水圏、大気圏、さら

には生物圏を含む地球表層

での各圏にまたがる物質循

環を網羅的に解析した上

で、その歴史を把握し、海

底資源との関わりについて

総合的に理解を深める。そ

のため、従来着目されてこ

なかった海底資源生成時の

海洋環境を把握し、海底資

源の形成メカニズムを明ら

かにする。併せて、機構の

持つ多様な手法を利用した

総合科学的アプローチによ

り、資源成因論を基盤とし

た効率的調査システムを構

築し、海底資源の利活用に

貢献する。さらに、環境の

現状や生物群集の変動等を

把握することにより、海底

資源開発に必要となる環境

影響評価手法の構築に貢献

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ける物質循環の一部として

捉え、固体地球の最外部で

ある岩石圏、地球の約７割

を覆う水圏、大気圏、さら

には生物圏を含む地球表層

での各圏にまたがる物質循

環を網羅的に解析した上

で、その歴史を把握し、海

底資源との関わりについて

総合的に理解を深める。そ

のため、従来着目されてこ

なかった海底資源生成時の

海洋環境を把握し、海底資

源の形成メカニズムを明ら

かにする。併せて、機構の

持つ多様な手法を利用した

総合科学的アプローチによ

り、資源成因論を基盤とし

た効率的調査システムを構

築し、海底資源の利活用に

貢献する。さらに、環境の

現状や生物群集の変動等を

把握することにより、海底

資源開発に必要となる環境

影響評価手法の構築に貢献

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国際的な水準に

照らして十分大

きな意義がある

ものか 

・取組が期待され

た 時 期 に 効 果

的・効率的に実施

されたか 

・実施体制や実施

方策が妥当であ

るか 

・科学調査が加速

されたか 

・民間企業・産業

界において活用

されたか若しく

はそれにつなが

る可能性がある

か 

・当初の目標・計

画からは予期し

ていなかった有

意義な波及効果

が得られたもの

はあるか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法の確立」に大きく資するだけで

なく、新たな海底下鉱床の探索へ

の試験的応用にまで到達し、その

有用性を確認した。これらの測器

は鉱床の面的なサーベイを大きく

効率化するものであり、当該分野

において観測の強化へ向けて大き

く貢献するものである。 

（2）コバルトリッチクラスト中の

マンガンや鉄、微量金属の濃集過

程を明らかにし、海底下金属資源

形成の根本的な知見を得た。フロ

ーチャート上の「科学的調査を加

速し、基礎データ等を収集」に向

けて大きく前進する成果である。

海底下の資源開発において、ブレ

イクスルーをもたらす可能性を十

分に秘めた画期的な成果・知見で

あり、「鉱床候補地の推定」という

アウトカムに至る重要なステップ

であったと考える。 

（3）環境影響評価法の確立に関し

ては、新たな知見が国際海洋底機

構（ISA）及び ISO の基準・方針や

取組などに反映される方向で着実

に進んでいる。 

 これらの成果を総合的に考える

と、中期目標アウトカムである「鉱

床候補地の推定」、「環境影響評価

手法の確立」、「実海域調査への活

用」などの達成に向けて大きく進

展したと見ることができる。以上

の理由により、28 年度の評価はＡ

とする。 

  

 

 

 

 

 

 

海底資源の持続的利活用とい

ったアウトカム創出に向けた

道筋を明示しており、将来的

な成果の創出の期待も極めて

大きいといえ、高く評価でき

る。これは、個別技術開発の

想定以上の進展に加えて、

JOGMEC との連携による既存デ

ータ活用が実現したことに因

るものであり、前年度評価で

課題として指摘されていた

SIP における機構のマネジメ

ント強化が図られたものと評

価し得る。 

・環境影響評価手法の確立に関

しては、特に深海生態系への

影響解析の大幅な迅速化を可

能とする手法を提案し、民間

調査会社への技術移転を開始

しただけでなく、ISA ガイドラ

インや ISO での規格化を見据

えた進展が見られるなど、ア

ウトカム達成に向けて中期計

画を前進させたと評価し得

る。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・中期目標達成に向けて計画を

加速、変更した場合には、ロ

ードマップでも計画変更点を

明確にすることが必要であ

る。 

・研究開発の優先順位付けには、

民間企業や JOGMEC など資源開

発に携わる組織との一層の連

携強化が求められる。 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

・本項目における他機関との連

携には、民間企業への技術移
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るとともに、開発

した技術が速や

かに実海域調査

に活用されるよ

う、民間企業への

技術移転を進め

る。 

 

①海底熱水鉱床の成因解明

とそれに基づく調査手法の

構築 

海底熱水活動の循環シス

テムや規模等を把握するこ

とにより、海底熱水鉱床の

成因、形成プロセス及び特

性の体系的な理解を進め

る。また、研究船や自律型

無人探査機（AUV）・遠隔操

作無人探査機（ROV）等を駆

使し、各種調査技術を融合

させた系統的な海底熱水調

査手法を平成 27 年度を目

途に構築する。さらに、人

工熱水噴出孔の幅広い活用

による応用研究を推進す

る。加えて、巨大熱水鉱床

形成モデルの構築を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①海底熱水鉱床の成因解明

とそれに基づく調査手法の

構築 

海底熱水活動の循環シス

テムや規模等を把握するこ

とにより、海底熱水鉱床の

成因、形成プロセス及び特

性の体系的な理解を進め

る。また、研究船や自律型

無人探査機（AUV）・遠隔操

作無人探査機（ROV）等を駆

使し、各種調査技術を融合

させた系統的な海底熱水調

査手法の構築を進める。さ

らに、人工熱水噴出孔の幅

広い活用による応用研究を

推進する。加えて、巨大熱

水鉱床形成モデルの構築を

行う。 

平成 28 年度は、広域調査

によって絞られた海域で稠

密調査のための手法確立の

基礎を固める。また、化学

分析データ、物理計測デー

タをまとめ、熱水鉱床の成

因一次モデルを提案する。 

具体的には、広域プルー

ム探査の結果に基づき、中

部沖縄トラフのモデル海域

について、稠密海底サーベ

イを開始する。 

海底熱水活動の時空間変

動調査に必要な地球化学的

トレーサーの観測項目を設

定し、装置を設計する。電

気合成生態系の遺伝子解析

に連動させ、人工熱水噴出

孔での発電システムの要素

技術の耐久性や長時間稼働

の現場検証実験を行う。 

海外の黒鉱鉱床などの硫

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中部及び南部沖縄トラフで実施

されてきた広域調査に基づき、久米

島西方、第四与那国海丘、宮古海丘

等において各種センサ・観測装置を

搭載したAUVとROVの段階的潜航に

より新規に多数の熱水活動を発見

し、さらにその特性を把握すること

にも成功する等、稠密調査法 の確

立に向けて着実に前進した。独立行

政法人石油天然ガス・金属鉱物資源

機構（JOGMEC）との連携協定の下、

海底サーベイの先の展開として伊

是名海穴掘削を実施した。 

人工熱水噴出孔に設置を計画し

ている発電システムの電極等の長

時間稼働試験を陸上の硫化水素泉

で行った。地球化学的トレーサー利

用に代わり直接物理計測による熱

水活動の時空間変動調査実施のめ

どが立ったことから、トレーサー観

測については概念設計を以て終了

とした。人工熱水噴出孔での現場検

証実験は、成因モデル構築のための

貴重な時系列データを産み出しつ

つあるとともに、硫化物回収技術の

検討が行われるなど、エンジニアリ

ングプラットフォームとしても機

能しつつある。 

沖縄掘削試料をはじめとする硫

化物鉱物及び関連試料の分析・解析

を進展させ、海底下構造と鉱体との

関連を制約する情報を得、大規模熱

水鉱床の成立要件についての見通

しを得た。特に、集中調査の対象と

してきた伊平屋北海丘での掘削試

料に基づいて、時間発展要素を含ま

ない成因一次モデルを構築し、幅広

い読者を対象に平易に編集した冊

 

 

 

 平成 28 年度計画に対する本項

目の進捗は、中期目標アウトカム

の達成に向けて順調に成果が創出

できているだけでなく、独創性・

革新性・発展性が予定を上回る成

果を得ており、国際水準に照らし

ても非常に画期的なものと認めら

れる。 

特に、熱水鉱床の成因解明のた

めに取り組んだパッシブの電位計

測機器及び曳航式の電気探査装置

の開発は、フローチャート上の「プ

ラットフォーム及びセンサ技術を

用いた効率的な調査手法の確立」

に大きく資するものであり、開発

したこれらの測器を用いた海底下

鉱床の新たな探索法の試験的応用

にまで到達している。 

具体的にはこれらの測器によっ

て、活動中の熱水鉱床だけでなく、

活動を停止した冷えた鉱床である

潛頭性鉱床についても調査が可能

となり、従来の手法に比べ安価で

あり、その上鉱床の面的なサーベ

イを大きく効率化させる極めて画

期的な手法が確立した。この成果

は当該分野においてこのような観

測手法の実用化へ向けて大きく貢

献するものである。 

これらの知見は、海底下の資源

開発において、ブレイクスルーを

もたらす可能性を十分に秘めた画

期的な成果・知見であり、「鉱床候

補地の推定」というアウトカムに

至る重要なステップであったと考

える。 

以上の通り、「研究開発成果の最

大化」に向けて極めて顕著な成果

転だけでなく、例えば、鉱床

候補地の推定には JOGMEC との

協力・連携が、環境影響評価

手法の確立では他機関の成果

を集約して機構が手順書を作

成するなど、様々な形態が考

えられる。フローチャート上

でも、他の機関との連携もわ

かるように改善した方がよ

い。 

・海底資源の持続的な利活用（ア

ウトカム）への貢献のために

は、深海生態系への影響評価

だけでなく、商業的な大規模

採鉱における評価手法の全体

像や、そのゴールに向けた道

筋と進捗度合いの明確化が必

要と考えられる。 

・鉱床候補地の推定に向けた基

礎研究は進捗しているが、最

終目標に至る道筋の更なる具

体化・明確化が必要である。 

・専門家以外へ発信する手だて

として「海底熱水鉱床の成り

立ち」という冊子を作った。

その意図は良いが、実際の冊

子は専門家以外の人が進んで

読んでみようというものでは

ないように感じた。専門家目

線ではない視点で企画・編

集・レイアウトを工夫する必

要がある。 
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②コバルトリッチクラス

ト・レアアース泥の成因解

明とそれに基づく高品位な

鉱床発見に貢献する手法の

構築 

地球化学的、地質学的及

び生物化学的な手法を総合

的に利用し、海水の元素組

成の変化や酸化還元状態の

変化等、過去の海洋環境の

変遷を詳細に解析し、コバ

ルトリッチクラスト・レア

アース泥の成因を把握す

る。そのため、これらの鉱

化物鉱物試料の化学分析、

同位体測定を行い、生成年

代と鉱床構成元素の起源を

探り、熱水鉱床生成モデル

の検証を進める。また、沖

縄掘削試料の分析・解析を

通じ、成因一次モデルを提

案する。 

沖縄海域、インド洋、北大

西洋、アンダマン海あるい

は紅海での新発見及び既知

熱水での海底・海底下もし

くは極限環境微生物生態系

の探査を計画する。特に、

中央インド洋海嶺及びカリ

ブ海中部ケイマン海嶺熱水

域における微生物生態系の

分布や拡がり、構造多様性

や機能、生物地球物質循環

への影響や役割の解析を完

了し、南西・中央インド洋

海嶺における熱水域の化学

合成(微)生物生態系の遺伝

学的解析による群集構造や

種組成情報の取得とそれに

基づいた機能解析を行う。 

 

②コバルトリッチクラス

ト・レアアース泥の成因解

明とそれに基づく高品位な

鉱床発見に貢献する手法の

構築 

地球化学的・地質学的及

び生物化学的な手法を総合

的に利用し、海水の元素組

成の変化や酸化還元状態の

変化等、過去の海洋環境の

変遷を詳細に解析し、コバ

ルトリッチクラスト・レア

アース泥の成因を把握す

る。そのため、これらの鉱

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子体として刊行・配付した。今後、

時間的な要素の検討、他の熱水活動

域でのバリエーション検討を含め

て二次モデルへと更新していく。 

沖縄トラフ、マリアナ弧、中央イ

ンド洋海嶺等における微生物群集

構造を解析し、遺伝的接続性に関す

る研究論文を発表した。また、中央

インド洋海嶺の熱水域における化

学環境及び化学合成（微）生物生態

系の基礎構造について研究論文を

発表した。さらに、インド洋、アン

ダマン海、紅海での新しい熱水域の

極限環境微生物生態系の探査準備

を進めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ROV、AUV を用いたコバルトリッ

チクラストの調査手法を成熟させ

た。「かいれい」及び「かいこう

Mk-IV」による航海（航海番号：

KR16-13）により拓洋第５海山に設

置した電磁流向流速計、現場実験・

培養装置を回収し、流向流速データ

の解析、現場吸着実験物質の放射光

実験による分析、培養装置の遺伝子

の創出や将来的な特別な成果の創

出の期待等が認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 28 年度計画に対する本項

目の進捗は、中期目標に向けて順

調に成果が創出できているだけで

なく、独創性・革新性・発展性が

予定を上回る成果を得ており、国

際水準に照らしても非常に画期的

なものと認められる。 

 特にコバルトリッチクラストに

関しては、「形成モデルの構成と成
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物資源が形成された年代を

測定する方法により、海洋

環境を変化させる火成活

動、大陸風化等の要因を把

握し、コバルトリッチクラ

スト・レアアース泥形成の

総合的理解を進める。これ

らの関係を把握し、さらに

原子・分子レベルでの鉱物

の形成メカニズムを把握す

ることによって、有用元素

のみならず、それらと相互

作用する元素の地球化学的

挙動に関する理解を進め

る。以上によって把握した

これらの鉱物資源の成因を

基に、新たな高品位鉱床の

発見に貢献する手法を提案

するとともに、レアアース

泥形成モデル及びクラスト

形成モデルを実証する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

物資源が形成された年代を

測定する方法により、海洋

環境を変化させる火成活

動、大陸風化等の要因を把

握し、コバルトリッチクラ

スト・レアアース泥形成の

総合的理解を進める。これ

らの関係を把握し、さらに

原子・分子レベルでの鉱物

の形成メカニズムを把握す

ることによって、有用元素

のみならず、それらと相互

作用する元素の地球化学的

挙動に関する理解を進め

る。以上によって把握した

これらの鉱物資源の成因を

基に、新たな高品位鉱床の

発見に貢献する手法を提案

するとともに、レアアース

泥形成モデル及びクラスト

形成モデルを実証する。 

 平成 28 年度は、コバルト

リッチクラストの調査手法

を成熟させるとともに、分

析・解析を進める。また、

調査海域を拡げ、産状の把

握を進める。それらの結果

をまとめ、成因の一次モデ

ルを提案する。レアアース

泥に関しては、南鳥島周辺

の調査とデータの分析・解

析から南鳥島周辺の海域の

レアアース泥の堆積プロセ

スの基礎的な理解を深める

ことによって、成因の一次

モデルを提案する。 

具体的には、無人探査機

「かいこう Mk-IV」を用い

た拓洋第 5 海山調査におい

て設置した流向流速計・現

場実験・培養装置を回収し、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解析を進めている。鉄マンガン酸化

物資源の一つ、マンガンノジュール

から作成された標準物質 JMn-1（日

本地質調査所）、Nod-A-1, Nod-P-1

（米国地質調査所）の分析におい

て、5％から 10％の吸着水が秤量誤

差につながることを見いだし、信頼

度の高い秤量手法を開発し、微量元

素組成分析手法を確立した。また、

これら標準物質中の微量元素、白金

族元素濃度の繰り返し再現性の高

い分析手法を確立した。コバルトリ

ッチクラストが形成された年代を、

海水の Os 同位体比進化曲線と対比

して決めたデータに関して、これま

で複数の論文として公表されてい

る。この Os 同位体層序による年代

と、10Be 年代測定法による年代と

の比較研究を開始した。レアアース

泥の Os 同位体層序による年代デー

タの取得を進めた。コバルトリッチ

クラストへのレアメタル濃集に関

して、タングステンの吸着構造と同

位体組成変動との関係性を明らか

にし、論文として公表した。コバル

トリッチクラストの成因モデルに

関する議論を進め、一次モデルを構

築、提案しており、計画は十分に達

成した。 

 「みらい」による航海（航海番号：

MR16-07）により、これまでの調査

海域を南鳥島東方に広げコア試料

採取を行い、海洋底下深さ方向の元

素濃集状況の分析を進めた。レアア

ース泥の粒度解析を行い、自生鉱物

の平均粒径と REY（レアアース元素

とイットリウム）濃度に正の相関が

あることを見いだし、論文発表を行

った。Sr,Nd,Pb の同位体分析を概

ね計画通りに進めた。また、既存の

主成分・微量元素の統計解析に基づ

因解析」について、砕屑物起源で

はなく海水起源という極めて重要

な知見を得ることに成功した。こ

れは、フローチャート上の「科学

的調査を加速し、基礎データ等を

収集」に向けて大きく前進する成

果である。これらの知見は、海底

下の資源開発において、ブレイク

スルーをもたらす可能性を十分に

秘めた画期的な成果・知見であり、

「鉱床候補地の推定」というアウ

トカムに至る重要なステップであ

ったと考える。 

以上の通り、「研究開発成果の最

大化」に向けて顕著な成果の創出

や将来的な成果の創出の期待等が

認められる。 
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流向・流速データ、地形デ

ータ及び現場装置などのデ

ータ分析・解析を行う。コ

バルトリッチクラストなど

高濃度にレアメタルを含む

鉄マンガン酸化物資源につ

いては、信頼に足る分析値

が無い状態のため、平成 28

年度に信頼度の高い分析方

法を確立し、平成 29 年度以

降にその手法を国際標準に

することを目指す。吸着実

験と放射光実験により、こ

れまでに加えてさらに多く

のレアメタル、レアアース、

貴金属、例えば、白金など

の濃集メカニズムを明らか

にする。以上の結果に、こ

れまでの Os 同位体層序に

よる年代値と合わせて、コ

バルトリッチクラスト成因

の一次モデルを提案する。 

 レアアース泥に関して

は、南鳥島周辺海洋底試料

採取範囲を拡大し、その化

学分析、海洋底下深さ方向

の元素濃集状況を把握す

る。南鳥島近傍等から得ら

れたレアアース泥の鉱物組

織・構造解析を実施する。

選定された独立要因を代表

する試料の、主成分・微量

元素・同位体組成及び構成

鉱物分析を行い、マルチス

ケール（ミクロからコアス

ケール）での元素分布のキ

ャラクタリゼーションを行

う。技術的には、集束イオ

ン／電子ビーム加工装置

（FIB-SEM）を用いたレアア

ース泥の超薄切片試料調製

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

き、グローバルな環境変動要素との

関連性を解析中である。レアアース

泥試料調製技術の向上のため、 FIB

によるマイクロのジュールの超薄

片試料の作成を行い、その技術向上

を行った。熱水域に設置・回収した

プレート上のマンガン酸化物の分

析を行い、クラスト成長の要素の検

討を行った。これまでに採取したレ

アアース泥とその前後の堆積物に

ついて、Os 同位体分析を進め、ハ

イエタスの有無、堆積速度等の推定

を行い、計画は十分に達成した。レ

アアース金属を含む金属元素に応

答する海底下微生物ゲノムの基質

誘導型遺伝子発現実験を進め、「ち

きゅう」により南海トラフ熊野灘の

サイト C0001・C0002 より採取され

た堆積物コアサンプルから陽性反

応を示す複数のクローン株を確認

した。レアアース泥に関して、採取

試料の分析・解析により、成因の一

次モデルを提案した。 
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③海底炭化水素資源の成因

解明と持続的な炭素・エネ

ルギー循環に関する研究 

我が国における持続的な

炭素・エネルギー循環シス

テムの構築に貢献するた

め、海底炭化水素資源の成

因や実態を科学的に理解

し、その利活用手法を提案

する。海底深部における炭

素・水・エネルギー循環シ

ステムの実態と動的メカニ

ズムを解明するため、海底

炭化水素環境の特徴を総合

的に理解するための調査を

行う。また、海底炭化水素

資源の形成過程に影響を及

ぼす微生物代謝活動の理解

を進めるとともに、メタン

生成の温度・圧力条件の特

法及び透過型電子顕微鏡

（TEM）による原子レベルで

の部位特異的観察手法を開

発する。レアアース泥の年

代測定のための Os 同位体

測定を加速させ、平成 27

年度までに採取された試料

について、堆積速度を推定

する。また、レアアース泥

等から構築されたマスター

ライブラリーを用いて、金

属・レアアース添加による

遺伝子発現誘導を実施し、

高速セルソーターを用い

て、遺伝子発現誘導に応答

した陽性クローン候補の選

択分取を実施する。これに

よって、レアアース濃集と

微生物の機能を明らかにす

る。 

 

③海底炭化水素資源の成因

解明と持続的な炭素・エネ

ルギー循環に関する研究 

我が国における持続的な

炭素・エネルギー循環シス

テムの構築に貢献するた

め、海底炭化水素資源の成

因や実態を科学的に理解

し、その利活用手法を提案

する。海底深部における炭

素・水・エネルギー循環シ

ステムの実態と動的メカニ

ズムを解明するため、海底

炭化水素環境の特徴を総合

的に理解するための調査を

行う。また、海底炭化水素

資源の形成過程に影響を及

ぼす微生物代謝活動の理解

を進めるとともに、メタン

生成の温度・圧力条件の特

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「ちきゅう」により南海トラフ熊

野灘第五泥火山から採取された堆

積物コアサンプルや種子島沖泥火

山群の詳細な解析を進め、海底下深

部における生物起源炭化水素ガス

の成因に関する知見を得た。それら

の成果の論文を執筆し、現在、審査

中である。また、海底下におけるメ

タン生成環境を理解するため、メタ

ン生成温度指標を与えるクランプ

ト同位体分子の分析基盤の構築を

進めた。 

 ダラム大学と連携して、オイル

（炭化水素）、あるいはオイルの源

岩（炭質岩）の Re-Os 同位体分析デ

ータに関して、ラボ間のキャリブレ

ーションをできる体制を整えた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 28 年度計画に対して本項

目は全体として概ね順調に進捗し

た。 

海底炭化水素資源の成因解明に

ついては、南海トラフ泥火山の研

究を中心に順調な進捗がみられ

る。アウトプットでは一部の項目

の論文発表について若干遅れてい

るものの、海底炭化水素に関連す

る重要な科学的知見が得られてお

り、今後複数の学術論文や特許等

につながる見込みである。また、

海底炭化水素資源の持続的利活用

に関連する産業界との連携・共同

研究も順調に進んでおり、特に生

物起源ガスに関する同位体地球科

学的・微生物学的知見や探鉱・評
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定等を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定等を行う。 

 平成 28 年度は、海底炭化

水素の年代や起源、生成・

分解プロセス、反応場等を

特定するための分析技術の

高精度化を図るとともに、

泥火山や海底炭化水素資源

環境の調査研究を進め、炭

素循環に関わる生物機能の

空間分布を明らかにする。

また、電気化学的 CO2 転換

に関わる遺伝子機能を解明

し、CO2転換効率の最適化や

促進技術の基礎を固める。 

具体的には、種子島沖や

南海トラフ等の日本近海の

泥火山群の地質学的・地球

化学的特徴と天然ガス・メ

タンハイドレートの起源や

成因等を明らかにするた

め、泥火山等から採取され

た水・堆積物試料の化学分

析を実施する。 

海底炭化水素試料の年代

決定法及び炭化水素の起源

特定の手法を確立するた

め、天然試料の Re-Os 同位

体分析を行い、手法の有効

性を確定する。 

海底堆積物内におけるメ

タン生成活性を推定するた

め、培養実験等を行い、F430

濃度とメタン生成活性との

相関を明らかにする。また、

海水中におけるメタン生成

パラドックスの解明のため

に、海洋表層におけるメタ

ン生成場をコントロールす

る要因の特定を行う。 

海底下微生物生態系によ

る炭化水素資源形成プロセ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 安城や筑後など農業試験地の土

壌試料について F430 分析を行い、

安城では F430 濃度とメタン生成速

度との間に相関が見られたが、筑後

では明確な相関が見られなかった。

海洋表層メタン生成場をコントロ

ールする要因を特定するため、海洋

表層懸濁態 6試料の測定を行い、そ

れらはクロロフィル濃度と相関し

た。 

 微生物酢酸生成における同位体

システマティックスについて、海底

下優占酢酸菌 Acetobacterium と深

海マルチ化学合成菌Archaeoglobus

を用いた実験を行った。また、微生

物 学 的 メ タ ン 生 成 に お け る

H2-H2O-CO2-CH4 同位体システマティ

ックスについての体系的な理解に

ついて研究論文を発表した。 

 順調に実施されている。選択的に

胞子を分取する分析系を確立しつ

つあり、当該要素技術について特許

申請について調整中である。 

 生物電気化学的CO2資源化リアク

ター中に、「ちきゅう」により下北

八戸沖から採取された石炭層コア

サンプルや、共同研究契約を締結し

た関東天然瓦斯株式会社の所有す

る水溶性ガス田のかん水を添加し、

低電圧印加条件でのメタン生成を

確認した。その微生物群集構造を明

らかにし、地下圏に存在する発電菌

と電気合成菌を同定した。現在、パ

イロットスケール（10L）の実証シ

ステムの導入準備を進めつつ、かん

水を用いた電気生物学的なメタン

回収技術に関する特許申請につい

て調整中である。 

 

 

 

価手法に対して産業界からの関心

が高まっており、民間により本項

目の成果が活用される期待が高

い。 

以上の通り、「研究開発成果の最

大化」に向けて成果の創出や将来

的な成果の創出の期待等が認めら

れ、着実な業務運営がなされてい

る。 
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④環境影響評価手法の構築 

生物群集の変動を遺伝子

レベルから個体群レベルま

で調べ、高解像度の調査と

長期の環境モニタリングか

ら得られる大規模データと

の統合解析により、生態系

の変動における復元力の限

界点を求め、環境影響評価

の手法の構築を目指す。こ

のため、平成 27 年度まで

に、調査データを統合した

生態系ハビタットマップを

作成するとともに、環境メ

タゲノム解析システムを整

備する。さらに、先進的な

調査と高精度なデータ解析

による評価手法を提示し、

環境への影響を低減できる

スを地球化学的に明らかに

するため、メタン生成に加

え、酢酸生成における

H2-H2O-CO2-CH3COOH 同位体

システマティックスの実験

的解析を行う。 

海底下の炭素循環に寄与

する微生物細胞を非染色で

分取・濃縮するため、深紫

外光レーザーを搭載した新

規セルソーターシステムの

開発を行う。 

さらに、持続的な炭素・

エネルギー循環に資するシ

ステムの一つとして、還元

的地下水等を用いた低電圧

負荷条件における生物電気

化学的 CO2 転換リアクター

の開発を行うとともに、電

気培養条件の最適化や CO2

転換効率の評価を行う。 

 

④環境影響評価手法の構築 

生物群集の変動を遺伝子

レベルから個体群レベルま

で調べ、高解像度の調査と

長期の環境モニタリングか

ら得られる大規模データと

の統合解析により、生態系

の変動における復元力の限

界点を求め、環境影響評価

の手法の構築を目指す。こ

のため、先進的な調査と高

精度なデータ解析による評

価手法を提示し、環境への

影響を低減できる海底資源

開発の実現に貢献する。 

平成 28 年度は、製作した

調査観測機器を導入して調

査データを収集し、生態系

の変動解析に向けたデータ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査航海において生物分布、生息

環境のデータを収集し、一部はハビ

タットマップにまとめ、変動要因の

解析につなげることができた。 

収集したデータセットをもとに、

内閣府の戦略的イノベーション創

造プログラム「次世代海洋資源調査

技術」（SIP）での共同研究（国立環

境研究所）により、深海生態系モデ

ルのプロトタイプを作成し、評価手

法に向けた検討を始めることがで

きた。予定の目標は達成した。光ケ

ーブルを利用した長期観測の観測

プラットフォーム開発に変更が生

じたため、長期観測手法の開発につ

いては計画の見直しが必要となっ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 28 年度計画に対する本項

目の進捗は、大きな支障なく沖縄

トラフなどの海域において調査観

測にて環境ベースラインデータを

収集し、データ解析を進めるなど

概ね予定通りであった。  

開発した生物調査（画像情報に

よる生物分布、環境メタゲノムに

よる群集組成）及び環境調査（AUV

の利用、現場センサ計測）の手法

を導入した航海で、多くのベース

ラインデータと試料を収集し、共

同研究により環境影響評価に応用

できる変動モデル（生態系変動・

生物分散、海水流動）のプロトタ

イプを構築し、成果の一部は論文

として公表した。開発した環境評
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海底資源開発の実現に貢献

する。 

 

セットを収集して海域の特

性を調べる。また、前年度

の成果を受けて、環境影響

評価手法のマニュアルの作

成を進め、調査観測での実

践により実用化を進める。 

具体的には、海域での調

査により収集したデータセ

ットを解析し、海域の特性

及び生態系の安定性や変動

に関わる要因を探る。 

調査観測のデータセット

から得られた環境と群集の

変動状況の情報を生態系の

理論モデルに組み込み、深

海生態系での評価手法を考

案する。環境変動と生態系

の安定性に関する時系列デ

ータを収集するため、調査

観測に向けた機器の製作と

海域での試験、海底での長

期観測と現場実験を開始す

る。 

また、データ解析に関す

る手法をマニュアルに追加

する。平成 27 年度の成果と

ワークショップでの結果を

受けて、環境影響評価の技

術や手法に関するワークシ

ョップを開催する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

データ解析（ハビタットマップ、

分布推定、環境メタゲノム、イメー

ジングフローサイト、映像解析等）

のマニュアル化は予定通りに達成

できた。作成したマニュアルの一部

は、開催した国際ワークショップに

おいて実用性の課題を検討するこ

とができた。ワークショップ参加者

からは貴重な意見と次に向けての

期待を寄せられた。SIP により、国

際標準化機構（ISO）への規格提案

に向け、３件の素案を作成した。ISO

規格への提案など、今期は想定以上

の成果を達成できた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

価と観測の手法は、民間技術者を

交えたワークショップにおいて検

討と改良が加えられ、成果を運用

マニュアルとしてまとめている。

メイオファウナを指標として利用

する評価手法については特許申請

を行い、国際規格への申請の準備

を行っている。このように、中期

目標アウトカムである「環境影響

評価手法の確立」、「実海域調査へ

の活用」などの達成に向けて順調

に進展した。 

特に環境影響評価法の確立に関

しては、新たな知見がISA及びISO

の基準・方針や取組などに反映さ

れる方向で着実に進んでいる。 

以上の通り、一部、長期観測手

法については遅れが生じている

が、その他の計画については予定

通りに達成しており、特に国際規

格化の取組については注目すべき

事項である、と判断し、「研究開発

成果の最大化」に向けて成果の創

出や将来的な成果の創出の期待等

が認められ、着実な業務運営がな

されている。 
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４．その他参考情報 

＜平成 27 年度の主務大臣評定における課題の指摘＞ 

・本項目の最終的な目標が産業界での海底資源の利活用であることを踏まえると、個別の成果が目標達成にどのように貢献しているのかを明確にする必要がある。 

・（人工熱水噴出孔の観察実験、海底下深部の微生物を起源とするメタン生成の確認等の）個別の成果についてその科学的・学術的意義は評価できるものの、現時点では海底資源開発への具体的な貢献が確認

できるレベルに達しておらず、中期目標上のアウトカム創出への道筋も明らかになっていない。 

・このため、平成 27 年度の成果から、最終目標である海底資源開発に至る道筋を、更に具体化・明確化する必要がある。 
 

【指摘事項に対する措置内容】 

○ 各業績について、自己評価の段階から、フローチャートを用いてアウトカムへの道筋、貢献度を明示している。 

○ 部会におけるヒアリングに際しては、個別の成果スライドにおいて、フローチャートを用いて道筋を明示するなど、中期目標上のアウトカム創出への道筋を明らかにした説明を行った。 

 

＜審議会及び部会における主な課題の指摘＞ 

・海底鉱物資源開発に係わるオールジャパンの体制における機構の立ち位置は必ずしも明確ではなく、SIP における役割も含め、包括的な見直しが必要である。 

・本項目への投入資金の８割以上を占める SIP については、調査技術の確立にとどまらず海洋資源調査産業の創出を謳っている以上、その部分が希薄であれば当該課題に対するマネジメントの在り様を反省

するしかない。機構としては、平成 27 年度事業に対する芳しくない評価を踏まえ、平成 28 年度事業でこのようにマネジメントを強化するという方向を SIP の一員として働きかけるのが建設的と考える。 
 

【指摘事項に対する措置内容】 

本課題では SIP との連携を取りながら、海洋基本計画等に掲げる「海底資源の成因解明と時空間分布の把握・予測」に関する技術の民間移転を進め、その技術が実海域調査を通して海底資源開発に貢献

することを最終のアウトカムとする。 

  平成 28 年度はステージゲート法を新たにマネジメントに取り入れた。継続的な市場との対話を通して見えてきたニーズに基づき、価値ある研究開発を具体化・明確化することで、技術移転のスピードを

加速させ、民間企業が自ら実海域調査を実施・実践する段階、アウトカム目前まで取組を進めることができた。 

  具体的には、「鉱床候補地の推定」に向けて海底下の熱水鉱床の調査に有効である電磁気探査の技術を民間に移転し、民間が傭船した船舶による調査航海（過去の調査データとの照合が可能である海域）

にてデータの解析まで行った。また、環境影響評価手法では、開発した技術を移転するのではなく、技術開発の段階から民間と共に実施する取組を進めた。アウトリーチについても民間企業への門戸を広

げるため、熱水鉱床の一次モデルを専門外の人にも理解できる内容で冊子にまとめ、自らの学術的な成果として利用するだけではなく、成果が海底資源の利活用に向けて実際に活用されることを強く意識

した取組を行った。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－(2) 海洋・地球環境変動研究開発 

関連する政策・施策 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応 

施策目標９―５ 国家戦略上重要な基盤技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人海洋研究開発機構法第十七条 

第一号 海洋に関する基盤的研究開発を行うこと。 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0295 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

論文数 ― 291 208 196               予算額（千円） 2,400,520 2,796,881 2,817,636   

       決算額（千円） 2,374,802 2,837,074 2,860,520   

       経常費用（千円） 3,017,491 3,199,036 3,190,159   

       経常利益（千円） ▲330 54,219 990   

 
  

    行政サービス実施コ

スト（千円） 
3,225,796 2,537,521 2,760,209   

        従事人員数 230 222 222   

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 地球温暖化や世

界各地で発生し

ている異常気象

をはじめとした

地球規模の環境

問題は一層深刻

化しており、それ

らへの適応は人

類にとっての喫

緊の課題である。

この問題を解決

していくために

は、地球環境にお

ける変動を正確

に把握し、それを

基にした信頼性

の高い予測を行

海洋基本計画や「我が国

における地球観測の実施方

針」において示された我が

国が取り組むべき研究開発

課題の解決に資するため、

これまで機構が培ってきた

技術を活用し、国際的な観

測研究計画や共同研究の枠

組みにおいて世界をリード

しながら研究開発を推進す

る。これにより、気象・気

候の変動や地球温暖化等の

地球環境変動に決定的な影

響を与える海洋－大気間、

海洋－陸域間、熱帯域－極

域間のエネルギー・物質の

交換について、観測に基づ

海洋基本計画や「我が国

における地球観測の実施方

針」において示された我が

国が取り組むべき研究開発

課題の解決に資するため、

これまで機構が培ってきた

技術を活用し、国際的な観

測研究計画や共同研究の枠

組みにおいて世界をリード

しながら研究開発を推進す

る。これにより、気象・気

候の変動や地球温暖化等の

地球環境変動に決定的な影

響を与える海洋－大気間、

海洋－陸域間、熱帯域－極

域間のエネルギー・物質の

交換について、観測に基づ

【大評価軸】 

・成果の活用を通

じて、地球規模環

境問題への適応

に貢献したか 

 

【中評価軸】 

・研究開発成果の

科学的意義（独創

性、革新性、先導

性、発展性等）が

十分に大きなも

のであるか 

・国際的な水準に

照らして十分大

きな意義がある

ものか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

本課題による成果、取組等につ

いて総合的に勘案した結果、「研究

開発成果の最大化」に向けて顕著

な成果の創出や中期目標に期待さ

れるアウトカムの将来的な達成が

見込まれることからＡ評定とし

た。 

また、評価推進委員会からも国

際的にも高く評価される成果を挙

げている」とコメントを受けてお

り、高い評価に値すると考える。 

顕著な成果の具体例として、（1）

東アジア陸域植生による CO2 吸収

は進んでいない、（2）インド域の

熱波は太平洋熱帯域の海面水温変

動が発生要因、（3）予報モデルの

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示す通

り、中期計画及び年度計画に定

められた以上の業務の進捗が認

められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・高精度の大気輸送モデルによ

り、東アジアの化石燃料燃焼

由来の CO2 排出量における従

来の報告値に重大な誤差のあ

る可能性を指摘した。この成

果は、IPCC が取りまとめる国

別温室効果ガスインベントリ

のガイドライン改訂（2019 年

予定）に貢献するもので、環
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うことが必要で

ある。 

このため、研究船

や観測ブイ等を

用いた高度な観

測技術を最大限

に活用し、海洋が

大きな役割を果

たす地球環境変

動を総合的に観

測するとともに、

最先端の予測モ

デルやシミュレ

ーション技術を

駆使し、「地球シ

ミュレータ」等を

最大限に活用す

ることにより、地

球規模の環境変

動が我が国に及

ぼす影響を把握

するため研究開

発を行い、地球環

境問題の解決に

海洋分野から貢

献する。特に、北

極海域等、我が国

の気候への影響

が大きいと考え

られる海域にお

ける観測及び調

査研究を強化す

る。 

これらを通じて、

気候変動、物質循

環、海洋生態系の

変化・変動に関す

る新たな観測デ

ータを収集・蓄

積・分析し、地球

環境の変動につ

きそのプロセスや実態の統

合的な理解を進めるととも

に、地球環境変動を精密に

予測することに資する技術

を開発する。また、地球温

暖化や進行中の海洋酸性化

と生態系への影響、熱・物

質分布の変化等の地球環境

の変わりゆく実態を正確に

把握して具体的な事例を科

学的に実証するとともに、

気候変化・変動への適応

策・緩和策の策定に資する

新たな科学的知見を提示す

る。特に、北極海域は海洋

酸性化の進行が顕著であ

り、生態系への影響が懸念

されているほか、海氷の減

少は地球規模の気候変動に

大きな影響を与えるばかり

でなく、我が国の気候への

影響も懸念されていること

から、機構は当該海域の調

査研究を進める。さらに、

得られた観測データや予測

データの公開を行い、防

災・減災にも資する情報を

社会へ発信する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

きそのプロセスや実態の統

合的な理解を進めるととも

に、地球環境変動を精密に

予測することに資する技術

を開発する。また、地球温

暖化や進行中の海洋酸性化

と生態系への影響、熱・物

質分布の変化等の地球環境

の変わりゆく実態を正確に

把握して具体的な事例を科

学的に実証するとともに、

気候変化・変動への適応

策・緩和策の策定に資する

新たな科学的知見を提示す

る。特に、北極海域は海洋

酸性化の進行が顕著であ

り、生態系への影響が懸念

されているほか、海氷の減

少は地球規模の気候変動に

大きな影響を与えるばかり

でなく、我が国の気候への

影響も懸念されていること

から、機構は当該海域の調

査研究を進める。さらに、

得られた観測データや予測

データの公開を行い、防

災・減災にも資する情報を

社会へ発信する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・取組が期待され

た 時 期 に 効 果

的・効率的に実施

されたか 

・実施体制や実施

方策が妥当であ

るか 

・国際的な取組へ

の知見提供が十

分なされたか 

・当初の目標・計

画からは予期し

ていなかった有

意義な波及効果

が得られたもの

はあるか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

超高解像度化による台風進路予測

精度の向上等の成果を創出するこ

とができた。 

（1）は、単に CO2収支の正確な見

積りの提示にとどまらず、東アジ

アの植林政策の効果再評価を促す

知見の提供に結びついており、ア

ウトプットである「国際的な取組

への貢献（国際的プレゼンスの向

上）」から「地球規模の環境問題へ

の適応に向けた貢献」に直結する

と考える。 

（2）は、創出された科学的知見が、

現地で新聞にとりあげられるなど

重要視されており、既にある程度

「国際的な取組への貢献（国際的

プレゼンスの向上）」を果たしてい

る。 

（3）は、台風のメカニズム解明と

いう科学的成果のみならず、現業

予報の「高精度化」に途筋を示す

ものであり、「我が国の政策等への

貢献、議論のリード」から「地球

規模の環境問題への適応に向けた

貢献」への貢献が大きく期待でき

る成果であると考える。 

以上のように、中期目標アウト

カムの創出へ大きく前進したと判

断し、評定をＡとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

境省等が準備中のガイドブッ

クへの記載も決まっており、

今後の内外の気候変動対策の

政策決定にも影響を及ぼし得

る顕著な成果と認められる。 

・このほか、炭酸殻生物の酸性

化影響評価、台風進路予測等

についても、高度な学術的成

果を上げるとともに、社会・

行政ニーズに応えるべく知見

の提供を進めており、評価し

得る。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・国際枠組への貢献については、

特に今後計画されている IPCC

第 6 次評価報告書及び各種特

別報告書のとりまとめに際

し、積極的な貢献と十分な知

見提供を行うことが期待され

る。 

・シミュレーションと観測デー

タの両方を扱える強みを地球

環境問題への適応に向けて更

に積極的に示す必要がある。 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

・学術界においてインパクトの

高い雑誌への論文発表の促進

に加え、研究の成果を行政ニ

ーズに活かすための取組につ

いても努力が認められる点は

評価すべきである。 

・東アジアにおける CO2排出量の

見直しは大きなインパクトの

ある研究成果になり得る。た

だし、機構の自己評価では、

「今後の炭素管理のあり方に

一石を投じた」とあるように、

本課題に関する具体的なアウ
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いて包括的に理

解するとともに、

我が国の気象等

への影響を評価

する。また、それ

らの積極的な発

信を通じて、気候

変動に関する政

府 間 パ ネ ル

（IPCC）や生物多

様性及び生態系

サービスに関す

る政府間プラッ

ト フ ォ ー ム

（IPBES）等の国

際的な取組へ科

学的な知見を提

供することによ

り貢献するとと

もに、ユネスコ政

府間海洋学委員

会（IOC）や地球

観測に関する政

府間会合（GEO）

が主導する国際

的なプログラム

をリードし、機構

及び我が国の国

際的プレゼンス

の向上を図る。 

①地球環境変動の理解と予

測のための観測研究 

地球環境変動を統合的に

理解し、それを精密に予測

する技術を開発するために

は、地球システムの熱循環、

物質循環の主要な場であ

り、地球生態系を構築する

基本的環境要素である海洋

の役割の理解が不可欠であ

る。そのため、研究船を始

め、漂流ブイ、係留ブイ等、

機構が有する高度な観測技

術や４次元データ同化技術

等の先駆的な技術を最大限

に活用し、太平洋、インド

洋及び南大洋において海洋

観測を実施し、熱帯域から

亜熱帯域の大気と海洋の相

互作用、海洋の循環や海洋

の環境変動及び海盆スケー

ルでの熱や物質分布とそれ

らの中長期変動についての

理解を進める。また、急速

に進行する北極域の海氷減

少やそれによる環境の変化

を把握し、我が国を含む中

緯度域の気候に与える影響

を評価する。さらに、地球

温暖化や海洋酸性化が植物

プランクトン等の低次生物

に与える影響を理解するた

め、過去の海洋環境変化を

再現するとともに、平成 27

年度までに時系列観測定点

を設定し、酸性化等の環境

変化に対する海洋生態系の

応答についての理解を進め

る。加えて、中緯度域の気

候に影響を与える熱帯域気

候システムを理解するた

①地球環境変動の理解と予

測のための観測研究 

地球環境変動を統合的に

理解し、それを精密に予測

する技術を開発するために

は、研究船を始め、漂流ブ

イ、係留ブイ等、機構が有

する高度な観測技術や４次

元データ同化技術等の先駆

的な技術を最大限に活用

し、太平洋、インド洋及び

南大洋において海洋観測を

実施し、熱帯域から亜熱帯

域の大気と海洋の相互作

用、海洋の循環や海洋の環

境変動及び海盆スケールで

の熱や物質分布とそれらの

中長期変動についての理解

を進める。また、急速に進

行する北極域の海氷減少や

それによる環境の変化を把

握し、我が国を含む中緯度

域の気候に与える影響を評

価する。さらに、地球温暖

化や海洋酸性化が植物プラ

ンクトン等の低次生物に与

える影響を理解するため、

過去の海洋環境変化を再現

するとともに、酸性化等の

環境変化に対する海洋生態

系の応答についての理解を

進める。加えて、中緯度域

の気候に影響を与える熱帯

域気候システムを理解する

ため、太平洋・インド洋熱

帯域及び海大陸において大

気－海洋－陸域観測を実施

し、モンスーンやマッデ

ン・ジュリアン振動（MJO）、

インド洋ダイポールモード

現象等、当該地域特有の短

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「みらい」を用いたインド洋東部、

西赤道太平洋、南大洋等に置いて予

定通り、海洋観測航海を実施した。

具体的には、インド洋東部にて観測

ブイ網を維持し、西太平洋は、

TPOS2020（新熱帯太平洋観測システ

ム）プロジェクトの西太平洋タスク

チームにおいて係留系の再配置を

検討した結果を考慮しながらブイ

を 8基から 3基に減らした。太平洋

亜熱帯～亜寒帯海域、南大洋太平洋

セクターの海洋環境変動・気候変動

現象の解明にとって鍵となる海域、

国際的にモニタリングが手薄な海

域にArgoフロート19基と深海フロ

ート Deep NINJA 1 基、溶存酸素計

測機能付き深海フロート 1 基を投

入した。北太平洋亜寒帯海域で係留

系と比較する予定の BGC フロート

は荒天のため、次年度に投入を延期

とした。これまでに投入した Argo

フロート、深海フロートから得られ

たデータは、PARC を通して品質管

理処理（QC）済みデータの配信や 2

次データの公開など、国際 Argo 計

画、気候変動研究へ寄与した。 

南大洋太平洋セクターの World 

Ocean Circulation Experiment 

(WOCE) Hydrographic Program 

(WHP) （P17E）ラインにて再観測

を実施し、水温、塩分、溶存酸素、

栄養塩、炭酸系項目等の高精度デー

タを取得、CO2 センサ搭載の漂流型

ブイ 7 台を南太平洋のデータ空白

域に投入した。また、「みらい」搭

載の CO2計により得られた CO2デー

タの情報を基にデータ品質管理手

法の開発に着手した。微生物につい

て、インド洋東部及び北太平洋亜寒

 

 

昨年5月に導入されたMXCTの手

法を確立させ、それが想定以上に

世界から期待を寄せられる手法に

なり、論文投稿に加えて特許申請

に結びつく成果となったこと、昇

温と酸性化の環境ストレッサーに

よる植物プランクトンの応答に関

する成果が日本海洋学会岡田賞の

受賞に結びついたこと、また、実

験の困難さから実海域観測ではな

かなか理解の進まない、環境変化

に対する植物プランクトンの柔軟

な生理的応答を明らかにするた

め、植物プランクトンの動的適応

応 答 モ デ ル に 複 数 の 栄 養 塩

（N,Si,P,Fe）過程を導入して高度

化を図った結果をプレスリリース

した。 

「みらい」MR16-08 航海を実施

し、予定通り西太平洋のトライト

ンブイを 8 基回収し、3 基設置し

た。運用基数は減少したが、最大

努力での運用である。インド洋東

部ではバルナジャヤにより 3 基の

設置（内 1 基は中層係留系）及び

4基の回収（内 1基は中層係留系）

を行った。TPOS2020 プロジェクト

の運営委員会メンバーとして、西

太平洋での将来の持続的な観測の

有り様を検討するタスクチーム（1

名が共同議長、1 名がメンバー）

に参加し、第一次報告書の取りま

とめや執筆に貢献した。表層ブイ

による海面フラックス計測の代替

プラットフォームとして計画して

いるウェーブグライダーの運動性

能試験を実施した。制御等は順調

で、表層ブイの周辺でデータ比較

試験を行い、概ね良い一致が得ら

トカムはまだ当分先になるの

ではないかと推察する。 

・北極圏の研究成果の社会実装

に向けた取組として、人文社

会科学の研究者を１人採用し

たが、具体的に何をするのか、

その結果どんな効果が機構に

もたらされているのかを明ら

かにしてほしい。 
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め、太平洋・インド洋熱帯

域及び海大陸において大気

－海洋－陸域観測を実施

し、モンスーンやマッデ

ン・ジュリアン振動、イン

ド洋ダイポールモード現象

等、当該地域特有の短期気

候変動現象が沿岸域や中緯

度域に及ぼす影響やそれら

と集中豪雨等の極端な気象

現象との関連を把握する。

特に豪雨等の研究対象につ

いては平成 26 年度に最適

な観測地点を設定し、平成

27 年度には本観測を実現

させる。 

これらの地球規模での観

測と併せて、地球規模の気

候変動の影響を受ける海域

の１つである津軽海峡を対

象海域とし、平成 27 年度を

目途に海洋短波レーダによ

る表面流速観測・データ公

開システムを整備し、津軽

暖流の流量と物質輸送量及

びそれらの変動を把握し、

漁業活動や防災対策として

有益な情報を発信する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

期気候変動現象が沿岸域や

中緯度域に及ぼす影響やそ

れらと集中豪雨等の極端な

気象現象との関連を把握す

る。 

これらの地球規模での観

測と併せて、地球規模の気

候変動の影響を受ける海域

の１つである津軽海峡を対

象海域とし、漁業活動や防

災対策として有益な情報を

発信する。 

 平成 28 年度は、船舶・ブ

イ等による海洋観測とし

て、熱帯域における気候変

動現象の理解、海盆規模の

熱・物質輸送とその変動を

把握、インド洋東部熱帯域

の微生物量・各種微生物活

性調査のため、海洋地球研

究船「みらい」によって西

太平洋赤道域及び東部南太

平洋・南大洋において総合

的な海洋観測を実施する。

また、西部太平洋及びイン

ド洋東部赤道域の係留系の

再配置を検討し、観測網を

維持するとともに、Argo フ

ロートを投入し、太平洋ア

ルゴ領域センター（PARC）

を通して国際観測網維持に

貢献しつつ北太平洋海域で

のフロート制御観測を実施

する。さらに、観測空白域

である南太平洋を中心に、

CO2 センサ搭載の漂流型ブ

イを展開するとともに、効

率的な投入に向けた数値実

験やデータ品質管理手法の

開発に着手する。これらの

観測等から得られたデータ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

帯域、南太平洋にて調査研究を行っ

た。インド洋東部で採集した試料に

ついて、微生物量の測定、微生物活

性測定を実施した。北太平洋亜寒帯

域の微生物群集組成については解

析を進めている。 

 舶用偏波レーダーの運用技術を

開発した。ライダーについて水蒸気

計測データを評価し、大気データ同

化用データセットを作成した。ウェ

ーブグライダーについては、1ヶ月

程の外洋海域試験を実施し、航行性

能を確認するとともに、係留ブイの

周辺で気象観測に関するデータ比

較を行った。気象センサに一部不具

合はあったものの良好な比較結果

を得た。世界で最大の炭酸塩合成者

である浮遊性有孔虫に関して、マイ

クロ X 線 CT（MXCT）による炭酸塩

骨格密度測定用の標準物質の一部

について作成を行った。海洋環境再

現データセットについては、

1957-2014 年まで更新した。また、

熱膨張による海面水位変化のデー

タ 統 合 を 可 能 に し た 。

International Ocean Carbon Co-

ordination Project (IOCCP)と共催

で平成 26/27 年に実施した栄養塩

国際比較実験の結果を公表した。 

 「みらい」による北極航海

(MR16-06)を行い、チャクチ海陸棚

域、ボーフォート陸棚斜面域、カナ

ダ海盆での観測及び係留系の回

収・再設置作業などを行った。 

具体的には、1) 北極海及び周辺

海域の海洋表層 CO2 分圧、大気-海

洋間CO2フラックスの調査を実施し

た。2) 風エネルギーの内部波によ

る海洋内部への輸送・渦底面での砕

波、水塊混合・物質循環への影響を

調べ、海氷減少した北極海では海洋

れた。研究成果としては、平成 26

年度の「みらい」二重偏波ドップ

ラーレーダー観測（水、氷、雪等

の判別ができる）から、台風が中

緯度において温帯低気圧に変遷す

る過程を捉えることに成功し、そ

のプロセスについて二重偏波ドッ

プラーレーダーの特性を利用した

世界で初めての解析結果を示し

た。 

関係機関の協力により、当初予

定数のフロート投入、データ取得

を達成できた。データの配信に関

しては国際アルゴ計画に則り、そ

の中においても高いレベルの品質

管理を実施し、信頼性の高いデー

タを配信している。Argo フロート

センサの検定方法も更新し、効率

の良い実施を実現した。また、イ

ン ド 洋 に て 深 海 フ ロ ー ト

DeepNINJA のモニタリングを継続

し、各海盆の深海の海況把握が進

みつつある。2 年間の戦略的フロ

ート観測から、熱・物質輸送に直

結する海洋鉛直混合の季節変動に

関する観測的知見（季節ごとのマ

ップ）を得ることもできた。海洋

循環データ統合に関しては引き続

き海洋環境再現データセット

ESTOC を改良しながら公開してお

り、国外でも科学的知見をまとめ

た論文が地球科学分野のリーディ

ングジャーナルに複数公表されて

いる。 

当初計画通り「みらい」による

南大洋太平洋セクターP17E(126°

W)観測線の再観測による高精度デ

ータの取得、CO2センサ搭載の漂流

型ブイ 7 台の投入、炭素同位体と

放射性セシウムの分析、海洋環境

変動に係わるデータ解析及び論文
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によって海盆規模の海洋酸

性化など海洋環境変化の解

析、北太平洋亜寒帯域及び

インド洋東部熱帯域におけ

る窒素･炭素循環に関わる

微生物分布等の解析を実施

する。 

先駆的な技術開発とし

て、衛星による塩分データ

統合手法の確立、海洋環境

再現データセットの更新、

さらには舶用ライダー技

術、偏波レーダー、ウェー

ブグライダー等の観測機器

の評価を実施する。また、

栄養塩濃度の国際スケール

を確立するための比較実験

の実施やマイクロ X 線 CT

の炭酸塩標準物質の開発に

着手するなど、我が国発の

標準物質の確立に向けた活

動を展開する。 

北極域における観測研究

では、当該地域における低

気圧活動の変動解析、活発

化する北極海の海洋循環・

渦活動に関する海氷変動と

の関連性の解明、さらに物

理・化学環境と基礎生産の

時間変化の関係を把握する

ため、「みらい」・砕氷船・

係留系等による北極海観測

を実施し、得られたデータ

から海氷減少に伴う北極

域・環北極域での諸現象を

解析する。また、北極海氷

縁域の観測を実現するた

め、簡易なフロートタイプ

の観測機器の開発に着手

し、実海域試験を実施する。 

海洋生態系応答に関する

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

渦の底面での砕波が重要であるこ

とを明らかにした。また、海氷下観

測システムの実用化に向け、北極海

氷縁域観測用の簡易型自走式フロ

ート（スマートフロート）の試作機

を開発した。実海域試験として「み

らい」北極航海にて、スマートフロ

ート 3機の投入／回収に成功した。

また、同上搭載用、生物化学センサ

実用化に向けた基本設計・要素技術

開発を実施した。 

北太平洋亜寒帯域、北極海、南太

平洋にて実施された「みらい」研究

航海において、同海域に生息する植

物プラクトン群集を用い、昇温と酸

性化の環境ストレッサーによる生

物応答に関するデータを取得した。

また、実験の困難さから実海域観測

ではなかなか理解の進まない、環境

変化に対する植物プランクトンの

柔軟な生理的応答を明らかにする

ため、植物プランクトンの動的適応

応 答 モ デ ル に 複 数 の 栄 養 塩

（N,Si,P,Fe）過程を導入して高度

化を図理、その成果をプレスリリー

スした。また、北極海－海氷海洋－

生態系モデルのプロダクトの高確

度化を図ることを目的とし、特有の

生物群集（アイスアルジー）を組み

込むことに成功した。 

 モンスーン研究のための拠点で

あるパラオ、フィリピン、ベトナム

における観測を継続し、既存データ

を用いた解析研究を行った。平成

27 年度にインドネシア・スマトラ

島西岸で実施した Pre-YMC 集中観

測のデータ解析を進め、沿岸部の豪

雨に関する論文を発表した。平成

29 年 7 月から 2 年間の予定で始ま

る国際プロジェクト YMC（Years of 

the Maritime Continent：海大陸研

公表といった一連の成果を達成す

ることができた。 

計画通りに「みらい」による北

極航海を実施し、回収された係留

系を含めて貴重な観測データを取

得できた。北極海及び周辺海域に

おける大気海洋間の二酸化炭素フ

ラックスのマッピング（北緯 60

度以北の海域において年 180 TgC

の大気から海洋への二酸化炭素の

吸収があること、季節・経年変化

とその要因（風速・海氷密接度・

ΔpCO2 の変化）を明らかにしたこ

と）などインパクトある成果を公

表できた。また、プレスリリース

を 2 件（北極海生物学的ホットス

ポットの形成・維持機構の解明、

北極海陸棚域底層での海洋酸性化

に関する季節変化の実態解明）行

い、メディアでも取り上げられた。

北極評議会傘下の作業部会等、国

際会議・会合への参加・発表、各

種環境アセスメントレポート作成

に貢献した。 

短期間の開発期間ながら、信頼

性の高い、コンパクトな機器を実

現し、海氷下の自律航行に成功し

た。合わせて今後の氷海観測用

AUV 開発において、基礎となる知

見が得られた。 

Pre-YMC 取得データを用いた解

析研究の進展は、科学的知見の創

出にとどまらず、YMC 本観測開始

前に研究対象、観測手法、データ

公開などの在り方についてもその

基礎を提示する結果となった。特

に日変化降水については、伝播特

性や MJO 通過時の特徴などを提示

することができたため、今後の研

究の比較対象として意義は大き

く、拠点機関として、十分な役割
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観測研究では、酸性化等の

環境変化に対するプランク

トンの応答を明らかにする

ため、北極海、南太平洋に

おいて観測を実施し、陸上

においてはマイクロX線CT

等を用いた培養・飼育実験

を実施する。また、アリュ

ーシャン低気圧活動と気候

変動の関係を調査するた

め、古環境復元手法による

解析を実施するとともに、

北極海洋生態系モデルへ炭

酸系を組み込み、陸棚海洋

循環場の解析や過去数十年

再現実験を行う。 

海大陸における観測研究

では、熱帯域に特有な MJO

などの短期気候変動現象

や、主に沿岸部に見られる

集中豪雨などの極端現象の

実像を明らかにするため、

拠点における観測を継続す

るとともに、前年度の集中

観測データや既存データを

用いた解析、ワークショッ

プの開催等を実施する。 

津軽海峡を通過する物質

量を把握するとともに津軽

海峡に接する海浜域の状況

とそこで起きている変化を

観測し変動を捉え、水産業、

防災に生かす体制を構築す

るため、HF レーダー観測に

よって取得したデータの公

表、津軽海峡周辺の海洋観

測、下北半島北側の海浜生

物調査、関根浜港の CO2 収

支を推定するための観測を

実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

究強化年）の準備を行った。平成

29 年 3 月にマレーシアにてワーク

ショップを開催し、YMC の全体調整

を行った。 

 HF レーダー観測や蓄積された海

洋短波レーダーのデータの解析を

行い、津軽海峡の流れのパターンと

津軽海峡内の東西流が速い位置と

の間に関係があることを示した。HF

レーダー観測結果の一般への公表

は継続的にほとんど欠損がない状

況でできており、多くの水産関係者

に利用されるようになっている。た

だし、下北半島北側の海浜生物調査

については研究者の転出のため十

分な活動ができなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を果たすことができている。また、

ベトナム他長期観測サイトのデー

タは世界的にも利用され、論文化

されるようになり、国際的に気候

変動研究へ寄与することができ

た。 

海洋短波レーダーの公開データ

の普及のため、データの初歩的な

解析を実施し、流況の変動と津軽

暖流流出後の流況との関係につい

て知見を提供することができた。 

 以上の通り、「研究開発成果の最

大化」に向けて成果の創出や将来

的な成果の創出の期待等が認めら

れ、着実な業務運営がなされてい

る。 
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②地球表層における物質循

環研究 

正確な地球環境変動予測

には、大気と海表面・地表

面との間の水、熱、CO2や他

の温室効果ガス等の交換、

陸域生態系の広域分布の自

然変動や人為的変動、陸か

ら海への物質輸送過程及び

大気中の微量物質の時空間

変動等の要因に関する理解

を向上させ、モデルを高精

度化する必要がある。その

ため、衛星観測と現場観測

により、地球表層における

物質及びエネルギーの循環

並びに陸域生態系の構造及

び機能の変動を平成 28 年

度を目途に分析し、それら

と海洋、大気や人間圏との

関係を評価する。また、大

気組成の時空間変動を計測

し、モデルシミュレーショ

ンと連携してそれらの過程

や収支に関する理解を平成

28 年度を目途に向上させ、

大気組成の変動を通じた人

間圏と気候・生態系との結

びつきを検証する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②地球表層における物質循

環研究 

正確な地球環境変動予測

に向けたモデルの高精度化

のため、衛星観測と現場観

測により、地球表層におけ

る物質及びエネルギーの循

環並びに陸域生態系の構造

及び機能の変動を分析し、

それらと海洋、大気や人間

圏との関係を評価する。ま

た、大気組成の時空間変動

を計測し、モデルシミュレ

ーションと連携してそれら

の過程や収支に関する理解

を向上させ、大気組成の変

動を通じた人間圏と気候・

生態系との結びつきを検証

する。 

平成 28 年度は、衛星観測

と現場観測については、

水・エネルギー・炭素循環

と陸上生態系の実態と変動

を把握するため、地上ステ

ーションにおける観測及び

衛星データ解析を実施する

とともに、衛星データによ

る河川からの懸濁物質の解

析を実施する。また、植物

プランクトンの種別の窒

素・炭素同位体比を明らか

にするため、試料を亜熱帯

域において採取する。さら

に、南極アデリー海で得ら

れた過去 2000 年の窒素同

位体記録から窒素循環を明

らかにするため、古気候解

析用モデルに窒素同位体比

を導入するとともに、生物

源炭酸塩の炭素・酸素同位

体比測定を精密に測定する

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 陸上生態系が関わる水・エネルギ

ー・炭素循環過程を理解するための

地上観測を継続するとともに、衛星

データによる生物季節の観測や現

場データとの比較解析を行った（国

内、アラスカ、マレーシアなど）。

シベリア・ツンドラ域で乾燥化が進

行していること、その一因が急激な

夏季温暖化による地表面からの蒸

発散量の増加であることを明らか

にした。衛星データ解析によって南

シナ海の植物プランクトンとエル

ニーニョとの関係を考察した。エル

ニーニョ強度の変化による河川流

量の変化が、同海域の植物プランク

トンを時空間的に変化させる一要

因であることを明らかにした。 

K2 サイトにおいて、植物プラン

クトンをソート後サイズ別の窒素

同位体比の測定し、ナノサイズの植

物プランクトンはアンモニアを主

に同化していることが明らかにな

った。アデリー海において同位体を

含むモデルにより、窒素同位体比の

時代変化を復元したが、堆積物中の

クロロフィルの窒素同位体比記録

を再現できず、別の（例えば堆積学

的な）要因が堆積物記録の形成に関

わっていることを示唆した。同モデ

ルを用いて、K2, S1 サイトでの 2ON

濃度・同位体比を解析した。また、

中赤外レーザーによる同位体比新

規測定法の開発を進め，炭酸塩テス

ト試料の炭素・酸素同位体比の測定

に成功した。 

衛星データに基づき推定した森

林火災エミッションを用いて「みら

い」北極航海における BC 広域観測

値と比較するとともに、森林火災の

 

 

 特筆すべき成果としては、東ア

ジアでの CO2 収支に関する新しい

理解を提示したことが挙げられ

る。中国からの近年の CO2 排出量

に下方修正が必要であることをま

ず明らかにし、大気モデル逆計算

においてその点を考慮すると、植

生 CO2 フラックスの符号が変わる

ほどのインパクトがあり、陸上植

生による近年の吸収量が誤って過

大評価されてきた可能性を指摘し

たものである。CO2排出量の下方修

正指摘の際に、メタンと CO2 とを

結び付ける「物質統合的視点」を

持った点も独創的といえる。また、

CO2 削減を目指したパリ協定に対

応した取組としても位置付けら

れ、社会的な要請に応える成果と

い え る 。 GCP （ Global Carbon 

Project）など国際取組へ知見提供

及びアジア地域規模の炭素収支解

明プロジェクト（APN など）のリ

ードを実現した。さらに、東アジ

アの植林政策の効果再評価を促す

知見提供や IPCC 報告書への引用

を通して、中期目標アウトカム「国

際的な取組への貢献（国際的プレ

ゼンスの向上）」の達成が期待され

る。 

将来の温暖化によって永久凍土

が消失しても、シベリアのカラマ

ツ林は存続することを予測したモ

デル結果を提示し、温暖化を和ら

げる効果が持続する可能性を示唆

した点も革新的な成果である。永

久凍土過程を植生動態モデルに組

み込んだ世界最高水準のモデルに

基づく結果で、今後、地球システ

ムモデルなどの国際比較の際にも
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ため、新規中赤外レーザー

を応用する。 

衛星及び現場観測データ

を収集し、ブラックカーボ

ン（BC）及びメタンモデル

の評価を行う。特に、森林

火災地域での衛星観測デー

タの解析を進めるととも

に、放射性炭素同位体比を

用いた解析を行う。また、

「みらい」北極航海におい

て船上 BC 広域観測を実施

するとともに、これまでの

「みらい」北極航海におけ

る観測データの解析を進め

る。 

高精度モデル開発につい

ては、大気－陸面間の物質

輸送の高精度の把握のた

め、大気陸面結合データ同

化システムによる客観解析

データを作成する。また、

全球モデルを使って炭素収

支を解析するとともに、逆

解法を用いたメタン放出量

推定を行う。 

大気組成の変動について

は、BC や生物起源粒子等の

大気エアロゾル粒子の観測

を行い、濃度変動要因を解

析するとともに、高い分解

能を備えた宇宙からの大気

汚染観測の信頼性を向上さ

せるため、バイアス要因を

検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

シベリア周辺の大気質に与える影

響についても評価した。Landsat や

商用衛星による超高解像度データ

に基づき、森林火災による焼失面積

とその変動を評価した。エアロゾル

に対する放射性炭素同位体(14C)分

析から、BC の起源として化石燃料

燃焼と森林火災を区別し、中国発生

源付近の寄与率を算出した。引き続

き「みらい」北極航海において BC

広域観測を実施し、3年分のデータ

解析から森林火災影響等を解析し

た。メタンモデルに対し、2000 年

代のメタン収支について各種トッ

プダウン手法での推定値と比較し

た。 

大気・陸面結合データ同化システ

ムを構築し、解析データを作成し

た。全球モデルと大気濃度観測を使

って炭素収支を解析した結果、中国

からの近年のCO2排出量に下方修正

が必要であること、東アジアでの陸

域植生によるCO2吸収は進んでいな

いことが明らかとなった。逆解法に

よってメタンについても排出量を

推計し、その結果を CO2排出量推定

の修正に適用することで、上記の

CO2 解析のための新たな CO2 排出ト

レンド見積りを得た。全球炭素収支

を解析し、陸域 CO2収支の変動を支

配する要因が空間的なスケールの

増大とともに水から気温へ移り変

わるメカニズムを解明した。永久凍

土過程を考慮した全球植生動態モ

デルから、温暖化により 2100 年に

永久凍土が消失してもCO2を吸収す

る北方森林は衰退しないことを予

測した。 

福江島などの陸上地点や、「みら

い」「新青丸」において、BC や生物

起源粒子、金属粒子などのエアロゾ

貢献し得る。さらには、温暖化を

促す大気中ブラックカーボン（BC）

の湿性除去速度を観測から定量表

現することに成功し、温暖化モデ

ルの評価検証を導く知見を得た点

も発展性の観点で評価される。

PACES（北極の大気汚染と社会）な

どの国際プログラムに貢献すると

ともに、PM2.5 の越境大気汚染予

報の高精度化にもつながる知見で

ある。このように、温暖化に寄与

する物質群の収支理解の高度化の

観点で顕著な成果を挙げた。 

陸域・人間活動に起因した海洋

生態系影響の総合的解析を通じ

て、「領域横断的な物質循環像」を

解き明かすための解析が発展し

た。河川・エアロゾルによる物質

供給と海洋生態系の応答に関する

解析によって、陸・海洋、大気・

海洋間の物質循環を評価した点

も、科学的意義が大きい。 

陸・大気・海洋の物質循環解析

に共通して、WMO の GCOS（Global 

Climate Observing System）で示

される「必須気候変数(ECVs)」の

把握や、衛星データの高度な利用

に取り組み、国際的な水準に照ら

して先導的な成果が多く創出され

た。NOAA, NASA などとの国際連携

も活発になされた。さらに、デー

タ公開やアウトリーチ活動も活発

に行われた。 

以上の通り、年度計画を着実に

実行した上で、「研究開発成果の最

大化」に向けて顕著な成果の創出

や将来的な成果の創出の期待等が

認められる。 
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③観測研究に基づく地球環

境変動予測の高度化と応用 

長期的な推移を見せる地

球温暖化を背景として、大

気海洋系独自の変動として

の猛暑や暖冬、さらには都

市規模での豪雨や竜巻等、

短期・局所的に起こる極端

現象の発生頻度の増加が指

摘されている。このような

現象に対して、社会に適切

なタイミングで情報が届く

実用的な予測を行うことが

できれば、その意義は極め

て大きい。そのため、シー

ムレスな環境予測システム

の構築に向け、全球雲解像

モデル（NICAM）を高度化し

て数値計算を行い、洋上観

測データ等を活用した検証

を通じて、予測の信頼性を

向上させる。また、地球温

暖化に代表される長期的な

地球環境の変化予測に係る

不確実性低減と信頼性の向

上のため、これまでに機構

が構築してきた地球システ

ムモデル（ESM）を高度化し、

平成 28 年度までは現在及

び将来の地球環境変動実験

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③観測研究に基づく地球環

境変動予測の高度化と応用 

短期・局所的に起こる極

端現象について、社会に適

切なタイミングで情報を届

ける実用的な予測を行うこ

とを目指し、シームレスな

環境予測システムの構築に

向け、全球雲解像モデル

（NICAM）を高度化して数値

計算を行い、洋上観測デー

タ等を活用した検証を通じ

て、予測の信頼性を向上さ

せる。また、地球温暖化に

代表される長期的な地球環

境の変化予測に係る不確実

性低減と信頼性の向上のた

め、これまでに機構が構築

してきた地球システムモデ

ル（ESM）を高度化し、現在

及び将来の地球環境変動実

験等を中心に実施し、古気

候の再現実験等を中心にシ

ミュレーション研究を行う

ことで、100 年以上の長い

時間スケールにおいて人間

活動が地球環境の変化に与

える影響を評価する。さら

に、極端な気象現象や異常

気象等を生み出す要因とな

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ルや微量気体の観測を行った。福江

島での BC 長期観測から、過去 72 時

間の積算降水量の関数として、BC

の湿性除去率を表現できることを

示した。宇宙からの大気汚染衛星観

測の信頼性を、地上からのリモート

センシング(MAX-DOAS)で検証し、高

度分布の仮定やエアロゾルの共存

効果がバイアスとなることを示し

た。 

 

 

 

シームレス環境予測システムの

構築に関して、熱帯域における日内

から季節内までの高解像度数値実

験の検証を行い、予測精度を把握し

た。また、陸面モデルの再現性の検

証を行い、流域単位の水収支を把握

した。 

気候安定化実験から、人為起源炭

素排出量と全球平均気温上昇の関

係を考える際に考慮すべきと考え

られた、永久凍土域の土壌有機炭素

の分解や人為起源エアロゾルの影

響について解析し、結果を示した

（特に前者については国際比較プ

ロジェクトへのデータ提供により5

本の論文に結びついている）。 

このほか、地温データベースの追

加入力と公開に向けての作業、及び

西暦 850 年から 1850 の過去千年実

験（Last Millennium 実験）の入力

データ整備と必要なコード変更を

行った。 

また、北極域に関する既存実験の

結果解析では、気候モデル MIROC の

北極海において、観測からの指摘と

同様に海氷減少と北極海の雲量増

加関連性が見られることを示し、さ

らに感度実験を通じて海氷減少が

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 これまで蓄積してきた熱帯気候

変動に関する理解を更に大西洋域

にも拡げるとともに、それを基盤

として、ヨーロッパ南部における

平成 26 年夏季の異常な多雨や、イ

ンド亜大陸域の熱波や寒波が太平

洋熱帯域の海面水温変動に起因す

ることを明らかにした。社会的影

響が大きいことから、特にインド

に関する研究成果は、現地の新聞

でも大きく報道された。また、こ

れらの成果は、熱帯域の海洋性気

候変動の予測に高い精度を持つ

SINTEX-F 季節予測システムが、甚

大な社会的影響を持つこれらの現

象の予測に繋がることを示唆する

ものであり、その意味でも非常に

大きな意義を持つ。一方で、日本

周辺の黒潮・黒潮続流域における

海洋・大気変動とその相互作用に

関する理解を更に進め、これらの

暖流が熱帯域から運ぶ熱が、日本

周辺（北太平洋西部）での爆弾低

気圧の発達を強化していることを

解明した。急激に発達することで

人的被害を引き起こすことも多い

爆弾低気圧の性質について基盤的

な理解が進んだ意義は大きい。ま
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等を中心に実施し、平成 29

年度以降は古気候の再現実

験等を中心にシミュレーシ

ョン研究を行うことで、100

年以上の長い時間スケール

において人間活動が地球環

境の変化に与える影響を評

価する。さらに、極端な気

象現象や異常気象等を生み

出す要因となる季節内振動

から 10 年スケールの現象

までの気候変動予測情報や

海洋環境変動予測情報を段

階的に創出・応用し、海洋・

地球情報を学際的に展開す

る。 

る季節内振動から 10 年ス

ケールの現象までの気候変

動予測情報や海洋環境変動

予測情報を段階的に創出・

応用し、海洋・地球情報を

学際的に展開する。 

平成 28 年度は、シームレ

ス環境予測システムの構築

に関して、熱帯域における

日内から季節内までの高解

像度モデルによる予測精度

を把握するため、実験結果

の検証を実施する。また、

流域単位の水収支を把握す

るため、陸面モデルの再現

性検証を実施する。 

ESM の高度化に関して

は、気候安定化への社会経

済的プロセスにおいて考慮

すべき気候システムの要素

を明らかにするため、簡略

化モデル・ESM へ気候安定

化シナリオを入力して行っ

た実験をもとに、社会経済

シナリオに影響を与える気

候システムのプロセスを同

定する。また、北極域にお

ける将来予測の高精度化に

向けて、既存実験の解析を

行うととともに、北極海に

ダウンスケーリング手法を

適用した物理モデルの開

発・設定を行う。さらに、

遠隔影響を理解するため、

気候－氷床結合モデルの開

発を行う 

予測情報の創出・応用に

ついては、実用的な海洋変

動予測情報を創出するた

め、海洋水塊過程応用研究、

検証結果に基づく物理過程

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北極海の雲量増加の原因となって

いることを示した。モデル開発で

は、水平解像度 3km の北極海モデル

を開発・設定し、既存大気データで

10 年積分を行った。また、気候-氷

床結合モデル開発の一環として、氷

床モデル部分に氷山分離量の診断

を実装した。 

特筆すべき成果として、インド域

の熱波・寒波が、太平洋熱帯域の海

面水温変動に起因する大規模気候

変動の影響を受けることを解明し、

季節予測システムによる早期から

の予測の道筋を示した。また、黒

潮・黒潮続流に伴う海面水温前線が

西部北太平洋域における爆弾低気

圧の発達と大規模な大気循環に影

響することを解明した。海洋水塊過

程研究の一環として、オーストラリ

ア西岸のルーイン海流系の三次元

構造と季節変動を、観測データによ

って初めて解明した。観測データに

よる検証結果に基づき日本近海の

海洋変動予測モデル JCOPE2 の感度

実験を行い、生態系モデル導入の準

備のため淡水・海氷などの種々の物

理過程やデータ同化手法を改良し

た。並行して、炭酸系変動の現況予

測情報創出を目的として JCOPE2 を

基盤とする炭酸・低次生態系モデル

を開発した。また、気候変動モデル

の力学的ダウンスケーリング実験

から、太平洋及びインド洋の海洋性

気候変動が東南アジアの領域気候

に及ぼす影響を示した。平成 26 年

夏の南ヨーロッパの多雨が熱帯太

平洋の気候変動に起因することを

解明し、2ヶ月前からの予測可能性

の存在を示した。南大洋に於ける十

年規模の大気海洋相互作用の解明

を進めるとともに、予測可能性実験

た、爆弾低気圧が西部北太平洋域

で発達することが、大規模な大気

循環にも強く影響すること、海洋

深層（2000m 程度）に及ぶ鉛直流

を引き起こすことも解明され、爆

弾低気圧を通じた大気海洋相互作

用の包括的な理解が進んだ。さら

に、外部との共同研究成果として、

関東甲信地方における積雪に対す

る大規模な大気循環の条件を解明

した。ここでは大気のブロッキン

グとの関連も示唆され、季節内時

間規模での予測可能性の検討に繋

がる成果となったことは意義が大

きい。 

世界の現業センターにおいて、

気象予報の高精度化及び延長予測

への取組がなされている中で、ま

だ極めて例の少ない超高解像度

（3.5km）全球数値実験により、社

会的影響の大きい気象現象（台風）

について、多重スケールに亘る発

生過程や、進路予測の改善例を提

示したことは、科学的に新しい知

見を加え、延長予測や現業予報の

精度向上に資するものである。 

気候安定化シナリオの開発につ

いては、統合評価モデルを用い、

社会経済の変化と整合性を持たせ

る形で作業を行ったことが重要で

ある。これにより、得られた排出

量シナリオを、その社会経済的意

味に変換して評価することができ

るようになるためである。 

凍土の融解は、地下氷の融解や

それに伴う地盤沈下など不可逆的

な反応を引き起こす可能性があり

ティッピングエレメントとしても

重要であり、関連過程のモデル化

や将来変化の予測などの短所を付

けることができた。 
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感度実験と生態系モデル開

発等のモデル実験を実施す

る。また、大規模気候変動

が南アフリカ域等の領域気

候に及ぼす影響の理解を深

めるため、ダウンスケーリ

ング実験を実施するととも

に、高解像モデルによる季

節内変動から季節変動の予

測可能性の理解を深めるた

め、モデル結果を解析する。

さらに、十年規模気候変動

の予測可能性の評価、大気

擾乱活動の大気・海洋場へ

の影響や長期変調の理解を

深化させるため、観測デー

タ及びモデル結果を解析す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を開始した。爆弾低気圧が海洋

2000m程度の深層まで影響すること

を解明した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人為エアロゾルの影響について

は、排出量が順調に削減されると

いうシナリオ以外も十分あり得る

ので、その場合の気候への影響を

解析しておくことは緩和策策定上

重要である。 

また、これまで関連性が指摘さ

れてきた北極海の海氷減少と雲量

の変化について、数値実験により

海氷減少が雲量増加をもたらして

いるという因果関係を初めて示し

た。これにより、北極のエネルギ

ー収支を決める重要な要素である

雲についての科学的理解に貢献す

るとともに、新奇的モデルの開発

と合わせて、数値モデルでの北極

域及び中低緯度域の再現性・予測

性能向上へ向け前進した。 

以上の通り、「研究開発成果の最

大化」に向けて顕著な成果の創出

や将来的な成果の創出の期待等が

認められる。 
 

 

４．その他参考情報 

＜平成 27 年度の主務大臣評定における課題の指摘＞ 

・北極圏における優れた研究成果が創出されているが、これらの成果の活用による地球規模環境問題への適応のためには、成果の社会実装に向けたより明確なビジョン・戦略の構築が不可欠である。 
 

【指摘事項に対する措置内容】 

○ 引き続き北極域の環境変動に係る観測研究及び予測研究を着実に推進し、全球規模、特に我が国を含む中緯度域との相互作用や影響などの把握に務める。また、北極域研究推進プロジェクト（ArCS）や

北極域研究共同推進拠点（J-ARC Net）への参画等を通して人文・社会科学系分野との連携を構築し、これをもとに G7 や総合海洋政策本部等の政策決定プロセスや人材育成などに科学的な知見や情報を提

供していくための具体的な取組を開始したところである。 

○ 一方、地球規模環境問題の一つである、海洋酸性化について、酸性化が生物に与える影響を知ることが適応策の策定の第一歩となる。本課題では、炭酸カルシウムの飽和度の低下による微生物の「骨格

密度」低下についての定量的評価手法を開発した。このような定量的なデータを増やすため、これまで外部からの依頼を積極的に引き受けてきた。今後は更に必要に応じて若手研究者や学生に分析手法の

トレーニングを行う等の方策をとり、「酸性化影響の定量的評価」の普及を目指す。 

 

＜審議会及び部会における主な課題の指摘＞ 

・ダカール・ニーニョ／ニーニャ現象の発見、北極海における海氷大激減の予測など、いずれも優れた研究成果を上げているが、成果の社会貢献及び社会実装に対する具体性は可能性の域を超えず、そうい

った観点からの評価は現段階では困難である。また、世界で初めて発見したというダカール・ニーニョ／ニーニャ現象が海洋生態系にどういう影響を与えるのか、という点での分析も求められる。 

・地球規模の大型研究を進めるために同様の国際的なプロジェクトに参加することが必要な場合があろうが、機構が中心的な存在であってほしいが、中心的な役割を果たしたかについて明確な説明はない。

また、北・南両極地に関する研究なら極地研究所との連携はあった方が効率的であるが言及されていない。 
 



29 
 

【指摘事項に対する措置内容】 

○ ダカール・ニーニョ／ニーニャ現象については、ダカール沿岸における海洋生態系に影響を及ぼす海面水温の変動について、初めてそのメカニズムを解明したものである。 

機構においては、こうした沿岸域の気候変動現象も予測できる高解像度な大気海洋結合モデルの開発に今後も取り組んでいくとともに、これまで課題とされてきた中緯度における季節予測の高度化に貢

献していく予定である。 

他方で、ダカール・ニーニョ／ニーニャに類するような物理的な変動現象が海洋生態系に及ぼす影響等については、必ずしも十分に把握できていないため、生物・化学的な観測データの充実を目指し、

平成 29 年度から重点的な取組として、漂流フロート等による観測を強化し始めているところである。 

○ 機構では前述の通り、北極域における環境変動に係る観測研究及び予測研究を着実に推進していくところ、国立極地研究所とは、ArCS における代表機関（極地研）と副代表機関（機構） としての共同

運営や J-ARC NET への共同参画を通して連携している。また、個別の研究レベルにおいては北極域におけるブラックカーボン等の大気物質の循環研究や「みらい」による観測研究など幅広く連携して実施

することにより効率的な研究活動を推進している。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－(3) 海域地震発生帯研究開発 

関連する政策・施策 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応 

施策目標９―５ 国家戦略上重要な基盤技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人海洋研究開発機構法第十七条 

第一号 海洋に関する基盤的研究開発を行うこと。 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0295 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

論文数 ― 50 33 34   予算額（千円） 2,962,474 4,067,663 2,732,484   

       決算額（千円） 2,910,201 3,717,397 2,899,331   

       経常費用（千円） 3,740,894 3,357,189 2,977,430   

       経常利益（千円） ▲358 57,394 1,003   

       行政サービス実施コ

スト（千円） 
2,704,998 2,269,904 10,987,746   

        従事人員数 249 235 225   

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 海溝型巨大地震

や津波は、人類に

甚大な被害をも

たらす脅威であ

ることから、海溝

型地震発生帯に

おける動的挙動

を 総 合 的 に 調

査・分析し、海溝

型地震の発生メ

カ ニ ズ ム や 社

会・環境に与える

影響を理解する

こ と に よ り 防

災・減災対策を強

化することは、我

が国にとって喫

近年、我が国及び世界各

国では、阪神淡路大震災

(1995 年)、スマトラ沖大津

波地震(2004 年)、東日本大

震災(2011 年)のような地

震・津波による災害が多発

している。機構は地震調査

研究推進本部が策定した

「新たな地震調査研究の推

進について－地震に関する

観測、測量、調査及び研究

の推進についての総合的か

つ基本的な施策－」(平成

24 年 9 月 6 日改訂)及び文

部科学省 科学技術・学術審

議会の建議「災害の軽減に

貢献するための地震火山観

再来が危惧されている南

海トラフ巨大地震の震源域

を始めとする日本列島・西

太平洋海域を中心に、地

震・火山活動の原因につい

ての科学的知見を蓄積する

とともに、精緻な調査観測

研究、先進的なシミュレー

ション研究、モニタリング

研究及び解析研究等を統合

した海域地震発生帯研究開

発を推進する。 

これにより、海溝周辺に

おける地震性滑りの時空間

分布等の新たなデータに基

づき、従来の地震・津波発

生モデルを再考し、海溝型

【大評価軸】 

・成果の国や地方

自治体における

活用を通じて、海

溝型巨大地震に

対する防災・減災

対策へ貢献した

か 

 

【中評価軸】 

・研究開発成果の

科学的意義（独創

性、革新性、先導

性、発展性等）が

十分に大きなも

のであるか 

・国際的な水準に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

中期目標アウトカムである「海

溝型巨大地震に対する防災・減災

対策への貢献（国や自治体での活

用）」の達成に向けては、多岐にわ

たる技術開発、データ取得をほぼ

予定通り実施し、既に国や自治体

等による防災・減災対策として活

用されている重要な成果も出てい

る。例えば、以下のような成果が

挙げられる。 

（1）南海トラフ地震発生帯におけ

る孔内観測システムの構築では、

世界に先駆けてプレート境界孔内

リアルタイム観測を実現し、その

データを用いて平成 28 年 4 月 1

日三重県南東沖の地震の発生メカ

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示す通

り、中期計画及び年度計画に定

められた以上の業務の進捗が認

められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・南海トラフ地震発生帯におけ

るリアルタイム孔内観測シス

テムで、平成 28 年 4 月 1 日に

発生した三重県南東沖の地震

後のゆっくり滑りに伴う水圧

変化を捉えたことは、他の手

法（海底 GPS、海底地震計）で

はまねのできない特筆すべき

成果であるとともに、本地震
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緊の課題である。 

このため、機構

は、海域における

リアルタイム地

震・津波観測網を

整備するととも

に、研究船や海底

地震計等を用い

た高度な観測技

術等を最大限に

活用し、南海トラ

フや日本海溝等

を中心とした地

震発生帯の精緻

な調査観測研究

を実施する。ま

た、「地球シミュ

レータ」等を用い

た計算技術等に

より、海溝型地震

の物理モデルを

構築し、プレート

の沈み込み帯活

動の実態を定量

化するとともに、

より高精度な地

震発生モデルや

プレート境界モ

デルを確立する。

これらの成果を

もとに、地震・津

波に起因する災

害ポテンシャル

等の評価や、我が

国の防災・減災対

策の強化に資す

る情報を提供す

るとともに、地

震・津波が生態系

に及ぼす影響と

その回復過程を

測研究計画の推進について

（平成 25 年 11 月 8 日）」に

おいて示されている役割を

果たすため、独立行政法人

防災科学技術研究所等の関

係する研究機関と協力し、

再来が危惧されている南海

トラフ巨大地震の震源域を

始めとする日本列島・西太

平洋海域を中心に、地震・

火山活動の原因についての

科学的知見を蓄積するとと

もに、精緻な調査観測研究、

先進的なシミュレーション

研究、モニタリング研究及

び解析研究等を統合した海

域地震発生帯研究開発を推

進する。 

これにより、海溝周辺に

おける地震性滑りの時空間

分布等の新たなデータに基

づき、従来の地震・津波発

生モデルを再考し、海溝型

巨大地震や津波発生メカニ

ズムの理解を進める。また、

主に海域地殻活動や海底変

動に起因する災害ポテンシ

ャルの評価とそれに基づく

地域への影響評価を行う。

さらに、地震・津波が生態

系へ及ぼす影響とその回復

過程についても評価する。 
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照らして十分大

きな意義がある

ものか 

・取組が期待され

た 時 期 に 効 果

的・効率的に実施

されたか 

・実施体制や実施

方策が妥当であ

るか 

・国や地方自治体

において利活用

されたか若しく

はそれにつなが

る可能性がある

か 

・当初の目標・計

画からは予期し

ていなかった有

意義な波及効果

が得られたもの

はあるか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニズムを解明した。その成果は、

地震調査研究推進本部で三重県南

東沖の地震の評価に活用され、海

底・孔内リアルタイム観測の有効

性を示したことは、国が進める南

海トラフ現状評価への貢献は非常

に大きい。 

（2）日本海溝で平成 28 年 11 月

22 日に発生した福島県沖の地震

に対する緊急航海の実施とそれら

のデータから震源断層の同定し、

この地震がこれまでに確認されて

いない未知の断層が動いた地震で

あることを結論付けた。この成果

は、地震調査研究推進本部地震調

査委員会で同地震の評価に活用さ

れており、東北地方太平洋沖地震

後 6 年の日本海溝現状評価への貢

献は非常に大きい。 

（3）DONET データを用い津波浸水

即時予測システムに関しては、

DONET2 データも活用した広域化

が進められ、そのシステムを自治

体等に提供することによって、和

歌山県における対象地域拡大、三

重県による新たにシステム社会実

装など研究成果が自治体等で活用

され、自治体等の防災事業広域展

開への貢献は非常に大きい。 

また、評価推進委員会からも「ア

ウトカムとしての防災・減災施策

への提言、その国際発信など、内

外でリーダーシップを発揮してい

ることは大きく評価できる」、「新

たに発生した熊本地震や、三重県

南東沖地震、福島県沖地震津波な

どへも迅速に対応し、重要な科学

的成果を挙げている」など、これ

らの活動に限らず全体として高く

評価されている。 

これらは、最先端観測技術によ

が昭和東南海地震以来 70年ぶ

りに発生したプレート境界中

規模地震であったことを明ら

かにしたことは、地震発生メ

カニズムの理解につながる極

めて有意義なものといえる。 

・福島県沖地震緊急調査の実施

によって、陸上の地震後の活

断層調査（地表面の地形変化）

と同様の調査を海域でも迅速

に行うことが可能であり、そ

れにより貴重な知見が得られ

ることを示したことは、海溝

型地震発生メカニズムの理解

にとって非常に大きな貢献と

いえ、高く評価できる。 

・上記のような世界トップクラ

スの研究を行いつつ、津波浸

水時予測システムの地方自治

体への提供、東日本大震災後

の海洋生態系への影響及び回

復過程に係るデータの地元自

治体及び漁業関係者への提供

など、社会への成果の還元や

自治体等での防災・減災対策

への貢献が図られており、高

く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 ─ 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

・DONET の広域化、海底定点観測

によりゆっくり地震の特徴を

掴んだこと、南西諸島におけ

る地殻構造解明など数多くの

世界的に目立つ研究成果があ

った。特に、リアルタイム長

期孔内観測システムの設置・

運営とそれによる研究成果
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把握する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①プレート境界域の地震発

生帯実態解明研究 

地震発生帯の地震・津波

像の解明に資するため、地

殻構造、地殻活動及び地震

発生履歴等について精緻な

調査観測研究を実施する。

また、地震・津波観測監視

システム(DONET)等の海域

地震・津波観測システムか

ら得られるデータや関係す

る研究機関とのデータ相互

交換の枠組みを活用し、地

震発生、地震動及び津波の

予測精度の向上に資する解

析研究を行う。さらに、地

震発生帯における諸現象の

シミュレーション研究等を

実施し、海洋科学掘削で得

られた研究成果との統合を

図ることにより、巨大地震

発生帯の実態解明に資する

新たな科学的知見を蓄積す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①プレート境界域の地震発

生帯実態解明研究 

地震発生帯の地震・津波

像の解明に資するため、地

殻構造、地殻活動及び地震

発生履歴等について精緻な

調査観測研究を実施する。

また、地震・津波観測監視

システム(DONET)等の海域

地震・津波観測システムか

ら得られるデータや関係す

る研究機関とのデータ相互

交換の枠組みを活用し、地

震発生、地震動及び津波の

予測精度の向上に資する解

析研究を行う。さらに、地

震発生帯における諸現象の

シミュレーション研究等を

実施し、海洋科学掘削で得

られた研究成果との統合を

図ることにより、巨大地震

発生帯の実態解明に資する

新たな科学的知見を蓄積す

る。 

 平成 28 年度は、DONET や

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

深部掘削孔内計測技術開発:孔内

センサの開発では、C0010 孔への設

置（IODP 第 365 次航海）、DONET と

の接続（「新青丸」KS16-07 航海）

を行い、得られたデータを Web 公開

することで、研究者によるデータ利

用を行う環境を構築した。 

設置されたセンサは平成 28 年 4

月 1 日に起きた三重県南東沖の地

震も良好に記録しており、これによ

るセンサ評価も進められた。また、

DONETデータや既設の孔内観測点デ

ータと合わせて、記録された地震波

形、水圧変化（すなわち、地震時上

下動地殻変動）から、この地震が昭

和東南海地震以来 70 年ぶりに発生

したプレート境界地震であったこ

とを明らかにした。 

さらに、孔内観測データの有効

性、及び三重県南東沖の地震の発生

メカニズムは地震調査研究推進本

部地震調査委員会に提出し、同委員

会において南海トラフ地震発生帯

って得られたデータの精緻な解析

による地震発生帯モデルの高精度

化、地震発生機構の解明、地震・

津波災害ポテンシャル評価の広域

化などの、研究成果が既に国や自

治体に提供され、減災・防災対策

に有効活用されて事例であり、今

後も更なるアウトカム創成が進め

られる裏付けとなる。 

以上の通り、中期目標や事業計

画に照らし、本項目による成果、

取組等について総合的に勘案した

結果、「研究開発成果の最大化」に

向けて顕著な成果の創出や将来的

な成果の創出に期待等が認められ

るため、Ａ評定とした。 

 

 

中期目標達成に向けて、計画通

り調査・観測・研究活動等の取組

が実施され、重要なアウトプット

もでている、また、いくつかの特

筆すべきアウトプットにおいて

は、本研究課題のアウトカムとし

て既に国等で防災・減災対策に向

けて活用が進められている。 

特にアウトカムの創成まで繋が

った特筆すべき成果として、次の

2件が挙げられる。 

（1）深部掘削孔内計測技術開発 

IODP 南海掘削プロジェクトの

一環として、南海トラフで２点目

となる孔内観測装置を海底下

650m の掘削孔への設置に成功し、

その後 DONET への接続も行い、海

底下でのリアルタイム地震・地殻

変動観測システムの構築を進め

た。 

 設置されたセンサは平成28年4

月 1 日に起きた三重県南東沖の地

震も良好に記録しており、これに

は、機構なしでは実現困難と

いえる。また、東北地方にお

ける震災後の生態系への影響

と回復過程に係る事業につい

ては、実態を把握するのみな

らず地元の市民と連携して今

後の漁業の再開発に関する方

策作成に重要な役割を果たし

ている。社会的なインパクト

が大きいことを考慮するとＡ

評価が妥当であろう。 

・地震発生時の緊急調査は、そ

のときにしか得られない知見

が得られるので、高く評価で

きる。一方で、地震発生時の

緊急調査により得られたデー

タや知見などについては、速

報的な情報が一人歩きしない

ための歯止めや工夫が必要。 

・今後も地震後の迅速な緊急調

査が行われるか否かは機材・

船舶等の稼動状況にもよると

思われるが、福島県沖・豊後

水道に続いて、事例を着実に

増やせるような体制整備を望

みたい。 
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孔内地震計システムを用い

た海底地震・津波・地殻変

動リアルタイム観測の精度

及びデータ品質の向上に取

り組む。強潮流域下でのオ

ンデマンド地殻変動観測を

可能にする地殻変動観測ブ

イシステムの海域における

実証試験を行う。 

地震発生帯の構造・履

歴・活動（構造研究、巨大

地震の履歴の海底調査）を

明らかにするために、南海

トラフ西部と日本海山陰

沖、日本海溝十勝沖海域等

における地殻構造調査、自

然地震・津波・火山・地殻

変動等の観測、地震・津波

履歴調査を行う。 

DONET データを用いた即

時津波予測システムの発展

に向けて、津波の発生から

伝播、遡上後まで津波計算

を高度化する。 

プレート境界の固着すべ

りの推移予測精度向上のた

めに、地表及び海底の地殻

変動データの解析手法を改

善するとともに、これらの

データとシミュレーション

のずれを修正する機能を地

震発生サイクル計算プログ

ラムに実装する。 

プレート境界の巨視的摩

擦特性を調べるため、すべ

りの多様性と相互作用に関

するシミュレーションを行

うとともに、地震発生の物

理モデルを高度化するため

の室内実験を行う。シミュ

レーションでは特に、南海

の現状評価に活用された。 

そのほか、水圧計高温高圧試験シ

ステムの構築・動作確認を実施する

ことで、現状システムの適用性を確

認した。 

また、「かいれい」によりエアガ

ン発振航海を実施（KR16-11 航海）。

平成 27 年度までの観測データ取り

まとめ・成果発表を実施した。 

強潮流域下でのオンデマンド地殻

変動観測を可能にする地殻変動観

測ブイシステムの海域試験を実施、

現状で 10 ㎝程度の観測精度を実現

した。 

当初予定の計画をほぼ予定通り

実施した。これに加え、特筆すべき

成果としては、下記の 3つがある。 

 1 つ目は、南西諸島海溝南部にお

ける地震発生場の把握を行ったこ

とである。過去に巨大津波を起こし

たとされる領域に分岐断層が存在

すること、また、プレート境界では

津波地震や低周波地震といった

様々なゆっくりした地震の発生域

が浅部から深部まで隣接して分布

し、南海トラフとは異なってプレー

ト間の固着の弱い領域が支配的に

存在することが明らかになった。 

 2 つ目は、年度計画にはなかった

が、平成 28 年 11 月 22 日の福島県

沖の地震の実態を把握するため、緊

急的に取得した地震後の地形解析

を実施した。その結果、これまで地

震断層の存在が認識されていなか

った海域に、著しくシャープな形状

をした段差を発見した。この段差地

形周辺で「東北マリンサイエンス拠

点形成事業」（TEAMS）の一環として

地形調査・海底観察等の調査を実施

した結果、段差崖や海底の割れ目を

確認した。これらの海底変動は、11

よるセンサ評価も進められた。ま

た、DONET データや既設の孔内観

測点データと合わせて、記録され

た地震波形、水圧変化（すなわち、

地震時上下動地殻変動）から、こ

の地震が昭和東南海地震以来 70

年ぶりに発生したプレート境界地

震であったことを明らかにした。 

 さらに、孔内観測データの有効

性、及び三重県南東沖の地震の発

生メカニズムは地震調査研究推進

本部地震調査委員会に提出し、同

委員会において南海トラフ地震発

生帯の現状評価に活用された。 

（2）平成 28 年 11 月 22 日福島県

沖地震震源断層の特定 

この地震発生直後に緊急航海と

して、「新青丸」及び「よこすか」

による詳細地形調査を実施した。

その結果、震源付近に落差 2ｍ程

度の明瞭な崖地形を確認した。そ

の後、本研究開発課題の項目③の

一環として実施された「東北マリ

ンサイエンス拠点形成事業」の航

海によって取得された、先に確認

された崖地形を含む広域詳細海底

地形データ及び ROV による海底観

察データを解析した。 

 その結果、北東―南西走行を持

つ連続した崖地形のマッピングに

成功し、ROV 画像データからその

崖がごく最近（すなわち地震時に）

形成された地形であることを確認

し、この崖は今回の地震の震源断

層が海底まで到達したものであ

り、それにより仙台湾等に到来し

た津波の波源であることを結論付

けた。 

 また、この崖地形と既存の海底

地質図を比較することによって、

今回同定した断層はこれまでの海
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トラフを対象としたケース

スタディを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

月 22 日の地震断層により形成され

た可能性が高いと考えられ、国の断

層評価等において重要な情報とな

るため、地震調査研究推進本部地震

調査委員会へ報告した。 

 3 つ目は、日本海溝に沈み込む前

の海洋プレート上で、プチスポット

火山海域の実態把握を行ったこと

である。個々のプチスポット火山は

直径 1km 足らずと小さいが、プチス

ポット海域ではシルの貫入を示唆

する多数の水平な構造境界面が堆

積層内に広範囲に存在しており、そ

の面積は M7～8 クラスの地震破壊

域にも相当することが明らかにな

った。海洋プレート上の堆積層物性

の強い不均質性は、沈み込み後のプ

レート境界カップリング、プレート

境界型地震発生の不均質性を決定

付けると考えられることから、プレ

ート境界型地震の実態理解にはプ

チスポットなど沈み込む海洋プレ

ート上の不均質性の把握が不可欠

であることが改めて確認された。 

即時津波予測システムの高度化

を念頭に、三次元計算の必要性を評

価した上で、遠地津波対応に向けた

研究開発を開始した。 

 地殻変動データ解析手法の改善

として、すべりの急変をとらえる手

法を開発した。また、陸域と海域の

地殻変動データを同時に扱うため、

地形を考慮した解析ができるよう

有限要素法での地殻変動データ解

析を実現した。さらに、地震発生サ

イクル計算プログラムに観測デー

タと整合させる機能を加えるため

の手法開発を進めた。 

プレート境界の巨視的摩擦特性

を調べるため、余効すべりの理論解

を導出し、十分な精度の解が得られ

底地質図では示されていない断層

であることを確認した。 

これらの成果を地震調査研究推

進本部地震調査委員会に提出し、

同委員会において、平成 28 年 11

月 22 日に発生した福島県沖の地

震の評価に活用された。 

これらの他にも、トルコマルマ

ラ海における海底地殻変動観測の

成功や、南西諸島海溝における、

ゆっくり地震発生域の地下構造解

明など、最先端観測技術を用いた

精緻な観測による、地震発生メカ

ニズム解明につながる成果が上が

り、科学雑誌等で発表され、一部

の成果はプレス発表を行った。 

以上、「研究開発成果の最大化」

に向けて極めて顕著な成果の創出

や将来的な特別な成果の創出の期

待等が認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



35 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

②地震・津波の総合災害ポ

テンシャル評価研究 

東日本大震災の教訓を踏

まえ、現実的な地震・津波

像に基づく地震・津波シミ

ュレーション研究を行い、

南海トラフ、南西諸島域及

び日本海溝等の日本列島周

辺海域における地震・津波

被害像の評価を進めるとと

もに、防災・減災対策へ実

装するため、平成 28 年度を

目途に各種予測計算等の準

備を実施し、日本海や南海

トラフ周辺海域等の地震・

津波による被害の軽減に向

けた情報基盤プラットフォ

ームを構築する。これらを

活用し、海域地殻変動や海

底変動に起因する災害ポテ

ンシャルの評価とそれに基

づく地域への影響評価を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②地震・津波の総合災害ポ

テンシャル評価研究 

東日本大震災の教訓を踏

まえ、現実的な地震・津波

像に基づく地震・津波シミ

ュレーション研究を行い、

南海トラフ、南西諸島域及

び日本海溝等の日本列島周

辺海域における地震・津波

被害像の評価を進めるとと

もに、防災・減災対策へ実

装するため、地震・津波に

よる被害の軽減に向けた情

報基盤プラットフォームを

構築する。これらを活用し、

海域地殻変動や海底変動に

起因する災害ポテンシャル

の評価とそれに基づく地域

への影響評価を行う。 

平成 28 年度は、地震発生

サイクルシミュレーション

を用いた地震発生・津波シ

ナリオの蓄積のために、南

海トラフ・日本海溝域の巨

大地震発生サイクルを計算

し、これまで想定されてこ

なかったシナリオを見いだ

す。また、千島海溝域の巨

大地震発生サイクルを計算

し、過去の地震・津波被害

と整合する現実的なシナリ

オを見いだす。 

地震発生頻度や地殻変動

の時空間変化をモニタリン

ることを確認した。大規模砂箱実験

において微かな予兆現象を確実に

捉えるために、荷重や変位の精密測

定と、カメラアレイの再構築を行っ

た。その結果、断層の生成直前で変

位ゆらぎと傾斜変動を捉えること

に成功した。 

 

 

 

 東北地方太平洋沖地震後、発生確

率が不明とされる宮城県沖地震に

ついて、過去の地震の起こり方、特

に M9 地震時のすべり分布と整合す

る多数のシミュレーション結果に

もとづいて、M9 地震後の発生時期

を、M9 地震前の平均的な再来間隔

と比較した結果、それよりも短い場

合が 8割以上、半分以下の場合が 6

割に達することを示した。さらに、

発生間隔が短くなる原因は、M9 地

震後すぐに宮城県沖震源域で固着

が回復するとともに、周囲で M9 に

よる大きめの余効すべりが生じる

ことであるが、海底地殻変動を含む

観測データの解析はそのことと整

合する結果を示している。 

地震・津波を自動検知し、地震発

生頻度の時空間分布や地殻変動を

DONETデータから可視化するシステ

ムを予定通り構築した。特筆すべき

成果としては、陸上局のある尾鷲市

からデータを伝送する仕組みを構

築し、開発した即時津波予測システ

ムが新しく三重県に実装されたこ

とである。さらに、DONET2 完成を

受けて、津波即時予測の過程におい

て断層モデルと DONET 観測点を動

的に選択して予測精度の向上も実

現した。 

平成 28 年度は、南西諸島北部海

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 中期目標達成に向けて、計画通

り調査・観測・研究活動等の取組

が実施され、重要なアウトプット

もでている、また、いくつかの特

筆すべきアウトプットにおいて

は、本研究課題のアウトカムとし

て既に国・自治体等で防災・減災

対策に向けて活用が進められてい

る。 

特にアウトカムの創成まで繋が

った特筆すべき成果として、次の

2件が挙げられる。 

（1）津波浸水即時予測システムの

広域展開 

DONET で観測された津波波形デ

ータ及び多数の震源断層モデルに

より計算された津波データベース

を利用した津波浸水即時予測シス

テムは、これまで和歌山県の一部

で社会実装が進められてきたが、

今年度は適応地域をより広域に広

げるための津波データベースの拡

張、DONET2 のデータも用いた観測

点や断層モデルの動的選択、遠地

地震への対応検討など、システム

改良・高精度化を進めた。これに

より、より広範囲で様々な地震シ

ナリオによる津波浸水範囲やその

時間変化の評価が進められた。 

 このシステム改良・高精度化は

自治体等に注目され、和歌山県で
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グし、シミュレーションと

比較できる情報を蓄積す

る。地域レベルの津波浸水

予測と社会実装のために、

津波即時予測システムの実

用性を検証し DONET2 によ

る観測も加えた改良版の長

期安定性を評価する。 

海域断層データベース構

築のために、南西諸島海域

の地震探査データ等を収集

し、これらのデータを利用

して地質構造・断層分布を

把握する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

域（沖縄本島北部～九州南方海域）

の地震探査データの一部（約

8,100km）の再解析を行うとともに、

既存のデータも含めた反射法地震

探査データを利用して、断層解釈作

業を実施した。今年度の作業では、

当該海域で 301 の断層を特定した。

この断層データは、防災科学技術研

究所が担当する津波のシミュレー

ションの断層モデルとして利用さ

れた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

のこれまでの社会実装・運用の範

囲が拡大されたばかりではなく、

新たに三重県による社会実装が進

められた。 

（2）東北沖地震後の宮城県沖地震

発生予測 

プレート境界型地震発生予測の

試行として、これまで日本海溝で

の過去の地震の起こり方、東北沖

地震による断層滑り分布を整合的

な多数のシミュレーションを進め

てきたが、その結果から地震発生

ポテンシャルを評価し、東北沖地

震のような M9 地震が発生した後 

では、宮城県沖地震の再来周期が

短くなることを明らかにした。ま

た、そのメカニズムについての考

察を進めた。 

これらの成果は、地震調査研究

推進本部の長期評価部会におい

て、日本海溝地震の長期評価改訂

作業に活用された。 

さらに、このアプローチは今後

の南海トラフ沿いの大規模地震予

測可能性に関する国の調査部会等

での議論に不可欠な情報となるこ

とが期待される。 

これらの他にも南西諸島北部海

域での海域断層データベース構築

では既存データの再解析・解釈に

より 301 の断層を特定した。この

情報は防災科研での津波波源断層

モデルとして活用され、地震調査

研究推進本部が進める海域断層総

合評価プロジェクトで活用され

た。 

以上、「研究開発成果の最大化」

に向けて顕著な成果の創出や将来

的な成果の創出の期待等が認めら

れる。 
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③地震・津波による生態系

被害と復興に関する研究 

東北地方の太平洋岸で

は、東日本大震災の津波・

地震によって引き起こされ

た大量の瓦礫の堆積、藻

場・干潟の喪失及び岩礁へ

の砂泥の堆積等により、沿

岸域の漁場を含め海洋生態

系が大きく変化したことか

ら、海洋生態系の回復と漁

業の復興が緊急かつ重要な

課題となっている。このた

め、沖合底層での瓦礫マッ

ピング、生物資源の動態の

把握及び化学物質の蓄積を

含む沖合生態系を中心とし

た長期モニタリング等の展

開により得られた海底地

形・海洋環境・生物などの

情報を取りまとめ、平成 28

年度を目途に地元自治体等

への情報提供を開始する。

さらに、地震・津波からの

生態系の回復過程について

の理解を前進させるととも

に、生態系等の海域環境変

動評価に基づくハビタット

マップとデータベースを構

築する。これらを活用し、

地震・津波が東北沿岸域の

海洋生態系に与えた影響と

回復過程についての科学的

知見を蓄積し、漁業等の復

興対策に貢献する。 

③地震・津波による生態系

被害と復興に関する研究 

東日本大震災により、大

きく変化した海洋生態系の

回復と漁業の復興を目指

し、沖合底層での瓦礫マッ

ピング、生物資源の動態の

把握及び化学物質の蓄積を

含む沖合生態系を中心とし

た長期モニタリング等の展

開により得られた海底地

形・海洋環境・生物などの

情報の取りまとめを実施す

る。さらに、地震・津波か

らの生態系の回復過程につ

いての理解を前進させると

ともに、生態系等の海域環

境変動評価に基づくハビタ

ットマップとデータベース

を構築する。 

本課題の中心を担う文部

科学省の補助金制度「東北

マリンサイエンス拠点形成

事業」が、平成 28 年度から

事業期間の後半に入る。事

業期間後半においては 

（１）地震・津波による海

洋生態系への影響とその後

の回復過程を長期にわたり

科学的に把握すること、

（２）海洋生態系モデルを

構築し効果的・持続的な漁

業に向けた提言を行うこ

と、（３）データベースを構

築公開し本事業内外の研究

を促進すること、（４）地元

のニーズをくみ上げ科学的

調査を基にした被災地漁業

の復興及び持続的漁業の展

開に貢献すること、（５）得

られた研究成果を国内外に

 

 

（1）宮城沖、岩手県沖の沖合漁場

（水深 300-1000m）及び主要な湾の

地形を調べ、根（岩体）や魚礁の位

置や谷状地形を明らかにし漁場と

して重要な場所の詳細が把握でき

た。三陸沖の物理・化学観測を行い

通常観測では得られない近底層の

変動データを取得するとともに、平

成 28 年 3 月期の高水温異常を検出

し当時の漁獲変動への説明要因と

なった。瓦礫の経年分布変化を解析

し、年々瓦礫が減少することや分布

の偏りが明らかになり、今後の瓦礫

撤去作業方策の基礎資料となった。

ベイトカメラシステムの試作機を

フィールドで作動させデータ取得

に用いた。これらのデータは、生物

分布モデルや生態系モデルにも投

入されることになる。 

（2）今年度から本格的にモデル構

築とデータ収集に取り組み、キチ

ジ、ズワイガニ、マダラなどの漁獲

量の経年変動を把握するとともに、

水温などの過去の海洋環境を詳細

に再現したデータセットを取りま

とめた。また、底生生物のクモヒト

デ類について地震前後の分布変動

を評価した。 

（3）「東北マリンサイエンス拠点形

成事業」の活動に関する情報及び調

査観測で取得された登録情報が昨

年度より 140 件アップした。データ

収録項目等の見直し及びを得られ

た要望等をシステムに反映するこ

とで利便性が高まり利用率が向上

（平成 27 年度比 14％増）した。「動

画・写真ライブラリー」を公開し一

般の興味を引き付けることができ、

映像利用の問合せ（TBS 等、3 件）

 

 

 本項目は、復興特別会計予算「東

北マリンサイエンス拠点形成事

業」により実施しているものであ

り、海洋生態系に関する科学的知

見により漁業復興を促すことを目

的にしている。そのため、科学的

成果のみならず被災地への直接的

な貢献が求められる。研究業績の

向上は一層努力する必要はある

が、それを補うに十分な被災地へ

の貢献は果たしている。 

 本年度は外部資金プロジェクト

側での計画変更もあり、機構実施

のロードマップの変更を行った

が、ほぼ予定通り進捗した。これ

までに調査成果のまとめに加え、

それらをデータベースとしてとり

まとめ、情報を地元漁業者等に提

供できたことは、大きな成果とい

える。特に、アウトカムにまで繋

がったアウトプットとして、

「2011-2016 年の間の瓦礫分布変

動調査及び瓦礫による生態系影響

評価の成果発信」が挙げられる。

瓦礫分布変動情報を自治体に提供

した結果、今後の瓦礫掃海作業計

画策定に活かされることになる。

また、水産庁からも自治体同様、

今後の瓦礫掃海作業計画策定に活

かすことために情報提供要請があ

り、情報提供を行った。 

 また、アウトカムに繋がるポテ

ンシャルが高いものとして「高精

度海洋循環及び水温再現モデル開

発並びに生態系モデルリングの成

果発信」が挙げられる。海洋環境

と生物分布には強い相関があり、

好・不漁の原因や効率的・持続的

な漁業を推進するためには、極め

て重要な情報になるとの期待が、
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広く伝えること、が主要な

取り組みとなる。 

平成 28 年度は、上記（１）

から（４）を実施する。（１）

として、調査船、ROV、ラン

ダーシステム等を用い水塊

環境・瓦礫分布・生物分布・

生物食性・地形データを集

積・解析するとともに生物

量を定量解析できるベイト

カメラを試作する。（２）と

して、これまでのデータを

用いて地理情報システム

（GIS）によるハビタットマ

ップの構築を進めるととも

に被災地漁業の復興及び持

続的漁業の展開に適した生

態系モデルの選定とデータ

取得計画を策定する。（３）

として、各種情報の収集・

管理・公開サービスの継続、

データ管理・公開機能の安

定的な運用管理の維持、デ

ータ共有・提供システムの

整備・機能向上を行う。（４）

として沖合水産生物の汚染

を評価するために底魚の栄

養段階に関する情報をさら

に蓄積、シロサケ稚魚の食

性を明らかにするために胃

内容物の形態観察及び遺伝

子解析、種苗生産時の減耗

対策のためにサケふ化場で

発生するミズカビの多様性

を解析する。 

 

に繋げた。「TEAMS 調査海域環境デ

ータベース（TEAMS-EBIS）」の検索

機能及びデータダウンロード機能

等を整備し、研究者からの要望に応

えた水温や塩分等の海洋環境デー

タを統合的に検索・入手可能なシス

テムを構築した。 

なお、中期計画において平成 28

年度を目途に実施するとされてい

る地元自治体等への情報提供につ

いては既に「TEAMS データ案内所」

から公開するとともに、直接説明を

行ってきた。 

（4）津波で陸起源化学物資が海洋

生態系にもたらされ、食の安全性の

視点から生物汚染状況をモニタリ

ングするため、沖合生態系において

生物の栄養段階と PCB 濃度を解析

し、地震前に比べ三陸沖では汚染は

進行していないことが明らかにな

った。シロザケの種苗放流を効果的

に行うために、稚魚の胃内容物の形

態観察と DNA 解析による食性解析

を行い、DNA 解析では形態観察より

多くの餌生物を同定できた。また、

サケ類種苗生産時にミズカビ病の

発生を抑制するために、病原微生物

の種類や感染経路を推定研究に着

手した。 

（5）研究成果は、被災地説明会（漁

協や自治体約 30 団体）、メディア

（20件以上）、シンポジウム開催（国

内２，海外１）、論文、学会などで

公表した。また、地元海洋高校を対

象に人材育成を意識した授業を開

催した。 

【宮城県沖の瓦礫分布解析】 

宮城県沖漁場における瓦礫分布

の経時変化を評価し、これまでのペ

ースで掃海作業を継続した場合、

2020年には震災直後の1/10程度ま

自治体・地元水産研究機関・漁業

者から寄せられている。 

 「データベースによる情報発信」

地道な取組であるが「東北マリン

サイエンス拠点形成事業」内外や

プロジェクト終了後も見据えたア

ウトプット創出に貢献するととも

に、被災地へのわかりやすい情報

発信ツールとしてアウトカムに繋

がるものと思われる。 

以上、計画通り着実に成果を上

げ、地域への情報発信にも努めて

きたことを評価し、「研究開発成果

の最大化」に向けて成果の創出や

将来的な成果の創出の期待等が認

められ、着実な業務運営がなされ

ている。 
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でガレキ量が減少することを示し

た。また、ガレキは、それを基質に

して分布生物相が異なることや生

物量を増やすことが示された（土田

ほか）。これらの情報を水産庁や地

元自治体などに提供し、今後のガレ

キ掃海政策に用いられると期待さ

れる。 

【高精度海洋循環及び水温再現モ

デル開発並びに生態系モデルリン

グ】 

北西太平洋海洋長期再解析デー

タセット FORA-WNP30(解像度 10km)

をベースに 2km 解像度の海洋環境

データセットを作成した。これは、

今後構築する女川湾・大槌湾・沖合

漁場域における様々な生態系モデ

ルの基礎データとなる。生態系モデ

ルをベースに、効率的・効果的な養

殖漁業、持続的な漁船漁業の推進に

活かされると期待される。 

【TEAMSデータベースによる情報発

信】 

TEAMSで得られた多種多様のデー

タや情報を集約・公開するデータベ

ースシステムを整備・運用した。ま

た、漁業者に有益と思われる生物の

生態を示す映像なども公開した。当

該年度は特に、「TEAMS 調査海域環

境データベース（TEAMS-EBIS）」の

検索機能及びデータダウンロード

機能等を整備し、研究者からの要望

に応えた水温や塩分等の海洋環境

データを統合的に検索・入手可能な

システムを構築、公開した。これに

よりプロジェクト内外研究者のデ

ータ利用促進、モデル構築へのデー

タ提供、漁業者への情報展開が進む

ことが期待される。 
 

 

４．その他参考情報 

特になし。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－(4) 海洋生命理工学研究開発 

関連する政策・施策 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応 

施策目標９―５ 国家戦略上重要な基盤技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人海洋研究開発機構法第十七条 

第一号 海洋に関する基盤的研究開発を行うこと。 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0295,0297 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

論文数 ― 151 96 87               予算額（千円） 1,248,783 1,358,799 1,116,751   

       決算額（千円） 1,238,324 1,267,813 1,108,367   

       経常費用（千円） 1,587,724 1,578,265 1,376,021   

       経常利益（千円） ▲233 40,298 660   

       行政サービス実施コ

スト（千円） 
1,759,801 1,424,990 1,168,467   

        従事人員数 162 165 148   

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 海洋の生物多様

性の維持とその

持続的な利用を

推進するために

は、海洋生態系の

構造と機能及び

その変動、さらに

は、その根幹とな

る生物多様性を

創出するプロセ

スとメカニズム

を理解する必要

がある。また、人

類にとって未踏

の領域である深

海や海底下は、高

圧・低温といった

我が国の周辺海域は生物

多様性のホットスポットで

あるが、特に深海の環境及

び深海生物に関する情報が

不足している等、現代にお

いても未踏のフロンティア

である。また、生態系の保

全という観点から、生物多

様性に関する条約（CBD）及

び生物多様性と生態系サー

ビスに関する政府間科学政

策 プ ラ ッ ト フ ォ ー ム

（IPBES）に対し、機構がこ

れまでに蓄積してきた観測

データの提供を通じた貢献

が期待されている。そのた

め、機構は、極限環境生命

我が国の周辺海域は生物

多様性のホットスポットで

あるが、特に深海の環境及

び深海生物に関する情報が

不足している等、現代にお

いても未踏のフロンティア

である。また、生態系の保

全という観点から、生物多

様性に関する条約（CBD）及

び生物多様性と生態系サー

ビスに関する政府間科学政

策 プ ラ ッ ト フ ォ ー ム

（IPBES）に対し、機構がこ

れまでに蓄積してきた観測

データの提供を通じた貢献

が期待されている。そのた

め、機構は、極限環境生命

【大評価軸】 

・イノベーション

の創出への貢献

や国際的な取組

への対応を通じ

て、生物多様性の

維持と持続的な

利用の推進に貢

献したか 

 

【中評価軸】 

・研究開発成果の

科学的意義（独創

性、革新性、先導

性、発展性等）が

十分に大きなも

のであるか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

平成 28 年度は中期目標に掲げ

られている「海洋生態系の生存・

機能限界、その機能と地球環境と

の相互作用、物理・化学プロセス

と生物の相互作用」や「真核生物

の進化や生物多様性を創出する重

要な遺伝学的メカニズム」の解明

に直結する特筆すべきアウトプッ

トが創出されたほか、「極限環境下

での海洋生物特有の機能を活用し

たイノベーションの創出」や「国

際的な取組への貢献」といったア

ウトカム創出に大きく前進したと

考えられることから、Ａ評定に値

すると考える。以下にＡ評定に値

すると判断した具体的事例の一部

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

中期計画及び年度計画に定め

られた通り、概ね着実に業務が

実施されたと認められるため。 

自己評価ではＡ評定である

が、今後の課題・指摘事項の欄

に示す点について、更なる改善

を期待したい。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・喫緊の課題である海洋酸性化

問題について、特に影響の度

合いが大きいとされる有孔虫

が、従来の予測をはるかに上

回る高い CO2 耐性を有してい

ることを発見するとともに、
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ユニークな環境

に適応した生物

が存在する極限

環境生命圏であ

り、生息する生物

の中には、社会に

とって有用な機

能を有している

可能性がある。 

このため、機構

は、深海へのアク

セスが可能であ

る世界最先端の

研究開発基盤を

有する研究機関

として、研究船、

有人潜水調査船、

無人探査機等と

いった先端的な

観測技術を活用

し、深海等におけ

る未踏の極限環

境生命圏を含む

海洋を調査する。

また、海洋生態系

の機能、地球環境

との相互作用、物

理・化学プロセス

と生物の関連を

明らかにすると

ともに、海洋生物

多様性を生み出

すメカニズムの

解明に資する研

究成果を創出す

る。さらに、ライ

フサイエンス分

野や工学研究と

の融合や産学官

連携を強化する

ことにより、将来

圏において海洋生物の探査

を行い、生命の進化及び共

生メカニズムについて新た

な科学的知見を提示する。

また、極限環境生命圏には、

高圧・低温に適応した生物

が存在し、それらが持つ有

用な機能や遺伝子を利活用

できる可能性が秘められて

いることから、探査によっ

て得られた試料を利用して

理工学的なアプローチを実

施し、深海・海洋生物由来

の有用な機能に関する応用

研究を行い、極限環境下で

の海洋生物特有の機能等を

最大限に活用したイノベー

ションを創出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

圏において海洋生物の探索

を行い、生命の進化及び共

生メカニズムについて新た

な科学的知見を提示する。

また、極限環境生命圏には、

高圧・低温に適応した生物

が存在し、それらが持つ有

用な機能や遺伝子を利活用

できる可能性が秘められて

いることから、探査によっ

て得られた試料を利用して

理工学的なアプローチを実

施し、深海・海洋生物由来

の有用な機能に関する応用

研究を行い、極限環境下で

の海洋生物特有の機能等を

最大限に活用したイノベー

ションを創出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・国際的な水準に

照らして十分大

きな意義がある

ものか 

・取組が期待され

た 時 期 に 効 果

的・効率的に実施

されたか 

・実施体制や実施

方策が妥当であ

るか 

・民間企業・産業

界において活用

されたか若しく

はそれにつなが

る可能性がある

か 

・当初の目標・計

画からは予期し

ていなかった有

意義な波及効果

が得られたもの

はあるか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を列挙する。 

（1）新たに培養株として確立した

真核生物よりこれまで報告されて

いる中で最も断片化した遺伝子と

特殊な RNA の成熟様式の発見 

新規生命現象である「RNA の二

次的挿入」は、その分子機構を利

活用することで、様々な実験生物

学分野における新たな生物工学技

術の展開が期待できるため、ライ

フサイエンス分野・工学研究との

融合及び産学官連携強化を進める

ことで、極限環境下での海洋生物

特有の機能を活用したイノベーシ

ョンの創出のアウトプットにもつ

ながると期待できる。 

（2）炭化水素の起源と履歴を知る

安定同位体分別／平衡効果指標の

確立 

これまでの炭化水素の起源や履

歴の解釈が大きく革新され、地球

規模での炭素循環の理解と利用を

目指す Deep Carbon Observatory 

(DCO)等の国際的取組における研

究計画策定に大きな影響を与える

だけでなく、海洋生物の進化や海

底エネルギー資源研究開発といっ

た観点から広大な海洋空間の総合

的理解における大きな転換点を与

える可能性がある成果である。 

（3）沖縄熱水海底下生命圏掘削に

よる熱水孔下生命圏の限界の発見 

世界で初めて海底下環境に生命

圏－非生命圏の境界を発見し、そ

の生息限界を決定する温度条件を

明らかにしたことは、「生命や生命

活動の限界」を拡張する波及効果

の大きい学術成果である。地球に

おける生命活動や生命圏の限界に

対して一つの解を得ることがで

き、これは地球における生命誕生

そのメカニズムの解明を成し

遂げた。本成果は今後 IPCC の

報告書に引用されることはも

ちろん、海洋生態系や物質循

環に対する地球規模で酸性化

影響の将来予測を大きく変え

るポテンシャルを有する優れ

た成果である。 

・海洋生物特有の機能を活用し

たイノベーションの創出に関

しても、膨大な海洋生物試料

の収集・分析及び有用物質の

探索といった地道な取組の継

続に加えて、深海サンプル提

供事業をはじめとした、民

間・他分野を含めたオールジ

ャパンによる海洋研究に基づ

く成果の最大化に向けた取組

を進めている点は評価し得

る。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・深海生物特有の機能の活用に

ついてのオープンイノベーシ

ョンの取組は緒に就いたばか

りであり、現状ではイノベー

ション創出に関する成果は少

ないが、引き続き、取組の強

化と適時見直しを図ることで

高い成果の創出を期待する。  

・海洋分野に限らず、生物リソ

ースの提供業務を実施してい

る国内外の類似機関の成功例

を参考に、異分野・異業種と

の双方向のイノベーション創

出を効果的に進めていく方策

を明らかにし、出口に向けた

道筋を具体化していくことが

必要である。 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意



42 
 

の産業化に向け

た取組を行い、極

限環境下での海

洋生物特有の機

能等を最大限に

活用したイノベ

ーションを創出

する。 

生物学的特性や

多様性に関する

情報の提供等を

通じ、IOC 及び

IPBES 等の国際的

な取組への貢献

も果たす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の場と考えられている熱水活動域

における知見であり、生命誕生の

場を考える上でも非常に重要な知

見であるといえる。 

（4）底生有孔虫の殻形成プロセス

の高 CO2 耐性と水素イオン排出の

重要性 

有孔虫の殻形成の限界二酸化炭

素分圧を明らかにし、世界的に海

洋酸性化への応答に関する研究が

注目される中、本成果が今後の

IPCC 報告書等に引用されること

が期待される。また、顕微鏡スケ

ールにおける海洋生物の pH 分布

定量技術は、二枚貝やサンゴ等の

水産資源生物をはじめとした様々

な石灰化生物のバイオミネラリゼ

ーションメカニズムの解明に向け

た応用の可能性などに繋がること

が期待される成果である。 

「国際的な取組への貢献」に向

けては、日本近海の生態学的・生

物学的に重要な海域（EBSAs）の選

定や国家管轄圏外区域の生物多様

性（BBNJ）に係る議論に対して科

学的エビデンスに基づいた助言や

意思決定に貢献するなど、中期目

標アウトカム創出に前進したと考

える。 

「極限環境下での海洋生物特有

機能を活用したイノベーションの

創出」に向けては、企業主催の研

究会や勉強会での「機構が生んだ

様々な技術シーズ」の喧伝に努め

るなど積極的な活動を展開し、多

くのイノベーション創出型の大型

外部資金を獲得するとともに、民

間企業との共同研究を進めた。ま

た、民間企業に対して「深海サン

プル提供」を行い、今後オープン

イノベーションが期待される。 

見） 

・世界的にインパクトのある研

究成果が得られているととも

に、企業などに知識・技術を

提供している点は評価でき

る。 

・地球上で最も膨大なバイオマ

ス資源であるリグニンの有効

利用の可能性を明示したこ

と、二本鎖 RNA ウイルスを効

率的かつ網羅的に検出する技

術（FLDS 法）を開発し、ウイ

ルス研究の深化に飛躍的な端

緒を開いたことなど、海洋生

物の有用な機能解明に係るイ

ンパクトのある研究成果を上

げている。また、深海サンプ

ル提供事業の開始と関連セミ

ナーの開催など、機構の研究

シーズの積極的な発信による

オープンイノベーション創出

を目指した積極的な活動を展

開している。これらは、挑戦

的なアウトカム目標に対し

て、成果最大化への明確な道

筋を示しており、将来的な成

果の創出に高い期待が認めら

れるものである。 

・医療分野も含めたイノベーシ

ョン創出のポテンシャルを有

する成果を継続的に上げてい

る。一方で、新規の医薬品開

発など当該項目における優れ

た具体的なアウトカムは、民

間を含めた他分野・他機関（機

構の成果の受け手側）により

もたらされる可能性が高く、

研究シーズや蓄積したデータ

の受け手側への発信方法の更

なる高度化が必要。 

・産学連携で、異分野とのオー
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①海洋生態系機能の解析研

究 

海洋生物多様性を生み出

すメカニズムや、深海を含

む海洋における特殊な環境

への生物の適応過程を明ら

かにするため、平成 28 年度

までに真核生物の新規系統

群を見いだすとともに深海

生態系の基礎構造解析を実

施し、海洋生物が独自に発

達させた生態系やその進化

過程、多様な構造・機能に

関する研究を実施し、生物

の進化について新たな科学

的知見を提示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①海洋生態系機能の解析研

究 

海洋生物多様性を生み出

すメカニズムや、深海を含

む海洋における特殊な環境

への生物の適応過程を明ら

かにするため、海洋生物が

独自に発達させた生態系や

その進化過程、多様な構

造・機能に関する研究を実

施し、生物の進化について

新たな科学的知見を提示す

る。 

平成 28 年度は、真核生物

の新規系統群の探索に寄与

することを目的として、高

次レベルで新規な系統の詳

細な系統的位置を明らかに

するために大規模発現遺伝

子解析（RNA-Seq）を行い、

複数遺伝子を用いた系統解

析を行う。 

深海生態系の基礎構造解

析を進めるため、海底設置

カメラ調査を実施し、大型

上位捕食者の生物量を推定

する。また、代謝マップを

海洋微生物の代謝経路解析

に適用し、効率的／効果的

に解析を行うため、手法の

改良を行う。有機物生産に

関与する生物を推定するた

め、同位体トレーサー実験

試料の微生物相解析を行

う。 

海洋生物が独自に発達させ

た生態系やその進化過程、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

真核生物の多様性の高さは、人類

のような多細胞動物ではなく、単細

胞の真核生物（原生生物）にある。

そこで真核生物の大系統群である

ストラメノパイル生物群と海洋生

態系の中で生物量と多様性が高い

と言われながら実態が不明なユー

グレノゾア門ディプロネマ綱に注

目して研究を進めている。 

ストラメノパイル生物群につい

て単離培養に成功した嫌気性原生

生物 Cantina marsupialis を含め

245遺伝子を用いた大規模系統解析

を行い、Cantina は basal なグルー

プの一系統であることが判明した

（Noguchi et al. 2016）。また、ユ

ーグレノゾア門ディプロネマ綱

Hemistasia のミトコンドリアゲノ

ムにコードされる各遺伝子は、およ

そ 70 bp に断片化し、発現時に RNA

の連結だけでなく挿入も起こり、こ

れまでに知られる最も断片化した

遺伝子構造を有する真核生物であ

ることがわかるとともに、その進化

過程を明らかにした（Yabuki et al. 

2016）。 

さらに、真核生物ミトコンドリア

に重要な膜脂質カルジオリピンを

合成する酵素は 2 タイプ（CLS_cap

と CLS_pld）知られているが、その

2タイプの酵素遺伝子はストラメノ

パイル系統内で複雑な進化を遂げ

ていることが明らかとなった

（Noguchi et al. 2016）。これは平

成 29 年度の業務計画にある「大規

以上の様に、中期目標アウトカ

ムの創出に大きく前進したと考

え、評定をＡとした。 

 

 

 

 平成 28 年度における本課題の

進捗は、中期目標に向けて着実に

成果を創出しているだけでなく、

革新性や発展性に富んだ研究開発

成果を得ている。 

特に、炭化水素の起源と履歴を

知る安定同位体分別／平衡効果指

標の確立は、これまでの炭化水素

の起源や履歴の解釈が大きく革新

される成果であり、地球規模での

炭素循環の理解と利用を目指す

Deep Carbon Observatory (DCO)

等の国際的取組における研究計画

策定に大きな影響を与えるだけで

なく、海洋生物の進化や海底エネ

ルギー資源研究開発といった観点

から広大な海洋空間の総合的理解

における大きな転換点を与える可

能性もある。 

また、新たに培養株として確立

した真核微生物より、これまで報

告されている中で最も複雑な構造

をした遺伝子と特殊な RNA の成熟

様式を解明した。新規生命現象で

ある「RNA の二次的挿入」は、そ

の分子機構を利活用することで、

様々な実験生物学分野における新

たな生物工学技術の展開が期待で

きるため、ライフサイエンス分

野・工学研究との融合及び産学官

連携強化を進めることで、極限環

境下での海洋生物特有の機能を活

用したイノベーションの創出のア

ウトプットにもつながると期待で

きる。 

プンイノベーションを進める

工夫が必要。 

・企業との共同研究、オープン

イノベーションから具体的な

成果を出す方策を検討すべ

き。 
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多様な構造・機能の解析に

寄与することを目的とし

て、冥王代－太古代試料中

の流体包有物解析を完了

し、解析結果をまとめる。

微生物酢酸生成における

H2-H2O-CO2-CH3COOH 同位体

システマティックスの実験

的解析を行う。高温高圧熱

水実験装置を用いた熱水窒

素固定説／熱水窒素酸化物

還元説の実験的検証を行う

とともに、原始大気におけ

る窒素酸化物供給源として

の雷放電の可能性を検証す

るため、原始大気放電実験

を行う。金属硫化鉱物の触

媒活性と電気化学による原

始中心代謝の再現実験を完

了すると共に、リボース生

成やカルバモイルリン酸生

成代謝についての検証を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

模発現遺伝子解析の情報に基づき、

新規真核生物の代謝系を他の真核

生物のものと比較し、様々な代謝系

の進化パターンを推定する」を前倒

しして実施できたことになる。 

また、真核生物の新規系統群の探

索や多様性、進化プロセスに関わる

論文を複数公表した。 

 生態系では上位捕食者が、生態系

の構造や多様性をコントロールす

るトップダウンコントロールがあ

ることが知られている。深海生態系

ではトップダウンコントロールが

存在するかどうか明らかになって

おらず、駿河湾においてトップダウ

ンコントロールの有無について研

究している。水深 200～2500m にお

いてベイトカメラ調査を実施し、水

深 200～1000m における上位捕食者

の個体数密度を推定した。そして、

上位捕食者である板鰓類の分布密

度は水深 800m にピークがあること

が判明した。 

また、化合物レベル放射性炭素年

代測定法のためのアミノ酸単離・精

製法を確立し、安定同位体比を用い

たソフトラベル化法の解析方法に

ついても確立した。このソフトラベ

ル化法を化学合成細菌に応用し、そ

の逆 TCA サイクル（逆クエン酸回

路）における二酸化炭素固定経路を

明らかにした。 

西オーストラリア等から採取さ

れた太古代の地質試料中の流体包

有物について、破壊抽出法及び非破

壊分析（ラマン分光）によってその

二酸化炭素濃度や安定同位身比、さ

らには塩濃度の定量分析を行った

結果、太古代の海水塩濃度が現在の

海水の 2 倍程度高かったことを明

らかにした研究論文を発表すると

さらに、日本近海の EBSAs 選定

や BBNJ に係る議論に対して科学

的エビデンスに基づいた助言や意

思決定への貢献を果たし、国際的

な取組へ波及効果を与えたと捉え

ることができる。これまでの取組

によって蓄積されたデータや研究

成果に基づき、中立的な情報発信

を高く評価する。 

今後は新しい分析技術や指標を

取り入れ、大学等他機関での成果

との相補的な有機的統合を図りな

がら、我が国発の独創的な学術分

野の創造及びその社会的応用を目

指していきたい。 

以上、得られた研究成果の革新

性や発展性、また、国際的な取組

への波及効果を踏まえ、「研究開発

成果の最大化」に向けて顕著な成

果の創出や将来的な成果の創出の

期待等が認められる。 
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ともに、太古代全球凍結時直前の

CO2濃度が現在の大気の 2−3 倍程度

に減少することによって全球凍結

を引き起こしたことを示す結果を

得た。太古代全球凍結に原因につい

ては諸説があり、論争が続いている

が、その論争に決着を付けるような

画期的な成果といえる（研究論文 1

報提出中）。 

微生物メタン生成や酢酸生成に

おける同位体システマティックス

について、詳細な培養実験を通じ

て、メタン生成時のメタン菌の作用

のみならず、メタンができてからの

移動・蓄積過程においてメタン菌に

よるメタン同位体比の平衡化が進

むことが明らかとなった。今年度に

研究論文として発表し、同位体比だ

けではメタンの起源と履歴の指標

とするには十分でなく、地質・化

学・微生物情報の文脈として解釈す

る必要があることを示す特筆すべ

き成果となった。また、本研究グル

ープが分離した深海・海底下酢酸菌

を用いて、H2-H2O-CO2-CH3COOH 同位

体システマティックスの解析を進

める培養実験系を構築した。さら

に、微生物イオウ代謝の同位体シス

テマティックスについての培養実

験及び現場海底下環境における硫

黄循環解析に関する研究論文を発

表し、投稿を行った。また、現在及

び初期地球における窒素フラック

スから見た生命の起源や生命進化

へのアプローチとして、高温環境に

おける微生物学的アンモニア酸化

に関する同位体分別効果を初めて

明らかにした研究論文を発表する

とともに、初期海洋環境での非生物

学的アンモニア生成を実験的に証

明する重要な論文を発表した。 
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そのほか、「熱水窒素固定説／熱

水窒素酸化物還元説」の実験的検

証、「原始大気における窒素酸化物

供給説」の実験的検証、「電気化学

による原始中心代謝の再現実験」を

進めた。既に実験成果が得られてお

り、今後論文化の準備を進める。 

生物多様性条約（Convention on 

Biological Diversity： CBD）第

10 回締約国会議において、2020 年

までに生物多様性と生態系サービ

スの保全に重要な海域の 10％を、

効果的、衡平に管理する必要がある

という愛知目標が採択された。重要

な海域を選定するために CBD では

生態学的・生物学的に重要な海域

（Ecologically or Biologically 

Significant Marine Areas： EBSAs）

のクライテリアを用いている。沖合

海底域の EBSAs を選定するに当た

っては、白山義久らが国内・国際的

な選定プロセスに参加し、機構など

が公表した論文や書籍を根拠にし

て（Fujiwara et al. 2001, Fujikura 

et al. 2008, 2010, Kitahashi et 

al. 2014, Nunoura et al. 2015）、

日本近海の EBSAs が選定された。 

また、ユネスコ政府間海洋学委員

会 （ Intergovernmental Oceano-

graphic Commission：IOC）が推進

する国際海洋データ・情報交換シス

テ ム （ International Oceano-

graphic Data and Information 

Exchange： IODE）で運用されてい

る海洋生物地理情報システム

（ Ocean Biogeographic Infor-

mation System：OBIS）は、国家管

轄権外海域を含むグローバルな海

洋生物多様性や生態系変動に関す

るデータを提供しており、平成 27

年 国連総会において決定された

「国家の管轄権を超える区域の海
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洋生物多様性（marine biological 

diversity of areas beyond na-

tional jurisdiction： BBNJ）の保

全及び持続可能な利用に関する新

しい法的拘束力ある文書（BBNJ 条

約）」の目的のための直接的かつ具

体的なアプリケーションとして認

識されている。機構は、IOC/IODE

の連携データユニット(ADU)として

J-OBIS を設置し、OBIS にデータ提

供するとともに藤倉、細野、矢吹ら

がその運営に関わっている。平成

28 年度は国際 OBIS 運営委員会を

機構で開催した。OBIS は、海洋生

物の科学研究のみならず、例えば生

物多様性及び生態系サービスに関

する政府間科学政策プラットフォ

ー ム （ Intergovernmental sci-

ence-policy Platform on Biodi-

versity and Ecosystem Services： 

IPBES）などで議論されている社会

問題解決へ向けた政策策定への基

盤となっており、機構の国際的な貢

献を示している。 

さらに、BBNJ の条約に対する外

務省、文部科学省及び民間シンクタ

ンクが主導する我が国の国際的対

応協議においても、機構海洋生命理

工学研究開発課題に参画する研究

者から多くの委員を派遣するとと

もに、これまでの研究成果や科学的

証拠に基づいた国際的対応への具

体的な提案を提示した。機構の海洋

生命理工学研究開発に基づく重要

な国際的貢献の一つといえる。 

また、平成 28 年度は、微生物分

類における世界的な権威を有する

手引書マニュアルの 10 年ぶりの改

訂に対して 8 編の記載論文を発表

し、国際的な微生物多様性の理解に

対する重要な貢献を果たした。 
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②極限環境生命圏機能の探

査、機能解明及びその利活

用 

機構が保有する探査シス

テム等を活用し、極限環境

生命圏の探査を行い、微生

物生態系の構造や環境－微

生物－生物間における共生

システムの相互作用及び生

命の進化プロセスに関して

科学的知見を蓄積する。こ

れにより得られた試料や知

見を用いて、極限環境下で

の物理・化学プロセスの理

解を進めるとともに、特有

の機能に関する応用研究を

展開し、更なる生命機能の

利用可能性を示す。また、

深海・海洋生物が生産する

有用な酵素、生理活性物質

等の機能及び生産技術に関

する研究を実施し、新規の

深海・海洋生物由来の機能

等を最大限に活用したイノ

ベーションを創出する。 

 

②極限環境生命圏機能の探

査、機能解明及びその利活

用 

機構が保有する探査シス

テム等を活用し、極限環境

生命圏の探査を行い、微生

物生態系の構造や環境－微

生物－生物間における共生

システムの相互作用及び生

命の進化プロセスに関して

科学的知見を蓄積する。こ

れにより得られた試料や知

見を用いて、極限環境下で

の物理・化学プロセスの理

解を進めるとともに、特有

の機能に関する応用研究を

展開し、更なる生命機能の

利用可能性を示す。また、

深海・海洋生物が生産する

有用な酵素、生理活性物質

等の機能及び生産技術に関

する研究を実施する。 

平成 28 年度は、西太平洋

における海溝・前弧域にお

ける動的極限環境における

活動的深海微生物生態系や

化学合成生物群集の探査と

その構造や物理・化学プロ

セスの理解を進めるため、

前年度に得た基礎データを

もとに、環境生物の相互作

用を解明するため、３つの

活動的海溝域に固有の海溝

微生物生態系の機能をメタ

オミクス的手法によって解

析し、成果を取りまとめる。 

沖縄、インド洋、カリブ

海等熱水域における化学合

成（微）生物生態系の探査

とその構造や物理・化学プ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 前年度までに得た基礎データを

もとに、日本海溝域に固有の海溝微

生物生態系の構造と機能について

の研究論文を発表した。また、マリ

アナ海溝や琉球海溝や小笠原海溝

における機能をメタオミクス的手

法によって解析を行い、環境生物の

相互作用を明らかにする研究調査

も行った。マリアナ前弧域の蛇紋岩

海山湧水域や蛇紋岩熱水域におけ

る流体化学や生物化学プロセスに

ついての研究論文を 3報発表した。 

沖縄（伊平屋海丘、粟島海丘周辺）

及び世界各地の熱水域での調査を

行い、固有の熱水（微）生物生態系

の機能をメタオミクス的手法によ

って解析を進めた。 

また、小笠原海溝における琉球海

溝調査へ参画し、多様な海域におけ

る表層堆積物中の分子生態解析を

実施し、窒素循環や炭素固定に関わ

る微生物集団の分布の支配要因に

関する嫌気的・好気的の境界につい

ての仮説を得た。 

IODP 第 331 次航海「沖縄熱水海

底下生命圏掘削-1」でのコア試料を

用いた「深海熱水海底下における生

命－非生命境界の発見し・可視化」

論文を発表した。また、中央インド

洋海嶺の熱水域調査を通じた試料

採取及び前年度までに得た中央イ

ンド洋海嶺の熱水域における化学

合成（微）生物生態系の基礎構造に

ついて研究論文を発表した。さら

に、沖縄トラフ、マリアナ弧の熱水

域における熱水の物理・化学環境の

違いに基づく微生物群集構造や機

 

 

 

 

平成 28 年度における本課題の

進捗は、中期目標に向けて着実に

成果を創出しているだけでなく、

革新性や発展性に富んだ研究開発

成果を得ている。 

沖縄熱水海底下生命圏掘削では

世界で初めて海底下環境に生命圏

－非生命圏の境界を発見し、その

生息限界を決定する温度条件を明

らかにし、生命や生命活動の限界

を拡張する波及効果の大きい学術

成果である。これは地球における

生命誕生の場と考えられている熱

水活動域における知見であり、生

命誕生の場を考える上でも非常に

重要な知見であるといえる。 

底生有孔虫の殻形成プロセスお

いては限界二酸化炭素分圧、水素

イオン排出の重要性を解明し、世

界的に海洋酸性化への応答に関す

る研究が注目される中、IPCC 報告

書等に引用されることが期待され

る。また、顕微鏡スケールにおけ

る海洋生物の pH 分布定量技術は、

二枚貝やサンゴ等の水産資源生物

をはじめとした様々な石灰化生物

のバイオミネラリゼーションメカ

ニズムの解明に向けた応用の可能

性などに繋がることが期待され

る。 

ASGARD 超門と名付けたアーキ

ア系統群については、地球に生命

が誕生して以降の生命史を考える

上で重要課題の一つである。近年

の研究により、真核生物の起源は

TACK 超門アーキアにあるとされ

てきたが、今回、より多くの真核
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ロセスの理解を進めるた

め、沖縄（伊平屋海丘、粟

島海丘周辺）及び世界各地

の熱水域での調査を行い、

固有の熱水（微）生物生態

系の機能をメタオミクス的

手法によって解析し、環境

生物の相互作用を解明し、

成果を取りまとめる。 

深海生物を用いた環境－

微生物－生物間における共

生システムの研究に寄与す

ることを目的とし、代表的

化学合成生物の宿主共生シ

ステムの代謝・機能・栄養

の受け渡し等をオミクス的

手法によって解析し、成果

をとりまとめる。また、長

期培養システムを用いた難

培養性微生物の培養を行

い、分離・同定を進める。 

有孔虫のバイオミネラリ

ゼーションメカニズムを、

主としてカルシウムとプロ

トンの流入過程に着目して

解明し、成果を取りまとめ

る。また、スケーリフット

の硫化鉄バイオミネラリゼ

ーションに関与するタンパ

ク質の同定、ならびに機能

解析を完了させ、成果を取

りまとめる。特異な温度環

境を活用したポリマー合成

プロセス（HIP）の汎用性を

実証するとともに、その反

応メカニズムを明らかし、

成果を取りまとめる。 

有用物質の機能・物質生

産新技術の開発への寄与を

目的として、前年度に開発

した手法群を用いて海洋生

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

能の多様性創出に関する研究論文

を発表し、沖縄トラフ、マリアナ弧、

中央インド洋海嶺や世界各地の熱

水域における微生物群集遺伝的接

続性に関する研究論文を発表した。 

また、カリブ海中部ケイマン海嶺

熱水域から史上最高圧力で増殖可

能な超好熱菌の分離・ゲノム解析の

研究論文を発表した。 

海洋性リグニン分解細菌のリグ

ニン分解経路を解明するとともに、

この分解経路から得られた産物の

プラスチック原料としての利用可

能性を示した。沖縄トラフ熱水活動

域から単離されたイプシロンプロ

テオバクテリアに感染する溶原フ

ァージゲノムから見いだされた新

奇 DNA ポリメラーゼの性状解析を

実施し、海洋性リグニン分解細菌に

おいて天然リグニンから芳香族モ

ノマーを生成する分解経路とそれ

を担う酵素群を解明するとともに、

その芳香族モノマーを基点とする

バイオプラスチック合成手法を提

案した(Ohta, Y. et al. 2017)。ま

た、深海熱水活動域に生息するイプ

シロンプロテオバクテリアの溶原

ファージより、プライマーなしに

DNA合成を行う全く新奇なDNAポリ

メラーゼを発見し、その性状を明ら

かにした。(Zhu, B. et al. 2017)  

深海底及び浅海熱水活動域、温

泉、河口・沿岸域等から採取した試

料を対象にショットガンメタゲノ

ム解析を実施し、アーキアと真核生

物の関係をゲノム情報から明らか

にする為、未培養系統群アーキアゲ

ノムの再構築を実施した。rRNA 遺

伝子やリボソームタンパク質遺伝

子の系統解析から、真核生物に近縁

な複数の未培養系統群アーキアの

生物型機能に関する遺伝子が

ASGARD 超門アーキアに見いださ

れたこと、また、系統解析が真核

生物と ASGARD アーキアのより近

い関係を支持したことにより真核

生物の起源が、より明確に示され、

生命史の理解に近づいた。 

また、天然リグニンの微生物に

よる分解経路を確定させ、世界の

天然リグニン利用研究における一

里塚となった。今後は分解効率の

向上、新たな分解経路の探索等、

リグニン利用の実用化に向けた取

組が更に促進されることが期待さ

れる。プライマーなしに DNA 合成

を進める DNA ポリメラーゼの発見

は、バイアスの少ない全ゲノム増

幅試薬の開発等、分子生物学に新

しい展開をもたらすことが期待さ

れるだけでなく、地球上での生命

誕生のシナリオに新たな知見をも

たらすといえる。 

さらに、このような研究のアウ

トプットだけでなく、極限環境下

での海洋生物特有機能を活用した

イノベーションの創出への取組を

推進すべく企業主催の研究会や勉

強会において機構が生んだ様々な

技術シーズの宣伝に努めるなど積

極的な活動を展開し、多くのイノ

ベーション創出型の外部資金や共

同研究を開始した。また、民間企

業への深海サンプル提供を行い、

深海生物特有の機能を活用したイ

ノベーション創出を目指した取組

を推進した。 

以上の通り、「研究開発成果の最

大化」に向けて顕著な成果の創出

や将来的な成果の創出の期待等が

認められる。 
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物、深海・海底下微生物か

らの遺伝子・生物資源ライ

ブラリーを構築する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ゲノム再構築に成功し、真核生物を

含むそれらのアーキア系統群を

ASGARD 超門と名付けた。ASGARD に

分類されるアーキアには、これまで

真核生物にしか存在しないとされ

てきた細胞機能であるエンドソー

ム形成や、真核生物型の細胞内情報

伝達、オリゴ糖転移酵素複合体に関

与する遺伝子が広く分布している

ことが明らかになった。そして、真

核生物の起源は、ASGARD アーキア

超門にあることを強く示すもので

あるとする論文を発表した。

(Zaremba-Niedzwiedzka, K. et al. 

2017)  

 シロウリガイ類（宿主）の鰓組織

の遺伝子発現解析から、共生者維持

と環境適応に関与する無機炭素の

取り込みタンパク質群（炭酸脱水酵

素と重炭酸イオントランスポータ

ー）をコードする遺伝子を同定し

た。これらの遺伝子群の遺伝子発現

細胞を同定し、二酸化炭素の取り込

みモデルを提案する論文を公表し

た。 

また、平成 15 年以降世界で誰も

分離できなかった Mariprofundus

属の鉄酸化菌の分離に関する研究

論文など、難培養性微生物の分離培

養とその生理・分類学的特性につい

ての研究論文を 4報発表した。 

有孔虫の殻形成に伴う周囲の pH

低下を経時測定し、結果をプロトン

及びカルシウム濃度に着目して構

築した数理モデルによって解析し

たところ、有孔虫がプロトンを能動

的に細胞外に排出するプロセスが

炭酸カルシウム殻形成のカギであ

ることを明らかにした。 

スケーリフットの硫化鉄バイオ

ミネラリゼーションに関与するタ
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ンパク質の同定や機能を解析する

ために、中央インド洋海嶺熱水域の

調査研究において、硫化鉄で覆われ

ていない形態型から得られた鱗及

び貝殻の硫化鉄ミネラリゼーショ

ン現場実験を行った。ESEM 及び

FIB-SEM を活用して、回収された硫

化鉄で覆われた白スケの鱗及び貝

殻と黒スケの硫化鉄バイオミネラ

リゼーションとの結晶構造比較を

行い、タンパク質による硫化鉄バイ

オミネラリゼーションメカニズム

の詳細な解明を行うための検討を

進めた。 

また、特異な温度環境を活用した

ポリマー合成プロセス（HIP）の汎

用性を実証するとともに、その反応

メカニズムについて研究を進めた。

高温・高圧への急熱・急冷を特徴と

する熱水噴出孔周辺の温度環境を

模擬した反応場条件下では、ラジカ

ル重合の停止反応が通常とは大き

く異なってくる。その結果、分子量

が比較的揃った高分子が極めて短

い反応時間（約 5秒）かつ高収率で

得られた。 

 高知大学農学部と共同で、「ちき

ゅう」により南海トラフ熊野堆積盆

サイト C0001・C0002 から得られた

堆積物コアサンプルから環境ゲノ

ム DNA の遺伝子発現マスターライ

ブラリーを作成し、各種基質誘導に

より 100 株以上の陽性クローン候

補を獲得した。陽性クローン候補の

バリデーション作業を行い、一部の

クローンについてシーケンス解析

を実施した。 
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４．その他参考情報 

＜平成 27 年度の主務大臣評定における課題の指摘＞ 

・中期目標上、本項目で目指しているアウトカムの一つである深海生物特有の機能を活用したイノベーションの創出についてみると、取組は緒に就いたばかりであり、現状ではイノベーションの創出に関す

る成果は少ない。 

・このため、深海生物特有の機能を活用したイノベーション創出に向けて、産学官連携の取組を一層強化していく必要がある。 
 

＜審議会及び部会における主な課題の指摘＞ 

・深海の極限環境における生物の正体について大きな研究成果を挙げた。新知見を活かして、医療分野への貢献も期待されることも高く評価できるものの、その道筋についてまだ具体性はやや弱い。 

 

【指摘事項に対する措置内容】 

研究開発成果の社会還元に向けた取組を、民間企業を含めた外部機関と連携したオープンイノベーション体制によって積極的に推進した。具体的には以下の取組を行った。 
 
(1)様々な技術シーズの横展開 

海洋生態系構造の解明を目的に開発した同位体分析技術は、ウナギの完全養殖に向けた餌料開発での活用を図る（農研機構・生物系特定産業技術研究支援センター「革新的技術開発・緊急展開事業」（う

ち先導プロジェクト）「水産物の国際競争に打ち勝つ横断的育種技術と新発想飼料の開発」に参画）とともに、食の安全・安心への応用に向けた民間企業との共同研究を開始した。 

海洋・深海のウイルス多様性の解明を目的に開発した二本鎖 RNA ウイルスの網羅的検出技術については、民間企業への技術移転を行うとともに、新興感染症対策などライフサイエンス分野での活用に向

けて科研費新学術領域「新ウイルス学」と連携した取組を開始した。 

熱水噴出孔周辺での物理・化学過程の研究から生まれた高温・高圧ナノ乳化技術 MAGIQ は、広範囲な出口への応用に向けた様々な民間企業との共同研究が進行中である。平成 28 年度は埼玉県新技術・製

品化開発支援事業費補助金を受けてファインケミカル製造への応用に向けた民間企業との共同研究を新たに開始した。また、平成 27 年度より共同研究を開始した食品関連企業との共同提案が JST 研究成果

最適展開支援プログラム（A-STEP）に採択されたことを受けて、プロセスの実用性検証（スケールアップ実証）を開始した。 
 
(2)深海生物特有の機能を活用したイノベーション創出を目指した深海サンプル提供事業 

これまでに累計 4 社の民間企業と 4 機関の大学等研究機関への提供を完了し、複数企業が利用を検討中である。また、ユーザの更なる拡大を目指して、平成 28 年 10 月に「深海・深海微生物のポテンシ

ャル～JAMSTEC 深海サンプル提供事業のご紹介」と題したセミナーを一般財団法人バイオインダストリー協会と共同で開催した（参加者：65 名）。 
 
(3)その他の取組 

MAGIQ 技術の普及を目指したオープンイノベーションプラットフォームの第 2弾となる（第 1弾は平成 28 年 3 月に株式会社 AKICO より上市）、マイクロチャンネル技術を利用した手のひらサイズの小型装

置の開発に向けた検討を民間企業と共同で進めた。 

また、国際ナノテクノロジー総合展・技術会議（東京ビッグサイト、平成 29 年 2 月、来場者：約 53,000 名）でのブース展示など、産業界に向けたアウトリーチを積極的に行った。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－(5) －① 
先端的基盤技術の開発及びその活用 

先端的掘削技術を活用した総合海洋掘削科学の推進 

関連する政策・施策 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応 

施策目標９―５ 国家戦略上重要な基盤技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人海洋研究開発機構法第十七条 

第一号 海洋に関する基盤的研究開発を行うこと。 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0295 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

論文数 ― 118 110 93               予算額（千円） 1,074,701 1,253,877 1,069,954   

       決算額（千円） 1,058,489 1,083,666 1,107,141   

       経常費用（千円） 1,514,265 1,564,413 1,503,191   

       経常利益（千円） ▲230 48,602 798   

       行政サービス実施コ

スト（千円） 
1,777,706 1,505,673 1,332,752   

        従事人員数 160 199 179   

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 海洋の調査研究、

開発において各

種データ等を取

得するための船

舶、海洋観測網、

観測機器等を高

度化することは、

広大な海洋空間

を総合的に理解

する上で必要不

可欠であり、我が

国の海洋科学技

術を推進する上

で極めて重要で

ある。このため、

未踏のフロンテ

海洋掘削の技術開発は、

海底下という未踏のフロン

ティアへのアプローチを可

能なものとし、その結果、

多数の研究課題が生まれて

いる。それらを解決するた

め、国際深海科学掘削計画

（IODP）を推進し、「ちきゅ

う」等による海洋掘削を行

うとともに、地球を構成す

る物質の直接採取、分析及

び現場観測を実施し、数値

解析手法やモデリング手法

等を用いることで、海洋・

地球・生命を関連させた全

地球内部ダイナミクスモデ

海洋掘削の技術開発は、

海底下という未踏のフロン

ティアへのアプローチを可

能にし、その結果、多数の

研究課題が生まれている。

それらを解決するため、国

際深海科学掘削計画（IODP）

を推進し、「ちきゅう」等に

よる海洋掘削を行うととも

に、地球を構成する物質の

直接採取、分析及び現場観

測を実施し、数値解析手法

やモデリング手法等を用い

ることで、海洋・地球・生

命を関連させた全地球内部

ダイナミクスモデルの構築

【大評価軸】 

・先端的基盤技術

を開発・活用し研

究開発課題へ横

断的に取り組む

ことにより、広大

な海洋空間の総

合的理解が促進

されたか 

 

【中評価軸】 

・研究開発成果の

科学的意義（独創

性、革新性、先導

性、発展性等）が

十分に大きなも

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

本課題の 5 つの項目において年

度計画を予定通りに達成した上、

中期目標の達成に向けて特筆すべ

き注目事項があることから本課題

の総合自己評価をＡとした。 

根拠は、業績のデータ、個々の成

果の記述、中期目標フローチャー

トに基づく達成度合い、それらに

対する外部の評価推進委員会のコ

メントに基づく。 

国際深海科学掘削計画（IODP）

科学プランへの貢献等の文部科学

省から求められる中期目標におい

て、本課題に求められるアウトプ

ットは着実に創出されており、同

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示す通

り、中期計画及び年度計画に定

められた以上の業務の進捗が認

められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・室戸沖限界生命圏掘削調査

（T-Limit)は、世界初の科学

掘削と陸上分析の同時オペレ

ーションを実施したものであ

り、掘削段階から試料分析に

至るまでの一連の作業の中

で、コンタミのない信頼でき

る成果取得が可能となること
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ィアへの挑戦、新

たな分野の開拓

を可能にする先

端的基盤技術を

開発するととも

に、それらを最大

限に活用するこ

とで、上記（１）

から（４）までの

研究開発課題に

積極的かつ組織

横断的に取り組

む。 

具体的には、地球

深部探査船「ちき

ゅう」等による海

洋掘削により、こ

れまで人類が到

達できなかった

海底下深部にお

いて得られた知

見を最大限に活

用し、新たな科学

的命題を解決す

るための研究開

発を行い、国際深

海科学掘削計画

（ International 

Ocean Discovery 

Program：IODP）

の科学プランの

達成に重要な役

割を果たす。 

また、シミュレー

ション科学技術

は、理論、実験と

並び、我が国の国

際競争力をより

強化するために

必要不可欠な先

端的基盤技術で

ルの構築とその理解の推進

を図り、多様な探査と地球

深部への掘削により掘削科

学の新たな可能性を切り拓

く。さらに、海洋掘削に関

する総合的な知見に基づ

き、今後需要が増すと見込

まれる超深度掘削技術の発

展に寄与する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(イ) 掘削試料・掘削孔を利

用した地殻活動及び物質循

環の動態解明 

スケールの異なる各種試

料やデータを高精度・高分

解能で分析できる手法を構

築するとともに、掘削科学

の推進に不可欠な掘削技

術・計測技術、大深度掘削

を可能とする基盤技術を開

発する。また、海底観測や

広域地球物理探査等によっ

て得られるデータに、掘削

孔内において取得される多

様なデータや現場実験結果

を加えることにより、海底

下の構造や性質を立体的に

把握し、それらの変動機構

とその理解の推進を図り、

多様な探査と地球深部への

掘削により掘削科学の新た

な可能性を切り拓く。さら

に、海洋掘削に関する総合

的な知見に基づき、今後需

要が増すと見込まれる超深

度掘削技術の発展に寄与す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(イ) 掘削試料・掘削孔を利

用した地殻活動及び物質循

環の動態解明 

スケールの異なる各種試

料やデータを高精度・高分

解能で分析できる手法を構

築するとともに、掘削科学

の推進に不可欠な掘削技

術・計測技術、大深度掘削

を可能とする基盤技術を開

発する。また、海底観測や

広域地球物理探査等によっ

て得られるデータに、掘削

孔内において取得される多

様なデータや現場実験結果

を加えることにより、海底

下の構造や性質を立体的に

把握し、それらの変動に関

のであるか 

・研究開発成果が

国際的な水準に

照らして十分大

きな意義がある

ものか 

・取組が期待され

た 時 期 に 効 果

的・効率的に実施

されたか 

・実施体制や実施

方策が妥当であ

るか 

・技術的課題その

他に大きなイン

パクトをもたら

す可能性がある

ものか 

・国際的なプロジ

ェクトへの貢献

がなされている

か 

・当初の目標・計

画からは予期し

ていなかった有

意義な波及効果

が得られたもの

はあるか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

軽金属元素同位体分析：日本海溝

浅部断層帯（IODP 第 343 次航海）

における低温（＜200℃）での流体

岩石相互作用を間隙水と岩石の軽

元素（ホウ素、リチウム）の同位体

比 分 析 で 見 積 っ た 成 果 を

Goldschmidt 国際会議で発表した。 

重金属元素高精度同位体分析：表面

電離質量分析法（TIMS）によるスト

ロンチウム（Sr）安定同位体比の超

高精度測定法を開発し海水の値を

精密に決定した成果を国際誌に論

文として発表した（Wakaki et al., 

Geochem. J.） 

高空間分解能・微小領域分析：二

時に機構の中期目標Ⅱ-1-(1)～

(4)の促進に大きく貢献した。その

結果、「広大な海洋空間の総合的理

解 我が国の海洋科学技術の推進

への貢献」という最終的なアウト

カム創出に対しても中期計画期間

5 年の 3 年目であるが既に達成さ

れた項目も見られる。 

項目（ハ）については、IODP 第

370 次航海「室戸沖限界生命圏掘

削調査（T-Limit）」に起案から実

行まで主体的に取り組み、これを

大成功させ、当機構と我が国の科

学技術に対する国際的なプレゼン

スを飛躍的に向上させるなど、想

定を遥かに上回る成果を創出して

おり、掘削科学から生命科学への

貢献は特に目覚ましいものがあ

る。 

以上、本課題による成果、取組

等について総合的に勘案した結

果、評定をＡとした。 

 

 

 

 

軽金属元素同位体分析やストロ

ンチウム安定同位体比測定に対し

て、世界最先端の超高精度・超高

分解能を有する機器を用いた分析

手法を開発し、従来の同分析にお

ける世界の常識を覆すほどの精度

の高い分析結果を得ている。その

結果は、多数の論文として公表さ

れたことは、高く評価できる。ま

た、これらの技術は、物質の由来

を精度良く決定する上で非常に重

要であり、今後炭酸塩等の分析に

よる環境変動研究への応用が可能

となる等海洋に関する科学技術へ

の貢献のみならず、幅広い産業利

から、生命科学の進展に大き

な貢献をすることが期待され

る（中期目標Ⅱ-1-(4)海洋生

命理工学研究開発への貢献）。 

・また、海洋環境変動把握へ応

用可能な水中のストロンチウ

ム安定同位体比の超高精度測

定法の開発や、掘削試料の分

析による大陸の起源に関わる

新仮説の提案などの優れた成

果をあげた。 

・前者の分析手法は、中期目標

Ⅱ-1-(2)への貢献が期待され

るとともに、様々な分野の産

業利用へと展開されており、

後者の成果は、火山噴火予知

連絡会の検討材料となるデー

タとして活用されるなど、研

究成果の社会実装に向けた展

開もなされており、高く評価

できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・本項目での研究開発には、短

期間では成果が得られ難い基

礎的なものも多く含まれてい

る。このため、拙速に成果を

求めるのでなく、じっくりと

した科学研究に取り組むこと

が、最終的には、中期目標Ⅱ

-1-(1)～(4)の研究開発課題

の達成や社会実装・貢献につ

ながるといった道筋を示すこ

とが必要である。 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

・ロードマップの変更により、

どのような効果が認められた

かについて、要点のみ簡潔で

よいので説明があると理解し
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ある。「地球シミ

ュレータ」等を最

大限に活用し、こ

れまで培ってき

た知見に基づき、

海洋地球科学の

推進のために必

要な先端的な融

合情報科学に関

する研究開発や

新たなモデリン

グ手法・シミュレ

ーション技術等

に関する数理的

研究開発を行う。 

さらに、有人潜水

調査船、無人探査

機等の深海調査

システムは、海洋

のフロンティア

を切り拓くため

の研究開発に不

可欠な先端的基

盤技術であるた

め、これらを高度

化し、必要な要素

技術の開発を行

うとともに、観測

や調査等をより

効率的・効果的に

推進するため、各

システムの運用

技術を確立する。 

の理解につながる仮説を構

築する。さらに、仮説の有

効性を確認するために、得

られたデータ等を用いた数

値シミュレーションを実施

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

する理解を進める。さらに、

得られたデータ等を用いた

数値シミュレーションを実

施し、地殻変動や物質循環

等の変動プロセスに関する

理解を進める。 

平成 28 年度は、軽金属

元素高精度同位体分析によ

る流体岩石相互作用評価

と、重金属元素高精度同位

体分析の実試料データ取

得、揮発性元素の高空間分

解能・高精度分析法の開発

と火山岩等の実試料データ

の取得、高精度鉛同位体測

定法等の微小領域観察・分

析技術開発を進める。 

ドリルパイプ疲労強度評

価手法の構築と船上掘削デ

ータを用いたドリルパイプ

疲労強度評価手法の検討を

行う。高機能コアリングシ

ステムについて要素検討を

行う。また、CFRP ライザー

について、補助管及びフラ

ンジも含めた試験体による

強度試験を実施する。さら

に、泥水の温度特性につい

て把握する。 

掘削ジオメカニクスデー

タの高度利用に関する産業

界との共同研究を実施す

る。既存掘削データ統合・

解析との比較検討を行い、

「ちきゅう」を使った現場

実験の準備を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次イオン質量分析法（ SIMS 、

NanoSIMS）による火山ガラス中の揮

発性元素の高空間分解能・高精度分

析法を開発し、成果を国際誌に論文

として発表した（Shimizu, Ush-

ikubo et al., Geochem. J.）。また、

伊豆-小笠原-マリアナ（IBM）前弧

の火山ガラス（IODP 第 352 次航海

にて採取）に上記手法を適用すると

ともに、SIMS 法による水素同位体

比微小領域分析技術開発を行いマ

ントル中の水の起源評価を行った

成果を Goldshmidt 国際会議で発表

した。 

ドリルパイプの疲労強度評価に

ついては、解析モデルを構築して累

積疲労評価の手法を構築した。加え

て、亀裂進展解析を実施し、疲労強

度評価への組入れを検討した。ま

た、これらにより、ドリルパイプ編

成計画のための基本設計ツールの

製作や船上掘削データを用いたド

リルパイプ強度評価手法の検討を

行い、データ処理基本ソフトを開発

した。そのほか、データ転送機能つ

きドリルパイプの概念設計に向け

て多段式非接触給電基本特性検討

を実施した。 

高機能コアリングシステムの要

素検討においては、泥水駆動タービ

ンモーター用減速機を試作し、無負

荷連続作動確認を行った。その後、

トルク負荷状態での性能確認を実

施した。 

 CFRP ライザーについては、主管

の鋼製フランジと CFRP 管の接合部

強度に関し、従来の小スケール試験

体より実管に近いサイズの小スケ

ール試験体の試作及び引張試験を

実施し、実短管試作のための基礎デ

ータを取得した。CFRP 補助管の試

用が期待できる点で非常に価値が

高い。実際に、本研究開発課題で

開発された分析機器と手法は、今

年度、様々な分野の産業に対して

外部利用されており、NanoSIMS に

よる超高空間分解能分析技術に対

しては、東レリサーチ、パナソニ

ック等の企業から計４件の技術提

供依頼があるなど、これを促進す

る努力も大いに評価できる。その

ほか、ドリルパイプの疲労強度評

価やコアリングの要素技術、CFRP

ライザーの開発、掘削ジオメカニ

クスに関して、所定の成果が創出

された。これらの掘削技術開発は、

IODP 科学プラン貢献に直結する

本課題の中心的な事項であるだけ

でなく、資源・エネルギー開発へ

の応用が期待される点で非常に重

要である。 

以上の理由により、「研究開発成

果の最大化」に向けて顕著な成果

の創出や将来的な成果の創出の期

待等が認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

やすい。 

・世界屈指の掘削技術が支える

高いレベルの基礎研究が確実

に発表されている。 
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(ロ) 海洋・大陸のプレート

及びマグマの生成並びにそ

れらの変遷過程の解明 

活動的なプレート境界で

ある日本列島周辺海域等に

おいて、プレートが生成さ

れてから地球内部に向けて

沈み込むまでの構造及びプ

レート自体の変遷や挙動、

沈み込み帯を中心としたプ

レートと断層の運動に伴い

発生する諸現象及びプレー

ト・地球内部のマグマ生成、

マントル対流とプレートと

の関連等の解明に貢献する

研究開発を IODP 等とも連

携しつつ推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ロ) 海洋・大陸のプレート

及びマグマの生成並びにそ

れらの変遷過程の解明 

活動的なプレート境界で

ある日本列島周辺海域等に

おいてプレートが生成され

てから地球内部 に向けて

沈み込むまでの構造及びプ

レート自体の変遷や挙動、

沈み込み帯を中心としたプ

レートと 断層の運動に伴

い発生する諸現象及びプレ

ート・地球内部のマグマ生

成、マントル対流とプレー

トとの関連等の解明に貢献

する研究開発を IODP 等と

も連携しつつ推進する。 

平成 28 年度は、プレー

トの進化過程解明に向けて

様々な場での構造不均質性

を明らかにするため、大

陸・海洋プレートや沈み込

んだスラブの地震・電磁気

学的構造や地震発生機構の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

作、耐圧試験は 3月に実施した。 

産学との共同研究により、1) 南

海トラフ地震発生帯の統合応力モ

デルの構築と数値実験、2) 高精度

孔内磁力計の開発に着手した。 

南海トラフ地震発生帯におけるデ

ータ統合（OBS, MCS, VSP, 検層）

を実施するとともに、日本海溝や南

海トラフ等で取得された掘削デー

タを用いて新たな岩石力学解析手

法を提示し、学会発表・論文発表を

行った。また、掘削工学実験による

掘削データ分析研究を立案すると

ともに、予察的な掘削実験としての

新規プロジェクト（厚木地域の付加

体掘削）に着手した。 

 

 

 

 

 新たな太平洋スラブのトモグラ

フィー像と震源メカニズムから、平

成 27 年小笠原超深発地震が、上部

マントルの底に横たわる太平洋ス

ラブが下部マントルへの沈み込み

に遷移する場所での変形によって

発生し、全日本を揺らしたことを示

した（EPSL より出版済み、プレス

リリース）。 

電気抵抗分布と岩石データ、理論

式を通じてプレートやアセノスフ

ェアの溶融度、水や CO2の存在度を

推定する手法を開発した。南太平洋

マントル上昇流が存在する場所で

得た電気抵抗分布にその手法を適

用し、普通のマントルではメルト、

水、CO2 は少ないが、上昇流では溶

融度 0.1％、水、CO2は 100-1000ppm

と非常に多いことが分かった（GRL

より出版済み。プレスリリース）。 

IODP プロジェクトを推進し、大

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

トモグラフィーによるプレート

挙動解析、プレート境界物質の挙

動分析・解析、掘削コア分析等、

全ての項目で想定以上の非常に顕

著な成果を挙げている。また、科

学的にインパクトがあるのみなら

ず、社会的な科学リテラシーの向

上に資する上に我が国の防災・減

災に直結し、さらに IODP 科学プラ

ンに貢献する成果であることか

ら、アウトカムの創出が認められ

る。 

よって、「研究開発成果の最大

化」に向けて顕著な成果の創出や

将来的な成果の創出の期待等が認

められる。 
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解析を行う。また、プレー

トの物性や地震・マグマ発

生機構を制約するため、そ

れらの支配的パラメターで

あるプレート内の温度・

水・メルトを電磁気データ

から制約する手法の開発を

行う。 

新規掘削航海の乗船研

究・新規データ取得と、既

往掘削プロジェクトの事後

研究の展開による、海溝域

及び浅部～深部断層帯の地

質・物理・化学特性の解明

を行う。日本海溝域、関東

南方海域等の新規掘削計画

の海域事前調査の実施、及

びデータ解析・解釈を行う。 

掘削コアの分析・解析を

完了し、新規 IBM 掘削の実

行に向けた調査を行う。ま

た、初生マグマを採取し、

分析・解析を実施する。沈

み込み帯の流体循環解明に

向けて、ユーラシア大陸東

縁における岩石・流体試料

の分析を行い、沈み込むス

ラブから供給される物質組

成に制約を与える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

陸分裂帯の LHR（Lord Howe Rise）

の事前調査、プレート中央部のハワ

イ近海での調査準備、沈み込み前縁

でのアウターライズ掘削や JTRACK

（Tracking Tsunamigenic Slips in 

the Japan Trench）での観測、研究

を行った。 

沈み込み帯浅部の地質・物理・化

学特性と断層挙動を解明するため、

日本海溝と南海トラフのプレート

境界断層試料の分析とモデル計算

の結果から、東北地方太平洋沖地震

時の海溝でのすべり量 80m を再現

し、さらに南海プレート境界浅部で

は 30-50m すべる可能性を示した

（Scientific reports 出版, press 

release 済み）。また、沈み込み帯

深部物質の摩擦実験から、スロー地

震発生温度域で間隙水圧が上昇す

ると地震断層でのスローすべりが

発生し得る力学条件になることを

初めて実験的に示した。 

陸域先行研究の展開として、付加

体中の地震断層のエネルギーバラ

ンスの解析から、プレート境界浅部

では深部からのすべり・エネルギー

の伝播がなければ巨大すべりが起

こりえないこと（地震発生域にはな

りえない）を示した。 

日本海溝域、関東南方海域等の新

規掘削計画の海域事前調査の実施、

及びデータ解析・解釈は地震課題に

て実施。 

掘削コアの分析・解析を行い、論

文出版及び論文準備が進んでいる。

大陸地殻と類似した安山岩マグマ

である「西之島」試料などを用いて

大陸成因に関する新仮説を提案し、

メディアを通した大きな反響があ

ったほか、その成果が福島県地域復

興実用化開発促進事業の一環とし
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(ハ) 海底下の生命活動と

水・炭素・エネルギー循環

との関連性の解明 

生命の誕生と初期進化や

現世における生物学的な元

素循環において、重要と考

えられる海底下の生命活動

と水・炭素・エネルギー循

環の関わりについて、生命

活動と同位体分別効果との

関わりを詳細に理解するた

め、平成 27 年度を目途に、

現場の物理化学的条件を再

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ハ) 海底下の生命活動と

水・炭素・エネルギー循環

との関連性の解明 

生命の誕生と初期進化や

現世における生物学的な元

素循環において、重要と考

えられる海底下の生命活動

と水・炭素・エネルギー循

環の関わりについて、生命

活動と同位体分別効果との

関わりを詳細に理解するた

め、海底掘削試料等を用い

て、海底下の環境因子と生

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

て活用されるなど新たな知識の社

会実装に貢献した（Scientific 

reports 出版, press release 済

み）。本論文は IODP の科学プラン、

Challenge 11 に新しい仮説を加え

るものである。 

IBM４（新規 IBM）掘削に向けて

JpGU 等の学会において session を

招集し、プロジェクトを推進した。

また、IBM4 掘削実行に向けて、大

陸地殻の成因研究を進化させるた

め、既存試料の分析・解析を実施し、

仮説検証のためのKermadec 航海に

よる試料採取を実施した。 

ユーラシア大陸東縁における岩

石・流体試料の分析を行い、沈み込

むスラブから供給される物質組成

に制約を与えると同時に、それらを

統合する流体循環モデルを構築し

た。特に、流体の発生と移動、固相

の流れ、温度・粘性場を同時に考慮

する必要性を明確に示し、東北日本

沈み込み帯の火山弧の位置や幅、地

震波トモグラフィーや地殻熱流量

を同時に満たす初めてのモデルを

発表した。以上に関して論文 13 件

（JGR, EPSL など）を出版した。 

 

 

 

 

IODP 第 331 次航海「沖縄熱水海

底下生命圏掘削」の成果として沖縄

トラフ熱水域海底下環境に生命－

非生命圏境界を見いだし、その温度

境界条件に関する研究論文を発表

した。 

科学掘削が及ぼす熱水周辺生態

系への影響を時空間定量的に評価

した研究論文を発表した。 

世界の熱水環境の地質・物理・化

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海底熱水環境、海底下環境が生

命活動に及ぼす影響と、科学掘削

が生態系に及ぼす影響評価を中心

に非常に精力的に研究を推進し、

想定以上の成果を得ている。また、

生命の存在限界を知るための

IODP 第 370 次研究航海「室戸沖限

界生命圏掘削調査（T-Limit）」に

関しては、起案から実行まで主体

的に取り組み、これを大成功させ、
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現した熱水試験を実施す

る。さらに、海底掘削試料

等を用いて、海底下の環境

因子と生命活動との関係、

海底下微生物の生理・生態

や遺伝子機能の進化に関す

る分析研究を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

命活動との関係、海底下微

生物の生理・生態や遺伝子

機能の進化に関する分析研

究を実施する。 

平成 28 年度は、深海熱

水域における海底下微生物

生態系を明らかにするた

め、伊平屋北海丘複合熱水

域以外の潜頭性黒鉱形成域

で海底下微生物生態系の探

査を実施する。超深海海溝

生命圏と地殻内流体インプ

ットの相関を明らかにする

ため、マリアナ海溝谷堆積

物における海底下微生物生

態系の遺伝学的解析や機能

解析を行う。海溝・前弧域

動的環境における海底下生

命圏の限界規定要因や微生

物生態系の特徴を明らかに

するため、西太平洋沿岸域

の堆積物内生命圏に関する

調査を実施する。海洋地殻

における岩石内微生物生態

系の実態を明らかにするた

め、大西洋（ IODP Exp. 

357 ）等から採取されたコ

ア試料を用いて、海底下微

生物の量・多様性に関する

分析を行うとともに様々な

環境条件下における海底下

微生物細胞の生理・代謝機

能を明らかにするため、経

時的な活性測定分析を実施

する。 

全球的な海底下微生物の

各種遺伝子の存在量を明ら

かにするため、マイクロ流

体デバイスとデジタル PCR

法を用いた網羅的な遺伝子

定量を実施する。全球的な

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学環境と固有の熱水微生物生態系

の存在様式に関する研究論文を 4

報発表した。 

熱水環境微生物の地球規模での

分散、及び遺伝的多様性に関する包

括的な理解を導く研究論文を発表

した。 

超深海海溝生命圏と地殻内流体

インプットの相関を明らかにする

ため、マリアナ海溝谷堆積物の海底

下微生物生態系の遺伝学的特徴を

解明するためにサイトサーベイを

実施した。 

掘削孔モニタリング装置のイン

ターフェースを利用した各種現場

培養器や現場実験装置の改良タイ

プの開発を行った。 

JR 号による IODP366 次航海「マ

リアナ前弧域蛇紋岩海山掘削」航海

に乗船、蛇紋岩海山海底下環境の物

理・化学環境と極限環境生命圏に関

する研究を推進し、今後の「マリア

ナ海溝堆積物掘削」プロポーサルの

作成及び「マリアナ海溝前弧域掘

削」プロポーサルの作成準備を行っ

た。 

平成 28年 9月 13 日から 11月 23

日にかけて、「ちきゅう」によるIODP

第 370 次航海「室戸沖限界生命圏掘

削調査（T-Limit）」を実施した。 

その過程で、「ちきゅう」と高知

コアセンターをブロードキャスト

会議やヘリコプターによるサンプ

ル輸送で連動させ、世界初の海洋科

学掘削－陸上分析同時オペレーシ

ョンを実施し、スーパークリーン技

術と超高精度・高感度生命科学分析

の適用により、海底下生命圏の限界

に挑む最先端研究に着手した。 

「ちきゅう」と「高知コアセンタ

ー」を同時に協働させた新しいプロ

当機構と我が国の科学技術に対す

る国際的なプレゼンスを飛躍的に

向上させている。さらに、掘削期

間中に高知市文化プラザカルポー

トで実施した講演会イベントで

は、1,000 人を超える一般参加者

が来場するなど、国民の海洋科学

に対する関心の向上にも貢献して

いる。 

これら掘削科学から生命科学に

関する根幹的な問題への取組は、

横断的研究の具現であり、中長期

目標の最終的なアウトカム創出を

確実に加速させる特筆すべき成果

であることなどから、「研究開発成

果の最大化」に向けて極めて顕著

な成果の創出や将来的な特別な成

果の創出の期待等が認められる。 
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海底下微生物群集の系統学

的・機能的多様性を明らか

にするため、次世代シーケ

ンサーによる網羅的な遺伝

子増幅断片の塩基配列の解

読を実施する。海底下の微

小空間に生息する微生物の

実態を明らかにするため、

イメージング質量分析等を

用いた新規測定手法の開発

を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ジェクト体制により、「ちきゅう」

科学掘削史上最多となる 112 のコ

アと 13,000 を超える高品位なサン

プルの採取に成功した。 

上記で得られた試料について詳

細な細胞計数や遺伝子解析、デコル

マ断層付近のサンプルを用いた高

温・高圧リアクター試験などを開始

した。 

掘削による試料採取後、デコルマ

断層を中心とする 13 の長期現場温

度センサの設置に成功した。 

上記掘削調査の実施内容をプレ

スリリース（9/5、11/11）や特設

Web ページ、講演会などを通じて国

内外に発表し、米科学誌サイエンス

の紹介記事を含め、32 か国 184 か

所（5言語）で掲載記事があり、我

が国の科学技術と国際的なリーダ

ーシップに対する大きな関心と期

待が示された。 

大西洋等から IODP により採取さ

れたコアサンプルの微生物細胞計

数を実施した。 

微小バイオマスからの環境ゲノ

ム DNA の取得・増幅に関する手法開

発試験を実施した。 

大西洋等から IODP により採取さ

れたコアサンプルの微生物活性特

性を把握するため、安定同位体基質

を用いた培養及び培養試料から取

り出した細胞の NanoSIMS による元

素イメージ分析を実施した。 

海洋掘削科学により採取された

コアサンプルの品質管理・コントロ

ールや高精度・高感度分析に必要な

技術・実験室環境などに関する総説

を論文として発表した。 

 世界各地の海洋底から採取され

た 300 以上の堆積物コアサンプル

から環境ゲノム DNA を抽出し、マイ
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クロ流体デバイスとデジタル PCR

法を用いたバクテリアとアーキア

の遺伝子断片の定量を完了した。 

海底堆積物から微生物に由来する

新規な嫌気的一酸化炭素脱水素酵

素遺伝子群を発見し、その固有な進

化系統や多様性に関する研究論文

を発表した。 

環境ゲノム DNA から増幅された

遺伝子断片について、次世代シーケ

ンサーによる塩基配列の解読を終

了した。 

解読された塩基配列の多様性解

析や環境因子との相関解析に着手

し、成果を Goldschmidt 国際会議で

発表した。 

次世代シーケンサーを用いた新

規遺伝子解読・定量同時解析技術に

関する研究論文を発表した。 

IODP により南太平洋環流域などか

ら得られたコアサンプルを用い、

NanoSIMS や放射光分析等により実

施した、微生物の活性やその実態に

関する研究成果を Goldschmidt 国

際会議で発表した。 

コアサンプル等を対象とした高

解像度二次元マッピング手法の開

発及び適用研究を実施し、地質試料

中の有機物バイオマーカーの高空

間分解能イメージング質量分析結

果を国際学会で発表した。 

「ちきゅう」による「下北八戸沖

石炭層生命圏掘削調査」（IODP 第

337 次航海）により得られたコアサ

ンプルから、古代カビ・好圧性胞子

形成細菌の分離培養に成功し、石炭

層中のパイライト形成に関連する

硫酸還元が起きうることを発見。そ

れぞれの成果を複数の研究論文と

して発表した。 

海底堆積物に生息する微生物一
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(ニ) 堆積物記録による地

球史に残る劇的な事象の解

明 

巨大海台及びその周辺海

域の物理・化学・地質探査

を平成 27 年度を目途に実

施し、IODP や国際陸上科学

掘削計画（ICDP）等で得ら

れた試料の分析、観測及び

数値シミュレーションを組

み合わせることにより、数

百万年から数億年程度前か

らの古環境を高時空間分解

能で復元し、地球内部活動

が表層環境へもたらす影響

を評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ニ) 堆積物記録による地

球史に残る劇的な事象の解

明 

IODP や国際陸上科学掘

削計画（ICDP）等で得られ

た試料の分析、観測及び数

値シミュレーションを組み

合わせることにより、数百

万年から数億年程度前から

の古環境を高時空間分解能

で復元し、地球内部活動が

表層環境へもたらす影響を

評価する。 

平成 28 年度は、IODP に

提出した地中海の中新世堆

積物掘削プロポーザルの改

訂とシチリア島の中新世堆

積物試料の分析を行う。赤

外レーザー分光同位体によ

る白亜紀炭酸塩試料の酸素

同位体測定への応用を行

う。太古代ならびに過去一

千万年間の磁場変動解析を

行う。回転及び磁場環境下

での液体金属熱対流実験な

らびに数値シミュレーショ

ンによる検証を行う。内核

成長にともなうダイナモや

地磁気の変化を数値シミュ

レーションで評価する。地

球表層－内部の物質循環の

変遷と機構解明を元素・同

位体分布から解明するため

に、既存掘削試料の分析に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

細胞あたりに含まれる炭素含有量 

アミノ酸含有量・脂質含有量の測定

し、栄養細胞に比べて最大 70 倍含

有量が低いことを見いだした。それ

らの成果に関する研究論文を発表

した。 

 

 

 

 

IODP の地中海プロポーザルに関

して、改訂プロポーザル（Full-1）

を提出した。アルボラン海盆の掘削

についてはプレプロポーザルを提

出した。また、そのパイロット試料

としての地中海岩塩試料について

詳細な色素分析とその同位体分析

を実施。また、メッシニアン塩分危

機に関する論文を、G-cubed 誌、 

Paleoceanography 誌に発表した。 

極微量の気体で精密な同位体比

が測定できる中赤外レーザーを用

いた同位体測定法の試験的応用を、

岩石試料中に含まれる二酸化炭素

測定を想定して行った。その結果、

炭素・酸素同位体比が問題なく測定

できることを確認した。間もなく実

際の試料に応用される予定である。 

太古代サンプルの古地磁気測定

と IODP 試料を用いた短周期磁場変

動解析を完了した。ペルム紀スーパ

ークロン時の磁場変動に関する論

文を出版した。 

磁場及び回転の実験をより乱流

域まで拡張するとともに、回転球殻

のダイナモシミュレーションにお

ける流れ場変動との対応を明らか

にした。短周期の地磁気変動の観測

との比較を行った。 

数値シミュレーションによる検

証を行い、対流ロールの時空間的な

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

IODP 地中海掘削実現に向けた

プロポーザルの改訂とロードハウ

ライズ掘削の準備、既存の深海掘

削試料を利用した分析・解析研究

等の結果、論文その他の成果創出、

他の項目との連携など、想定通り

の着実な成果を挙げた。また、IODP

試料分析と数値シミュレーション

を組み合わせながら、地球内部ダ

イナミクス研究に多変量解析手法

を持ち込むなど、新しい試みも進

めた。 

いずれの成果も、IODP 科学プラ

ンへの貢献という観点からのアウ

トプットと総合的な海洋科学技術

の促進につながるものであり、「研

究開発成果の最大化」に向けて成

果の創出や将来的な成果の創出の

期待等が認められ、着実な業務運

営がなされている。 
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 (ホ) 掘削科学による新た

な地球内部の動態解明 

海底掘削試料等の精密化

学分析により提唱され始め

た新たな地球内部の構造の

存在について、マントル・

コアの精密な物理・化学・

地質探査を実施し、平成 28

年度を目途にその構造の概

要を把握する。また、マン

トル運動及びプレート運動

等に与える影響を分析し、

観測及び数値シミュレーシ

ョンを組み合わせることに

より、地球表層及びマント

ルの大規模運動を評価す

る。 

 

よる広域的（主にインド洋）

地球化学層序構築に向けて

の既存掘削試料の分析を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ホ) 掘削科学による新た

な地球内部の動態解明 

海底掘削試料等の精密化

学分析により提唱され始め

た新たな地球内部の構造の

存在について、その構造の

把握に向けた研究開発を実

施する。さらに、マントル

運動及びプレート運動等に

与える影響を分析し、観測

及び数値シミュレーション

を組み合わせることにより

評価する。 

平成 28 年度は、陸上掘

削プロジェクトへの参加と

超深度掘削候補地の整理を

行う。 

全マントルトモグラフィー

と核－マントル境界（CMB）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特徴を抽出する方法とその磁気対

流への適用の論文を出版した。 

新たに内核の内部の磁場散逸も

解くコードを用いて、内核の大きさ

がダイナモ過程や地磁気変動等に

及ぼす影響を数値シミュレーショ

ンで評価するための計算を実施し

た。 

ダイナモ計算が安定に計算を行

えることを確認し、内核が非常に大

きい場合の対流と磁場の特徴を見

いだした。 

既存掘削試料と既存データと合

わせて解析を行った結果、抽出され

た複数の独立変動成分と、水深、生

物生産性、海嶺放出成分の間に相関

が見られるとともに、平均的な堆積

速度と元素濃集の間に相関が見い

だされた。平成 29 年度に計画して

いる統計解析も一部前倒しで実施

した。 

 

 

 

陸域アナログ研究として、ICDP

オマーンプロジェクトの掘削調査

を開始した。超深度掘削候補地であ

るハワイ沖調査の準備を行うとと

もに、マントル物質の物性研究を行

った。さらに、前弧マントル掘削や

アウターライズ掘削などの超深度

掘削関連プロジェクトを推進した。 

 全マントルトモグラフィーを行

い、南太平洋のマントル上昇流の地

震波速度構造を求めた。深さ 1000

㎞以深に 1000 ㎞スケールの低速度

域が、深さ 500 ㎞以浅にホットスポ

ットに直結する低速度域があり、そ

の間では弱く細い低速度域がある

ことが分かった（GRL で出版済）。

地震トモグラフィーモデルを用い

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震波トモグラフィーによっ

て、ホットスポットに直結する低

速度領域を見いだすなど、所定の

成果を挙げた。そのほか、ICDP 陸

上掘削から、マントル掘削候補地

の選定に資する活動を進め、大陸

移動シミュレーションなどが成果

として示された。これらの研究成

果は、Nature をはじめとする多数

の国際誌に研究論文として公表さ

れ、数多くの反響を得た。 

よって、「研究開発成果の最大

化」に向けて成果の創出や将来的

な成果の創出の期待等が認めら

れ、着実な業務運営がなされてい

る。 
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異方性解析のための既存デ

ータ処理と新たな観測を開

始し、未来の大陸移動と超

大陸の形状を予測するた

め、地震波トモグラフィー

モデルに基づくシミュレー

ションを行う。火成活動を

取り入れた３次元マントル

対流シミュレーションコー

ドの開発を始めると共に、

巨大惑星におけるマントル

対流の発展過程を推定し、

表層環境への影響や地球環

境との違いを明らかにす

る。オントンジャワ海台に

設置した観測機器を回収す

る。 

全球的な火山岩の多同位

体比組成に基づく東西半球

構造の組成差の原因の推定

を行う。全球水循環数値プ

ログラムによるシミュレー

ションとパラメタースタデ

ィを実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

たマントル対流の高解像度三次元

数値シミュレーションによって、

2.5億年後までに北半球にユーラシ

ア、アフリカ、オーストラリア、北

アメリカ大陸を中心とする超大陸

が形成されることを明らかにした。

大陸移動は全マントル規模の対流

よりもプレート規模の流れと強い

関係がある（Geology 出版済）。三

次元マントル対流シミュレーショ

ンに火成活動を取り入れた固液二

相系のシミュレーションコードを

完成させた。粘性の温度依存性が強

いマントル物質について、三次元球

殻マントル対流数値シミュレーシ

ョンを行い、基本となる対流パター

ンがコアのサイズにどう依存する

か、表面に沈み込まないプレートが

生じる条件を求めた（GJI 出版済

み）。掘削提案のために実施してき

たオントンジャワ海台海域の海

底・海洋島での地震・電磁気観測の

機器を回収し、観測は終了した。 

全球的な火山岩の多同位体比組

成に基づくマントル東西半球構造

の組成差の原因の推定を行うため

に、組成分析・特徴づけに加え、元

素輸送を含む対流シミュレーショ

ンを進めた。沈み込むスラブの速度

や形状、及びそれに伴う物質循環の

様式が、プレートの含水量に応じて

変化することが初めて明らかとな

った。また、マントル内を炭素が長

時間かけて循環している証拠を海

洋島玄武岩組成から明らかにした。

以上に関して論文 11 件（Nature, 

EPSL など）を出版した。以上の実

績は、中期計画のマントル・コアの

構造の概要把握に資する。 
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４．その他参考情報 

＜平成 27 年度の主務大臣評定における課題の指摘＞ 

・個別の成果の科学的意義のみならず、掘削科学技術の開発・発展や項目Ⅰ-1-(1)～(4)の取組にどのように貢献する成果であるのかの明確化も必要である。 
 

【指摘事項に対する措置内容】 

各項目のアウトカムの設定を抜本的に見直すとともに、成果に対して、地震課題、生命課題等との連携や貢献をより明確に示すことで大幅な改善を図った。 

具体的な貢献例として、以下が挙げられる。 

・地震課題に対しては、 南海トラフ地震での断層すべり量の定量的評価やスロー地震発生温度域での間隙水圧の影響の解明 

・生命課題に対しては、T-Limit の成功による生命圏の限界を追求し得るサンプル採取・分析手法の高度化を実現 

・環境課題に対しては、DS-TIMS によるストロンチウム安定同位体比の超高精度測定法の開発による海水値の精密決定による環境変動研究への応用、水月湖の年稿堆積物の分析結果の気候モデル、爽籟予

測の精度向上への貢献。 

・資源課題に対しては、掘削基盤技術として開発された Short HPCS （水圧式ピストンコア採取システム）の「沖縄トラフ熱水性堆積物掘削Ⅲ」への応用 

以上のように、掘削課題全体として項目Ⅰ-1-(1)～(4)への貢献は明確化した一方、特にサブ課題（イ）及び（ホ）においては、それぞれのサブ課題が全体として何をどこまで目標としているのか、ある

いは、個別の成果がその目標達成に如何に貢献していくのかが必ずしも明確ではないと評価推進委員会から指摘があった。 

本指摘事項への対応として、平成 29、30 年度のロードマップの見直しと研究成果の出し方等、抜本的な検討を行う。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－(5) －② 
先端的基盤技術の開発及びその活用 

先端的融合情報科学の研究開発 

関連する政策・施策 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応 

施策目標９―５ 国家戦略上重要な基盤技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人海洋研究開発機構法第十七条 

第一号 海洋に関する基盤的研究開発を行うこと。 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0295 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

論文数 ― 74 67 67               予算額（千円） 2,230,321 2,056,220 1,613,684   

       決算額（千円） 2,177,676 2,223,967 1,718,575   

       経常費用（千円） 2,364,598 2,174,277 1,938,632   

       経常利益（千円） ▲244 35,413 468   

 
  

    行政サービス実施コ

スト（千円） 
2,076,279 1,656,875 959,364   

        従事人員数 156 145 105   

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 海洋の調査研究、

開発において各

種データ等を取

得するための船

舶、海洋観測網、

観測機器等を高

度化することは、

広大な海洋空間

を総合的に理解

する上で必要不

可欠であり、我が

国の海洋科学技

術を推進する上

で極めて重要で

ある。このため、

未踏のフロンテ

シミュレーション科学技

術は、理論、実験と並んで

我が国の国際競争力をより

強化し、国民生活の安全・

安心を確保するために必要

不可欠な科学技術基盤であ

る。また、第 4 期科学技術

基本計画では、シミュレー

ション科学技術、数理科学

やシステム科学技術等、複

数の領域に横断的に活用す

ることが可能な複合領域の

科学技術に関する研究開発

が重要課題として設定され

ている。そのため、我が国

のフラッグシップ機を補完

シミュレーション科学技

術は、理論、実験と並んで

我が国の国際競争力をより

強化し、国民生活の安全・

安心を確保するために必要

不可欠な科学技術基盤であ

る。また、第４期科学技術

基本計画では、シミュレー

ション科学技術、数理科学

やシステム科学技術等、複

数の領域に横断的に活用す

ることが可能な複合領域の

科学技術に関する研究開発

が重要課題として設定され

ている。そのため、我が国

のフラッグシップ機を補完

【大評価軸】 

・先端的基盤技術

を開発・活用し研

究開発課題へ横

断的に取り組む

ことにより、広大

な海洋空間の総

合的理解が促進

されたか 

 

【中評価軸】 

・研究開発成果の

科学的意義（独創

性、革新性、先導

性、発展性等）が

十分に大きなも

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 中期目標アウトカムである「広

大な海洋空間の総合的理解」の創

出に向け、海洋地球科学における

先端的な融合情報科学の推進のた

め、地球シミュレータ等を活用し、

以下のような研究開発を行った。 

（1）機構において先進的に取り組

んでいる大気微量成分のデータ同

化から得られた窒素酸化物などの

「排出量」情報についても精査し、

再解析データを加えて公開してお

り、NASA による対流圏オゾンの新

たな衛星プロダクト作成の際に指

標として活用されるに至っている

など、中期目標アウトカムへの貢

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

中期計画及び年度計画に定め

られた通り、概ね着実に業務が

実施されたと認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・本項目では先端的融合情報科

学を推進することで、中期目

標Ⅱ-1-(1)～(4)の研究開発

課題の達成へ貢献することが

求められており、その観点か

らは、左記自己評価欄に示す

通りの優れた成果が得られた

といえる。 

・特に、地球全体における大気
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ィアへの挑戦、新

たな分野の開拓

を可能にする先

端的基盤技術を

開発するととも

に、それらを最大

限に活用するこ

とで、上記（１）

から（４）までの

研究開発課題に

積極的かつ組織

横断的に取り組

む。 

具体的には、地球

深部探査船「ちき

ゅう」等による海

洋掘削により、こ

れまで人類が到

達できなかった

海底下深部にお

いて得られた知

見を最大限に活

用し、新たな科学

的命題を解決す

るための研究開

発を行い、国際深

海科学掘削計画

（ International 

Ocean Discovery 

Program：IODP）

の科学プランの

達成に重要な役

割を果たす。 

また、シミュレー

ション科学技術

は、理論、実験と

並び、我が国の国

際競争力をより

強化するために

必要不可欠な先

端的基盤技術で

し、地球科学分野での世界

トップレベルの計算インフ

ラである「地球シミュレー

タ」を最大限に活用し、こ

れまで培ってきた知見を領

域横断的にとらえ、海洋地

球科学における先端的な融

合情報科学を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

し、地球科学分野での世界

トップレベルの計算インフ

ラである「地球シミュレー

タ」を最大限に活用し、こ

れまで培ってきた知見を領

域横断的にとらえ、海洋地

球科学における先端的な融

合情報科学を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

のであるか 

・研究開発成果が

国際的な水準に

照らして十分大

きな意義がある

ものか 

・取組が期待され

た 時 期 に 効 果

的・効率的に実施

されたか 

・実施体制や実施

方策が妥当であ

るか 

・技術的課題その

他に大きなイン

パクトをもたら

す可能性がある

ものか 

・国際的なプロジ

ェクトへの貢献

がなされている

か 

・当初の目標・計

画からは予期し

ていなかった有

意義な波及効果

が得られたもの

はあるか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

献がみられる。評価推進委員会か

らも「地球システムモデル開発の

重点課題分野をリードするような

取組が進んでいる」と評された。 

（2）また、埼玉県からプレスリリ

ースされた成果のように、建物や

樹木による複雑形状を持った都市

生活圏での予測技術の向上に繋が

ると期待される成果もあり、中期

目標アウトカムの創出の端緒を開

いた。 

（3）さらに、中期目標Ⅱ-1-(1)

～(4)への貢献としては、大気微量

成分のデータ同化に係る再解析プ

ロダクトを(2)の地球表層におけ

る物質循環解析への活用を開始し

たほか、「地震研究情報データ提供

システム（J-SEIS）」と「リアルタ

イム地震関連情報表示システム

（REIS）」を統合した海底地震観測

網波形データの公開システムを構

築し、(3)にも貢献している。この

ほか、黒潮変動アンサンブル予測

システムの運用による「ちきゅう」

の活動支援など、他の研究開発課

題への横断的取組等への貢献を通

じて、アウトカムとしての「海洋

地球科学における先端的な融合情

報科学の推進」につながる成果も

得られている。 

（4）一方、評価推進委員会では、

平成 27 年度に比べ平成 28 年度の

基礎研究の成果が見劣りする旨の

コメントも出ている。いわゆる出

口志向が強まる趨勢の中、基礎研

究の弱化傾向を表していないか、

注視する必要がある。 

 以上により、機構の中期目標等

に照らし、法人の活動による成果、

取組等について諸事情を踏まえて

総合的に勘案した結果、「研究開発

汚染物質（窒素酸化物）の排

出量情報を加えた再解析デー

タが、NASA で指標として活用

されるに至ったこと（中期目

標Ⅱ-1-(2)海洋・地球環境変

動研究開発への貢献）、海底地

震観測リアルタイム波等のデ

ータ公開システムが、国内外

の研究者のみならず、地方自

治体の防災担当者への迅速な

情報提供に活用されたこと

（中期目標Ⅱ-1-(3)海域地震

発生帯研究開発への貢献）は

評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 ─ 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

・当該項目の研究所としての位

置付けと、当該項目に取り組

む研究者個人のモチベーショ

ンとの間に距離はないだろう

か。個々の研究として評価す

べき部分と、「国家的・社会的

ニーズを踏まえた研究開発の

推進」に結び付ける必要のあ

る部分が区別できると評価し

やすい。 

・昨今河川監視システムなど国

民の安心・安全に直結する防

災情報インフラに対するサイ

バー攻撃のリスクが深刻化し

ているとの指摘・報道も多く、

海底地震観測リアルタイム波

形等のデータ公開システムに

関しても、情報セキュリティ

に対するより一層の留意が求

められる。 

・熊谷スポーツ文化公園熱環境
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ある。「地球シミ

ュレータ」等を最

大限に活用し、こ

れまで培ってき

た知見に基づき、

海洋地球科学の

推進のために必

要な先端的な融

合情報科学に関

する研究開発や

新たなモデリン

グ手法・シミュレ

ーション技術等

に関する数理的

研究開発を行う。 

さらに、有人潜水

調査船、無人探査

機等の深海調査

システムは、海洋

のフロンティア

を切り拓くため

の研究開発に不

可欠な先端的基

盤技術であるた

め、これらを高度

化し、必要な要素

技術の開発を行

うとともに、観測

や調査等をより

効率的・効果的に

推進するため、各

システムの運用

技術を確立する。 

 

 

 

 

 

 

(イ) 先進的プロセスモデ

ルの研究開発 

様々なスケールの諸現象

を高精度に予測するため、

数理科学を基盤とした領域

横断的アプローチにより個

別問題を統合問題としてと

らえ、平成 28 年度を目途に

基盤となる手法を開発し、

先端的な数理・物理モデル

やシミュレーション手法を

開発する。それらを用いて

数値実験を行い、諸プロセ

スの再現性を実証的に評価

してモデルの信頼性を向上

させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(イ) 先進的プロセスモデ

ルの研究開発 

様々なスケールの諸現象

を高精度に予測するため、

数理科学を基盤とした領域

横断的アプローチにより個

別問題を統合問題としてと

らえ、平成 28 年度を目途に

基盤となる手法を開発し、

先端的な数理・物理モデル

やシミュレーション手法を

開発する。それらを用いて

数値実験を行い、諸プロセ

スの再現性を実証的に評価

してモデルの信頼性を向上

させる。 

平成 28 年度は、プロセス

モデルの基盤開発として、

雲、降水、放射、化学物質、

植生、乱流等のプロセスモ

デルの安定な計算手法と先

進的なシミュレーション手

法を構築するとともに、数

値解析手法の構築を行う。

また、基盤モデルの開発と

して、構築した、大気・海

洋・河川・陸面等の物理的

相互作用を考慮した結合モ

デルの安定的な計算手法を

構築するとともに、プラズ

マ流体の数値計算手法の確

立を行う。横断的な基盤手

法の開発については、HPC2

アプリケーションにおける

汎用性の高い記述方法のプ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プロセスモデルの基盤開発とし

て、雲、降水、放射、化学物質、植

生、乱流等のプロセスモデルを開発

し、安定な計算手法の構築と先進的

なシミュレーション手法を構築し

た。特に、化学物質及び植生に関し

ては、先進的なシミュレーション・

数値解析手法を構築し、手法の妥当

性を検証した。加えて、ブラックカ

ーボン粒子の親水化や、永久凍土過

程と植生動態の結合を表現した先

進的なシミュレーション手法の構

築によって地球温暖化の予測信頼

性を向上することを示した。 

また、降水プロセスモデルとして

衛星データを用いて改良された雲

微物理スキームを開発し高解像度

全球非静力学モデル NICAM による

季節スケール実験から気候場の再

現性が大幅に改善されること、

NICAMの鉛直層増強によって微細構

造である大気重力波の再現性が向

上すること、貿易風帯積雲層でのビ

ン法雲微物理過程モデルの結果を

使ったバルク法の開発によりカリ

フォルニア沖の層状雲や境界層雲

の再現性の向上を示したことなど、

新たな数値解析手法を構築した。 

さらに、雲、放射、乱流のプロセ

ス相互関係を考慮した先進的なプ

ロセスモデルとして、雲乱流の効果

を考慮したバルクパラメタリゼー

ション法及び三次元乱流放射過程

成果の最大化」に向けて成果の創

出や将来的な成果の創出の期待等

が認められ、着実な業務運営がな

されていると判断し、本課題の評

定をＢとする。 

 

 

 

平成 28 年度計画を当初予定通

り推進し、目標をすべて達成して、

大幅に上回る成果も挙げた。13 件

の論文発表、1 件の記者発表、2

件の受賞につながるなど着実な成

果を得ているため、「研究開発成果

の最大化」に向けて成果の創出や

将来的な成果の創出の期待等が認

められ、着実な業務運営がなされ

ている。 

雲、降水、放射、化学物質、植

生、乱流等のプロセスモデルの安

定な計算手法、と先進的なシミュ

レーション手法、数値解析手法の

構築においては、着実に研究が推

進されており、それらの新たな手

法が物理プロセスとして有効であ

ること、現象の再現性に必要であ

ることなどが検証された。評価推

進委員会からは、「化学物質及び植

生に関するシミュレーション・数

値解析手法の開発では、地球シス

テムモデル開発の重点課題分野を

リードするような取組が進んでい

る」、「本課題で開発されたモデル

は、地球物理分野の学問の発展に

も貢献するものと期待される」と

のコメントを得ている。 

大気・海洋・河川・陸面等の物

理的相互作用についてのモデル化

については、世界初の地下水系モ

デルを包含した大気海洋陸面モデ

ルが高解像度で安定計算できる手

解析を行うことで、どのよう

な社会実装の成果を上げたの

かがはっきりしない。「都市生

活圏での予測技術向上」にど

のようにつなげるのかを明確

にすることも必要。ごく限ら

れた一部に適用するだけでな

く、幅広く使えるようにする

ことが求められる。 
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ロトタイプを開発する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

モデル開発し、現実区画を対象とし

たシミュレーションを実施して、そ

のプロセスの必要性と妥当性を検

証した。加えて、乱流プロセスを考

慮した波しぶきモデルを用い、台風

下の強風域で波しぶきによる蒸発

層の再現性の台風強度の予測精度

改善を確認した。 

大気・海洋・河川・陸面等の物理

的相互作用を考慮した結合モデル

として、大気海洋結合モデル実験の

基本性能と問題点を明らかにした。

加えて、世界初となる大気海洋・陸

水地下水系総合モデルの開発にお

いては、各要素結合過程を詳細に記

述することと結合カカップラーの

改良によって高解像度計算の安定

的な計算が可能になり、感度実験に

よって結合妥当性を検証する手法

を構築した。 

加えて、固体系プロセスモデルと

しての巨大地震の断層破壊伝播を

支配する断層上の初期応力状態や

摩擦特性に関する動力学的モデル

を開発し、動力学的断層破壊シミュ

レーションのプロトタイプ計算が

可能となった。 

複雑性流体の典型であるプラズ

マ流体については、宇宙環境が地球

に与える影響に関するマルチスケ

ールシミュレーションにより、原始

惑星系円盤の重力乱流について、初

めて現実的な輻射輸送を組み込ん

だ三次元数値計算を行い重力乱流

の駆動条件を明らかにした。また、

第一原理微視的モデルの大規模シ

ミュレーションにより、微視的モデ

ルでは電気抵抗に加えて実効的に

大きな粘性が働いていることを見

いだすとともに、散逸性磁気流体モ

デルが磁気リコネクションの巨視

法の開発に成功した。加えて、固

固交互作用プロセスモデルとし

て、断層上の初期応力状態や摩擦

特性に関する動力学的モデルの開

発により動力学的断層破壊シミュ

レーションが可能となった。両成

果はいずれも、これまでになかっ

た手法の開発に成功したという側

面において、非常に先進的な成果

と位置付けられる。 

複雑性流体としてのプラズマ流

体については、初めて現実的な輻

射輸送を組み込んだ三次元数値計

算による重力乱流の駆動条件の同

定、散逸性磁気流体モデルの磁気

リコネクションモデルへの適用性

について先進的な成果が得られ

た。加えて、三次元の回転流体方

程式系における進行振動対流の位

相縮約法の拡張による強く相互作

用する振動子系に対する集団レベ

ルの記述は、地球流体上での相互

関連運動の基盤モデルとして極め

て先進的数理的記述可能性を示し

た。 

横断的な基盤手法の開発につい

ては、異なる計算アーキテクチャ

においても高い記述性を担保する

プロトタイプとしてリファクタリ

ングツールを開発し、その妥当性

が示された。このことは、大規模

計算化がより容易に利用できるこ

とにつながる共通基盤技術として

の応用が期待できる。 

以上より、本項目においては、

総合的には、様々なテーマに対し

て各研究者が独創的な研究を進め

ており、先進的、基盤的な手法に

ついては、共通知見として横展開

することも視野に入れることがで

き、異分野間の研究連携も期待で
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(ロ) 先端情報創出のため

の大規模シミュレーション

技術の開発 

海洋地球科学についての

統合知識情報を創出し、社

会に利活用可能な情報とす

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ロ) 先端情報創出のため

の大規模シミュレーション

技術の開発 

海洋地球科学についての

統合知識情報を創出し、社

会に利活用可能な情報とす

的モデルに適していることを示し

た。 

さらに、速度・圧力変数で表示し

た三次元の回転流体方程式系にお

ける進行振動対流の位相縮約法を

定式化し、拡張して、強く相互作用

する振動子系に対する集団レベル

での位相縮約法の定式化に成功し

た。 

横断的な基盤手法の開発につい

ては、HPC アプリケーションにおけ

る汎用性の高い記述方法のプロト

タイプとしてリファクタリングツ

ールを開発し、異なるシステム間で

性能可搬性を保ちつつコード管理

ができることを検証した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大規模シミュレーションのため

の技術開発として、対流スキーム、

雲物理等のパラメタリゼーション

きる。 

また、特に三次元乱流熱放射プ

ロセスを用いた詳細暑熱環境シミ

ュレーションについては、プロセ

スの導入と動作確認にとどまると

想定していた平成 28 年度の計画

を超え、現実的なシミュレーショ

ンの実施まで進捗している。研究

パートナーとなっている埼玉県か

らのプレスリリースにもつなが

り、基礎的なプロセスの精緻化が

シミュレーションモデルの現実問

題への適用につながった顕著な成

果であり、「海洋地球科学における

先端的な融合情報科学の推進」の

具体例といえる。今後、シミュレ

ーション結果に基づいたヒートア

イランド対策立案につなげること

で、「我が国の海洋科学技術の推進

への貢献」も望める。 

さらに、第一原理微視的モデル

の大規模シミュレーションによる

地球磁気圏のシミュレーションな

ど、微視的過程と巨視的過程を結

ぶ本項目ならではの基盤的な研究

による成果も得られている。 

一方で、平成 27 年度に比べ平成

28 年度の基礎研究の成果が見劣

りする旨のコメントも評価推進委

員から出ている。単年度の印象で

はあるが、いわゆる出口志向が強

まる趨勢の中、基礎研究の弱化傾

向を表していないか、注視する必

要がある。 

 

 

 

 

平成 28 年度計画を当初予定通

り推進し、目標をすべて達成して、

大幅に上回る成果も挙げた。12 件
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るために必要となる観測デ

ータ等を平成 28 年度まで

に整備し、これらを活用し

た大規模数値シミュレーシ

ョン技術及び統合データ処

理・解析技術を開発する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

るために必要となる観測デ

ータ等を平成 28 年度まで

に整備し、これらを活用し

た大規模数値シミュレーシ

ョン技術及び統合データ処

理・解析技術を開発する。 

平成 28 年度は、大規模シ

ミュレーションのための技

術開発として、対流スキー

ム、雲物理等のパラメタリ

ゼーションや要素モデルの

評価・検証と改良を行うと

ともに、新しい要素モデル

やパラメタリゼーションを

導入した統合モデルの開発

を継続する。統合データ処

理・解析のための技術開発

については、雲解像同化シ

ステムの評価・検証に着手

するとともに、マルチモデ

ルによる予測・検証システ

ムを用いたバイアス特定と

低減を行う。また、高解像

度モデルによる極端現象等

の予測システムの適用範囲

の拡大を行う。データ整備

とデータに基づいた要素モ

デルの改良については、ア

ラスカにおける土壌温度観

測に基づいた ESM 改良を目

指し、観測システムの本格

運用、成果の陸域モデル開

発への反映を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

や要素モデルの評価・検証と改良を

行い、大気大循環の再現性向上を示

すことができた。この積雲対流スキ

ームのソースコードを外部ユーザ

へ公開した。また、新しい要素モデ

ルやパラメタリゼーションを導入

した統合モデルの開発を継続し、地

球システムモデルとして全球にお

ける気候−炭素循環−窒素循環を扱

うことのできる新たな地球環境変

動予測モデルを開発し、超大規模計

算を実行して数百年以上の安定数

値積分が可能であることを確認し

た。さらに、現実的な地球内部構造

モデルに対して実体波の周波数領

域の精度をもつ理論地震波形計算

を行うために地域的な領域に限定

した大規模計算を実施し、その有効

性を確認した。 

統合データ処理・解析のための技

術開発については、雲解像同化シス

テムの評価・検証に着手し、ひまわ

り 8 号による高頻度大気追跡風の

データ同化手法を新たに開発し、超

大規模衛星データを活用した超大

規模同化手法を用いることで、大雨

の位置や強度の再現性が向上する

ことを示した。 

また、マルチモデルによる予測・

検証システムを用いたバイアス特

定と低減のために、NICAM、MSSG、

気象研究所で開発された DFSM の 3

つの 7km 格子全球非静力学モデル

を用いて、台風や季節内変動を対象

とした数日から 3 週間程度の数値

計算を行い、相互比較することで各

モデルのバイアスや特性を同定し、

表面フラックスモデルが予測性能

に与える影響が大きいことを見い

だした。さらに、各モデルのチュー

ニングを施した上でのマルチモデ

の論文発表、3 件の記者発表、1

件の受賞につながるなど着実な成

果を挙げているため、「研究開発成

果の最大化」に向けて成果の創出

や将来的な成果の創出の期待等が

認められ、着実な業務運営がなさ

れている。 

観測データ等を活用した大規模

数値シミュレーション技術とし

て、ひまわり 8 号の大規模データ

同化技術の確立、雲解像度のマル

チモデルアンサンブル実験による

台風予測精度の向上が特記でき

る。ひまわり 8 号の大規模データ

同化技術は、従来にない巨大観測

データとしてひまわり 8 号の上中

低層の風データを同化する手法で

あり、大規模数値予測技術として

世界に先駆けて開発した。この同

化手法により豪雨等の再現性と予

測精度の向上、予測リードタイム

を 6 時間延長できることを示すこ

とができた。これらの成果は国際

的な水準に照らして十分大きな意

義があるものであり、予測シミュ

レーションの技術的課題に大きな

インパクトをもたらす可能性があ

る。 

加えて、大気海洋結合モデルに

よるマッデン・ジュリアン振動現

象の再現性の向上、及び統合高解

像度化と境界条件による極端現象

の再現性の顕著な向上なども、大

規模シミュレーション技術開発の

代表的な成果として挙げられる。

今後、温暖化、エルニーニョ・ラ

ニーニャと台風強化などの関連性

を直接的に解析できる可能性が広

がり、科学的意義のある大きな発

見につながる可能性がある。 

また、全球における気候−炭素循
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ルの予測性能を評価した結果、予測

精度が向上することを示した。 

加えて、MSSG 大気海洋結合モデ

ル台風予測シミュレーションを実

施し、結合過程の感度が台風事例ご

とに異なることを明らかにすると

ともに、マッデン・ジュリアン振動

の事例を通じ大気海洋結合予測が

大気単体予測よりも信頼性が高い

ことを確認し、大気海洋統合データ

の大規模処理が予測精度向上に必

要であることを示した。 

環境予測データの統合的管理と

して、CMIP6 の出力結果管理のため

のリストを作成し、本格的数値実験

への準備も完了した。 

高解像度モデルによる極端現象

等の予測システムとしては、モデル

の解像度の向上と境界条件の与え

方により、伊豆大島での土砂災害及

び広島豪雨の事例解析で降水の再

現性が向上するとともに、アンサン

ブル手法と変分法を組み合わせた

同化手法の開発により、新潟・福島

豪雨の予測事例で予報精度が向上

することを検証し示すことで、適用

範囲拡大の可能であることを示し

た。 

また、平成 27 年夏の季節内変動

について NICAM を用いた数値計算

を行い、S2S データベースから取得

した現業モデルの計算結果と比較

することで、WMO S2S（世界気象機

関・季節内～季節スケール現象予測

プロジェクト）に貢献し得る情報を

創出することが可能となった。この

成果により、高解像度モデルによる

極端現象等の予測システムである

NICAM の適用範囲を拡大した。 

データ整備とデータに基づいた

要素モデルの改良については、アラ

環−窒素循環を扱うことのできる

新たな地球環境変動予測モデルを

開発し、超大規模計算を実行して

数百年以上の安定した数値積分が

可能であることを示した。 

これらの成果から、新たな大規

模シミュレーション技術が着実に

開発され、蓄積されていると評価

できる。 

データ処理・解析技術の開発に

ついては、アラスカ土壌温度観測

が本格的に運用されたことから、

この運用によって蓄積されたデー

タから詳細な解析が可能となり、

その解析結果を用いて地球システ

ムモデル改良した結果、北方林域

における気象条件や植生状況の影

響が詳細に定量化でき、この定量

性は統計的に頑健な推定量である

ことが示された。観測データセッ

トの運用と整備が進み、世界的に

みても新しい北方林域モデルの定

量的解析の実現などが挙げられ

る。これらの成果は、観測とシミ

ュレーション分野協力によって取

組まれ、期待された時期に効果

的・効率的に実施された成果とい

える。 

以上より、本項目においては、

大規模シミュレーションのための

技術開発及びデータ処理・解析技

術の開発が着実に進められている

と評価できる。本項目において推

進されている大規模シミュレーシ

ョン技術を応用した CMIP6 参加へ

向けた準備も、着々と進められて

おり、国際的なプロジェクトへの

貢献の準備が進められていること

も付記する。また、ひまわり 8 号

による観測ビッグデータを活用し

たデータ同化技術の応用により数
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(ハ) データ・情報の統融合

研究開発と社会への発信 

科学的に有益な統合情報

に加え、社会に利活用可能

な付加価値情報を創出する

ため、データ同化手法及び

可視化手法を始めとする実

利用プロダクトに必要な技

術の研究開発を行う。また、

観測、シミュレーション及

び予測等の統融合データと

付加価値情報を、広く、わ

かりやすく、効果的に社会

に還元する具体的な方法に

ついて平成 28 年度を目途

に基本検討を行った上で、

地球環境情報基盤を構築

し、発信する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 (ハ) データ・情報の統融

合研究開発と社会への発信 

科学的に有益な統合情報

に加え、社会に利活用可能

な付加価値情報を創出する

ため、データ同化手法及び

可視化手法を始めとする実

利用プロダクトに必要な技

術の研究開発を行う。また、

観測、シミュレーション及

び予測等の統融合データと

付加価値情報を、広く、わ

かりやすく、効果的に社会

に還元する具体的な方法に

ついて平成 28 年度を目途

に基本検討を行った上で、

地球環境情報基盤を構築

し、発信する。 

スカ土壌温度観測に基づいて地球

システムモデル改良し、北方林域に

おける気象条件や植生状況の影響

が詳細に定量化でき、統計的に頑健

な推定量が得られた。これらの成果

を、ESM における広域モデルやダウ

ンスケールモデルに反映し、本格的

な検証と改良を進める予定である。 

また、放射収支などの詳細なデー

タ解析から、全球雲解像モデルを用

いた雲・大気場の計算性能評価を行

い、雲サイズ統計による効果をより

正確に評価する必要性などが新た

に明らかとなったため、今後の要素

モデル改良の指針が得られた。加え

て、基盤ソフトウェアにより実装さ

れた結合モデルを完成し、要素モデ

ル間でのデータ交換が正確に行わ

れていることを確認するなどの検

証を行い、モデルの妥当性を確認し

た。 

 

 

 

 

実利用プロダクトに向けた技術

開発においては、実利用プロダクト

に必要なデータ同化システムとし

て、実験的アンサンブル大気再解析

システム、SINTEX-F2 アンサンブル

予測システムを構築した。それぞれ

のシステムを活用して観測システ

ム実験を課題横断的に実施した結

果、実際の観測システム診断に活用

できること、及び海洋表層下データ

同化システムを導入することによ

って過去予測の予測精度が向上す

ることを示した。また、これらのシ

ステムの領域モデルを用いてダウ

ンスケーリングし、オーストラリア

域での過去予測の成果を活かした

値予報の初期値改善を示したこ

と、及び、モデルの解像度の向上

と境界条件の与え方により、伊豆

大島での土砂災害及び広島豪雨の

事例解析で降水の再現性が向上す

るとともに、アンサンブル手法と

変分法を組み合わせた同化手法の

開発により、新潟・福島豪雨の予

測事例で予報精度が向上する可能

性を示したことは、日本国民の社

会生活における防災・減災に資す

る成果として評価できると考え

る。一方で、この項目での研究が

他の部会、特に観測を行う部会に

どう貢献するかを見えやすくデザ

インし、結果を示すべきというコ

メントが評価推進委員会において

出された。モデルの開発と応用、

観測との連携が一連の流れとなる

よう、今後の研究のデザインや報

告内容の整理に工夫が求められ

る。 

 

 

 

平成 28 年度計画を当初予定通

り推進し、目標をほぼ達成し、項

目によっては大幅に上回る成果を

挙げた。担当者の転出により一部

の作業に遅れがあったが、速やか

に対応し次年度以降回復可能であ

る。19 件の論文発表、2 件の記者

発表、5 件の受賞につながるなど

着実な成果を得ているため、「研究

開発成果の最大化」に向けて成果

の創出や将来的な成果の創出の期

待等が認められ、着実な業務運営

がなされている。 

実利用プロダクトに向けた技術

開発として、実利用プロダクトに

必要なデータ同化システムを構築
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平成 28 年度は、実利用プ

ロダクトに向けた技術開発

として、実利用プロダクト

に必要なデータ同化システ

ムを構築するとともに、大

気海洋結合データ同化プロ

ダクトを作成する。また、

統融合データと付加価値情

報については、アンサンブ

ル予測システムとダウンス

ケーリング技術を構築する

とともに、低次生態系モデ

ルの導入などデータ同化シ

ステムの高度化を行う。地

球環境情報基盤の構築と発

信については、シミュレー

ション・データ同化プロダ

クトの情報を応用、展開す

るためのシステムを構築

し、情報公開を行うととも

に、大規模計算科学（可視

化）に関するアルゴリズム

の試作及びシミュレーショ

ンデータへの適用を行う。

さらに、地球環境分野にお

ける最適な計算機・データ

配信システムとプログラミ

ング環境・計算手法及び可

視化技術を実アプリケーシ

ョンに適用する。 

 

 

 

 

 

 

南アフリカ域でのダウンスケーリ

ングにおけるバイアス補正を行う

ことにより、過去予測の精度が向上

することを示した。これらは、実利

用プロダクトを作成するために必

要不可欠なシステムチューニング

成果である。 

さらに、大気微量成分のデータ同

化システムを構築し、新たな衛星観

測(AIRS)を取り込み、そのシステム

の動作検証と改良を行った。得られ

た窒素酸化物排出量の情報を発信

するとともに、公開した再解析デー

タが活用されたことから、実利用プ

ロダクトとしてのデータ同化シス

テムへの完成度を高めた。 

統融合データと付加価値情報に

ついては、アンサンブル予測システ

ムとして構築した SINTEX-F2 アン

サンブル予測システムを用いて日

本南岸の黒潮変動アンサンブル予

測システムを現業的に運用し、その

結果を「ちきゅう」の運航支援に活

用するとともに、これらの成果をも

とに和歌山県水産試験場との共同

利用実証試験を開始した。また、構

築したダウンスケーリング技術に

対して並列計算の設定を再検討し

た結果、統計ダウンスケーリングに

よるメッシュ農業気象データと比

較可能な広い計算領域（例えば、関

東エリア）で 1km 高解像度実験を実

施できるレベルまで計算時間を短

縮することができ、高精度農業気象

データの作成が可能になった。加え

て、モデルに水田の灌漑や都市排熱

の効果を導入し、現実環境の再現性

を向上した。 

生態系モデルをデータ同化シス

テムに結合し、高解像度化技術を合

わせて同化システムを高度化した。

が計画通り順調に進捗し、目標を

達成した。 

統融合データと付加価値情報に

ついては、アンサンブル予測シス

テムとダウンスケーリング技術を

構築し、それらの技術を低次生態

系モデルに導入してデータ同化シ

ステムの高度化が達成した。この

ことに加え、漁獲情報を用いて好

適生息域モデルの予測精度検証を

逐次行えるようにシステムを進化

させることができ、データ同化シ

ステムの大幅なグレードアップを

達成した。加えて、新しい情報を

創造するための新しい研究開発の

展開として、雲の三次元構造の抽

出･分類･可視化手法を新たに開発

し､雲や降雨の特徴抽出が可能で

あることを示した。観測データを

シミュレーションにより補完する

ためには、大規模データによる特

徴抽出が不可欠であるが、本課題

の研究は、visual data mining の

分野において国際的に見ても独創

的な取組であり、学術的、技術的

な意義が大変大きいといえる。 

地球環境情報基盤の構築と発信

については、シミュレーション・

データ同化プロダクトの情報を応

用、展開するためのシステムを構

築し、以下に示すような海流予測

情報ブログやデータセットの公開

等による情報公開を行なった。定

期的な発信がなされている海流予

測情報ブログはアクセス回数

（251,614 回：平成 28 年度累計）

が非常に多く（機構内のアクセス

においても上位に位置づけされて

いる）、広く利用が進んでいると評

価できる。また、昨年構築した海

洋 再 解 析 デ ー タ セ ッ ト



75 
 

それらの成果をアカイカ情報提供

システムの改良に利用し、さらに漁

業者から報告された漁獲情報を用

いて好適生息域モデルの予測精度

検証を逐次行えるようにシステム

を進化させた。最終的には、逐次的

にモデルと予測結果を自動修正す

ることが可能な自律システムを新

たに開発した。このシステムは、統

融合データを用いた付加価値情報

を自動出力するシステムである。 

地球環境情報基盤の構築と発信

については、シミュレーション・デ

ータ同化プロダクトの情報を応用、

展開するためのシステムとして、海

流予測情報ブログ「黒潮親潮ウォッ

チ」を構築し毎週、情報の更新を継

続するとともに、新たに季節予測情

報ブログ「季節ウォッチ」を開設し

月１回更新し、一般にわかり易い形

での情報公開を行った。 

また、昨年度構築した海洋再解析

データセット FORA-WNP30 を公開

し、機構外部へ 27 件提供した。 

加えて、大規模計算科学（可視化）

に関するアルゴリズムの試作とし

て、雲の三次元構造の抽出・分類・

可視化手法を開発し、シミュレーシ

ョンから得られたデータに対して

雲種毎の雲量と降雨量の時間変化

のパターンを抽出するとともに、予

測性能の評価を行った。可視化結果

を時系列で出力するまでの一連の

流れを自動的に処理するシステム

のプロトタイプを開発した。 

さらに、ドイツ気候計算センター

（DKRZ）との新たな連携において、

汎用可視化ツール paraview を用い

た NICAM 正 20 面体データを直接可

視化するためのプラグイン開発を

開始した。 

FORA-WNP30 の公開により、機構外

部への 27 件の提供は、本データセ

ットが学術的研究の推進に大きく

寄与できる可能性を示している。

さらに、大規模計算科学（可視化）

に関するアルゴリズムの試作とし

て、海外機関との共同開発を開始

したことは、今後の国際プロジェ

クトへの貢献が期待できる。 

地球環境分野における最適な計

算機・データ配信システムとプロ

グラミング環境・計算手法及び可

視化技術の開発は、計画通りに進

捗した。これらの技術を実アプリ

ケーションに適用し活用すること

で、横浜市街区の都市設計や商業

活性化、防災への応用への展開が

期待されており、実際にその適用

可能性の検討が開始されている。 

「黒潮ウォッチ」「季節ウォッ

チ」やアカイカ情報提供などの活

動を通して、シミュレーションで

得られたデータに付加価値を付け

た社会への情報発信が継続・発展

している。黒潮変動アンサンブル

予測システムの運用による「ちき

ゅう」の活動支援や、海底地震観

測網リアルタイム波形の防災関係

者への公開システム構築・運用な

ど、固体地球科学分野に携わる他

部会とも連携していることは評価

できる。また、可視化技術の開発

に関しては、評価推進委員会でも

高い評価を得ており、汎用可視化

ツール paraview についてドイツ

気候計算センター（DKRZ）との国

際連携につながったことは特筆に

値する。さらに、大気微量成分デ

ータの高解像度データ同化システ

ムの構築と世界初のデータセット

作成など、世界的に見ても高いレ
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地球環境分野における最適な計

算機・データ配信システム構築のた

めに、観測ビッグデータを組み入れ

たモデル計算に基づく高精度予

測・監視システムの基盤構築を目的

とした計算機システムとアプリケ

ーションの協調設計（コデザイン）

に取り組み、MSSG モデルを用いて

得られる横浜街区に関する地球環

境分野データの作成、及びそれに付

加する地球環境分野データに付加

価値情報創出を目指した群集流動

マルチエージェントシミュレーシ

ョンモデルの構築し、これらのプロ

グラミング環境・計算手法及び可視

化技術を上記 MSSG 等の実アプリケ

ーションに適用して適用性を検討

した結果、リアルタイム性や可視化

操作性において大きな改善が得ら

れた。加えて、海底孔内長期観測デ

ータの連続波形データについても、

研究者を対象とする公開システム

を構築し、海底地震観測網のリアル

タイム波形を防災関係者に公開・運

用を開始した。 

 

ベルの成果が創出されている。 

ただし、「信頼できるデータなど

の提供がいかに役立つのかを明確

にしなければ、依頼された実用的

な仕事をシミュレーションを用い

て手伝っただけの消極的な研究に

取られてしまう可能性もあるので

は」といった指摘も評価推進委員

会でなされている。情報の正確さ

が持つ価値を客観的に示すこと

は、今後時間をかけて取り組んで

いくべき課題である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．その他参考情報 

特になし。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－(5) －③ 
先端的基盤技術の開発及びその活用 

海洋フロンティアを切り拓く研究基盤の構築 

関連する政策・施策 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応 

施策目標９―５ 国家戦略上重要な基盤技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人海洋研究開発機構法第十七条 

第一号 海洋に関する基盤的研究開発を行うこと。 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0295 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

論文数 ― 15 10 6               予算額（千円） 4,012,793 3,812,225 3,462,952   

       決算額（千円） 3,987,499 3,683,584 3,448,214   

       経常費用（千円） 3,314,537 3,308,312 2,831,978   

       経常利益（千円） ▲50 10,013 201   

       行政サービス実施コ

スト（千円） 
3,300,385 3,214,546 2,698,638   

        従事人員数 35 41 45   

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 海洋の調査研究、

開発において各

種データ等を取

得するための船

舶、海洋観測網、

観測機器等を高

度化することは、

広大な海洋空間

を総合的に理解

する上で必要不

可欠であり、我が

国の海洋科学技

術を推進する上

で極めて重要で

ある。このため、

未踏のフロンテ

海洋基本計画に掲げられ

た科学的知見を創出するた

め、機構は国家の存立基盤

に関わる技術や、広大な海

洋の総合的な理解に必要な

技術を開発する。また、人

類未踏の領域を拓く萌芽的

な研究基盤システムやそれ

に資する基礎的技術の研究

開発を行う。 

 

 

 

 

 

 

海洋基本計画に掲げられ

た科学的知見を創出するた

め、機構は国家の存立基盤

に関わる技術や、広大な海

洋の総合的な理解に必要な

技術を開発する。また、人

類未踏の領域を拓く萌芽的

な研究基盤システムやそれ

に資する基礎的技術の研究

開発を行う。 

 

 

 

 

 

 

【大評価軸】 

・先端的基盤技術

を開発・活用し研

究開発課題へ横

断的に取り組む

ことにより、広大

な海洋空間の総

合的理解が促進

されたか 

 

【中評価軸】 

・研究開発成果の

科学的意義（独創

性、革新性、先導

性、発展性等）が

十分に大きなも

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 本課題による成果、取組等につ

いて総合的に判断した結果、「研究

開発成果の最大化」に向けて着実

に成果が創出されていることや、

中長期目標に期待されるアウトカ

ムの創出が見込まれることからＢ

評定とした。 

また、研究ニーズに則した技術

開発が行われており、広く社会一

般にも活用、転用可能なポテンシ

ャルがあるという点も高い評価に

値すると考える。 

顕著な成果の具体例として、①

海洋・海底下において直接現場計

測を可能とするセンサ開発、②地

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

中期計画及び年度計画に定め

られた通り、概ね着実に業務が

実施されたと認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・平成 27 年度評価における指摘

事項に対応して、研究者と技

術者の連携会議等を行い、他

の研究開発課題におけるニー

ズを吸い上げることで、例え

ば、AUV/ASV 複数機運用技術開

発を前倒しして進めること、

複数 AUV 間の情報交換を可能

とする音響技術開発を加速す
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ィアへの挑戦、新

たな分野の開拓

を可能にする先

端的基盤技術を

開発するととも

に、それらを最大

限に活用するこ

とで、上記（１）

から（４）までの

研究開発課題に

積極的かつ組織

横断的に取り組

む。 

具体的には、地球

深部探査船「ちき

ゅう」等による海

洋掘削により、こ

れまで人類が到

達できなかった

海底下深部にお

いて得られた知

見を最大限に活

用し、新たな科学

的命題を解決す

るための研究開

発を行い、国際深

海科学掘削計画

（ International 

Ocean Discovery 

Program：IODP）

の科学プランの

達成に重要な役

割を果たす。 

また、シミュレー

ション科学技術

は、理論、実験と

並び、我が国の国

際競争力をより

強化するために

必要不可欠な先

端的基盤技術で

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

のであるか 

・研究開発成果が

国際的な水準に

照らして十分大

きな意義がある

ものか 

・取組が期待され

た 時 期 に 効 果

的・効率的に実施

されたか 

・実施体制や実施

方策が妥当であ

るか 

・技術的課題その

他に大きなイン

パクトをもたら

す可能性がある

ものか 

・国際的なプロジ

ェクトへの貢献

がなされている

か 

・当初の目標・計

画からは予期し

ていなかった有

意義な波及効果

が得られたもの

はあるか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

震津波観測監視システムの高度化

に向けた開発、③小型 AUV 試作機

による北極海氷下の撮影成功等の

成果を創出することができた。各

成果については、中長期目標Ⅱ-

１-(1)～(4)の研究開発課題へ貢

献しているばかりでなく、以下の

ような点からも評価できると考え

る。 

○世界最高水準の技術レベル 

②地震津波観測監視システムの

高度化に向けた技術開発では、「ち

きゅう」の掘削孔を活用した世界

に例を見ない地殻変動観測システ

ムを構築し、海溝型地震の発生メ

カニズムや地震発生モデルの研究

を大きく進展させることが可能と

なった。 

○事業化を見据えた展開 

①海洋・海底下において直接現

場計測を可能とするセンサ開発や

③小型 AUV 試作機による北極海氷

下の撮影成功では、安価かつ簡易

なシステムを開発・構築し、機構

の研究開発のみならず同様の分野

に広く活用される可能性が見込ま

れる成果を得た。また、従来の概

念を覆し市場にブレイクスルーを

もたらす可能性のある革新的な母

船レス AUV 運用システムを提示

し、将来的な産業化が期待される。 

以上のように、将来的に産業界

も含めた活用が期待される成果が

創出されていることや顕著な成果

の創出に期待が認められたことか

らＢ評定とした。 

 

 

 

 

 

ることなど、いつまでに何が

必要なのかをロードマップ等

で明確しつつ、目標達成に向

けてメリハリをつけた研究開

発に取り組んだことは高く評

価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 ─ 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

・DONET の運営など他の活動と重

なるところが多く、単独では

評価しにくい部分がある。 
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ある。「地球シミ

ュレータ」等を最

大限に活用し、こ

れまで培ってき

た知見に基づき、

海洋地球科学の

推進のために必

要な先端的な融

合情報科学に関

する研究開発や

新たなモデリン

グ手法・シミュレ

ーション技術等

に関する数理的

研究開発を行う。 

さらに、有人潜水

調査船、無人探査

機等の深海調査

システムは、海洋

のフロンティア

を切り拓くため

の研究開発に不

可欠な先端的基

盤技術であるた

め、これらを高度

化し、必要な要素

技術の開発を行

うとともに、観測

や調査等をより

効率的・効果的に

推進するため、各

システムの運用

技術を確立する。 

(イ) 先進的な海洋基盤技

術の研究開発 

高精度で効率的な観測・

探査システムの構築を推進

するため、音響通信・複合

通信システム、計測・セン

シング、測位、検知・探知、

モニタリング、試料回収、

分析等に係る先進的要素技

術、探査・観測システム等

の長期運用に必要となるエ

ネルギーシステム、深海底

での調査や観測のためのセ

ンサや観測プラットフォー

ム設置に係る技術等につい

て、先進的な研究開発を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(イ) 先進的な海洋基盤技

術の研究開発 

高精度で効率的な観測・

探査システムの構築を推進

するため、音響通信・複合

通信システム、計測・セン

シング、測位、検知・探知、

モニタリング、試料回収、

分析等に係る先進的要素技

術、探査・観測システム等

の長期運用に必要となるエ

ネルギーシステム、深海底

での調査や観測のためのセ

ンサや観測プラットフォー

ム設置に係る技術等につい

て、先進的な研究開発を行

う。 

平成 28 年度は、 先進的

要素技術の研究開発及び長

期運用に必要となるエネル

ギーシステムの研究開発に

ついて、音波・電磁波を用

いた次世代技術の研究開発

として、レーザー通信机上

実験とその反映、海中電波

路評価装置の海中評価と性

能向上及び高帯域トランス

デューサの検討を行う。ま

た、先進的現場計測技術の

研究開発として、生物の光

スペクトルの特性研究及び

生物活性計測の較正手法の

検討を行う。さらに、高度

情報技術の研究開発とし

て、海中生物認識ソフトの

試作及び映像から位置を抽

出するアルゴリズムの最適

化を行う。加えて、海洋・

深海エネルギー技術の研究

開発として、熱水温度差発

電の基本設計及びフィール

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海洋レーザー通信の基礎研究で

は計画以上の進展があり、水槽で

25m の距離で 45Mbps エラーフリー

通信が成功し、実海域にて 10m 距離

の通信試験に成功した。昨年度開発

した海中電波計測装置を用いた海

中伝搬計測を行い、HF 帯の基礎伝

搬特性を取得した。積層電歪素子型

のトランスデューサについて、水槽

試験による評価を行い、低周波域へ

の帯域拡大（広帯域化）の知見を得

た。 

先進的現場計測技術の研究開発

として、LED を光源とした場合の海

中における生物を対象とした光ス

ペクトルの計測方法を検討した。

ATP 定量装置の高度化につながる

Caged-ATPを用いた現場校正手法に

ついて最適化を行い、実サンプルを

用いてその有用性が評価できた。 

高度情報技術の研究開発として、

新たな識別手法を導入した海中生

物認識ソフトの試作を行うととも

に、既存のアルゴリズムについて、

海底映像からの位置抽出の評価を

実施した。 

海洋・深海エネルギー技術の研究

開発として、海底熱水の温度・流量

に適用可能な作動流体について比

較・検討を行い、熱水温度差発電に

おいて、水を作動流体とした場合の

出力が最も大きくなることを確認

したほか、海底の高温・高圧条件下

において流量分布及び温度分布を

観測できる測定器に目処が着いた。 

トップ・プレデターの機能に関す

る研究では、ヨロイザメなど硬い皮

膚を貫通できるバイオプシー装置

の試作に成功するとともに大型魚

 

 

平成 28 年度における本項目は、

年度計画に対しても着実に実施し

ているだけでなく、中期目標の達

成に向けても成果を創出してい

る。特に平成 28 年度は以下の顕著

な成果が得られている。 

まず、現場計測可能な化学セン

サ群の開発によって従来の分析手

法では海中や海底で採取した試料

を船上に移動する間に起こる化学

的変化が誤差要因として残るとい

う未解決な問題を、解決すること

ができた。開発部分を最小限に抑

えたため、簡易・安価に製作が可

能であり、本分野の研究に広く利

用されることが見込まれる。また、

フルデプス化も成功しており、マ

リアナ海溝深海部などの未踏領域

の研究の進展が期待される。本成

果は、中期目標Ⅱ-1-(4)海洋生命

理工学研究開発に必要な精度の良

いデータをもたらすことができ

た。 

孔内観測装置の設置では、既設

の DONET による海底の観測網に加

えて、海底下の精密な地震計など

のデータを統合的に解析すること

が可能となり、地震発生メカニズ

ムの研究や地震発生モデルの研究

などの研究の進展が期待される

（Ⅱ-1-(3)海域地震発生帯研究開

発への貢献）。南海トラフで想定

されている海溝型巨大地震・津波

に至る推移の把握を目指すことが

でき、大いに貢献したと考える。

今後は孔内観測のデータと他の地

震計データ等と統合的な解析を行

うことで、海底でのリアルタイム

地殻変動観測技術を確立すること



80 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ドデータ計測を行う。深海

域におけるトップ・プレデ

ターの機能に関する研究と

して、上位捕食者から非致

死的に生体組織を採集する

バイオプシー装置の海域試

験を実施する。 

センサ及びプラットフォ

ーム設置に係る技術等の研

究開発については、次世代

プラットフォームの要素技

術の研究開発として、セラ

ミック円筒耐圧容器のまと

め、流体構造検討結果の実

機反映、高比強度構造材の

構成の明確化及び LED を利

用した海中電力伝送とガイ

ディング方法のフィージビ

リティースタディーを行

う。また、海洋システム信

頼性高度化技術の開発とし

て、システムを高信頼に作

るための所内基準とメーカ

ー要求の明確化を行う。さ

らに、深海底での調査や観

測のためのセンサに係る技

術等の研究開発として、小

型ランダーの開発とセンサ

類及び小型汎用深海カメラ

を実装し低コストでオペレ

ーションしやすいシステム

の構築を行う。加えて、海

洋・海底下環境における網

羅的な現場計測として、海

洋海底下での網羅的な現場

計測応用仕様の設計及び実

海域試験を行う。 

地震津波観測監視システ

ムの開発については、総合

ネットワークの開発とし

て、地震計同時設置システ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

類を自動認識するためのシステム

を開発し、室内試験及び海域試験で

認識システムが良好に作動するこ

とを確認した。 

次世代プラットフォームの要素

技術の研究開発として、セラミック

素材の基礎特性に関して追加の実

験を行い、セラミック耐圧容器設計

に関する取りまとめに着手した。複

雑な形状を有する探査機を対象と

した模型実験及び CFD 解析を実施

し、低速で巡航、定点保持、垂直上

下動等の自由度の高い運動を実施

する探査機の流体力微係数を求め

た。低密度（密度 1.0 以下）、かつ、

アルミ合金と同程度の引張強度を

有する高比強度部材を実現し、探査

機の機器搭載用部品の設計製作を

実施した。 

海洋システム信頼性高度化技術

の開発として、システムを高信頼に

作るための品質基準のひな型及び

システム開発のガイドライン作成

に着手した。 

深海底での調査や観測のための

センサに係る技術等の研究開発で

は、LED や電子部品をエポキシなど

の樹脂に浸して固定することによ

り、安価で耐久性の高い機器を製作

可能なことを実証し実用化すると

ともに、小型汎用カメラシステムを

開発し、小型ランダーに搭載するこ

とによって簡易に大深度の調査を

可能とした。 

海洋・海底下環境における網羅的

な現場計測として、海中や海底で直

接現場計測を実施できるように、深

海探査機に実装可能なマルチプル

化学センサやメタン濃度センサな

どのセンサ類などの開発を行った。

また、その一部のフルデプス化を行

が重要である。孔内観測装置及び

海底ケーブル式の観測システムに

ついては、今後、ガスハイドレー

トや海底石油開発の産油モニタリ

ング事業等にも活用されることが

期待される。 

以上のように、年度計画を着実

に進捗させただけでなく、特筆す

べき成果により将来的に中期目標

アウトカムの創出が期待される。 
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ム陸上試験を行うとともに 

AUV 搭載型の全自動展張装

置の仕様を策定する。また、

深部掘削孔内計測技術開発

（孔内センサの開発）とし

て、孔内観測装置 C0010 と

DONET を接続しリアルタイ

ム観測を開始するととも

に、C0010 について DONET

と孔内センサの比較評価の

実施及び長期の高温高圧セ

ンサ試験を行う。海底観測

技術の開発として、統合型

海底地殻変動センサの陸上

評価を行う。深部掘削孔内

計測技術開発の孔内テレメ

トリの開発として、光電気

変換基板及び通信評価基板

による試験結果に基づいた

試作機の設計及び伝送ケー

ブルの高温評価試験による

耐用温度限界の認定を行

う。孔内設置技術の開発と

して、T-Limits 観測装置設

置に向けた準備・整備、

ROV-Platform 切離し機構

について、T-Limits 観測装

置の設置に向けた最終準

備、センサ固定法の要素技

術の検討及び鋼管入り伝送

ケーブルの選定を行う。加

えて、次世代海洋資源調査

技術として、海域調査／海

域調整(センサ設置場所調

査、システム構築準備)及び

システム構成要素製造を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

った。これにより、採水から船上化

学分析までの時間経過による誤差

要因が排除され、取得データの品質

が向上した。今後は、海中や海底で

の現場計測により、精度の更なる検

証や運用性の確認が必要である。 

総合ネットワークの開発として、

地震計同時設置システムの手法検

討を行い、スケールモデルによる陸

上試験を実施するとともに、全自動

展張装置についてとりまとめを行

い、その結果を論文として投稿し

た。「ちきゅう」の掘削孔（C0010）

内の海底下 650m 付近に、地震計や

傾斜計などの観測装置を設置し、地

震津波観測監視システム（DONET）

に接続してリアルタイム観測を開

始した。海底下の高精度な地震観測

データがリアルタイムで入手可能

となったほか、地震や津波の研究者

にも公開された。設置されたセンサ

は、平成 28 

年 4 月に三重県南東沖の地震の

観測において、地震動のほか、地震

後も 2 日間にわたって間隙水圧が

上昇することや、2週間にわたり、

ゆっくり滑りが進行するなど海底

面では現状困難な高精度地殻変動

を観測し、本システムの有用性が実

証された。また、水圧計高温高圧試

験システムの構築・動作確認を実施

した。これは、「①海底では困難な

高度な観測を実現する掘削孔内へ

のセンサ設置技術（「ちきゅう」に

よる設置）」、「②長期間のリアル

タイム観測を実現する海底ケーブ

ル観測網（DONET）への接続技術（ROV

による設置）」、「③孔内データの

DONET データベース・データ流通・

解析システムへの統合（システム

化）」の３要素すべてがそろって実
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現するものであり、これら技術を有

する機構ならではの成果である。 

海底観測技術の開発として、室内

試験により±10 度の姿勢制御動作

を確認、海底設置パッケージとして

整備し、長期陸上評価試験を実施し

た。深部掘削孔内計測技術開発の孔

内テレメトリの開発として、孔内テ

レメトリ通信評価基板の長期高温

評価試験 (137℃環境)及びケーブ

ルの伝送特性評価を実施し、試作機

設計におけるアンプ及び高域補正

回路の設計に資するデータを取得

した。 

「ちきゅう」による室戸沖限界生

命圏掘削調査（T-Limit）用孔内観

測装置及び ROV-platform 切離し機

構の準備を行い、いずれも実オペレ

ーションにて動作は良好であり、プ

ロジェクトの科学目標達成に貢献

できた。センサ固定法の要素検討と

してはセンサ固定機構の数学モデ

ルの構築を行った。鋼管入り伝送ケ

ーブルの選定については T-Limit

用サーミスタケーブルへの応用を

目途に仕様を確定し、実機製作を行

い、実オペレーションにおいて設置

に成功できた。特に、その頑強性か

ら船上での組立時間をかなり短縮

することができたことは大きな成

果といえる。 

SIP の一環として、ROV（ハイパ

ードルフィン）による大室海穴内の

熱水活動を調査し、センサ及びジャ

ンクションボックス設置位置を確

定するとともに、ROV（YKDT）によ

るケーブルルート調査を行い、ケー

ブルルートを確定した。また、シス

テム構成要素のうち、ジャンクショ

ンボックスの製造を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



83 
 

 

(ロ) 高精度・高機能観測シ

ステムの開発 

未知の領域を効率的・効

果的に探査、利活用するた

めの海中・海底探査システ

ム及びそれらに関連するサ

ブシステム並びに長期にわ

たり広範囲な３次元空間を

高精度で観測するための観

測システム開発を行う。ま

た、プロファイリングフロ

ート等の新たな観測インフ

ラ、センサ及び測定機器等

についても開発を進める。

開発が完了したものについ

ては、実用化を加速させる

ために逐次運用段階へ移行

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ロ) 高精度・高機能観測シ

ステムの開発 

未知の領域を効率的・効

果的に探査、利活用するた

めの海中・海底探査システ

ム及びそれらに関連するサ

ブシステム並びに長期にわ

たり広範囲な３次元空間を

高精度で観測するための観

測システム開発を行う。ま

た、プロファイリングフロ

ート等の新たな観測インフ

ラ、センサ及び測定機器等

についても開発を進める。

開発が完了したものについ

ては、実用化を加速させる

ために逐次運用段階へ移行

する。 

 平成 28 年度は、海中・海

底探査システム及びそれら

に関連するサブシステム開

発について、AUV の要素技

術の高度化として、高精度

計測装置のコンポーネント

試験と調整、海中燃料電池

のための海中発電装置の開

発、水平アレイ評価結果の

まとめ、水中音響ネットワ

ークのシミュレーションの

検討及び複数機運用に必要

な技術開発として、洋上中

継器（ASV）－AUV の試験を

実施するとともに実証機の

開発を行う。また、ROV の

要素技術の高度化として、

大容量高速光通信システム

の詳細設計・試作、一次ケ

ーブルの不具合の原因究

明・対策、次世代推進・航

法システムの概念設計、次

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 AUV の要素技術の高度化として、

スーパーハイビジョンカメラ(8K）

を海中カメラにするための耐圧容

器と遠隔制御装置を開発した。高効

率・小型化を実現した閉鎖式 HEML

（High Efficiency Multi Less）の

2KW級燃料電池システムを完成させ

陸上発電試験を実施した。水平アレ

イ受信方式の検討については、シミ

ュレーションを実施し、必要なアレ

イ長、素子数に関する検討・評価を

実施した。水中音響ネットワーク方

式の検討として、MIMO（送信及び受

信の双方で複数の送受波器を使い、

通信品質を向上させる技術）通信の

シミュレーション検証を行い、適応

型位相共役処理を用いることで、

OFDM（直交周波数分割多重）に比較

して多重化度を大きく向上できる

ことが分かった。 

複数機運用に必要な技術開発と

して、海中の AUV と陸上をつなぐ新

たな ASV 実証機を完成させるとと

もに、実海域において、ASV 実証機

のシステム試験を実施した。 

ROV の要素技術の高度化として、

既存水中機器の伝送機能に大容量

高速光通信機能を拡張することが

できる小型 100G 伝送装置を試作

し、4K カメラ映像のリアルタイム

伝送試験を行った。平成 26 年度に

発生した一次ケーブルの不具合（う

ねり発生）については、シミュレー

ション及び試験を実施し、うねり発

生のメカニズムを推定、うねり発生

抑制に有効な設計を行った。超大深

度における航法システムに関する

技術開発として、小型姿勢方位基準

 

 

 

平成 28 年度における本項目の

進歩は、中期目標に向けて着実に

成果を創出しているだけでなく、

顕著な研究成果も得ている。 

顕著な研究成果としては北極海

海氷下での映像撮影に成功した小

型の AUV 開発が挙げられる。北極

海、特に海氷が季節的に存在する

海域では、技術的な困難さゆえに

観測データの空白が生じている

が、今回、海氷下で運用できる簡

易かつ安価な AUV を開発できたこ

とにより、限られた期間しかアク

セスできない北極域の観測研究を

大きく進展させることが可能とな

った。 

このように、困難な技術的課題

を克服し、「みらい」航海におい

て北極海での実運用を行い中期目

標Ⅱ-1-(2)海洋・地球環境変動研

究開発へ貢献することができた。

また、少人数で対応可能な小型・

簡易・安価なシステムであること

から、今後、他機関などにも広く

活用されることが期待される。 

以上のように、特筆すべき成果

が創出されていることや中期目標

アウトカムの達成に大きく貢献し

たと判断した。 
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世代画像・情報処理システ

ムの試作及び高効率海中作

業システムの試作・試験評

価を実施する。さらに、次

世代プラットフォーム技術

開発として、スマートセン

サの開発に着手するととも

にウェーブグライダーの電

源システム開発を行う。 

長期にわたり広範囲な３

次元空間を高精度で観測す

るための観測システム開発

については、長期定域観測

システムの実用化として、

長期フロートのプロトタイ

プに向けた改良を実施する

とともに簡易フロートの試

験機の実海域試験を行う。 

環境影響評価技術とし

て、ランダーシステムの実

機設計を行う。また、レジ

リエントな防災・減災機能

の強化のために、強潮流域

係留系の性能向上に向けた

実海域試験を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

装置を１万 m 小型無人探査機試験

機（UROV）に搭載し、陸上試験及び

水槽試験を実施したほか、大深度用

ドップラー測度計の概念設計を実

施した。１万 m仕様の高精細カメラ

（高感度４Kカメラ）を試作し、水

槽にて水中映像評価を実施した。

ROVの高効率海中作業システムに関

しては、ROV 用コアリングシステム

（単点型）、同全周囲画像表示シス

テム、同推進システム（フリッパー

型全方位移動型クローラシステム）

及び水中音響カメラシステムを試

作、汎用 ROV に搭載して海中試験を

実施し、性能確認を実施した。 

次世代プラットフォーム技術開

発として、スマートセンサの運用に

向けたドキュメント整備を実施す

るとともに、ウェーブグライダーの

電源システム試作機の検討及び

ADCP 給電用電流制限回路の実装を

行った。 

温暖化の影響で激変する北極海

の海氷下の様子をとらえるために、

簡易フロートをベースとして、海氷

下に潜り込み、水温、塩分に加えて

動画の撮影ができる簡易な小型の

自律型無人潜水機（AUV）を試作し

た。少人数でオペレーションが可能

かつ低価格で複数展開できるコン

パクトサイズの AUV が実現した。

「みらい」航海（MR16-06）にて、

北極海でのオペレーションを実施

し、我が国で初めて北極海における

海氷下の自律航走に成功するとと

もに、塩分、水温などの観測データ

を取得し、海氷下の映像の撮影に成

功した。これは我が国初の成功であ

る。北極海、特に海氷が季節的に存

在する海域では、技術的な困難さゆ

えに観測データの空白が生じてい
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(ハ) オペレーション技術

の高度化・効率化 

観測や探査・調査等をよ

り効率的・効果的に推進す

るため、AUV 及び ROV の機

能や複数機同時運用等の運

用技術の高度化、これらを

用いた海底ケーブルネット

ワークの効率的な構築や運

用保守技術の開発、水中グ

ライダーや新型プロファイ

リングフロート等の新たな

観測システムについては、

平成 27 年度を目途に一部

について運用を開始し、こ

れらを加えた統合的な調

査・観測システムを効率的

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ハ) オペレーション技術

の高度化・効率化 

観測や探査・調査等をよ

り効率的・効果的に推進す

るため、AUV 及び ROV の機

能や複数機同時運用等の運

用技術の高度化、これらを

用いた海底ケーブルネット

ワークの効率的な構築や運

用保守技術の開発、水中グ

ライダーや新型プロファイ

リングフロート等を加えた

統合的な調査・観測システ

ムを効率的に運用するため

の基本技術を構築する。 

平成 28 年度は、AUV 及び

ROV の機能や複数機同時運

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

るが、今回、海氷下で運用できる簡

易かつ安価な AUV を開発できたこ

とにより、限られた期間でしかアク

セスできない北極域の観測研究に

おいて観測研究を大いに進展させ

ることが可能となった。また、簡易

かつ安価なため、他機関など広く展

開され利用されることが見込まれ

る。今後の課題としては、AUV の機

能として正確な位置を把握する機

能を高めることや、生物の一次生産

を計測するための高速フラッシュ

励起蛍光光度計（FRRF）を搭載する

など、センサ系の計測項目を増やす

ことにより、一層研究ニーズに則し

た展開が可能となる。 

 環境影響評価技術として、「江戸

っ子１号」を環境影響評価ができる

ように改良（耐腐食性の向上、動画

撮影時間の延伸、化学データ取得）

したほか、強潮流域係留系の性能向

上に向け、種々の形状の浮力体模型

による水槽実験を実施した。 

 

 

 

AUV の運用技術開発として、「ゆ

めいるか」については、海底地形調

査と海底地下構造探査の双方を一

度に実施できるように観測性能を

向上させた。「おとひめ」について

は、機体後部に 2機のスラスタを追

加することにより、低高度航行、旋

回性能及び定点保持性能を向上さ

せた。ROV の運用技術開発として、

ランチャー・ビーグル方式による大

深度用 UROV（Untethered Remotely 

Operated Vehicle）システムの設

計・組立てを実施。作動確認のため、

陸上試験及び水槽試験を実施した。 

また、AUV の複数機運用による海

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本項目は平成 28 年度計画に照

らして着実に進捗しており、将来

的な中期目達成に向けて成果を創

出していると判断する。 

特に、洋上に人が立ち入らずに

ASV や AUV を用いて海底近い調査

を行うシステムは、従来の調査シ

ステムに大幅な効率化をもたらす

可能性があり、機構の中期目標Ⅱ

-1-(1)海底資源研究開発への貢献

のみならず、オイル業界をはじめ

とした産業界にブレイクスルーを

もたらすことが期待される。同シ

ステムを用いて参加する Shell 

Ocean Discovery XPRIZE において
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に運用するための基本技術

を構築する。 

用等の運用技術の高度化を

行う。AUV の運用技術開発

として、「ゆめいるか」の実

用化に向けた機能向上と調

査潜航及び「おとひめ」の

機能向上を行うとともに関

連する試験を実施する。ま

た、ROV の運用技術開発と

して、高機能 ROV の新たな

運用技術の開発及び可搬式

多目的 ROV 運用技術の開発

を行うとともに必要な試験

を実施する。 

統合的な調査・観測シス

テムを効率的に運用するた

めの基本技術の構築とし

て、ブイ運用技術の高度化

のため、西太平洋トライト

ンブイ網の継続努力、フィ

リピン沖ブイ網の維持、イ

ンド洋 RAMA ブイ網の維持

もしくは増強を行いつつ運

用効率化を推進するととも

にトレーサビリティーの体

系の確立を継続する。また、

海面フラックス計測グライ

ダー等の運用向上に向けた

試作、陸上試験やデータ品

質管理システムの構築に着

手する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

底地形調査に加えて、洋上の中継器

も無人（ASV）とし、洋上に人が立

ち入らないシステムで海底地形調

査を行うための基礎検討を複数の

機関連携で開始した。従来、船に人

員が乗り組み、船からの調査や、船

から探査機を降ろして海底地形を

調査していたが、人が洋上に出るこ

となく、無人のロボットによって海

底地形を調査するというものであ

り、本手法を用いることで大幅な海

洋調査の効率化が見込まれる。平成

28 年度は ASV による複数 AUV の曳

航、自動展開、複数 AUV による海底

地形調査と ASV による管制、調査後

の回収とデータ解析に至る調査に

必要な一連の課題に対して実現可

能な方策を検討した。今後の課題と

しては、探査機の相互の通信や自動

展開・回収の確実性向上、トラブル

時の対処方法など検討が必要であ

る。これらの成果を基に、人が洋上

に立ち入ることなく、無人のロボッ

トによって海底地形を調査すると

いう従来の海底地形調査の概念を

覆す新たな調査手法について、実現

可能な方式を立案した。また、本方

式を条件とする国際コンペティシ

ョンである Shell Ocean Discovery 

XPRIZE に応募し、書類審査を通過

して準決勝（平成 29 年 9 月）に進

出した。 

ブイ運用技術高度化のため、西太

平洋においてトライトンブイの設

置・回収、フィリピン沖において、

トライトンブイを新設（１測点）、

インド洋において、m-トライトンブ

イを設置・回収（２測点）するとと

もに、トレーサビリティー体系の確

立が継続された。海面フラックス計

測グライダー等の運用向上に向け

は、他機関との連携（中期目標Ⅱ

-5-(1)に記載）や、広報活動（中

期目標Ⅱ-3-(2)に記載）にも取り

組んでおり、機構内外からも注目

度を高めている。母船レス AUV 運

用は従来の概念を覆すような技術

開発であるが非常に困難な課題も

あり 、今後実際の探査機を用いた

試験・調査を実施していく予定で

ある。 

以上のように、年度計画を進捗

させ成果を創出しただけでなく、

将来的に中期目標アウトカムの創

出が期待できる。 
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た改良、実運用海域での試験やデー

タ品質管理システムの構築が継続

された。 

 

 

４．その他参考情報 

＜平成 27 年度の主務大臣評定における課題の指摘＞ 

・中期目標で定める先端的基盤技術の開発・活用を効果的に行うためには、中期目標・中期計画期間中にどのような技術を開発するかの目標について、開発時期やスペック、今後の活用方策等も含め具体的

にロードマップ化することが必要であるが、現状のロードマップではこの点が明確になっておらず、どの程度、年度計画を加速し、観測・運用技術を高度化したのか判然としない。 

・このため、項目Ⅰ-1-(1)～(4)の研究開発におけるニーズ等を踏まえて、いつまでに、具体的にどのような技術を開発し、どのように活用するのかをロードマップ等で明確にした上で、業務の実施や評価を

していくことが求められる。 
 

【指摘事項に対する措置内容】 

○ 他の研究開発課題におけるニーズのみならず、前年度までの進捗や予算等の状況を鑑み、毎年度当初に見直しを行った詳細なロードマップを作成している。本項目では昨年度より提示している簡易版ロ

ードマップ線表を作り直し、注目事項を追加でプロットした他、「ロードマップにおける特筆事項」を記載するスライドを設け、中期目標の達成に向けて加速、抑制を行った要素をロードマップと照らして

表現することとした。指摘事項に対する具体の主要事例は以下の通りである。 

・研究者と技術者の連携会議等を行い、例えば、SIP では、ニーズを吸い上げることで AUV/ASV 複数機運用技術開発を前倒して進めるとともに、今後必要となる複数 AUV 間の情報交換を可能とする音響技術

開発を進め、いつまでに何が必要なのかをロードマップ等で明確にした。 

・深海現場化学センサ群の開発や、北極域での氷縁域観測用の小型 AUV の開発などはニーズベースの開発であるが、実海域試験航海までの期間が限られている中、必要な開発部分の特定と既存技術の組合

せにより、短期間で研究者ニーズに即した技術開発を実現させた。同時に、技術の社会実装までをも睨み、国際的に通用し、かつ市場性も見込んだ開発であった。 

○ 海洋フロンティア技術開発部会の評価推進委員会では、外部有識者よりこれら取組について「科学課題と技術開発との連携はよく進んでいる」、「ビジネス化できる要素がいくつもあると思われる」等の

高評価を受けており、機構内の他の研究開発課題への貢献にとどまらず、機構外に対してもこれまでの成果をより一層普及させるため、「JAMSTEC シーズ集」への掲載等の工夫も行っている。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－(1) 船舶・深海調査システム等 

関連する政策・施策 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応 

施策目標９―５ 国家戦略上重要な基盤技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人海洋研究開発機構法第十七条 

第三号 大学及び大学共同利用機関における海洋に関する学術研究に

関し、船舶の運航その他の協力を行うこと。 

当該項目の重要度，難易

度 
 

関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0295,0296 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

船舶運航日

数（日） 
― 1,770 1,702 1,438 

              予算額（千円） 
22,687,078 25,126,957 23,010,722   

深海調査シ

ステム潜航

回数（回） 

― 260 275 149 

  決算額（千円） 

20,190,079 22,071,995 18,821,726   

       経常費用（千円） 17,407,067 28,385,348 21,239,501   

       経常利益（千円） ▲468,677 ▲3,083,475 ▲1,713,707   

       行政サービス実施コ

スト（千円） 
16,431,314 23,390,921 25,876,581   

        従事人員数 108 97 97   

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 機構は、海洋科学

技術分野におけ

る国家基幹技術

たる世界最先端

の研究開発基盤

を有する世界ト

ップレベルの研

究開発機関とし

て、研究船、深海

調査システム、

「地球シミュレ

ータ」等の施設・

設備を自ら使用

するとともに、機

構の研究開発業

機構が保有する「ちきゅ

う」を除く研究船、有人及

び無人深海調査システム等

について、自らの研究開発

に効率的に使用するととも

に、各研究船の特性に配慮

しつつ、科学技術に関する

研究開発等を行う者の利用

に供する。また、大学及び

大学共同利用機関における

海洋に関する学術研究に関

し、船舶の運航等の協力を

行う。 

「ちきゅう」については、

IODP の枠組みの下、ちきゅ

機構が保有する「ちきゅ

う」を除く研究船、深海調

査システム等を自ら使用す

るとともに、海洋科学技術

をはじめとする科学技術の

推進のため外部機関等の利

用に供する。「白鳳丸」と「新

青丸」については、研究船

共同利用運営委員会事務局

である東京大学大気海洋研

究所との緊密な連携・協力

により、学術研究の特性に

配慮した運航計画に基づい

て運航を行い、大学及び大

学共同利用機関における海

・海洋科学技術分

野の基盤となる

施設・設備等が効

率的に運用・共用

されたか 

 

 

  

船舶の運用・共用に関して、研究

船（「よこすか」、「かいれい」、「み

らい」の 3船）については、主に外

部有識者から構成される海洋研究

推進委員会が選考した研究船利用

公募課題と機構が自ら実施する所

内利用課題をもとに効率的な運航

計画を策定し、研究開発又は学術研

究を行う者等の利用に供した。研究

船の年間総運航日数については、

908 日（うち、受託航海 478 日。「か

いめい」の運航日数を含む。）とな

った。 

学術研究船（「白鳳丸」及び「新

Ａ 

平成 28 年度の船舶運航におい

ては、2 船減船の影響を受けなが

らも効率的な運航や外部資金の獲

得によって 1 船あたりの運航日数

は維持・向上させる様に努めた。

さらに、社会的・国際的に波及効

果が大きいと考えられる航海につ

いて難易度の高いオペレーション

をこなすことによって実現させ

た。これにより、「海洋科学技術分

野の基盤となる施設・設備等が効

率的に運用・共用されたか」とい

う視点に則って鑑みるにＡ評価に

値するものと考えた。以下にその

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示す通

り、中期計画及び年度計画に定

められた以上の業務の進捗が認

められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・老朽化による２船の廃船があ

った中で、例年通りの着実な

運航実績をあげただけでな

く、熊本地震、西之島、メタ

ンハイドレート産出試験事前

掘削等、緊急性の高い調査や

社会的に関心の高い研究に適
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務の遂行に支障

がない範囲で、海

洋科学技術をは

じめとする科学

技術の推進のた

め外部の利用に

供する。また、東

京大学大気海洋

研究所等との緊

密な連携協力の

下、学術研究の特

性に配慮した運

航計画に基づい

て研究船の運航

等を行い、大学及

び大学共同利用

機関における海

洋に関する学術

研究に関し協力

を行う。 

地球深部探査船

「ちきゅう」につ

いては、IODP の枠

組みの下、ちきゅ

う IODP 運用委員

会（CIB）を通じ

て国際的な運用

に供する。また、

機構の業務や同

計画の円滑な推

進に支障がない

範囲で、掘削技術

を蓄積するため、

外部機関からの

要請に基づく掘

削のために供用

する。 

「地球シミュレ

ータ」について

は、中期目標期間

中に更新時期と

なることから、国

内外の地球科学

う IODP 運用委員会（CIB）

による検討及び助言を受け

て機構が策定した科学掘削

計画に基づき運用する。ま

た、我が国が推進するプロ

ジェクト等に活用する。さ

らに、「ちきゅう」の運用に

資する技術をより一層、蓄

積させることを目的に、科

学掘削の推進に支障のない

範囲で、海洋科学技術の推

進に資すると認められる場

合において、外部資金によ

る掘削等を実施する。 

 

洋に関する学術研究に関し

協力を行う。「かいめい」に

ついては、平成 29 年度より

の本格運用に向け、慣熟訓

練航海を実施する。開発中

の AUV については、本格運

用に向け、研究航海に投入

しつつ海域試験を実施し、

安定した運用を目指す。加

えて、西太平洋トライトン

ブイ網の継続努力、インド

洋 RAMA ブイ網を維持しつ

つ運用効率化を推進する。 

「ちきゅう」については、

IODP の枠組みの下、ちきゅ

う IODP 運用委員会（CIB）

による検討及び助言を受け

て機構が策定した科学掘削

計画に基づき運用する。ま

た、我が国が推進するプロ

ジェクト等に活用する。さ

らに、「ちきゅう」の運用に

資する技術をより一層、蓄

積させることを目的に、科

学掘削の推進に支障のない

範囲で、海洋科学技術の推

進に資すると認められる場

合において、外部資金によ

る掘削等を実施する。 

 

青丸」の 2船）は東京大学大気海洋

研究所が事務局を務める研究船共

同利用運営委員会が策定する運航

計画をもとに、学術研究に供用し

た。また、東京大学大気海洋研究所

と緊密な連携・協力体制を取るため

「学術研究船運航連絡会」を定期的

に開催し、学術研究船の保守整備や

運航等に関する情報交換を行った。

学術研究船の年間総運航日数は、

530 日（うち、受託航海 93 日）と

なった。 

また、既往の閣議決定等に示され

た政府方針を踏まえ、研究航海の効

率向上のため研究船利用公募航海

と学術研究船共同利用航海の審査

一元化に向けた調整を東京大学大

気海洋研究所と開始し、研究船利用

公募システムを見直す検討を実施

した。新たな公募システムについて

は平成 30 年度（平成 31 年度航海）

から導入開始を目指している。 

これらの研究船、学術研究船の運

航に際しては海域調整業務を推進

し、水産関係者との調整等を行っ

た。 

船舶の運用に関する特筆事項とし

て、平成 28 年度においては、当初

計画していなかった緊急調査や従

来にない高難易度のオペレーショ

ンが求められる研究航海を実施し

た。 

平成 28 年 4 月に熊本県から大分

県にかけて発生した震度 7（マグニ

チュード 7.3）を記録する地震（熊

本地震）に対し、愛媛県松山市から

大分県の佐賀関半島に延びる中央

構造線（断層帯）を同年 6月下旬に

「新青丸」で緊急調査した。当該海

域は、①沿岸の浅海域、②豊後水道

の強潮流、③船舶交通が輻輳する瀬

戸内海等の理由で調査が困難な海

域で、アジマス推進機等を有し最も

具体的な理由を記載する。 

 

（1）社会的関心の高い研究航海の

実施 

○地震・津波に対する緊急調査 

平成28年4月に発生した熊本地

震に関連する断層の周辺海域や、

平成 28 年 11 月に福島県沖で発生

した地震の震源域について、「新青

丸」等を用いて緊急調査を実施し

た。こうした調査航海は、漁業調

整や各種申請業務もあり、通常、

調査航海までに十分な準備期間を

要するが、即座に調査実施決定し

迅速に準備調整を進めたことで実

施できたものである。また、熊本

地震の周辺海域は強潮流や船舶交

通量の多い海域であり、船舶振替

を行うなどの対応を行うことで、

社会的関心・要望の高い事案に対

して時機を捉えた調査を実施する

ことが可能となった。 

○従来にないオペレーションを求

められる調査航海の実施 

東京大学地震研究所等の研究チ

ームが提案した噴火後初の西之島

上陸調査航海においては、事前に

海底地形図もないことや、上陸す

る場所から検討するといった過去

に例を見ない航海であった。噴火

後初めての上陸を行う調査航海で

あり、社会的関心も高い中、安全

に細心の注意を払い、緻密な運航

計画を策定・遂行し、その火山活

動の直接観測、活動監視を可能と

した。 

 

（2）「ちきゅう」による年度当初

予定を上回る研究航海の実施 

年度当初に実施が確定していた

研究航海は、IODP 第 365 次研究航

海「南海トラフ地震発生帯掘削計

画」のみであったところ、各研究

切に対応・貢献した。このよ

うに状況に応じた柔軟な運営

体制が構築されている点は評

価に値する。 

・また、「しんかい 6500」のワン

マンパイロット化に向けた改

造などオペレーション技術の

高度化を進めたことにより、

研究者の乗船機会の増加が図

られるなど、観測・調査研究

の推進へ貢献している。 

・特に、深海掘削システムにつ

いては、強流下での海底掘削

サポートシステムの導入、船

上-陸上間の試料輸送方法の

工夫等により、当初予定を上

回る高効率な運用実績が得ら

れたといえ、高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・年間の公募型研究航海日数・

公募枠が、年々減少の一途を

たどり、平成 28 年度は平成 24

年度と比べて半減している。

このような観測船の運用体制

が逼迫していく現状に対し

て、中長期的な課題解決に向

けた具体的なビジョンの策定

については、引き続き切迫感

をもって取り組む必要があ

る。 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

・貴重なデータが得られる緊急

調査をトップダウンで意思決

定し、実施したことは評価に

値する。一方で、機構の本来

的な研究業務への支障になら

ないような配慮も必要であ

る。 

・熊本地震の調査航海のような

迅速な対応が、どんな成果を
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分野における科

学技術動向や大

型計算機の整備

状況等を踏まえ

整備を進める。 

 

機動性をもっているという理由か

ら「新青丸」以外での調査が困難で

あり、当初予定されていた調査航海

を「みらい」に振り替えて対応した。

調査海域は、大分県、山口県、愛媛

県の 3 県の漁業者が入り会いで漁

業操業を行っているが、極めて短期

間で当該 3 県の漁業者との調整を

実施し実現した。 

また、平成 28 年 11 月 22 日に福

島県沖で発生した津波を伴うマグ

ニチュード 7.3 の地震に対し、同日

の 11 月 22 日に「新青丸」、翌日の

11 月 23 日に「よこすか」での緊急

調査を実施した。平成 29 年 2 月に

「新青丸」で 3回目の緊急調査を行

い、迅速な意思決定により実現し

た。ROV による潜航調査により、海

底面の割れ目や、白い変色域を伴う

高さ 2ｍ程度の段差が観察された。 

従来にない高度なオペレーション

を求められる航海としては、平成

28 年 10 月 16 日～26 日に「新青丸」

にて実施した西之島噴火後初めて

の上陸調査が挙げられる。当該航海

は東京大学地震研究所等の研究チ

ームが「新青丸」共同利用航海にお

いて、実施したものであり、平成

25年 11月の噴火後初めて上陸を含

めた調査を行うというものであっ

た。平成 28 年 8 月に火口周辺警報

が「入山危険」から「火口周辺危険」

に引き下げられたことを受けて、調

査航海を決定した当時に予定して

いなかった「上陸調査」実施を決定

した。前例のない噴火後初めての上

陸調査ということもあり、気象庁か

らの情報収集や、林野庁、環境省を

はじめ、海域を管轄する海上保安本

部、漁業関係者等と多岐にわたる関

係者に対して運航部門、研究者が適

切かつ迅速に説明・調整を実施する

ことができた。さらに、噴火によっ

航海における運用面での効率化、

外部資金の獲得等に努め、IODP 第

370 次研究航海「室戸沖限界生命

圏掘削調査」では航海日数の追加、

SIP「沖縄トラフ熱水性堆積物掘削

Ⅲ」は追加実施することとなり計

3 つの（延べ 5 か月にわたる）研

究航海を実施することができた。 

特に、第 365 次研究航海では、

新たに開発、導入したドリルパイ

プサポートシステムにより、作業

の安全性が格段に向上するととも

に、当初 25 日を予定していた

Genius Plug の回収及び LTBMS の

設置を 8日間短い 17 日で完了し、

コア試料採取まで可能にした。 

第 370 次航海においては船上研

究と陸上研究チームの 2 チームを

同時に編成する新たな方法によ

り、船上で迅速に処理された分析

用コア試料をヘリコプターで高知

コアセンターに輸送し（計 44 便）、

高精度の最先端分析を実施するこ

とに成功。 

 

（3）「第 2 回メタンハイドレート

産出試験事前掘削」への「ちきゅ

う」供用 

外部資金による資源掘削として

「第 2 回メタンハイドレート産出

試験事前掘削」を実施した。本航

海は、国産天然ガス資源の商業的

な利用を目指す一環で行われたも

のであり、我が国のエネルギー政

策に貢献。世界でメタンハイドレ

ート海洋産出試験に成功している

掘削船は「ちきゅう」のみであり、

関連技術を一層蓄積することは、

将来の外部資金獲得に資すると考

えられる。本航海後には、平成 29

年度の「第 2 回メタンハイドレー

ト産出試験」を受託することにな

った。 

もたらしたかについても、一

般にわかりやすく発信するこ

とが求められる。 

・船が減った分を研究の効率化

と稼働率増で対応している

が、長期的には無理な操業は

課題である。 

・外部資金の獲得によって１船

あたりの運航日数は維持・向

上させる努力が図られている

が、交付金ベースによる長期

的・基礎的な調査研究に対す

る減船の影響については、数

字だけではなく個々の現場レ

ベル（研究者単位）の感触を

含めた慎重な評価が求められ

る。 

・「２船減船にもかかわらず、１

船あたりの運航日数は維持」

を根拠として高めの自己評価

をしているが、減船と１船あ

たりの運航日数とはそもそも

因果関係があるべきなのか、

疑問。１船あたりの航海日数

が前年度並みであり、受託航

海日数が 1.3倍ということは、

いいかえれば全体から受託航

海を差し引いた「公募・所内

利用」は減少しているという

ことを意味する。中期目標に

ある、「研究開発又は学術研究

を行うもの等の利用」につい

ては、必ずしも増進したとは

いえないように思われる。 
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て西之島周辺の海底地形図が大き

く変化し「海図」が一時廃止となっ

たが、海上保安庁に働きかけ測量船

により最新の水深測量結果の提供

を受けることで「新青丸」の航路を

決定した。上陸ルート・手法の検討

（ゴムボートによる上陸）や火山性

有毒ガスへの対策など、航海・上陸

に当たっての諸問題が多く、綿密な

運航計画が求められたが、関係者と

協力して解決していくことで当該

調査航海を安全に遂行することが

できた。 

また、Lord Howe Rise 掘削プロ

ジェクトの実施に向け、掘削予定周

辺海域において「かいれい」を利用

した反射法地震探査等による事前

調査を実施した。「かいれい」は総

容量 7800cu.in.のチューンドアレ

イ化したエアガン及び長さ 6000m

のストリーマーケーブルにより、高

分解能の地質構造探査データを得

ることが可能であり、機構がこれま

でに培った詳細な地質構造を把握

する技術が認められたことにより

実施された。 

さらに、小型の自律型無人潜水機

（AUV）の試作機（Retrievable 

Arctic Icy edge observation 

Vehicle （RAIV））を用いた試験観

測を実施するため、「みらい」を用

いて北極海航海を実施した。当該試

験観測作業は、氷縁域において作業

艇を用いて RAIV を海中に投入・回

収するというものであった。氷縁域

でのこうした作業は、流氷・氷塊の

衝突等、様々な危険を伴う作業であ

るが、「みらい」での長年に渡る北

極海航海で蓄積した知見を踏まえ

て当該作業に係る作業基準を新た

に見直すなど、細心の注意を払い、

安全に遂行した。その結果、我が国

で初めて AUV による北極海におけ

 

以上の通り、平成 28 年度は当初

予定にない、又は上回る船舶運航

や、先行例のないオペレーション

を求められる調査航海を安全運航

に留意しつつ完遂することができ

た。海洋科学技術分野の基盤とな

る船舶・深海調査システムを極め

て効率的に運用・供用したと考え

るため本項目の評定をＡとする。 
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る海氷下の自律航走、塩分等の観測

データ取得、海氷下の映像取得に成

功するなど、目覚ましい成果を生む

一助となった。 

海底広域研究船「かいめい」につ

いては平成 28 年 3 月末に造船所か

ら引渡しを受け、平成28年度は119

日の慣熟訓練航海を実施した。遠隔

操作型無人探査機（ROV）、40m ジャ

イアントピストンコアラー、CTD、

パワーグラブ等の主要機器につい

て、オペレーションからサンプル・

データの取得及び解析までを含め

た実際の研究航海を模擬した訓練

を実施し、今後の実運用に向けた確

認を行った。これにより、平成 29

年度からの本格運用に向けた体制

を整えた。 

深海探査システムに関しては、

「しんかい 6500」については、乗

船研究者 2名、パイロット 1名で運

用するワンマンパイロット化（従来

は、乗船研究者 1名、パイロット 2

名）とするための改良・検査を実施、

この改良を受けて、平成 29 年度に

ワンマンパイロット模擬訓練潜航

等を実施。平成 29 年度本格運用を

目指し開発中の AUV「じんべい」に

ついては、観測機能の向上や揚収作

業効率の向上などを図るための改

造を行い、平成 29 年度からの本格

運用に備えた。また、AUV による海

洋環境の調査観測手法を確立する

ための研究開発に開発中の AUV「ゆ

めいるか」を投入した。そのほか、

深海巡航探査機「うらしま」の航法

支援技術の向上、「かいこう」シス

テムでの人工黒鉱の採取等運用技

術開発等を実施した。 

 西太平洋トライトンブイ網の継

続努力、フィリピン沖ブイの新設、

インド洋 RAMA ブイ網の維持もしく

は増強をしつつ運用効率化を推進
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した。 

「ちきゅう」についてはちきゅう

IODP 運用委員会の助言等を踏まえ

て平成 28 年度の運航計画を策定

し、機構内外の研究活動に供用し

た。参加した研究者の総数は 85 名

（国内 57 名、国外 28 名）となった。 

IODP 科学掘削計画に基づく「ち

きゅう」の運用として、IODP 第 365

次研究航海「南海トラフ地震発生帯

掘削計画」を、紀伊半島新宮市南東

約 85km において実施した。（平成

28 年 3 月 26 日～4 月 27 日）IODP

第 365 次研究航海では、IODP 第 332

次研究航海（平成 22 年度）にて設

置した簡易型孔内観測装置(Genius 

Plug) の回収及び新たな長期孔内

観測システム（LTBMS）の設置に成

功した。本航海で設置された LTBMS

は、平成 28 年 6 月に「新青丸」に

より熊野灘沖東南海震源域におけ

る地震・津波観測監視システム

(DONET1)に接続された。また、平成

27 年度のドリルパイプ脱落トラブ

ルを受けて開発した強流下でのラ

イザーレス掘削用ドリルパイプサ

ポートシステムの導入により、安全

かつ効率的な作業を実現した。上記

システムの導入により、作業日数が

8日間短縮されたため、コア試料の

採取も実施可能となり、科学成果の

創出に寄与した。 

IODP 科学掘削計画に基づく「ち

きゅう」の運用としては、IODP 第

370 次研究航海「室戸沖限界生命圏

掘削調査」を高知県室戸岬南東約

120kmに位置する南海トラフ沈み込

み帯先端部において実施した（平成

28 年 9 月 10 日～11 月 23 日）。IODP

第 370 次研究航海では、海底下 189 

m から基盤岩に達する 1180 m の区

間で、「ちきゅう」を用いた IODP 科

学掘削航海で一つの孔から採取し
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たコア試料として最多となる 112

本のコア試料を採取した。また、海

底下約860 mまでの区間で新たに開

発した孔内温度計の設置に成功し

た。さらに、IODP 研究航海におい

て初めて船上研究チームと陸上研

究チームの 2チームを編成し、船上

で迅速に処理された分析用コア試

料をヘリコプターで高知コアセン

ターに輸送し（計 44 便）、超高清浄

度クリーンルーム、次世代シーケン

サー等の分析機器を用い、高精度の

最先端分析を実施した。 

我が国が推進する科学掘削プロ

ジェクトへの「ちきゅう」活用とし

て、SIP「沖縄トラフ熱水性堆積物

掘削Ⅲ」を沖縄・伊是名海穴、伊平

屋小海嶺において実施した。（平成

28 年 11 月 16 日～12 月 15 日）高温

かつ低 Ph 環境に対応可能な機器を

開発、運用方法を検討し、コア試料

の採取（9孔）、孔内物理検層（6孔）、

及びモニタリング装置設置（1孔）

に成功した。 

経済産業省では、将来の国産天然

ガス資源として期待されているメ

タンハイドレートの商業的な利用

を目指して研究開発を行っており、

その一環として愛知県・三重県沖に

おける「第 2回メタンハイドレート

産出試験事前掘削」 が実施され、

機構は、本掘削のドリリングコント

ラクターである日本海洋掘削株式

会社（JDC）との資源掘削契約に基

づき、外部資金による掘削等とし

て、「ちきゅう」を供用した。（平成

28 年 5 月 12 日～6月 13 日） 
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４．その他参考情報 

＜平成 27 年度の主務大臣評定における課題の指摘＞ 

・「ちきゅう」等の船舶・深海調査システムを高効率に運用するため、開発・運用部門として具体的にどのような工夫を行ったのか、オペレーション技術の高度化がどれくらい図られたのかについては、必ず

しも明確になっていない。 

・機構における減船や運営費交付金の減少など、観測船の運用体制が逼迫していく現状は、我が国の海洋コミュニティ全体で懸念されており、中長期的な問題解決に向けた具体的なビジョンの策定が急がれ

る。 
 

【指摘事項に対する措置内容】 

○ 船舶・深海調査システムについては、これまでも逼迫した予算状況への対応もあり高効率に運用するためオペレーション技術の高度化、工夫について積極的に取り組んできたところである。具体的には

以下の様な取組が例として挙げられる。 

黒潮などの高潮流下ライザーレス掘削では、ドリルパイプに与える応力や疲労蓄積が通常掘削に比べるとはるかに大きく、ドリルパイプの振動による作業効率の低下も著しい。それらの問題点を解消す

るために「ちきゅう」では、ライザーレス掘削用ドリルパイプサポートシステムを開発した。本システムを採用することで、IODP 第 365 次研究航海「南海トラフ地震発生帯掘削計画」では、過去の実績を

基にたてられた計画と比較して 8 日間の作業日数を短縮することができ、当初計画していなかったコア試料の採取も実施可能となった。本システムは、掘削業界にはない全く新しいコンセプトのシステム

で、安全性の確保にも優れている。本システムについては特許申請中（アメリカ及びブラジルにも申請準備中）であり、産業界に向けた活用も期待されるところである。 

「しんかい 6500」及び「うらしま」の同時搭載を可能とするため「よこすか」の格納庫を改修し、平成 28 年度の航海において、効率的な調査・運用が可能であることを確認した。これにより「うらしま」

で得られたデータを船上で解析し、基地港である横須賀本部へ戻らずに「しんかい 6500」による調査を行うことが可能となった。同時搭載することで従来は複数回に分けて実施していた調査航海を一航海

で実施できるようになるなどの運用効率向上が図られている。 

「しんかい 6500」については従来パイロット 2名、研究者 1名という運航体制であったところ、平成 28 年度、パイロット 1名、研究者 2名というワンマンパイロット化に向け、コックピット内の機器配

置レイアウト変更工事等を実施した。平成 30 年度以降から本格的にワンマンパイロット運用を開始する予定である。ワンマンパイロット化によって運用の効率化及び海底目視観察の機会の拡大が図られ、

調査研究の推進に貢献することとなる。 

また、平成 28 年度評価においては、運用部門の具体的な取組として、例年通りの着実な運航実績に加えて、社会的、研究的ニーズに則した航海を実施するために通常とは異なる対応を実施した調査航海

を取り上げている。具体的には平成 28 年 4 月に熊本県から大分県にかけて発生した震度 7 の地震及び平成 28 年 11 月 22 日に福島県沖で発生した津波を伴うマグニチュード 7.3 の地震に対して実施した緊

急調査航海や西之島噴火後初の上陸調査航海（ともに「新青丸」にて実施）などである。 

以上の様に船舶・深海調査システムを高効率に運用するため各年においてもオペレーション技術の高度化や取組の工夫が図られている。今後も引き続きこれらの取組を推進するとともに明示することを

心掛けていきたい。 
 

○ 機構における減船や運営費交付金の減少に伴う研究船利用公募枠の減少など、船舶等の運用体制が逼迫していく現状は、我が国の海洋コミュニティ全体でも懸念されているところ。（海洋工学センター助

言委員会においても有識者からもコメントがあった。） 

このような現状を踏まえ、東京大学大気海洋研究所（AORI）と実施している研究船利用公募に関しては、公募枠が減少していることに鑑み、AORI と機構の共同で、研究船公募体制検討会を立ち上げ、公

募審査の一元化について検討を開始した。検討会では平成 29 年度中に AORI、機構の双方で検討事項を整理し、平成 30 年度から新たな公募の開始を目指すこととしている。 

また、機構では「ちきゅう」以外の船舶については①海底の広域的研究、②極域から熱帯までの海洋・地球科学の研究、③深海調査研究、④沿岸及び近海域海洋調査研究という 4 つのニーズへ対応する

機能を維持することとしている。 

こうした中、「かいめい」が就航する一方、「なつしま」及び「かいよう」が退役したが、船舶は当面 6船体制（「ちきゅう」を除く）とし、運航に必要な燃料費等の流動費を安定的に確保できるよう、予

算要求では船舶の機能に応じた課題解決型のプロジェクトを設定し、研究開発課題とセットで要求することに改めたほか、外部資金の多面的な獲得に努めることとした。 

他方、現在、北極域研究船検討会での議論も踏まえた北極域研究船や、次世代深海探査システム委員会の提言を踏まえた深海探査システムに係る検討も進めており、これらの船舶・探査機も含め、中長

期的な問題解決に向けた機構全体としての船舶運用を検討しているところ。さらに機構外においても、海洋コミュニティの縮小が懸念される中、海洋コミュニティを含めた全体の底上げに資するための取

組も実施されている。平成 28 年度の G7 茨城・つくば科学技術大臣会合における「つくばコミュニケ」や総合海洋政策本部のプロジェクトチームである海洋観測強化 PT において、海洋観測の重要性が取り

上げられているが、当該会議には、機構役職員も積極的に関与している。 

現状、学術研究船や研究船における公募課題での運航日数は減少傾向であるものの、最大限に研究者コミュニティに配慮した運航を行っているが、今後も研究者コミュニティの理解を得ながら検討を進

めていく必要があると認識しており、文部科学省や海洋開発分科会ともよく相談して引き続き検討を進めて参りたい。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－(2) 「地球シミュレータ」 

関連する政策・施策 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応 

施策目標９―５ 国家戦略上重要な基盤技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人海洋研究開発機構法第十七条 

第四号 機構の施設及び設備を科学技術に関する研究開発又は学術研

究を行う者の利用に供すること。 

当該項目の重要度，難易

度 
 

関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0295 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

ノード可用

率(％) 
― 95.94 89.09 89.10 

              予算額（千円） 
4,483,704 3,010,444 3,030,539   

課題数(件) ─ 49 65 65   決算額（千円） 4,447,309 2,954,537 3,047,405   

登録成果数

(件) 
─ 613 687 732   

経常費用（千円） 
5,057,504 3,678,070 3,425,290   

       経常利益（千円） ▲191,303 ▲283,476 ▲78,542   

       行政サービス実施コ

スト（千円） 
8,920,607 6,793,823 4,361,512   

        従事人員数 76 52 32   

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 機構は、海洋科学

技術分野におけ

る国家基幹技術

たる世界最先端

の研究開発基盤

を有する世界ト

ップレベルの研

究開発機関とし

て、研究船、深海

調査システム、

「地球シミュレ

ータ」等の施設・

設備を自ら使用

するとともに、機

構の研究開発業

「地球シミュレータ」を

効率的に運用し、システム

運用環境の改善を進めるこ

とで利便性を向上させ、円

滑な利用環境を整備すると

ともに、利用者に対しては

利用情報及び技術情報を適

宜提供する。また、「地球シ

ミュレータ」を民間企業、

大学及び公的機関等の利用

に供し、これらの利用者と

の共同研究を推進する。 

更新後２年目に入った

「地球シミュレータ」の安

定した運用を行ない、最大

限の計算資源を供用する。

また、利用情報・技術情報

の機構内外への提供と利用

者サポート、計算資源とス

トレージの効率的な利用を

進め、利便性を向上させ、

利用促進と成果創出加速を

はかるとともに、機構や国

等の推進するプロジェク

ト、民間企業、大学及び公

的機関等に計算資源を提供

する。 

・海洋科学技術分

野の基盤となる

施設・設備等が効

率的に運用・共用

されたか 

・「地球シミュレ

ータ」等の施設・

設備の利用者と

の共同研究が推

進されたか 

 

 

「地球シミュレータ」は年間を通

じてほとんど障害のない運用を実

現した。安定稼働を実現するために

ハードウェア及びソフトウェアの

状況モニタリング、メーカーと連携

した障害につながる予兆の早期発

見や予防保守、及び計画的なソフト

ウェアの更新を行なった。また、使

用率向上のために、平成 27 年度に

続き、ユーザ会議を平成 28 年 10 月

に開催し、運用計画や利用促進に関

する情報を直接伝達するとともに

利用者からの意見聴取を行った。さ

らに、進捗の遅れている課題の利用

Ａ 

「地球シミュレータ」について

評価軸に鑑みるに、想定を遥かに

上回る非常に質の高い運用をして

いることから、Ａ評定の基準に合

致するものと考える。その根拠と

して本項目における特筆すべき取

組の中から、以下に 4 つを取り上

げて紹介する。 

 

①地球シミュレータの安定的な運

用 

助言委員会からは「地球シミュ

レータは極めて安定的に運用され

ている。運用に係る研究者、技術

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示す通

り、中期計画及び年度計画に定

められた以上の業務の進捗が認

められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・運用に携わる研究者、技術者

の多大な努力により、「地球シ

ミュレータ」を安定的に運用

し、高い可用率や前年度比

50％増もの利用課題数を達成

できたことは高く評価でき

る。また、空調の効率化によ
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務の遂行に支障

がない範囲で、海

洋科学技術をは

じめとする科学

技術の推進のた

め外部の利用に

供する。また、東

京大学大気海洋

研究所等との緊

密な連携協力の

下、学術研究の特

性に配慮した運

航計画に基づい

て研究船の運航

等を行い、大学及

び大学共同利用

機関における海

洋に関する学術

研究に関し協力

を行う。 

地球深部探査船

「ちきゅう」につ

いては、IODP の枠

組みの下、ちきゅ

う IODP 運用委員

会（CIB）を通じ

て国際的な運用

に供する。また、

機構の業務や同

計画の円滑な推

進に支障がない

範囲で、掘削技術

を蓄積するため、

外部機関からの

要請に基づく掘

削のために供用

する。 

「地球シミュレ

ータ」について

は、中期目標期間

中に更新時期と

 

 

 

 

 

 

者へのヒアリング、利用者全員を対

象にした 2 回のアンケート調査を

行い、課題として挙げられたファイ

ル容量の不足への対応や、個別の技

術支援やプログラムの一回の実行

時間の上限の拡大等を行なって利

用を促進した。 

加えて、「京」コンピュータ運用

の取組に学び、資源消費の進んだ利

用者が、当初の割当て外でシステム

の空き時間を使用できる「低優先度

ジョブ」による運用を導入し、更な

る計算資源の有効活用を図った。 

その結果、年間の計画保守を除く

運用時間の割合である可用率は

99.86％を実現し（平成 27 年度は

99.96％）、他のトップレベルの計算

機センターの運用実績（「京」の場

合、平成 27 年度は 97.7％）を上回

り、実際の使用率も平成 27 年度

（89.09％）を上回る 89.10％を達

成した（「京」の場合、平成 27 年度

は 75.4％）。 

年間の総演算数は 3,199EFLOPs

で、平成 27 年 4 月～5 月がハーフ

構成だった平成27年度実績を12ヶ

月フル構成で使用した値に換算し

た場合に比べて 8％増加した。省エ

ネルギーのための計算機室施設運

用の改善も進め、冷却も含めた地球

シミュレータ全体の単位電力消費

当りの実行演算数の実績で比較す

ると、9％の改善となった。 

利用サポートでは、講習会、ホー

ムページでの情報発信のほか、計算

技術と運用の両面で利用相談を推

進した。相談件数は、226 件（前年

比 10％増）で、平成 27 年度より、

リモートアクセスやチューニング

に関する相談が減少し、利用方法や

申請方法に関するものが増大した。

者たちの献身的な努力の賜物であ

り、これだけ大規模なシステムを

大きなトラブルなく運用している

点を高く評価する。」とのコメント

を得ており、地球シミュレータが

海洋科学技術分野の基盤として、

効率的に運用・共用されたことが

有識者からも高く評価されている

といえる。 

 

②利用課題数・利用機関の増加と

共同研究の推進 

地球シミュレータの公募型の利

用課題は、公募課題が平成 27 年度

比 150％と大幅な伸びを示したほ

か、利用機関数は平成 27 年度の

124 機関から 135 機関に増加する

とともに、機構と他機関との共同

研究に関連した所内課題 18 件、公

募課題 9 件、特別推進課題 4 件が

あるなど、幅広い利用者の確保と、

共同研究の推進が認められる。こ

れらの実績は、成果の最大化、科

学技術の強化及びイノベーション

の拡大と創出に寄与することがで

きる。 

 

③きめ細かい技術支援の実現 

特別推進課題の実施に当たって

は、各課題に対して専任サポート

要員を配し、進捗に合わせて必要

なプログラムの移植、動作確認、

最適化、ジョブスクリプト作成、

プリポスト処理を支援するなどの

きめ細かいサポートを推進した。

一部課題には情報システム部職員

が課題に直接参画するなど、地球

シミュレータによる成果創出の加

速を強力に推し進めたことが評価

された。特別推進課題への技術支

援についてまとめた論文が、2016

る電力節減（前年度６月～３

月実績と比べ 9.2％の改善）を

実現できたことも評価に値す

る。 

・特に、利用企業とのコミュニ

ケーションを強化し、ニーズ

に合わせたきめ細かなサービ

スを実施するなど利用者支援

を充実させることで、従来利

用実績のなかった「人工知能」

等の新規分野を含め産業利用

が格段に進み、前年度比 2.9

倍の収入を得られたことは、

今後、異分野・異業種との産

学官連携への展開も期待し得

ることから、高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・「機器の運用」という地味な分

野ではあるが、研究成果創出

を下支えする重要な役割を担

っており、こうした点でも地

道に成果を出すことが望まし

い。今後も引き続き、鋭意取

り組むことが求められる。 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

・平成 27 年度評価における指摘

を踏まえ、取組の成果（実績）

について、定量的に他との比

較や経年変化を示した自己評

価が行われており、業務運営

に改善が見られた。 

・安定的かつ効率のよい運営に

より利用者の幅を広げた実績

は、利用者に若手研究者が多

い点も含めて高く評価でき

る。 

・産業利用も含め、地球シミュ

レータの有効活用を一層進め
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なることから、国

内外の地球科学

分野における科

学技術動向や大

型計算機の整備

状況等を踏まえ

整備を進める。 

 

これは、新しい「地球シミュレータ」

の運用 2年目に入り、プログラムの

移行が一段落し、利用ノード数拡大

などに利用が高度化してきたため

と推定できる。これらのサポートに

より、上記に示した通り、平成 27

年度を上回る使用率が達成できた

といえる。 

特別推進課題については、3期・

延べ 6課題を実施した。各課題に対

して専任サポート要員を配し、進捗

に合わせて必要なプログラムの移

植、動作確認、最適化、ジョブスク

リプト作成、プリポスト処理を支援

するなどのきめ細かいサポートを

推進したことにより、各課題とも目

的の計算を終了することができた。

なお、特別推進課題への技術支援に

ついてまとめた論文が、2016 年ハ

イパフォーマンスコンピューティ

ングと計算科学シンポジウム

（HPCS2016）で最優秀論文賞を受賞

した。 

地球シミュレータの公募型の利

用課題は、公募課題 27 件（平成 27

年度比 150％）、特別推進課題 6件、

所内課題 23 件（平成 27 年度同数）

であり、そのうち、大学及び公的機

関等の共用及び共同研究の推進に

ついては、共同研究に関連した所内

課題 18 件、公募課題 9 件、特別推

進課題 4件が含まれ、利用機関数は

平成 27 年度の 124 機関から 135 機

関に増加した。 

加えて、平成 28 年度より、文部

科学省先端研究基盤共用促進事業

（共用プラットフォーム形成支援

プログラム）に「風と流れのプラッ

トフォーム」が採択され、地球情報

基盤センターが代表機関となり全5

機関が実施機関、3機関が協力機関

年ハイパフォーマンスコンピュー

ティングと計算科学シンポジウム

（HPCS2016）で最優秀論文賞を受

賞した。 

 

④産業利用分野等の拡大と利用収

入の増加 

特に、成果専有型有償利用にお

いては利用分野（業種）が広がり、

かつ前年度比 2.9 倍（約 86.6 百万

円）の収入を得た。この飛躍的な

利用拡大は、背景として①で掲げ

た地球シミュレータの極めて安定

的な運用状況を基盤として、③に

述べたきめ細かい技術支援、利用

者支援を実施し、さらに平成 27

年度末まで実施していた文部科学

省の補助事業である「先端研究基

盤共用・プラットフォーム形成事

業」により蓄積してきた運用実績

やノウハウと、スキーム等を適切

に移行することで自主事業に活用

した結果であり、産業利用が飛躍

的に進んだ顕著な成果である。ま

た、国際協力も進めており、ドイ

ツ気候計算センター（DKRZ）と協

力協定を締結し、相互訪問と TV

会議による情報交換を行ったほ

か、共同 WS を開催した。 

 

この分野は「機器の運用」とい

う本来地味で高評価を受けにくい

分野であるにも関わらず、上述し

た以外の真摯な取組も含め、本項

目全体について極めて高品質な地

球シミュレータ等の運用、及び利

用促進支援、共同研究の推進等が

推進されたと客観的にも判断でき

る。したがって、本項目の評定を

Ａとする。 

てもらいたい。 
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として参加して活動を開始した。

「風と流れのプラットフォーム」で

は、相補的な風洞（アナログ風洞）

と地球シミュレータ（デジタル風

洞）を共用に供し、分野を問わず、

風と流れに関する様々なユーザニ

ーズに対応している。初年度の平成

28年度は全体で11件の利用があっ

た。 

産業利用の推進に関しては、大規

模共有メモリシステムでバージョ

ンアップも含め 10 本の動作検証、

並列性能の確認を行うなど、ベンダ

と連携したサービスの充実をはか

った。その結果、成果専有（非公開）

型有償利用は、利用者支援を高く評

価した大口利用者により、利用金額

で平成 27 年度比の 2.9 倍と大きな

増収となった。なお、利用件数は大

口の資源利用増加に連動して、新規

案件開拓の当初目標を変更して効

率的運用の促進を図った。 

地球シミュレータの課題募集は、

中期計画の遂行を支える所内課題

はもとより、コミュニティに開かれ

た公募課題及び成果促進加速課題

としての特別推進課題についても

行った。それらの課題選定に当たっ

ては、外部有識者で構成された公募

審査委員会、所内課題、特別推進課

題については所内の選定委員会を

構成し、研究計画と過去の利用実績

などから厳正かつ公正に選定した。 

地球シミュレータの利用分野で

は、所内課題で大気・海洋 18、固

定・宇宙 4、と全 23 課題中 22 課題、

公募課題で、大気・海洋 10、固体・

宇宙6と全27課題中16課題が海洋

地球科学関連となっており、この分

野の研究基盤として地球シミュレ

ータは重要な役割を果たした。 
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最新の製品動向や将来技術の理

解のため、ドイツ気候計算センター

（DKRZ）と、平成 28 年 5 月に協力

協定を結び、プログラム最適化と性

能、計算センター運用とエネルギー

効率など 4 テーマを決め、毎月の

TV 会議と相互訪問により検討を進

めるとともに、平成 29 年 3 月に共

同ワークショップを DKRZ において

開催した（機構から 5名が参加）。 

さらに、国際コンベンションであ

る SC16 への出展、高性能シミュレ

ーションに関するワークショップ

（WSSP）共同主催（東北大との連

携）、国内機関との情報交換（理研

AICS、阪大 CMC、東北大 CSC、国立

環境研）を行った。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－(3) その他の施設設備の運用 

関連する政策・施策 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応 

施策目標９―５ 国家戦略上重要な基盤技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人海洋研究開発機構法第十七条 

第一号 海洋に関する基盤的研究開発を行うこと。 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0295,0297,0298 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

供用施設・

設備の使用

実績（回） 

― 385 490 462 

              予算額（千円） 

552,642 511,584 5,427,106   

       決算額（千円） 549,642 598,122 788,961   

       経常費用（千円） 631,456 623,935 374,271   

       経常利益（千円） ▲3,119 4,296 6,862   

       行政サービス実施コ

スト（千円） 
734,074 645,086 355,863   

        従事人員数 19 16 36   

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 機構は、海洋科学

技術分野におけ

る国家基幹技術

たる世界最先端

の研究開発基盤

を有する世界ト

ップレベルの研

究開発機関とし

て、研究船、深海

調査システム、

「地球シミュレ

ータ」等の施設・

設備を自ら使用

するとともに、機

構の研究開発業

務の遂行に支障

高圧実験水槽等の施設・

設備について、自らの研究

開発に効率的に使用すると

ともに、研究開発等を行う

者の利用に供する。 

 

 

 

高圧実験水槽等の施設・

設備について、自らの研究

開発に効率的に使用すると

ともに、研究開発等を行う

者の利用に供する。 

 

 

 

・海洋科学技術分

野の基盤となる

施設・設備等が効

率的に運用・共用

されたか 

 

高圧実験水槽等の施設・設備につ

いて、自らの研究開発に効率的に使

用するとともに、研究開発等を行う

者の利用に供した。使用日数は高

圧・中型高圧実験水槽（146 日）、

多目的実験水槽（70 日）、超音波水

槽装置（108 日）となっており、計

画的かつ効率的に自主点検・整備等

の維持管理を実施の上、主に機構内

の研究開発のために潜水調査船、深

海探査機、研究調査機器及び海洋観

測機器などの機能向上並びに耐水

圧試験などに利用している。また、

施設・設備を機構内で使用していな

い期間も、外部の企業や大学などの

Ｂ 

機構の研究開発のためのみなら

ず、外部機関の研究・機器開発等

の試験などに供用することで、効

率的に運用し、科学技術の推進に

貢献している。 

計画通りの実績であり、着実な

業務運営がなされていることから

本項目の評定をＢとする。 

 

 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

中期計画及び年度計画に定め

られた通り、概ね着実に業務が実

施されたと認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 ─ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 ─ 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 ─ 
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がない範囲で、海

洋科学技術をは

じめとする科学

技術の推進のた

め外部の利用に

供する。また、東

京大学大気海洋

研究所等との緊

密な連携協力の

下、学術研究の特

性に配慮した運

航計画に基づい

て研究船の運航

等を行い、大学及

び大学共同利用

機関における海

洋に関する学術

研究に関し協力

を行う。 

地球深部探査船

「ちきゅう」につ

いては、IODP の枠

組みの下、ちきゅ

う IODP 運用委員

会（CIB）を通じ

て国際的な運用

に供する。また、

機構の業務や同

計画の円滑な推

進に支障がない

範囲で、掘削技術

を蓄積するため、

外部機関からの

要請に基づく掘

削のために供用

する。 

「地球シミュレ

ータ」について

は、中期目標期間

中に更新時期と

なることから、国

研究・機器開発等の試験などに供用

した。 
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内外の地球科学

分野における科

学技術動向や大

型計算機の整備

状況等を踏まえ

整備を進める。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－３－(1) データ及びサンプルの提供・利用促進 

関連する政策・施策 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応 

施策目標９―５ 国家戦略上重要な基盤技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人海洋研究開発機構法第十七条 

第六号 海洋科学技術に関する内外の情報及び資料を収集し、整理し、

保管し、及び提供すること。 

当該項目の重要度，難易

度 
 

関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0295 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

DARWIN 公

開データ数 
─ 6,424 7,073 8,129   

予算額（千円） 
947,561 1,015,023 942,428   

BISMaL で

公開してい

る海洋生物

出現情報数 

─ 351,190 354,821 445,993   

決算額（千円） 

940,752 1,044,471 875,410   

GODAC デー

タベースへ

のページビ

ュー数 

─ 5,699,284 5,851,583 6,763,168   

経常費用（千円） 

992,834 1,015,680 962,962   

       経常利益（千円） 1,079 ▲4,849 ▲4,032   

 
  

    行政サービス実施コ

スト（千円） 
1,192,645 1,144,132 1,004,523   

        従事人員数 74 49 52   

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 研究活動を通じ

て得られたデー

タやサンプル等

海洋科学技術に

関する情報及び

資料を収集する

とともに電子化

等を進めること

により、研究者を

はじめ一般国民

が利用しやすい

形で整理・保管

機構が取得した各種デー

タやサンプル等に関する情

報等を国内外で実施されて

いる研究等の利用に供する

ため、データ・サンプル取

扱基本方針等に基づき体系

的な収集、整理、分析、加

工及び保管を行い、円滑に

情報等を公開する。このた

め、研究者や社会等のニー

ズに応じた目的別のデータ

公開システムを構築し、運

機構が取得する調査・観

測データや、海洋生物・掘

削コア試料・岩石等の各種

サンプルについては、それ

らの各種データや所在情報

（メタデータ等）を体系的

に収集・整理するとともに、

品質管理、分析、加工、長

期的で安全な保管を行う。

また、これらの各種デー

タ・サンプルを研究者等に

対して適切かつ円滑な公

・研究活動を通じ

て得られたデー

タ及びサンプル

について、研究者

をはじめ一般国

民が利用しやす

い形で整理・保

管・提供を行った

か 

 

 

 

 

機構が取得する調査・観測データ

や、海洋生物・掘削コア試料・岩石

等の各種サンプルについて修正・整

理を継続した。また、「かいめい」

等の新しい船舶への対応、過去航海

の航海 ID の統一などデータ公開の

ための環境整備を実施した。 

平成 28 年度の機構船舶航海の

102 航海、244 潜航に対して、メタ

データ公開数 2,300 件以上を公開

し、累積メタデータ数は 51,400 件

Ａ 

「データ及びサンプルの提供・

利用促進」について、社会からの

要請に応えること・社会へ研究開

発成果を還元することを強く意識

して取り組んだ結果、計画を大幅

に上回る成果が得られた。評価軸

に鑑みるにＡ評定の基準に合致す

るとものと考え、その根拠として

幾つもの取組の中から特に際立っ

たものを以下に 4つ紹介する。 

 

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示す通

り、中期計画及び年度計画に定

められた以上の業務の進捗が認

められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・継続的なデータ・サンプルの

収集・公開の実績を積み重ね

てきたことに加え、各種公開

データについて、いずれも大
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し、提供する。 

研究開発により

得られた成果に

ついては、論文の

投稿、研究集会に

おける口頭発表

等により積極的

に情報発信を行

い、我が国の海洋

科学技術の中核

機関として世界

を主導する。特

に、質の高い論文

の投稿により、投

稿論文の平均被

引用率を増加さ

せる。また、産業

界や他の研究機

関 へ の 情 報 提

供・利用促進によ

り、イノベーショ

ンを創出し、社会

への貢献を果た

す。 

国民の海洋に関

する理解増進を

図るため、プレス

発表、広報誌、イ

ンターネット、施

設・設備公開等を

通じて、国民に向

けた情報発信・提

供を積極的に行

う。機構の研究活

動、研究成果、社

会への還元等は、

最先端の科学技

術に関するもの

が多く、内容・意

義等について十

分に理解するの

が難しい場合も

あることから、具

用するとともに、国内外の

関係機関との連携を強化す

る。 

上記の他、国民の海洋に

関する理解増進等に資する

ため、海洋科学技術の動向

等に関する情報を収集・整

理・保管し、提供する。 

 

 

開・提供を実施する。 

これらのデータ・サンプ

ル情報等を効率的に提供す

るため、海洋生物情報や地

震研究情報等のデータ公開

システムの整備・機能強化

を進めるとともに、安定か

つ安全な運用管理により円

滑な公開、流通を実施する。

さらに研究者のみならず、

教育・社会経済分野等のニ

ーズやデータ利用動向の情

報を収集・分析し、それら

に対応した情報処理・提供

機能の整備を行う。 

また、オープンサイエン

スへの対応を検討する。 

併せて、国内外の関係機

関との連携を強化し、機構

が公開・提供する情報の円

滑な流通を実施する。特に、

ユネスコ政府間海洋学委員

会国際海洋データ・情報交

換（IOC/IODE）の枠組みの

下で運営されている全球規

模の海洋生物情報データベ

ースシステム(OBIS) の連

携データユニット(ADU)と

して、国内における関連デ

ータの受入・調整、保管、

提供及び OBIS とのデータ

連携等の調整を行う。 

上記の他、国民の海洋に

関する理解増進等に資する

ため、海洋科学技術の動向

等に関する情報を収集・整

理・保管し、提供する。ま

た、学術機関リポジトリ等

により研究者及び一般利用

者へ情報の発信と提供を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上となった。公開した深海画像・

映像は地学のデジタル教科書・図鑑

などの教材コンテンツとして利用

されている。 

特に、深海映像・画像は利用者か

らの要望により、高解像度（オリジ

ナル）画像のダウンロードを可能と

したことにより、深海画像の 1ヶ月

あたりの平均ダウンロード数が昨

年度と比較して 3.5 倍増加すると

いう利用状況となっている。また、

深海映像の 1 ヶ月あたりの平均ダ

ウンロード数も昨年度と比較して

2.4倍の増加となっている。さらに、

データ公開システムのユーザ登録

数が深海映像画像データベースに

ついて前年比 3.4 倍増加し、全体の

ユーザ登録数も 1.4 倍の増加とな

った。 

機構が収集した多様なデータ・サ

ンプルを使いやすい形で公開する

ためのデータ公開システムの開発

運用を実施した。また、これらを横

断的に検索できるサービスの提供

も行っている。平成 28 年度には、

岩石サンプルと堆積物コアサンプ

ルのデータサイトを航海・潜航デー

タ探索システムと統合して運用す

るシステムを開発した。 

平成 27 年度からむつ研究所と共

同で公開している津軽海峡東部海

洋短波レーダーデータサイトでは、

利用者の要望に基づいてスマート

フォンに対応したデータ提供を進

めた結果、早朝（4：00～7：00）の

青森県からの利用が 80％となり、

青森県の漁業関係者による利用が

定着したことが分かった。 

一方、海洋生物出現情報について

は、445,993 件（前年度 354,821 件）

の情報を公開し、生物種情報登録総

数は 22,262 種（前年度 21,295 種）

となっている。また、データ格納形

①データ及びサンプルの着実な収

集・公開活動への機構外からの高

い評価 

助言委員会からは「海洋地球観

測データ・サンプルの収集、保管、

品質管理、公開準備から公開に至

るまでの活動は地味であるが重要

な活動である。国内外の研究者コ

ミュニティへの貢献も大きい。国

際的にも高く評価されるであろ

う。」とのコメントを得るととも

に、国際的な海洋生物地理情報シ

ステム（OBIS）日本ノードとして

の継続的な活動も強く期待されて

いる。これは、機構が海洋に関す

るデータ提供の中核的役割を担っ

ていることが広く認められている

ものと高く評価する。 

 

②OBIS 運営会議の国内開催の実

現（国際的データ拠点としてのプ

レゼンス向上） 

海洋生物の多様性や分布情報を

扱う情報システム BISMaL を中核

的なシステムとして、OBIS へのデ

ータ連携を行い、日本ノード

J-OBIS の運用を行うことで、海洋

に関するデータ拠点としての役割

を十分に果たした。 

特に平成 28 年度は、OBIS 事務

局からの要請により、OBIS 運営会

議をアジアで初めて沖縄県名護市

の国際海洋環境情報センターで開

催した（OBIS ではアジア地域にお

ける不活性なノードの存在が問題

となっており、日本ノードに対し

て当該地域におけるネットワーク

形成を主導することを期待）。その

結果、OBIS のアジアノードが一堂

に会し 17 カ国 35 名の参加者が集

まるとともに、アジアノードが提

出したアクションプランが承諾さ

れた。 

幅なダウンロード件数の増加

（映像：月平均で前年度比 2.4

倍，画像：3.5 倍）が実現され

たことは高く評価できる。 

・津軽海峡東部海洋レーダーデ

ータサイトでは、スマートフ

ォンに対応したデータ提供を

進めた結果、青森県の漁業関

係者による利用が定着するな

どの成果をあげた。また、深

海デブリのデータベースを開

発するなど、幅広い利用を念

頭にデータの提供を進めてき

た。 

・このように社会的ニーズに対

応して、多様な利用者を対象

にデータ提供を進め、研究の

みならず、様々に活用され、

将来の海洋人材の育成にも貢

献していることは、高く評価

できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・客観的な数値による評価を実

施している点は評価できる

が、長期的な継続業務につい

ては、「前年度比」が必ずしも

成果の水準を評価する指標と

して適切ではない可能性もあ

るため、その評価方法につい

ては引き続き検討を進めるこ

とが必要である。また、ダウ

ンロードされたデータの二次

利用に関する追跡調査などと

ともに、当該項目の評価指標

について更に検討していくこ

とが求められる。 

・データ提供が進んでいること

をより一層情報発信して、一

般に周知することが求められ

る。そうすることで、使って

みたいと思う人が増えるなど

の好循環が生まれることを期
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体的なわかりや

すい情報発信に

よって、国民に当

該研究を行う意

義について理解

を深めていただ

き、支持を得るこ

とが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

式を Darwin Core1.2 から国際的な

標準提供形式である 2.0 へ変更し

た。これにより国際的データベース

である海洋生物地理情報システム

（OBIS）への安定的提供を実現し

た。 

海底常時観測システムによるデ

ータの高品質管理及び当該システ

ムの安定的運用を実現するととも

に、品質を確保した上で新規観測点

における長期孔内連続観測データ

を利用者へ提供した。海洋ゴミ問題

への対応に機構として寄与するこ

とを目指すために年度当初の計画

にはなかった深海デブリデータベ

ースを深海映像・画像データベース

を基に開発し、平成 29 年 4 月から

公開を開始した。 

さらに、各データ公開サイトのア

クセス分析と利用者の統計情報を

解析し、新たな利用者の獲得に向け

た情報収集を今後のサイト運用計

画に提供する予定である。 

機構が公開するデータの将来的

な利用と二次利用の促進のために、

デジタルオブジェクト識別子

（Digital Object identifier：DOI）

の付与を検討し、機構のデータに対

するDOI付与粒度やDOIメタデータ

項目の整理を行った。 

利用者からの要望を基に、機構が

発行している査読付き学術誌

「JAMSTEC Report of Research and 

Development（通称 JAMSTEC-R）」

に掲載が始まったデータペーパー

のデータ公開基盤としてJAMSTEC-R

データリポジトリを構築した。機構

のデータ・サンプルは、データポリ

シーに基づいて、データ・サンプル

の取得者が優先的に使用できる期

間が終了した後は特別な事情がな

い限り速やかに公開することとし

ている。平成 28 年度は、近年懸案

 

③社会的ニーズに応えるデータの

提供 

津軽海峡東部海洋短波レーダー

データサイトでは、利用者の要望

に基づいてスマートフォンに対応

したデータ提供を進めた結果、青

森県の漁業関係者による利用が定

着した。 

海底におけるごみの様子や地

質・地形、生態系との関係の理解

や、環境問題として教育現場等

様々な分野での活用、さらには国

際的にも対応が進められている海

洋ごみ問題への対処に寄与するこ

とが期待されるため、年度当初の

計画にはなかった深海デブリデー

タベースを深海映像・画像データ

ベースをもとに開発した。 

 

④活動指標の設定と、各指標の大

幅な増加の実現 

平成 28 年度の機構船舶航海の

102 航海、244 潜航に対して、メタ

データ公開数 2,300 件以上を公開

し、累積メタデータ数は 51,400

件以上のデータやサンプルについ

ての整理・保管・公開についての

着実な成果を挙げた。加えて、利

用者の要望等反映して、ユーザ登

録数は昨年度比で 1.4 倍の増加

（特に、深海映像・画像アーカイ

ブスは前年度比 3.5 倍増加）、ダウ

ンロード件数は、月平均で前年度

比 2.4 倍（映像）、画像は 3.5 倍程

度の増加を実現した。 

・データ公開システムのユーザ登

録数（前年度比 1.4 倍） 

・深海映像・画像アーカイブスの

登録データ数（前年度比 3.4 倍） 

・映像と画像のダウンロード件数

（前年度比（月平均）2.4 倍（映

像）・3.5 倍（画像）） 

待したい。 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

・ユーザ登録数、ダウンロード

件数などの活動指標を設定

し、客観的な数値による評価

を実施しており、平成 27 年度

評価における指摘事項に適切

に対応できている。ただし、

今後は「前年度比」にこだわ

らない成果水準の評価方法に

ついても検討を進めることが

必要である。 
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となりつつある国の利益に関わる

データ・サンプルの公開を制限する

場合の検討を開始し、新たな所内ル

ールの構築に着手した（平成 29 年

度構築完了予定）。また、検討に当

たっては外部有識者を招き 3 回の

勉強会を開催した。勉強会は機構内

で広く募集し、累計で約 220 名の聴

講があった。 

機構が運営する、海洋生物の多様

性や分布情報を扱う情報システム 

BISMaL を中核的なシステムとして

OBIS へのデータ連携を行い、日本

ノード J-OBIS の運用を行った。 

特に、平成 28 年度は、アジア地

域における不活発な地域ノードの

活性化のため、OBIS 事務局からの

要請により通常ベルギーで行われ

る年一回の OBIS 運営会議を、機構

がローカルホストとなり、国際海洋

環境情報センターで開催すること

で、アジアノードが一堂に会する場

を提供した。その結果、17 カ国 35

名の参加者による年間活動報告及

び次年度行動計画の採択が行われ、

アジアノードが提出したアクショ

ンプランが承諾された。 

さらに、国内における生物多様性

情報の効率的な集積と円滑な流通

システムの実現のために、複数の国

内関連学会に対し学会誌のデータ

リポジトリとしての BISMaL の利用

可能性について説明を行った。 

図書資料については、横須賀本

部・横浜研究所図書館を中心に全拠

点合計で図書 4,519（6,631※）タ

イトルを受け入れ、和雑誌 89（91）

タイトル、外国雑誌 616（749）タ

イトルを購入、提供した。また、機

構研究者からの 985（1,605）件の

文献複写依頼、255（148）件の図書

の貸借依頼に対応するとともに、外

部機関より依頼のあった 103（98）

 

上述した 4 つ以外の取組も含

め、本項目全体について当初計画

していなかった取組や、その効果

が得られ、非常に有意義な成果と

なった。これらの取組や成果を評

価軸に鑑みると全体として計画を

大きく上回る成果が得られ、した

がって、本項目の評定をＡとする。 
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件の文献複写、31（23）件の図書の

貸借に対応した。 

機関リポジトリの運用を通じて、

積極的に外部へ研究開発成果を発

信した。総データ数は 29,290

（26,809）件で、うち機構刊行物を

含む 2,941（2,732）件については

本文データも公開している。 

一般利用者へ開放している横浜

図書館（2F）は、延べ 9,135（8,916）

名の利用があり、1,776（1,097）冊

を貸し出した。平成 29 年 3 月より、

広く一般に機構関連図書をはじめ

とする海洋科学技術に関する情報

を提供する目的で、図書館蔵書目録

のインターネット公開を開始した。

また、機構の普及広報活動に連動す

る形で、横浜研究所一般公開・地球

情報館休日開館日にも開館した。 

※カッコ内は昨年度実績 

 

 

４．その他参考情報 

＜平成 27 年度の主務大臣評定における課題の指摘＞ 

・データ・サンプルの公開件数等は漸増にとどまっている。また、「研究開発成果の最大化」を図るためには、我が国の海洋科学技術分野の研究活動において新たに生み出した価値を次の産業活動や社会実装

に繋げるなど、戦略性をもってデータ・サンプルの提供・利活用を促進していく必要がある。 

・データ及びサンプルの提供・利用促進については、取組のみならずその効果を測る指標を設定するなど、可能な限り客観的かつ具体的な根拠を積み上げた説明を求める。 
 

【指摘事項に対する措置内容】 

地球情報技術部及び国際海洋環境情報センターで扱うデータ・サンプル情報を公開するデータ公開システムでは、利用者はユーザ登録をすることにより各データ公開サイトを横断的に利用することがで

きる。このユーザ登録数は機構が提供するデータ・サンプルの利用状況を示す客観的かつ経年変化を見るために適した指標となる。今年度は昨年度と比べてユーザ登録数は 1.4 倍の増加となったが、深海

映像・画像アーカイブスの登録数が前年度比で 3.5 倍増加したことが要因であり、データ・サンプル利用の特徴を調べるためにも適した指標と考えられる。映像と画像のダウンロード件数は、前年度と比

較して月平均で映像は 2.4 倍、画像は 3.5 倍程度の増加となっている。これは、画像の場合にはオリジナル画質のデータがダウンロードできるようになったことが要因と考えられ、データ・サンプルの利

用状況を示す指標として用いることが可能である。データ公開サイトの訪問数も記録しており、やはり指標として用いることが考えられる。このような利用状況を示すデータを他法人との比較のために用

いることができるかは、今後調査の上で検討する予定である。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－３－(2) 普及広報活動 

関連する政策・施策 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応 

施策目標９―５ 国家戦略上重要な基盤技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人海洋研究開発機構法第十七条 

第二号 前号に掲げる業務に係る成果を普及し、及びその活用を促進す

ること。 

当該項目の重要度，難易

度 
 

関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0295 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

各拠点の見

学 者 人 数

（人） 

35,000 48,323 40,862 43,331 

              予算額（千円） 

492,374 496,407 353,185   

プレス発表

（件） 
― 61 67 48 

  決算額（千円） 
492,050 506,982 454,056   

ホームペー

ジアクセス

数（万件） 

― 1,123 1,251 1,370 

  経常費用（千円） 

546,316 541,703 471,356   

       経常利益（千円） ▲7,510 ▲3,916 ▲16,396   

       行政サービス実施コ

スト（千円） 
599,053 529,185 423,352   

        従事人員数 37 31 30   

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 研究活動を通じ

て得られたデー

タやサンプル等

海洋科学技術に

関する情報及び

資料を収集する

とともに電子化

等を進めること

により、研究者を

はじめ一般国民

が利用しやすい

形で整理・保管

海洋科学技術の発展と社

会貢献における機構の役割

について、国民に広く周知

することを目的とした普及

広報活動を展開するため、

以下の事項を実施する。 

 

 

 

a. 機構の研究開発事業へ

の理解増進及び海洋科学リ

テラシーの向上に貢献する

海洋科学技術の発展と社

会貢献における機構の役割

について、国民に広く周知

することを目的とした普及

広報活動を展開するため、

以下の事項を実施する。 

 

 

 

a. 機構の研究開発事業へ

の理解増進及び海洋科学リ

テラシーの向上に貢献する

・機構が実施した

海洋科学技術の

発展と社会貢献

について、国民に

広く周知できて

いるか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【a.】 

各 拠 点 の 施 設 の 一 般 公 開 で

11,564 名（10,632 名）、常時見学

者受入れでは 31,747 名（29,911

Ａ 

機構が取り組む普及広報活動に

ついて、それぞれ計画や指標値を

上回るだけでなく、我が国が掲げ

る海洋立国の実現に向けて「海洋」

に対する自治体等の関心を高めた

年である。その機運に対し、機構

が持つこれまでの経験を十分活か

すことができた。これは基準に照

らしてもＡ評定と判断するに至る

十分な成果であり、以下に特筆す

べき代表的な事項を紹介する。 

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示す通

り、中期計画及び年度計画に定

められた以上の業務の進捗が認

められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・初めて全国の自治体向けに船

舶の一般公開希望調査を実施

し、これまで開催実績のない

自治体でも一般公開を進めた
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し、提供する。 

研究開発により

得られた成果に

ついては、論文の

投稿、研究集会に

おける口頭発表

等により積極的

に情報発信を行

い、我が国の海洋

科学技術の中核

機関として世界

を主導する。特

に、質の高い論文

の投稿により、投

稿論文の平均被

引用率を増加さ

せる。また、産業

界や他の研究機

関 へ の 情 報 提

供・利用促進によ

り、イノベーショ

ンを創出し、社会

への貢献を果た

す。 

国民の海洋に関

する理解増進を

図るため、プレス

発表、広報誌、イ

ンターネット、施

設・設備公開等を

通じて、国民に向

けた情報発信・提

供を積極的に行

う。機構の研究活

動、研究成果、社

会への還元等は、

最先端の科学技

術に関するもの

が多く、内容・意

義等について十

分に理解するの

ため、各拠点の施設・設備

の一般公開（各年 1回）、見

学者の常時受入れ、保有す

る研究船の一般公開、広報

誌（年 6 回）等の発行及び

出前授業・講師派遣等を行

う。研究船の一般公開での

見学者数を除き、機構全体

で１年あたり 35,000 人程

度の見学者の受入れを維持

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b. 国民との直接かつ双方

向のコミュニケーション活

動を行うため、横須賀本部

海洋科学技術館、横浜研究

所地球情報館、国際海洋環

境情報センターの展示施設

等を活用するとともに、各

地域で開催される展示会・

イベント等への協力を行

う。また、地域に密着した

普及広報活動にも取り組

む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ため、各拠点の施設・設備

の一般公開（各年 1回）、見

学者の常時受入れ、保有す

る研究船の一般公開、広報

誌（年 6 回）等の発行及び

出前授業・講師派遣等を行

う。研究船の一般公開での

見学者数を除き、機構全体

で１年あたり 35,000 人程

度の見学者の受入れを維持

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b. 国民との直接かつ双方

向のコミュニケーション活

動を行うため、横須賀本部

海洋科学技術館、横浜研究

所地球情報館、国際海洋環

境情報センターの展示施設

等を活用するとともに、各

地域で開催される展示会・

イベント等への協力を行

う。また、地域に密着した

普及広報活動にも取り組

む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名）、機構全体で合計 43,311 名

（40,543 名）の見学者の受入れを

行い、年度計画を達成した。また、

研究船の一般公開では、22,375 名

の見学者が来船し、特に、石巻の小

中学生対象プレイベント「なつやす

み海と地球の探検学校」に 153 名、

高知コアセンター講演会「『ちきゅ

う』が高知にやってくる！」に1,055

名、「ちきゅう」に関連した高知市

内小中高校での出前授業 8 回合計

1,306 名が参加した。そのほか、横

浜、晴海でも併催イベントにおいて

講演を実施した。 

広報誌「Blue Earth」は日本語版

6巻、英語版 1巻（通巻 145 号）、

抜き刷り版 3 巻（143 号、144 号、

145 号）、特別版 1 巻（TEAMS 合本

号）を発行した。 

 

【b.】 

 地域に密着した普及広報活動と

して、拠点の展示施設を利用したイ

ベントを開催しており、毎月定期的

に開催している「横浜研究所休日開

館」においては、研究者による公開

セミナーや子供向けイベントを実

施した。また、夏休み期間に、横浜

研究所において「夏休みキッズ実験

ひろば（2回）」、「夏休み工作教

室」、国際海洋環境情報センター

（GODAC）において「ROV パイロッ

トトレーニング（5回）」等を開催

した。 

各拠点の地域で開催されるイベ

ントにおいては、「よこすかさかな

祭り」「沖縄市サイエンスフェスタ

2016」「なごサイエンスフェスタ

2017」「Yフェスタ追浜」「沖縄の

産業まつり」「小田原みなとまつり」

「初島ところてん祭り」ジオパーク

 

（1）全国の自治体に対し、次年度

の船舶一般公開の希望調査を初め

て実施 

他機関にないファシリティを有

する機構において、船舶等の一般

公開は国民に提供できる最も直接

性の高いイベントである。その積

極的かつ戦略的な実施のため、機

構の設立以来、初めて全国の自治

体に対し、平成 29 年度の船舶一般

公開の要望調査を実施した。 

その結果、過去に開催実績がな

い自治体を含む 15 もの自治体か

ら 17 回の実施要望が寄せられた。 

また、機構船舶の運航計画策定前

の 8 月に要望調査を実施すること

で、要望を鑑みつつ運航計画を策

定することができた。 

これにより研究計画を阻害せ

ず、また、近年確保が難しい運航

予算に負担を掛けずに 9 回の実施

を計画することができ、ROI の観

点からも高く評価できる取組とな

った。 

 

（2）速報性・拡散性を重視した発

信と SNS によるアウトカム分析 

Facebook の活用を新たに開始

し、機構の研究開発で得られた映

像等、国民の関心の高い情報の発

信を心がけることによって、閲覧

者数や機構 SNS への登録者数を順

調に伸ばすことができた。 

また、SNS においては、発信の

みならず、インプレッション数

（twitter アカウントで 348 万/

年）とエンゲージメント（同 10

万/年）の月次集計を実施すること

で、各種アクションやイベントご

とのアウトカム分析を行った。こ

ことは、機構特有のファシリ

ティを有効活用した双方向性

を持つ普及広報活動といえ、

幅広い層の国民が海洋への関

心を高める契機ともなり得る

ことから、高く評価できる。 

・Facebook 等の SNS を用いた広

報・普及活動、クラウドファ

ンディングを活用した研究活

動のアウトリーチなど、意欲

的に新たな取組に挑戦したこ

とも評価に値する。 

・特に、広報活動のもたらす効

果（アウトカム）を詳細に把

握するために、SNS を活用した

インプレッション（表示回数）

とエンゲージメント（反応・

連鎖）の集計・分析、さらに

はアウトカム分析結果に基づ

く広報業務の優先順位付けな

ど、客観的かつ定量的な効果

測定手法を取り入れたことは

高く評価できる。 

・このような双方向性の高い広

報活動を重視することで、情

報発信のシーズとニーズの見

える化が推進され、研究現場

の負担軽減とモチベーション

の増加を含めて広報活動の効

率化が推進されているものと

評価でき、より一層の展開が

期待される。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・「研究開発成果をわかりやすく

国民に伝えること」が国立研

究開発法人本来の広報活動で

あることからすると、人気や

知名度を高めるための取組と

ならないよう、十分注意を払

って広報活動を進める必要が
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が難しい場合も

あることから、具

体的なわかりや

すい情報発信に

よって、国民に当

該研究を行う意

義について理解

を深めていただ

き、支持を得るこ

とが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

c. 効果的及び効率的な情

報発信を目指し、マスメデ

ィアに対して分かりやすい

報道発表や番組取材等への

柔軟な対応、取り上げられ

やすいように工夫した研究

開発成果の情報発信を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

d. インターネットの速報

性・拡散性を重視し、ホー

ムページによる情報発信を

強化する。また、ソーシャ

 

 

 

 

 

 

 

 

c. 効果的及び効率的な情

報発信を目指し、マスメデ

ィアに対して分かりやすい

報道発表や番組取材等への

柔軟な対応、取り上げられ

やすいように工夫した研究

開発成果の情報発信を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

d. インターネットの速報

性・拡散性を重視し、ホー

ムページによる情報発信を

強化する。また、SNS、イン

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活動（室戸ジオパーク）など積極的

に協力を行った。 

『海の日』行事では、「海でつな

がるプロジェクト 2016」へ参加し、

東京港晴海ふ頭にて「よこすか」及

び「うらしま」の一般公開を行った。 

 

【c.】 

 効果的・効率的を重視した情報発

信として、マスメディアの活用に取

り組んでおり、プレス発表 48 件

（日・英）、新聞掲載 652 件、番組

放送 118 件に取り上げられた。 

研究成果の理解を深めるため、記者

説明会を 5回実施し、Web サイトで

高校生以上を対象としたプレス発

表の解説「話題の研究 謎解き解

説」を 12 本掲載した。 

NHK スペシャル「MEGA CRISIS 巨

大危機～脅威と戦う者たち～」にお

いて南海トラフ長期孔内計測研究

の成果を、NHK E テレ「サイエンス

ZERO」において IODP 第 370 次研究

航海「室戸沖限界生命圏掘削調査

（T-Limit）」に密着取材した「生

命の限界を探れ！“海底地下生命”

大探査」が、南鳥島沖での海底資源

研究に密着取材した「独占密着！海

底に眠る巨大鉱床」が放映された。

また、BS 朝日で 機構の研究開発を

紹介する 2時間の特集番組「深海シ

リーズ」が年 4回（平成 28 年 2 月、

7 月、12 月、平成 29 年 2 月）放映

され、平成 29 年は正式シリーズ化

を予定している。 

 

【d.】 

 速報性・拡散性を重視した情報発

信では、インターネット活用を進め

ており、情報発信としては、その

時々の社会的関心の高いコラムを3

れにより、ROI の問題に直結する

業務の優先順位付けを行うことが

でき、次年度のアクションアイテ

ムを効率よく策定することが可能

となった。 

 

（3）クラウドファンディングを活

用した研究活動のアウトリーチ 

“Team KUROSHIO”による“Ocean 

Discovery XPRIZE”への挑戦に際

し、一般からの寄附金を募る活動

（ファンドレイジング）も取り入

れることでアウトリーチ活動も行

いつつ、研究資金の一助とするこ

とに成功した。 

その挑戦に関してチームに参画

している企業と接点のあるメディ

アを利用することで、従来にない

科学技術関係以外の分野からメデ

ィアに取り上げられるなど戦略的

広報を実施。大手紙からメディア

パートナーの、広告代理店からサ

ポートの、番組制作会社から張付

取材の打診もあるほど、“Team 

KUROSHIO”のみならず機構の取組

に価値を見いだされた。このよう

に異業種他社へ伝わった点は波及

効果として非常に大きい。 

ファンドレイジングという初の

試みを活用したが、活動過程にお

いて機構の活動に対して理解を得

ることや、今後チャレンジしてい

くことを国民に伝えその機運を高

めることができるアウトリーチと

しての側面が非常に大きく、目標

額を超える支援をいただけたこと

も高く評価できると考える。 

 

（4）マスメディアを積極的に活用

した企画の推進  

NHK スペシャル「MEGA CRISIS 巨

ある。 

・専門家以外の人たちにも関心

を持ってもらうために、分か

りやすい発信を心がける必要

がある。 

・研究や技術開発の成果は長い

時間をかけて判断すべきもの

でもあるため、SNS の瞬間的・

短期的な反応や人気を重視す

るあまり、それ以外の評価軸

を軽視したり、研究者のやる

気をそいだりすることがない

よう配慮することも求められ

る。 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

・機構の活動がメディアに大き

く取り上げられるように宣伝

活動を行い、国民に情報発信

するために全国的に船の公開

イベントを行なってきたこと

は高く評価できる。また、SNS

で取り上げられる回数が倍増

したことがその効果を示して

いるといえる。 

・船舶を地方の港に寄港させて

イベントを行うのは地域創生

の観点からも良いが、広報的

インパクトを高めるために

も、その地域の企業との連携

を検討してもらいたい。（地域

との連携の材料を探している

企業は積極的広報をしてくれ

る。経済的支援が得られる可

能性もある。企業は広報につ

いて異なるチャネルやノウハ

ウを持っていることもあるの

で、協業するとよい刺激にな

り、相乗効果が得られること

もある。） 
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ル・ネットワーキング・サ

ービス及びインターネット

放送等のツールを活用し、

幅広く情報を発信する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

e. 最新の研究開発成果を

取り入れた展示・イベント

等の企画、役職員の科学技

術コミュニケーション力の

強化並びに全国の科学館、

博物館及び水族館等との連

携により、効果的及び効率

的な普及広報活動を行う。 

 

 

 

 

 

ターネット放送等のツール

を活用し、幅広く情報を発

信する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

e. 最新の研究開発成果を

取り入れた展示・イベント

等の企画、役職員の科学技

術コミュニケーション力の

強化並びに全国の科学館、

博物館及び水族館等との連

携により、効果的及び効率

的な普及広報活動を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回掲載するなど研究成果等の効果

的な情報発信を強化し、機構のホー

ムページのアクセス数は約 1,370

万（前年度 1,251）万件であった。 

海洋科学技術ファン拡大を目的

にソーシャル・ネットワーキング・

サービスを活用し、研究開発の紹介

記事を投稿した。JAMSTEC 公式

Twitterではフォロワー数が3月末

時点で8,317ユーザ（前年度5,274）

であった。最新情報をほぼ毎日配信

することで、総インプレッション数

（ユーザが Twitter でツイートを

見た回数）は 347 万件（前年度 340

万件）、総エンゲージメント数（ユ

ーザがツイートに反応した回数）は

99,697 件（前年度 77,767 件）であ

った。また、新たに Facebook ペー

ジを開設し、登録者 3,575 件、 総

リーチ数（投稿を見た人の数）167

万件、総エンゲージメント 119,817

件であった。 

 

【e.】 

 最新の成果を取り入れたイベン

トとしては、各拠点の施設一般公開

や毎月の「横浜研究所休日開館」に

おいての研究者による公開セミナ

ーや、全国の科学館、博物館と連携

した「海と地球の研究所セミナー」

を福島、静岡にて開催した。 

「海と地球の研究所セミナー」で

は、企画展示と併せて実施すること

で企画展の理解を深めるとともに、

同セミナーの周知活動において、効

果的及び効率的な普及広報活動を

展開した。 

科学館、博物館及び水族館等のイ

ベント協力を 97 件、常設展示協力

では 52 件を実施した。 

 役職員の科学技術コミュニケー

大危機～脅威と戦う者たち～」を

はじめとして、機構の研究成果を

プレス発表のみならず個別にメデ

ィア関係者に発信し、大型番組で

の露出につながった。 

また、機構の研究開発事業のプ

レゼンスを国民に大きく示すこと

が期待できる企画として、平成 29

年夏に放送予定の大型テレビ番組

（NHK スペシャル「DEEP OCEAN」

シリーズ）と、我が国の中核的な

自然史博物館である国立科学博物

館で同時期に開催する特別展「深

海 2017」を連動させた大型企画を

マスメディア等と立案。「深海

2017」のスタートと連動して、多

彩な PR 活動を展開できる布石が

打てた。 

さらに、「しんかい 6500」によ

る深海調査を、海洋科学の貴重な

コンテンツとして積極的にマスメ

ディアと企画検討し、テレビ等の

メディアミックスでの情報発信を

経費受託によって立案することが

できた。当初よりメディアミック

ス型を指向していたことにより、

地上波、BS、CS、ラジオ、Web と、

一つの深海調査であらゆるメディ

アに展開できる企画を立案するこ

とができた。 

 

（5）地方における子供を対象とし

た体験型教室の開催 

次世代の海洋科学技術の研究・

開発を担う人材育成に資すること

を目的として、八戸市水産科学館

マリエントの「ちきゅう」たんけ

んクラブ・シニア（高校生以上会

員約 60 名）を対象とし、平成 28

年 8 月に八戸港停泊中の「みらい」

で第 2 回「Blue Earth Academy」

・双方向性の高い広報活動が、

結果として現場の負担軽減と

広報活動に対するモチベーシ

ョンの増加に寄与するととも

に、国民・研究者双方のボト

ムアップによる研究成果の最

大限の活用として貢献するも

のと期待される。 

・アウトカムの詳細を把握する

ための集計・分析を行い、効

果の把握を行うなど、指摘事

項への対応がなされている。 

・SNS、HP などは誰が閲覧してい

るか属性の分析が可能なの

で、分析に基づいて改善を図

る、次の取組に生かすなどし

ていただきたい。 

・海底資源研究開発の成果を専

門家以外へ発信する冊子を作

成したが、一般向きとは言い

難く、もっと普通の人の視点

で企画・編集・レイアウト等

を工夫する必要があると感じ

た。熱心に行っている普及広

報活動一般でも似たようなこ

とがないか、改めて見直す必

要がある。 

・国の研究機関であることにも

注意を払ってほしい。例えば

SNS での炎上防止策などにも

注意を払いながら、新しい試

みを続けることが必要と思わ

れる。 

・G7 茨城・つくば科学技術大臣

会合のアジェンダに取り上げ

られるなど、海洋科学技術を

取り巻く状況が厳しい中で、

海洋の重要性を発信すること

ができたといえる。 
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ション力の強化するため、サイエン

スコミュニケータの育成を実施し

た。船舶を利用した航海で周辺水族

館の職員との交流を行い、科学伝達

技術向上に努めた。広報職員等によ

る一般、子供向けイベントを 31、

公園等を 31 実施し、科学技術コミ

ュニケーション力の強化に向けた

実践的な経験を積んだ。 

 

を開催した。 

微生物の多様性、青森県太平洋

沿岸の津波、高精度観測が明らか

にする深海の長期変化、基礎的な

化学海洋学などに関する講義や、

「みらい」の船内見学も行い、実

際の観測機器を前に観測技術員が

解説することで、海洋観測につい

ての理解を深め全 2 日間にわたり

学校の授業では得られない海洋科

学技術に関する総合的な学習の場

を提供した。 

八戸市、八戸市教育委員会、八

戸工業大学、八戸市水産科学館マ

リエントにご協力いただけたこと

で、機関連携の面からも、大きな

成果があった。 

東奥日報やデイリー東北などの

地元紙にも取り上げられ、機構が

行う人材育成事業の青森県内での

周知に寄与した。 

参加者からも、最先端の海洋科

学技術に触れることができたと非

常に喜ばれ、機構主催のシンポジ

ウム Blue Earth 2017 にて、得ら

れた経験や知識に関する発表を 2

件行っていただいた。 

 

上述した 4 つ以外の取組も含

め、本項目全体について当初計画

していなかった取組や、その効果

が得られ、非常に有意義な成果と

なった。これらの取組や成果を評

価軸に鑑みると全体として計画を

大きく上回る成果が得られてお

り、したがって、本項目の評定を

Ａとする。 
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４．その他参考情報 

＜平成 27 年度の主務大臣評定における課題の指摘＞ 

・知名度を上げるための普及活動に力を注ぐあまり、研究開発成果をわかりやすく国民に伝えるという国立研究開発法人本来の広報活動が、必ずしも十分に行われていないのではないかとの懸念もある。今

後は「情報発信」との連携を深め、「広報の質」を高めることや、世界で存在感を発揮するための広報戦略作りに組織として取り組む必要もある。 

・広報の究極の目的は「国民の海洋に関する理解増進」であろうが、その一段手前の「アウトカム」レベルでの目標設定が必要。それに向けたロードマップを作り、効果の測定も工夫するべき。それによっ

て投資効果（ROI: Return on Investment）の低い活動を削減するということもあり得る。 

・金額のみでなく研究活動にかかる負担といった観点も含め、広報活動にかかるコストの包括的な評価と十分な配慮が引き続き必要である。 
 

【指摘事項に対する措置内容】 

○広報戦略 

平成 26 年 7 月に策定された「独立行政法人海洋研究開発機構における普及・広報活動の基本的な進め方」は、目標や活動方針が混在していたことから、改めて中長期的な視野に立ったアクションプラン

の策定を進めるべく、改訂に関する論点整理を行った。今後は、他の研発法人や民間企業など外部有識者の意見を取り入れつつ、新たな広報戦略を策定する予定である。 

「国民との直接かつ双方向のコミュニケーション」及び「効果的・効率的な情報発信」をはかるため、平成 28 年度は（１）ファシリティの有効活用、（２）地方自治体との連携、（３）メディア・SNS 活

用の 3本の柱に注力し、普及広報活動を実施した。 

特に船舶等の一般公開の開催要望調査を全国規模で実施し、次年度に 9 船の一般公開を確定できたことは（１）ファシリティの有効活用と（２）地方自治体との連携のシナジーが発揮された効果的な普

及広報活動であったと評価できる。 

また、従前より特筆すべき研究成果や研究計画に関してプレス発表を行い、ニュース番組、新聞等を通じた情報発信に努めてきたが、新たに対策チームを立ち上げる等「成果の情報発信」と連携した SNS

活用を強化することで、国民の反応をリアルタイムでモニタリングできる双方向性に注目し、業務の改善に活かすことを試みている。「情報発信」との連携面では研究成果や研究計画に関するプレス発表で

取組を進めているところであり、これらを連携することによって最新の研究成果を普及広報することに繋げている。 
 

○効果測定、コストの包括的な評価 

これまでアウトプットの多彩さには注力してきたが、「アウトカム」レベルの目標を設定していなかったため、知名度こそ向上しているものの、戦略的かつ段階的な広報活動を展開することができていな

かった。アウトリーチがもたらす効果（アウトカム）の予測は困難で早急な目標設定は現業との乖離が危惧されることから、まずはアウトカムの詳細を把握するために従来方式のアンケートに加え、機構

の広報活動の最大発信ツールである SNS において、インプレッション（表示回数）とエンゲージメント（反応・連鎖）の月次ごとの集計を行った。 

これらの効果測定により、各種アクションやイベントごとのアウトカム分析が可能となり、同時に、投資効果（ROI: Return on Investment）の問題に直結する広報業務の優先順位付けも行うことができ

た。具体例として、SNS 使用世代にはショートな動画による研究開発紹介に高いインプレッションやエンゲージメントが見られたため、プレスリリースその他と連動した秒単位の映像広報を工夫することで、

専門性の高い研究開発成果も速報性・拡散性を重視しつつ効果的・効率的に情報発信することができた。 

 

＜審議会及び部会における主な課題の指摘＞ 

・海洋科学技術を取り巻く困難な環境や状況についての広報も、中期計画に謳われた「海洋科学リテラシーの向上」に必要であり、国民が政治的判断を冷静に下す上で重要である。 

・機構のみならず我が国の海洋科学の置かれた厳しい状況についても適切に周知し、海洋研究への国民のサポーターを増やす観点での戦略的な活動も望まれる。 
 

【指摘事項に対する措置内容】 

○海洋科学技術の厳しい状況の周知 

海洋科学のおかれた厳しい状況については、政策決定者に向けた訴求が最も重要と考えられるところであり、これまでにも海洋科学技術の置かれた状況や、それによって与えられる影響について周知を

はかってきた。例えば、平成 27 から 28 年度にかけて G7 茨城・つくば科学技術大臣会合に向けて外務省海洋・北極スタディグループ、高級実務者会合総合（SOM）の場において海洋観測の重要性を訴えて

きたところ、アジェンダの一つに「海洋の未来（Future of the seas and oceans）」が設定されただけでなく「つくばコミュニケ」（共同声明）において「海洋観測の強化のためのイニシアチブへの取組を

支援」することがコミットされた。さらに、こういった政策決定に伴って内閣官房総合海洋政策本部（現在は内閣府に移管）において「海洋観測強化 PT」が設置され、この場において外部有識者として機

構の河野地球環境観測研究開発センター長が参画し、予算の減少に伴って海洋観測の機会が減少している現状などを紹介した。（同内容を反映した報告書は総理大臣へ手交された。） 

上記のように厳しい状況を訴えていくのみならず、これによって与えられる影響を効果的に表していくことによって海洋科学技術の重要性を改めて周知している。今後も適切な周知をはかっていきたい。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－３－(3) 成果の情報発信 

関連する政策・施策 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応 

施策目標９―５ 国家戦略上重要な基盤技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人海洋研究開発機構法第十七条 

第二号 前号に掲げる業務に係る成果を普及し、及びその活用を促進す

ること。 

当該項目の重要度，難易

度 
 

関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0295 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

論文数（査

読付き） 
― 658 620 561 

             予算額（千円） 
10,543 24,762 

278,011 の

内数 
  

h-index(過

去 5年) 
─ 58 51 59 

  決算額（千円） 
10,543 24,029 

328,408 の

内数 
  

 
   

   経常費用（千円） 
33,982 24,200 

355,816 の

内数 
  

 
      

経常利益（千円） 
▲3,040 1,620 

▲2,390 の

内数 
  

 
  

    行政サービス実施コ

スト（千円） 
39,151 ▲6,062 

308,017 の

内数 
  

        従事人員数 15 16 37 の内数   

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 研究活動を通じ

て得られたデー

タやサンプル等

海洋科学技術に

関する情報及び

資料を収集する

とともに電子化

等を進めること

により、研究者を

はじめ一般国民

が利用しやすい

形で整理・保管

機構が実施する研究開発

分野の発展及び科学技術を

用いた社会的課題の解決に

寄与するため、機構で得ら

れた研究開発成果につい

て、学術界も含め広く社会

に情報発信し、普及を図る。

そのため、研究開発の成果

を論文や報告等としてまと

め、国内外の学術雑誌に発

表する。なお、論文につい

ては発表数の目標値を定め

機構が実施する研究開発

分野の発展及び科学技術を

用いた社会課題の解決に寄

与するため、機構で得られ

た研究開発成果について、

学術界も含め広く社会に情

報発信し、普及を図る。そ

のため、研究開発の成果を

論文や報告等としてまと

め、国内外の学術雑誌に発

表する。なお、論文につい

ては発表数の目標値を定め

・機構で得られた

研究開発成果に

ついて、学術界を

含め広く社会に

情報発信され、そ

の利活用が促進

されているか 

 

 

 

 

 

 

平成 28 年度の論文発表数は 656

件（括弧内前年度 718 件）、だった。

これに対する査読付論文は 561 件

（620 件）であった。査読付論文の

割合は 86％であり、中期計画の目

標値である 7 割を超えた。また、

JAMSTEC の関連分野（Geo Science

分野）における投稿論文の平均被引

用数は 6.59 であり、昨年度実績

6.37 を維持している。 

学会における発表件数は、口頭発

Ｃ 

論文発表数が微減しているが、

予算削減の影響もあり、研究者数

（研究職、技術研究職、ポスドク

研究員）が減少（平成 27 度 4 月 1

日：309 名、平成 28 年 4 月 1 日 286

名、平成 29 年 4 月 1 日：274 名）

していることも一因と推察され

る。 

論文の質としてもトムソン・ロ

イター社の Web of Science 収録誌

のうち Geo Science 分野において

評定 Ｃ 

＜評定に至った理由＞ 

今後の課題・指摘事項の欄に

示す通り、中期計画及び年度計

画に定められた業務を実施でき

ていない点が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 ─ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・過去数年間で論文発表数が大
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し、提供する。 

研究開発により

得られた成果に

ついては、論文の

投稿、研究集会に

おける口頭発表

等により積極的

に情報発信を行

い、我が国の海洋

科学技術の中核

機関として世界

を主導する。特

に、質の高い論文

の投稿により、投

稿論文の平均被

引用率を増加さ

せる。また、産業

界や他の研究機

関 へ の 情 報 提

供・利用促進によ

り、イノベーショ

ンを創出し、社会

への貢献を果た

す。 

国民の海洋に関

する理解増進を

図るため、プレス

発表、広報誌、イ

ンターネット、施

設・設備公開等を

通じて、国民に向

けた情報発信・提

供を積極的に行

う。機構の研究活

動、研究成果、社

会への還元等は、

最先端の科学技

術に関するもの

が多く、内容・意

義等について十

分に理解するの

情報発信に努めるととも

に、研究開発の水準を一定

以上に保つため、査読論文

の割合を 7 割以上とし、論

文の平均被引用率を増加さ

せる。また、研究業績デー

タベースを活用した研究者

総覧を構築し、最新の研究

成果の外部への発信を促進

する。さらに、機構独自の

査読付き論文誌を年２回発

刊し、電子化してインター

ネットから閲覧できる形で

公開する。 

 

 

情報発信に努めるととも

に、研究開発の水準を一定

以上に保つため、査読論文

の割合 7 割以上を目標と

し、関連分野における投稿

論文の平均被引用率の増加

を目指す。また、学会での

口頭発表や国内外のシンポ

ジウム等で発表することを

通じて、積極的に研究開発

成果の普及を図る。さらに、

研究業績データベースのデ

ータを活用した研究者総覧

について試運転を行い、構

築を進める。また、当機構

独自の査読付き論文誌

「JAMSTEC Report of Re-

search and Development」

を年２回発刊し、インター

ネットで公開する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1,350 件（1,443 件）、ポスター

発表 697 件（667 件）で合計 2,047

件（2,110 件）となった。 

研究開発成果の情報発信と機構

研究者／技術者の研究開発活動の

普及を目的として、平成 27 年度の

試運転に引続き「JAMSTEC 研究者総

覧」の Web による本格運用を行うと

ともに、「研究業績データベース

（JDB）」と併せて英語化を促進し、

外部利用者及び機構職員の利便性

向上を図った。 

研究開発成果を直接伝える情報

発信として、シンポジウムや研究報

告会及びセミナー等を計 55 件主催

又は共催した。なかでも最大規模で

ある平成 28 年度研究報告会

「JAMSTEC2017」では主に民間企業、

大学関係者等から 455 名の出席が

あり活発な意見交換が行われた。 

 

機構独自の査読付き論文誌

「JAMSTEC Report of Research and 

Development」（JAMSTEC-R）は第

23 巻（掲載 6 編、62 ページ）及び

第 24 巻（掲載 3編、32 ページ）を

発刊した。同時に JAMSTEC 文書カタ

ログにて PDF 版を公開するととも

に、冊子体は国内 201 機関、海外

22 機関に送付する等、情報発信・

提供を積極的に行った。また、本誌

については、日本地球惑星科学連合

2016 年大会（JpGU2016）、AGU Fall 

Meeting、JAMSTEC2017、ブルーアー

スシンポジウム 2017 等では認知度

向上と投稿募集のため、ポスター掲

示等の広報活動を行った。 

査読付き論文誌に刷新した

JAMSTEC-R 第 8 巻以降、平成 23 年

度より科学技術振興機構（JST）提

供のシステム J-STAGE でも公開し、

被引用数・平均被引用数ともに昨

年度より増加している。この成果

は、直近の 11 年間の平均被引用数

において比較すると、3,000 本以

上の論文を発表している機関とし

ては、国内第１位である。研究成

果の評価には、論文の総数とその

平均被引用数の両方を勘案するの

が妥当と考えられ、機構の主たる

研究分野である Geo Science 分野

において、国内トップレベルの論

文発表数・平均被引用数を維持し

ていることは評価に値すると考え

る。 

平成 27 年度から運用している

「JAMSTEC 研究者総覧」は、民間

企業等外部から機構の人材や研究

成果を調べる情報ツールとして活

用されつつあり、成果の情報発信

の促進のための取組が適切に推進

されたと考える。 

JAMSTEC-R 広報ポスターを作成

し、各種学会・シンポジウムにお

いて、積極的に広報活動を行い、

認知度の向上をはかるとともに

JAMSTEC の研究開発活動に関する

理解増進に貢献した。 

J-STAGE（JST 提供）を通じても

JAMSTEC-R の掲載を行っている。

これまでの広報活動が功を奏し、

平成 23 年度の公開以降、5年連続

でアクセス数を延ばし、平成 28

年度の年間アクセス数は前年比

149％と、成果の情報発信効果を高

められていると考える。 JAM-

STEC-R 第 24 巻へのデータ論文試

験掲載、平成 29 年度からのデータ

論文新設への取組は、オープンデ

ータ、オープンサイエンスの推進

に合致する。 

 

きく減少している点について

は、平成 27 年度評価において

も指摘していた。研究機関に

とっての重要な評価指標の一

つである論文発表数の激減と

いう事態が生じていたにも関

わらず、会計検査院による「国

立研究開発法人における研究

開発の実施状況について」調

査報告（平成 29 年 3 月）を受

けるまで、論文集計方法の誤

りに気付かなかったことは、

機構内での実態の分析や原因

究明に対する危機意識が希薄

であったと言わざるを得ず、

研究機関として大きな問題と

考える。組織全体として、論

文数の正確な把握の重要性や

統一的な論文集計方法の徹底

を図るなど、再発防止策をし

っかりと講じていくことを求

める。 

・今後、人為的な集計ミスを防

ぐためにも、論文集計方法の

統一化・マニュアル化を進め

るとともに、論文ごとに投稿

時に機構独自の coutribution 

ID を付与するなどして重複カ

ウントや年度またぎカウント

を防ぐなど、研究成果収集シ

ステムそのものを改善するこ

とが必要である。 

・被引用回数トップ 10％論文数

の割合は、引き続き、第５期

科学技術基本計画における目

標値（10％）を上回っており、

高品質の成果水準を維持して

いるといえるが、一方で、正

しく集計し直した査読付き論

文数をみても近時減少傾向に

ある。必ずしも論文数だけで
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が難しい場合も

あることから、具

体的なわかりや

すい情報発信に

よって、国民に当

該研究を行う意

義について理解

を深めていただ

き、支持を得るこ

とが重要である。 

 

平成 28 年度末までに 127 編が掲載

されている。平成 24 年度からはシ

ステムのバージョンアップに対応

し、可視性の高い HTML 版も公開し

ている。平成 24 年度アクセス数

（PDF ダウンロード数含む）は

1,564、平成 25 年度は 3,838、平成

26 年度は 5,379、平成 27 年度は

10,093、平成 28 年度は 15,056（平

成 27 年比 149％）である。 

また、JAMSTEC-R の投稿原稿の種

類にデータ論文を平成 29 年度から

追加するため、第 24 巻ではデータ

論文の試験掲載を実施した。オープ

ンデータ、オープンサイエンスへの

取組を推進し、JAMSTEC-R を研究コ

ミュニティにとってより価値のあ

るジャーナルに発展させ、投稿数を

増やすことを目的としている。 

 

【論文の集計方法の是正】 

会計検査院より「国立研究開発法

人における研究開発の実施状況に

ついて」調査を受け、当機構から回

答した過去５年間の査読付き論文

数の振り返り集計を行ったところ、

集計方法の変化と間違い（過大な報

告）があったことがわかった。 

早急に論文集計の考え方を整理

し、正しい論文数を再集計した。 

論文集計の目標値については、当

該年度に発行された査読付き論文

をのみを集計することとし、研究者

数の推移と一人当たりの査読付き

論文数を考慮して目標値の見直し

を図ることとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【論文の集計方法の是正】 

今回、論文数が異なっていた要

因は、以下の通り複数あった。 

①accepted, in press のステータ

スの論文と、published のステー

タスの論文を全て合計していた年

度があった。（全ての年度ではなく

年度により集計の考え方が異なっ

ていた。） 

②機構内に共著者のいる論文の重

複チェックが適切に行われていな

かった。 

③年度を跨いで論文を重複して集

計していた年度があった。 

④図書や雑誌記事等、論文でない

ものへの投稿も集計されていた。 

これらについては、それぞれ①

published のステータスのみ集計

する。②重複チェックを適切に行

う。③published の日付を基準に

集計する。④当該年度における論

成果を測ることはできないこ

とにも留意しつつ、論文生産

量の低下の要因分析と対応策

の検討を進める必要がある。 

・また、研究成果については、

論文、学会発表のほか、記者

会見等の双方向の対話による

情報発信を適切に行うことを

求める。特に、科学的・学術

的に顕著な成果や社会的影響

が強いと考えられる成果・取

組については、研究責任者な

どが記者会見等を行い、国民

に対して研究の成果や意義を

しっかりと説明する必要があ

る。それが研究開発法人とし

存在感を発揮することにもつ

ながる。その意識が他法人と

比べて、やや不足しているよ

うに見える。その結果、組織

として、内向きの印象を与え

ている。法人評価では、「普及

広報活動」「成果の情報発信」

と、「研究開発の推進」とは別

の項目になっているが、「研究

開発の推進」には、成果に関

する「普及広報」及び「情報

発信」が伴うものであるとい

う意識も持って取り組む必要

がある。 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

・ある期間中に発表した研究論

文を数える際、様々な問題点

があり、一部の論文について

二重に数えたことについては

ある程度理解はできるもの

の、管理の甘さも示しており、

改善のために一層の工夫が必

要と言わざるを得ない。 
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文発表のみを集計対象とする。な

どの措置により、論文集計の考え

方を改めて整理した。 

論文集計の目標値については、

研究者数の推移と一人当たりの査

読付き論文数を考慮して早期に目

標値の見直しを図ることとする。 

以上の通り、計画通りの実績を

得ているが論文の集計方法に誤り

があり過大な報告がなされていた

ことは改善すべきことでありＣ評

定に値すると考える。 

 

・従来の論文数の集計に誤りが

あったことが判明し、機構は、

自ら厳しく「Ｃ」と自己評価

を付して、今後の改善策につ

なげる努力をした。このまま

漫然と集計ミスを続けていた

とすると、単に誤った情報を

発信し続けることになったに

とどまらず、研究機関のパフ

ォーマンスを評価する上での

重要な指標に偽装があったと

受け止められかねない問題で

もあったため、理事長の裁断

で厳しい自己評価を付し、機

構全体として改善を促した点

は評価できる。 

・研究機関にとっての論文数の

重要性やカウント原則などを

組織としての共通認識にする

必要がある。 

 

 

４．その他参考情報 

＜平成 27 年度の主務大臣評定における課題の指摘＞ 

・経営管理部門が主体となって行う発信の方法についてみると、多様な層に向けた研究成果報告会の開催や研究者総覧の Web 公開など種々の取組をしているが、必ずしも特筆すべき方策が講じられていると

はいえない。今後は、研究成果の発信の方法についてアウトカムレベルの目標設定と具体的アクションのロードマップが必要。 

・査読付論文の割合は増加しているものの、論文発表数自体は減少している。 
 

【指摘事項に対する措置内容】 

 研究成果の発信の方法としては、代表的なアクションとして研究成果報告会の開催や、各種シンポジウムの開催が挙げられる。研究報告会については、例年東京国際フォーラムで開催しており、近年で

は約 450 名の参加がある。これは会場の収容人数として満員に近い状況であり、今後も同会場を使用する限りは人数の維持に努めていく。また、機構主催のシンポジウムは平成 26～28 年度にかけて、それ

ぞれ 43 件、50 件、40件と推移しており、総参加者数（概数）も 6千人～7千人強となっている。これらの取組を通じて効率的な情報発信を行うためには、優れた成果を能動的に発掘・発信する仕組みの構

築が課題であると認識しており、それぞれ具体的な対応策を検討中である。 

 

＜審議会及び部会における主な課題の指摘＞ 

・経営管理部門は、自部門独自の業務運営に基づく成果についての評価を重視すべきである。経営管理部門としての具体的、顕著な方策が採られていないにもかかわらず、結果的な数字のみを提示して評価

に繋げている例が散見された点は反省すべきである。 

・（本項目でＡ評価とするには、）そのままでは埋もれてしまうような研究成果に対して、経営管理部門が目配りして発表を促し、支援（英文校閲、投稿料支援等）を手厚くすることにより、成果の発信増

につながっているなどの事情が必要。 

・この数年間 TOP10％及び TOP１％のインパクトの高い論文割合は下がる傾向にあり、対応策を練る必要がある。 
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【指摘事項に対する措置内容】 

○ WoS のデータは Journal ごとに収録、非収録が決まっており、収録している Journal の入れ替わりにより、論文数に変動がある。（ある特定の年度の論文数が調査時点で異なる場合がある。）新しい論文

については、出版されて間もない Journal も多くあるため、WoS における登録が追い付いておらず、収録されていないことがある。また、Citation については、出版間もない論文は引用がゼロあるいは引

用が少なく、引用回数についてもまだ伸びしろがある状況である。WoS のデータベースを使用している分析ツール InCites Benchmarking により算出した TOP10％論文割合及び TOP1％論文割合については、

最近ほど、どの機関も総じて右肩下がりの傾向にある。これは、出版間もない論文は引用が少なく、Citation がゼロの論文が多くあり、TOP10％あるいは TOP1％に該当する論文が少なくなるため、各機関

の TOP 論文割合が小さくなってしまうことによる。なお、出版から一定期間が経過し、被引用回数がある程度伸びてくれば各機関の TOP 論文割合が上昇していく。（これはデータベースに収録されている

全世界の全論文を対象にした TOP 論文割合である Global Baseline が新しい年ほど低下傾向を示すことと一致。）したがって、経年変化を見たときに、単純に直近の年を参考にして、低下傾向にあると断

言することはできない。 

○ 一方で、論文創出のためには、研究者が自由なアイデアを生み出し育てられる環境、多くの研究者の糾合・共創により多様なアイデアが創出される環境を整備することが肝要であると考えている。経営

管理部門としては、イノベーションアウォードなどにより、研究者のモチベーションを維持しながら、イノベーションに繋がっていく研究開発課題を促進したほか、国際ポスドクを採用することで様々な

研究者との交流を通じてお互いが刺激を受けるような環境の醸成に努めている。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－４－(1) 国際連携、プロジェクトの推進 

関連する政策・施策 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応 

施策目標９―５ 国家戦略上重要な基盤技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人海洋研究開発機構法第十七条 

第七号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度，難易

度 
 

関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0295 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

MOU（件） ― 23 26 29               予算額（千円） 528,018 476,967 431,602   

共同研究契

約（件） 
― 45 46 44 

  決算額（千円） 
508,892 551,697 484,226   

       経常費用（千円） 1,076,187 1,015,870 880,935   

       経常利益（千円） ▲2,575 2,299 ▲36,395   

       行政サービス実施コ

スト（千円） 
1,914,577 1,837,676 1,089,509   

        従事人員数 26 26 31   

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 我が国の海洋科

学技術の中核機

関として、国際的

な枠組みに対し

積極的に協力す

るとともに、海外

の主要な研究機

関との連携を促

進し、国際頭脳循

環の拠点として

存在感を示す。 

地球深部探査船

「ちきゅう」をは

じめとする世界

最先端の研究開

発基盤を有する

研究開発機関と

我が国の海洋科学技術の

中核機関として国際協力を

推進し、機構及び我が国の

国際的プレゼンスの向上を

図るとともに、地球規模課

題の解決に貢献するため、

以下の事項を実施する。 

 

 

 

 

a. 政府間海洋学委員会

（IOC）に関する我が国の取

組に貢献するとともに、国

連機関や国際科学会議

（ICSU）が主導する国際的

なプログラム、全球地球観

我が国の海洋科学技術の

中核機関として国際協力を

推進し、政府間の枠組みや

国際プロジェクト等を通じ

て機構及び我が国の国際的

プレゼンスの向上を図ると

ともに、地球規模課題の解

決に貢献するため、以下の

事項を実施する。 

 

 

a. 政府間海洋学委員会

（IOC）に関する我が国の取

組に貢献するとともに、国

連機関や国際科学会議

（ICSU）が主導する国際的

なプログラム、全球地球観

・世界の頭脳循環

拠点として国際

連携、プロジェク

トを推進するこ

とにより、我が国

の国際的プレゼ

ンスの向上を図

るとともに、地球

規模課題の解決

に貢献したか 

・国際頭脳循環の

拠点として、国内

外の優秀な研究

者を惹きつける

ことができる研

究環境の整備・充

実ができたか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【a.】 

○ユネスコ政府間海洋学委員会

（IOC）に関する我が国の取組への

貢献 

IOC協力推進委員会及び国内専門

部会（海洋観測・気候変動、海洋情

報・データ、WESTPAC）を開催し、

Ａ 

平成 28 年度は、「世界の頭脳循

環拠点として国際連携、プロジェ

クトを推進することにより、我が

国の国際的プレゼンスの向上を図

るとともに、地球規模課題の解決

に貢献したか」「国際頭脳循環の拠

点として、国内外の優秀な研究者

を惹きつけることができる研究環

境の整備・充実ができたか」とい

う評価軸に鑑みてもＡ評定に合致

するものと考え、以下にその理由

を記載する。 

 

 

 

 

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示す通

り、中期計画及び年度計画に定

められた以上の業務の進捗が認

められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・平成 28 年度には、これまでの

ハイレベルな国際会議におけ

る専門的・実務的見地からの

働きかけが結実し、G7 茨城・

つくば科学技術大臣会合（平

成 28 年 5 月）の「つくばコミ

ュニケ」及び G7 伊勢志摩サミ

ット首脳宣言（平成 28年 5月）

に、「国際的な海洋観測強化」
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して、世界中から

優秀な研究者が

集まる国際頭脳

循環の拠点とな

るための研究環

境の整備等を進

める。また、IODP

については、我が

国における総合

的な推進機関と

して日本地球掘

削科学コンソー

シアム（J-DESC）

を通じた研究者

支援や人材育成

等をより一層活

性化させる。これ

らの取組により、

海洋科学技術の

向上や社会への

貢献を果たすと

ともに、我が国の

国際的なプレゼ

ンスを示す。 

大学や大学院等

と連携した若手

研究者の育成、女

性研究者比率を

向上させるため

の環境整備、国内

外からの優秀な

研究者等の積極

的な受入れ等を

実施し、海洋科学

技術に関連する

幅広い分野にお

いて将来の海洋

立国を担う人材

の育成を推進す

る。 

 

測システム（GEOSS）等の国

際的取組、海洋法に関する

国際連合条約（UNCLOS）、気

候変動に関する国際連合枠

組条約（UNFCCC）、生物の多 

様性に関する条約（CBD）等

に適切に対応する。また、

海外の主要な海洋研究機関

等と研究開発協力及び交流

を引き続き進める。さらに、

今後、より一層世界に開か

れた研究機関となるため、

機構の国際化を促進する取

組を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

測システム（GEOSS）等の国

際的取組、海洋法に関する

国際連合条約（UNCLOS）、気

候変動に関する国際連合枠

組条約（UNFCCC）、生物の多

様性に関する条約（CBD）等

に適切に対応する。また、

海外の主要な海洋研究機関

等と研究開発協力及び良好

な交流を引き続き推進す

る。さらに、今後、より一

層世界に開かれた研究機関

となるため、機構の国際化

を促進する取組を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各専門分野における専門家による

意見交換を実施した。 

第 49 回 IOC 執行理事会に日本政

府代表団として出席し、専門的な知

見に基づき発言を行うとともに、他

国政府代表団の調整及び情報取集

を行い、IOCの意思決定に貢献した。 

WESTPAC諮問グループ会合に委員

として出席し、事業の進捗状況の確

認や今後開催される予定の第 10 回

WESTPAC 国際科学会議及び第 11 回

WESTPAC総会等に関する討議を行っ

た。 

平成 29 年 2 月に IOC の海洋情

報・データ交換プログラム（IODE）

の下で運用されている海洋生物地

理情報システム（OBIS）の運営方針

を検討する第６回 OBIS 運営委員会

（SG-OBIS-VI）を国際海洋環境情報

センター（GODAC）で開催し、機構

研究者が日本代表メンバーとして

参加した。 

平成 29 年 1 月まで機構職員（事

務主任級）1 名が、IOC 事務局（仏

国パリ）の P-4 ポストに出向し、IOC

事務局にて主要業務（大洋水深層図

（GEBCO）プロジェクト及び海洋法

関連業務）の担当官として任務を遂

行した。（補足：平成 25 年 1 月から

平成 27 年 3 月まで P-3 ポストへの

出向。平成 27 年 3 月から出向ポス

トを P-4 に昇格させるとともに出

向期間を平成 29 年 1 月前延長し、

計 4年間の出向とした） 

上記職員（事務主任級）の後任と

して、平成 29 年 3 月から IOC 事務

局の上記事務局ポスト（P-4）へ中

堅職員（主幹級）１名を出向させ、

引き続き IOC 事務局での主要業務

を行っている。 

 

（1）国際的枠組みへのコミットメ

ント 

①ハイレベルな国際会議における

海洋観測強化に向けた働きかけ 

以下の通り、G7 茨城・つくば科

学技術大臣会合における機構の存

在感は大きく、「つくばコミュニ

ケ」に貢献するほか、展示をとお

して各国の政策決定者と十分なコ

ミュニケーションをとることがで

きた。また、「海洋の未来」のフォ

ローアップにおいても、当機構職

員が Co-Lead となることで引き続

き議論をリードしている。 

平成 28 年度の G7 茨城・つくば

科学技術大臣会合において「海洋

の未来」がメインアジェンダに設

定されることに機構は大きく貢献

した。 この結果が「つくばコミュ

ニケ（共同宣言）」に反映され海洋

観測の強化、WOA2 への貢献、デー

タ共有の促進、人材育成・技術移

転及び政治的な協調の 5 つのアク

ションを取ることが採択された。

2000 年以降に開催された首脳会

議において「国際的な海洋観測の

強化」が明記されたのは初めてで

あり、海洋観測の重要性がコミッ

トされるという目覚ましい成果に

結実した。 

また、それぞれの会合で「ちき

ゅう」模型や地震・津波観測監視

システム（DONET）といった最先端

技術／基盤を諸外国に向けて発信

するため展示ブース出展を行い、

「G7 茨城・つくば科学技術大臣会

合特別展」では島尻大臣、各国大

臣ほか政府要人のブース訪問が多

数あり、政策決定者に対し効果的

に周知活動を実施できた。 

伊勢志摩サミットにおいては国

が明記された。その後、同大

臣会合のメインアジェンダ

「海洋の未来」のフォローア

ップ会合でも、機構の研究者

が Co-Lead となり議論をリー

ドし、具体的なアクション提

案の取りまとめに貢献した。 

・上記のような国際的枠組みへ

のコミットメントに加え、イ

ンド地球科学省との協力覚書

の締結などの二国間連携も積

極的に推進しており、機構及

び我が国の国際的プレゼンス

の向上に貢献したと評価し得

る。 

・また、IODP 第 370 次航海では、

「ちきゅう」（船上）と高知コ

アセンター（陸上）双方の拠

点が同時並行で分析を行う

IODP 初の取組を実施したこと

で、機構の研究ファシリティ

の魅力を国内外に示すことが

でき、今後、若手を含む国内

外の優秀な研究者の更なる参

画も期待できる。 

・さらに、機構が国際頭脳循環

拠点として更なる組織の国際

化を進めるに当たって、国際

ポスドク制度等の取組を通

じ、伝統的な海洋科学技術分

野以外の海外の若手研究者を

取り込む努力をしたことも評

価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 ─ 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

・国際組織との連携が活発に行

われていることは資料から見
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○全球地球観測システム（GEOSS）

等の国際的取組への貢献 

地球観測に関する政府間会合

（GEO）ワークプランシンポジウム

に出席し、第2期GEOにおけるGEOSS

構築に向けたワークプランの運営

や構成タスクの詳細について情報

収集と協議を行った。 

GEO 第 13 回本会合に出席し、情

報収集したほか、文科省及び我が国

の 地 球 観 測 機 関 と と も に

「JapanGEO」ブースへ出展参加し、

機構が貢献機関登録している GEO

イニシアチブに関する観測と観測

データ・情報の公開実績を展示とレ

クチャーで紹介した。 

第9回GEOSSアジア太平洋シンポ

ジウムの「海洋と社会」分科会の共

同議長として、アジア太平洋地域に

おける持続可能な開発目標実現に

向けた GEO 海洋イニシアチブの貢

献について各国海洋機関と討議、議

論を取りまとめた。 

また、機構が貢献機関登録してい

る各タスクについての情報収集と

GEO 事務局との連絡を行っている。 

 

○生物多様性に関する条約（CBD）

への対応 

 CBD における「アクセスと利益配

分」（ABS）に対応するため、毎月、

海外調査連絡会を開催し、機構が海

外で実施する調査に関して適切な

対応が取れるよう、連絡調整を行っ

た。 

 

○社会経済的側面も含む海洋環境

の状況のアセスメントと報告のた

めのレギュラープロセスへの対応 

新しく始まった第 2 期 World 

Ocean Accessment（WOA2）のための

内・海外報道関係者が取材するた

めの総合的な取材拠点として運営

された「伊勢志摩サミット国際メ

ディアセンター（IMC）」にて同様

の内容を紹介、「目を引く」展示で

あったこと、日本の防災・インフ

ラ関連技術を世界にアピールでき

たと新聞紙（5月 27 日 日刊工業

新聞）からも評された。 

また、「海洋の未来」のフォロー

アップを行う WG が平成 28 年 11

月に英国で開催され、「データ共有

の促進」でフランスの研究者とと

もに当機構華房次長が Co-Lead と

なり議論をリードするとともに、

具体的な取るべきアクション提案

の取りまとめに貢献した。WG 後の

各アクションについてのロードマ

ップ作成プロセスにおいては５つ

のうち「政治的な協調」を除く４

つのアクションについて、機構の

研究者が専門的な知見を活用して

意見を出す等貢献している。 

 

②国連を通じた国際議論のリード 

以下の通り、WOA2 における我が

国代表として当機構研究者の派

遣、BBNJ 準備会合の日本政府代表

団としての白山理事の参加等、国

連を通じた国際的な議論をリード

した。 

平成 28 年度は国連の「社会経済

側面も含む海洋環境の状況のアセ

スメントと報告のためのレギュラ

ープロセス」の第 2期 World Ocean 

Assessment（WOA2)のための取組が

新たに始まり、その専門家グルー

プに、我が国の代表として研究者

を登録するよう求められ、地球環

境観測研究開発センター海洋生態

系動態変動研究グループ千葉主任

て取れる。また、海外の研究

者を「ちきゅう」に多く乗船

させたことも評価する。 

・日本にとっての海洋の重要性

を鑑みると、海外の研究機関

との大型の共同研究なども増

やしていただきたい。前項の

論文に関しても、国際共同研

究に基づく論文は内容のレベ

ルも引用数も高くなる傾向が

あるので、それを積極的に増

やす努力目標を掲げるなども

考えられるのではないか。（世

界の大学のランキングでも国

際共著論文数が評価の対象に

なることが多い） 

・国際ポスドク制度など新たな

取組を開始しており、長期的

な効果の把握が望まれる。 
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レギュラープロセスに、専門家グル

ープにメンバーとして研究者を登

録・出席させるとともに、WOA2 の

作成に向けた情報収集を行った。当

該研究者の専門家グループへの参

加 を 通 じ て 、 国 連 総 会 決 議

（Resolution71/257）で決定された

技術要約の作成に貢献した。 

 

○国家管轄権外の生物多様性保護

に関する新たな法的枠組みの検討

（BBNJ）への対応 

第２回、第３回の準備会合でサイ

ドイベントを主催あるいは参加し、

技術移転可能な環境影響手法の紹

介を行った。また、第３回の準備会

合には日本政府代表団の一員とし

て交渉に参加し、新しい法的枠組み

の下で想定し得る ABNJ における海

洋の科学的調査の円滑な実施と国

際協力の在り方等についての議論

を行った。 

 

○生物多様性及び生態系サービス

に関する政府間科学政策プラット

フォーム（IPBES）への対応 

機構役員が学際的専門家パネル

のメンバーに選定され、IPBES の各

作業計画の進捗や今後の方針に関

する議論を行った。 

 

○G7 茨城・つくば科学技術大臣会

合への対応 

日本がホストとなり、つくばで開

催された G7 茨城・つくば科学技術

大臣会合（平成 28 年 5 月）で海洋

観測の強化に関する問題が取り上

げられるよう国内外との調整を、内

閣府、文部科学省と連携して行っ

た。その結果、「海洋の未来（Future 

of the seas and oceans）」がアジ

研究員を登録・出席させた。海洋

環境の現在を明らかにするための

新たな国際的取組であり、これに

より今後機構の知見を世界的な取

組に貢献させることが可能となっ

た。 

また、国連で議論が進む「国家

管轄権外の生物多様性保護に関す

る新たな法的枠組みの検討」

（BBNJ）の準備会合に日本政府代

表団の一員として交渉に参加し、

国家管轄権外区域（ABNJ）におけ

る資源としての底生生物の重要性

等を指摘したほか、廉価な調査を

可能とする技術開発例を紹介し

た。新しい法的枠組みの下でも、

公海等における我が国の海洋科学

調査が円滑に実施されることを担

保されるよう働きかけを行った。 

さらに、平成 28 年 1 月より国連

環境計画世界自然保全モニタリン

グセンター（UNEP-WCMC）へ研究員

を派遣しており、今後生物多様性

や生態系保全に関する国際科学計

画を策定する際に機構の科学的知

見を活かすイニシアチブを得るこ

とが期待される。 

上記の様に学術的な枠組みだけ

ではなく、こうした世界規模の問

題や課題を議論する場において積

極的に役割を果たすのみならず、

知見や人材リソースを求められる

ことが国立研究開発法人としての

国際貢献を顕示している。 

 

③国連持続可能な開発目標（SDGs）

への貢献 

外務省科学技術外交推進会議の

下に設置された科学技術外交アド

バイザリー・ネットワーク／国際

協力スタディグループへ当機構か
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ェンダとして取り上げられること

となった。本会合では、専門家とし

て白山理事がプレゼンテーション

を行った他、サイドイベントへの出

展を行った。本会合の成果文書とな

る「つくばコミュニケ」では、「海

洋の未来」として、海洋観測の強化、

WOA2 への貢献、データ共有の促進、

人材育成・技術移転、それらに関す

る政治的な協調の５つのアクショ

ンをとることが採択された。 

首脳会談の成果ステートメント

にも、国際的な海洋の観測及び評価

を強化するための科学的取組を支

持するとの文言が入った。 

G7 茨城・つくば科学技術大臣会

合後のフォローアップのための会

合にも出席し、文部科学省と共同

し、次期イタリアサミットでの成果

文書に付属されるアウトプットを

作る国内作業を先導している。 

 

○我が国の国際的な取組への貢献 

日本との二国間科学技術協力協

定に基づき開催された、日加、日イ

ンドネシア、日インドの科技合同委

員会及び日仏科技合同委員会に設

置される日仏海洋開発専門部会に

それぞれ研究者が参加し、各国の研

究機関との取組や今後の協力につ

いての発表及び関連する議論に参

加した。また、文部科学省からの依

頼に基づき、日英、日独、日仏の科

技合同委員会での日本側からの発

表資料作成に協力した。 

 

○海外の主要な海洋研究機関等と

の研究開発協力及び交流の推進 

海外研究機関との協力のため、機

関間協力覚書（MOU）等の締結を行

った。平成 28 年度は、ノルウェー

ら白山理事が参画。 

同スタディグループでは SDGs

の達成に向け、今後の国際協力に

おける科学技術イノベーションの

活用の在り方について方向性、具

体的方策について検討することを

目的としている。 

機構は SDG14（海の豊かさを守

ろう）を中心とした海洋科学が貢

献し得る分野について発表、

SDG14.3（海洋酸性化）や SDG13（気

候変動対策）などで国際的にもリ

ードしていることを発表した。 

なお、平成 29 年 5 月 12 日、岸

外務大臣科学技術顧問から岸田外

務大臣へ「未来への提言（科学技

術イノベーションの「橋を架ける

力」でグローバル課題の解決を：

SDGs 実施に向けた科学技術外交

の 4つのアクション）」が提出され

た。同提言書では、海洋分野でも

日本は国際的な枠組みに主要な役

割を担っていることから、今後更

に国際標準づくり等でリーダーシ

ップを発揮していくことが期待さ

れるとあり、機構からの提言活用

されている。 

 

（2）2 国間連携による連携推進 

インド地球科学省との海洋地球科

学技術分野における協力覚書の締

結 

平成 28 年 11 月 11 日、インド地

球科学省（Ministry of Earth 

Sciences、以下「MoES」という。）

との間で、海洋地球科学技術分野

における協力に関する覚書を締

結。 

首相官邸において、機構の平理

事長と MoES を代表してチノイ駐

日インド大使が日印両首相立会い
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海洋研究所（IMR）、韓国の地質資源

研究院（KIGAM）、インドネシア技術

応用評価庁（BPPT）、米国スクリプ

ス海洋研究所（SIO）及びインド地

球科学省との5件のMOUを締結した

ほか、2件のメンバーシップ協定及

び 8 件の海外研究機関等との共同

研究を締結した。 

駐日フィンランド大使、駐日南ア

フリカ共和国特命全権大使ご一行

を含む海外からの来訪 22 件に対応

した。 

仏国立海洋開発研究所（IFREMER）

との MOU に基づく定期会合を実施

し、既存の協力及び新規の協力につ

いての意見交換を行った。 

米国スクリプス海洋研究所との

研究協力を加速させるため、職員 2

名を派遣し、協力可能性についての

議論を行った。 

海洋観測のためのパートナーシ

ップ（POGO）の Executive Committee

のメンバーとして運営及び実施プ

ログラムに関しての議論に参加す

るとともに、海洋にかかる新しい論

文誌の創設に向け、提案・調整等を

行った。 

 

○機構の国際化を促進する取組 

MOU に基づく人材交流として、米

国 NOAA/OAR、仏国 IFREMER 及び諾

国海洋研究所（IMR）に各 1 名、機

構職員を派遣した。また、IFREMER

から客員研究員 1 名を国際課に受

け入れた。 

 

 

【b.】 

機構は、IODP の主要推進機関と

して「ちきゅう」を運用しており、

平成 28 年度は、IODP 研究航海を 2

の下、覚書の交換を行った。 

具体的な協力として、海洋気候

変動の観測、地質学・生物地理学

的研究のためのインド洋基礎デー

タ取得、気候変動のモデリング等

が含まれる。  

本覚書の締結によって、海洋地

球科学技術分野における日印間の

研究協力がより一層強化されると

ともに、両国間における友好関係

の更なる発展が期待される。 

なお、本覚書の締結については、

同日の日・インド首脳会談後に安

倍総理大臣及びインドのモディ首

相の両首脳が署名した共同声明の

中にも盛り込まれ、今後の協力の

進展が両首脳によって歓迎され

た。 

 

（3）IODP 研究航海を通じた国際

的研究拠点の構築 

第 365 次研究航海（南海トラフ

地震発生帯掘削計画）では 3 か国

16 名、IODP 第 370 次研究航海では

8か国 31 名と、若手を含む国内外

の多くの研究者が参加した。多様

で複雑なロジスティックスを必要

とした研究チームを調整し、国際

的な人材交流のハブとして優れた

役割を果たすとともに、各航海の

目的に合った研究環境の整備を行

った。その結果、前人未到の科学

成果を創出することを支援し、国

際的な頭脳循環拠点としての価

値、プレゼンスを示した。これは

「ちきゅう」IODP 運用委員会

（CIB）に参画する外部有識者から

も高い評価を受けた。 

第 370 次航海（室戸沖限界生命

圏掘削調査：T-Limit）では、IODP

で初となる船上と陸上で並行して
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究者に対する船上での科学

的・技術的な支援、「ちきゅ

う」により取得されるデー

タ等の円滑な提供を実施す

る。また、高知大学と連携・

協力し、掘削コア試料の保

管・管理・提供等を実施す

る。さらに、我が国におけ

る IODP の総合的な推進機

関として、IODP の研究活動

を主導し、日本地球掘削科

学コンソーシアム（J-DESC）

を通じて国内の研究者に対

して IODP への参画に向け

た支援等を行い、掘削科学

に関わる研究者コミュニテ

ィを牽引する役割を果た

す。加えて、「ちきゅう」を

用いた科学掘削プロジェク

トの進展を図るため、「ちき

ゅう」の国際的な認知度の

向上及びプロジェクトへの

参加国の増加に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

究者に対する船上での科学

的・技術的な支援、「ちきゅ

う」により取得されるデー

タ等の円滑な提供を実施す

る。高知大学との連携・協

力により高知コアセンター

を適切に管理運営するとと

もに、「ちきゅう」等によっ

て得られた IODP 掘削コア

試料を保管管理し、研究者

への試料提供を含めた試料

活用支援を行う。また、微

生物用凍結掘削コア試料の

保管管理及び活用に関する

研究開発を実施する。さら

に、我が国における IODP

の総合的な推進機関とし

て、IODP の研究活動を主導

し、日本地球掘削科学コン

ソーシアム（J-DESC）を通

じて国内の研究者に対して

IODP への参画に向けた支

援等を行い、掘削科学に関
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えて、「ちきゅう」を用いた
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航海（第 365 次研究航海「南海トラ

フ地震発生帯掘削計画」、第 370 次

研究航海「室戸沖限界生命圏掘削調

査」）実施した。第 365 次研究航海

では 3 か国 16 名、第 370 次研究航

海では 8 か国 31 名の研究者の参加

があり、事前準備に加え、船上での

科学的・技術的な支援を行うととも

に、科学成果のとりまとめ（レポー

ト作成）や論文執筆への協力を行っ

た。また、それぞれの航海の複数の

動画を制作し、世界に向けて発信し

た（Youtube）。さらに、IODP の主

要推進機関として、国際会議の主

催、共催、又は参加を行い、IODP

の推進を主導するとともに、推進に

関する検討、調整などを行った。ち

きゅう IODP 運用委員会(CIB)、技術

助言委員会 (TAT) 、 PCT(Project 

Coordination Team)を主催、AGU タ

ウンホールミーティング、プロポー

ザルプランニングワークショップ

を共催、IODP フォーラム、科学評

価パネル(SEP)、環境保護安全パネ

ル(EPSP)、米欧それぞれのFacility 

Board、に出席した。 

平成 29 年 3 月に「ちきゅう IODP

運用委員会（CIB）」（国内外の 外部

有識者から成る「ちきゅう」の IODP

に基づく科学掘削計画策定に係る

機構理事長の諮問会議）を開催し

た。本会議において、将来の掘削計

画に関して「平成 29 年度の南海ラ

イザーレス科学掘削（C0006 孔）の

実施、平成 30 年度の南海超深度ラ

イザー科学掘削（C0002 孔）の実施

を推奨する。」、「海外からの外部資

金による IODP 科学掘削を「ちきゅ

う」のプロジェクトとして認定し、

2020 年の実施を推奨する。」との提

言を受けた。 

分析する取組を実施し、「ちきゅ

う」と高知コアセンター双方の拠

点を活かした機構にしかできない

航海を実施し、新しい航海の形、

新たな研究環境としての魅力を示

した。船上では行うことのできな

い高精度かつ最先端の分析を航海

中に迅速に実施した画期的な航海

であり、海底下深部の微生物細胞

の量・多様性・代謝活性の空間的

な分布の解明など、IODP 科学目的

の達成に向け貢献した。 

（同航海において船上では 40 項

目以上の科学的・技術的支援を実

施、コア試料 112 本（13,455 試料）

を採取、国内外から過去最多規模

となる 69 件のサンプルリクエス

トを受けるほど関心を集めた。） 

国際乗船スクールの開催（国際

的な人材育成に貢献） 

日本地球掘削科学コンソーシア

ム（J-DESC）と共催しての初の国

際乗船スクール開催し国内外のコ

ミュニティに「ちきゅう」の役割

をアピールした。5か国 15 名の参

加があり、国際的な人材交流のハ

ブとなるとともに人材の育成に大

きく貢献した。CIB においては、

平成 28 年度業務に関して「IODP

航海において、動画を複数作成し

国際的に公開したことや、初の国

際乗船スクールの開催等様々な取

組はいずれも称賛に値する。」との

コメントを受けており、国内外の

外部有識者からも非常に高く評価

された。 

 

以上の通り、インド地球科学省

との協力覚書締結や G7 茨城・つく

ば科学技術大臣会合での「つくば

コミュニケ」採択等、我が国の海
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また、CIB の専門部会である PCT

を、室戸沖掘削（平成 28 年 6 月）

及び、南海掘削（平成 28 年 7 月及

び 12 月）について開催し、安全か

つ最大限の科学成果を得られる掘

削オペレーションとなるよう掘削

計画の検討、調整を行った。 

研究者に対する科学的・技術的な

支援としては、国内外の多数の研究

者から成る研究チームを統括する

とともに、船上研究区画における各

種分析の科学的・技術的支援を各

IODP 研究航海で行った。研究航海

の提案段階から、計画会議での調

整、共同主任研究員や国際組織など

と連携しての参加研究者の選定、航

海実施前の資機材調達、国内外から

の乗船に係る様々な手続等の支援、

航海実施後の論文の執筆支援など、

研究航海の様々な段階で乗船研究

者をサポートした。さらに、研究航

海前後の船上研究区画の維持管理

はもちろん、航海前には航海の目的

に合わせた研究区画のレイアウト

変更や資機材調達等の研究区画設

備の整備、航海中には試料の処理、

分析の支援等を行い、24 時間体制

で研究を行う船上の研究者の研究

環境の充実を図った。第 365 次研究

航海では、孔内から回収された

Genius Plug によって採取された、

断層を流れる流体の時系列サンプ

ルの分析を行い、微生物サンプルの

分析の支援を行なった。第 370 次研

究航海では、連続して採取されたコ

ア試料 112 本（13,455 試料）につ

いて、船上で行われた種々の分析

（40 項目以上）の科学的・技術的

支援を行なった。陸上施設での高精

度分析のための試料準備を船上で

行い、ヘリコプターのスケジュール

洋科学技術の中核機関として我が

国の国際的プレゼンス向上に貢献

したほか、「ちきゅう」による IODP

航海を科学的・技術的に支援し優

れた研究環境を持つファシリティ

であることを示すことで国内外多

くの研究者を惹きつけたことは高

く評価できると考え本項目の評定

をＡとする。 
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に合わせて、陸上施設へ輸送した。

また、本航海における試料について

は科学コミュニティの関心も非常

に高く、国内外から 69 件のサンプ

ルリクエストを受けている。 

「ちきゅう」の国際的な認知度の

向上のための取組としては、地球科

学分野の国際学会（欧州地球科学連

合(EGU)、日本地球惑星科学連合

(JpGU)、Goldschmidt 学会（国際地

球化学会）、日本地質学会、アメリ

カ地球物理連合（AGU））にてブース

展示を行い、科学コミュニティ向け

に「ちきゅう」の活動を紹介した。

平成28年12月のアメリカ地球物理

連合大会（AGU）では、IODP や ICDP

（国際陸上科学掘削計画）の最新情

報の周知を行うことを目的として、

初めて欧米の運航機関及び、ICDP

と共同で「科学掘削ブース」として

の展示を行った。また、米 IODP 運

航機関との共催事業としてタウン

ホールミーティングを開催した。各

加盟国から科学掘削プロジェクト

の幅広い関係者の参加があった（参

加者約 300 名）。会場で国際科学コ

ミュニティに最新情報を提供し、科

学掘削について様々な交流・議論が

活発に行われた。さらに、平成 28

年 5 月に、IODP における「ちきゅ

う」の役割を国際的にアピールする

とともに、海洋科学掘削を目指す世

界中の若者の育成を目的として、日

本地球掘削科学コンソーシアム

（J-DESC）と共催事業として「ちき

ゅう」では初の国際乗船スクールを

開催した（3 泊 4 日）。5 か国 15 名

の若手研究者、学生、教育関係者ら

の参加があり、「ちきゅう」船上に

て実際の研究設備を使用して乗船

研究・調査方法などについて学ぶ機
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c. 気候、物質循環及び生

物多様性の変化・変動につ

いて人間活動の影響も含め

て包括的に理解するため、

分野・領域を超えた視点か

ら研究や国際協働を行い、

情報発信を通して地球規模

課題の解決に貢献する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

c. 気候、物質循環及び生

物多様性の変化・変動につ

いて人間活動の影響も含め

て包括的に理解するため、

分野・領域を超えた視点か

ら研究や国際協働を行い、

情報発信を通して地球規模

課題の解決に貢献する。具

体的には、先端海洋科学技

術の視点から地球環境問題

等に貢献するために、広範

な関係者と議論する大気海

洋環境に関する研究会など

を開催し、相互啓発を図る

とともに、ICSU と連携して

アジア縁辺海や西太平洋の

持続可能性に向けた国際共

同研究立案に貢献する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会を提供し、好評を得た。 

高知大学、日本地球掘削科学コン

ソーシアム（J-DESC）と協力し、コ

アスクールを高知にて実施し、若手

研究者・技術者の育成に貢献した。 

J-DESC と協力し、初めて IODP 航海

に参加する研究者向けに講習会を

実施した（4回）。 

IODP 掘削航海 6 航海分（第 356, 

359, 361, 362, 365, 370 次航海）

のコアを搬入した。また、「ちきゅ

う」による「沖縄トラフ熱水性堆積

物掘削Ⅲ」（SIP）のほか、機構研究

船で採取された 22 航海分（拠点仮

置分の過去採取試料の回収を含む）

のコアを収容・保管した。 

サンプリング会議（SIP）を高知

コア研究所にて 1回開催した。 

機構内外の研究者へコア試料を 1

万点以上提供した。 

 

 

【c.】 

アジアの縁辺海とその沿岸域に

ついて、国際科学会議（ICSU）が主

導する Future Earth の視点に呼応

し て 立 案 し た  Sustainability 

Initiative in the Marginal Seas 

of South and East Asia（SIMSEA）

プログラムを推進するため、フィリ

ピンにおいて地域シンポジウム（@

フィリピンケソンシティ平成 28 年

9 月 26～28 日）へ参画し、フュー

チャーアースとの関係など背景を

共有した。また、フィリピン大学と

の共同研究強化に向けフィリピン

周辺の海洋・大気環境変動予測とそ

の応用として沿岸域総合管理につ

いて検討した。さらに、在フィリピ

ン日本国大使館を表敬訪問、SIMSEA

及び前述の共同プロジェクト案に
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ついて説明したほか、JICA 現地事

務所も訪問（平成 28 年 9 月）し、

SIMSEA 及び共同プロジェクト実現

に向けた協力を依頼した。 

22th ICSU RCAP Meeting

（@KotaKinabalu, Malaysia 平成

28 年年 11 月 21～22 日）に参加す

るとともに、Impacts of Global 

Warming and Ocean Acidification 

on Marine Ecosystems and Nec-

essary policy Measures -Toward 

the establishment of a network in 

the west Pacific region （@東京、

平成 29 年 1 月 19～20 日) に参加

し、Future Earth、SIMSEA、Marine 

Crisis Watch & Action について講

演し、アジア縁辺海や西太平洋の持

続可能性に向けた議論を行い、

Future Earth に関する日本の取組

に海洋科学の面から貢献した。ま

た、日本地球惑星科学連合（JpGU）

2017 年大会におけるセッション開

催 、 SIMSEA International Sym-

posium を平成 29年 9月にフィリピ

ンで開催するよう進めている。 

科学技術振興機構（JST）等が実

施している研究プログラムの地球

規模課題対応国際科学技術協力プ

ログラム（SATREPS）のプロジェク

トを通じ、南部アフリカにおける気

候予測モデルをもとにした感染症

流行早期警戒システムの構築へ貢

献した。南アフリカのプレトリアに

おけるプロジェクト推進会議へ参

画し、また、研究者の南アフリカ訪

問により現地の観測データ等を入

手することで気候変動とマラリア

流行の関連性に関するモデリング

を推進した。SATREPS 事業評価委員

会でこれらの事例発表し、また、

Symposium on "Past, Present, 
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Future of Predicting Ocean and 

Climate Variability“を日本医療

研究開発機構（AMED）及び国際協力

機構（JICA）の後援で開催した。さ

らに、今後の更なる共同研究の展開

へ向け、ナイロビでのアフリカ開発

会議（TICAD）に参加した。 

Euro-Mediterranean Center on 

Climate Change（CMCC）との気候モ

デリング、気候予測とその社会応用

の進展に関する共同研究を行うた

め、両機関で実施されている気候予

測の社会応用に関するプロジェク

トに焦点をあて、最新のモデル研究

の進展を議論することを目的にワ

ークショップ「気候変動・変化のモ

デリング、予測とその社会応用」を

開催した。 

ハワイ大学国際太平洋研究セン

ター（IPRC）との協力によるアジ

ア・太平洋域を中心とした地球環境

とその変動に関する研究では、5つ

の研究テーマに関する共同研究を

継続するとともに、JAMSTEC-IPRC

の共同研究を軸に連携を拡げると

ともに最新の知見の共有のために、

3件の会議等を開催した。（JpGU2016

における session "Asia-Pacific 

climate variations on  diurnal 

to secular time scales” 、AGU Fall 

Meeting 2016 における session 

“ Tropical and extratropical 

air-sea interactions and their 

teleconnections”、第 8回海洋大循

環シミュレーション研究（OFES）国

際ワークショップの開催（名古屋大

学と共同） 
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４．その他参考情報 

＜平成 27 年度の主務大臣評定における課題の指摘＞ 

・機構が、国際的な頭脳循環拠点として、国内外の優秀な研究者を惹きつけ、国際的な人材交流のハブ機関となり得るよう、更なる組織の国際化や国際連携を進めていくことが求められる。 
 

＜審議会及び部会における主な課題の指摘＞ 

・本項目において国際連携、国際頭脳循環の拠点として特に顕著な成果を創出したと評価するには、重要な調査を受託したことに加え、この調査によって人材育成をはじめとする国際拠点の実態がこれまで

になく高いレベルで確立された時とすることが適切ではないか。 

・ただし、評価軸にある「世界の頭脳循環拠点として機能しているか」についてやや疑問が残る。組織の国際化が進まないと真の国際ハブまでの成長が困難であると考える。研究組織として更にレベル向上

を実現するために、世界的な頭脳循環拠点を形成することが必須であると考える。 

 

【指摘事項に対する措置内容】 

更なる国際化、国際連携を強化していくため、以下のような各種取組を進めており、今後も国内外の優秀な研究者を引き付けるハブ機関として各種取組を強化していきたい。 
 
(1)国際ポストドクトラル研究員制度 

平成 26 年より海洋・地球科学分野の博士号をもつ優れた若手研究者にその研究課題をより卓越した業績へと発展させ研究者として更なる飛躍を遂げてもらうことを目的とした国際ポストドクトラル研究

員制度を開始した。Nature, Science, IEEE や各種学会、関連研究機関等世界 150 箇所以上に人材募集広告を出しており、毎年度 5 名程度の枠に対し約 30 か国から応募がある状況であり、採用者は半分以

上が外国人となっている。また、研究部門の採用担当部署には英語がネイティブレベルで話せるスタッフを配属し外国人研究者の入出国手続や住居探し、銀行口座開設や市役所での各種手続など、着任ま

での様々なシーンをフォローしている。 

同様に JSPS の特別研究員プログラム等を利用しており、本取組を協力関係のある海外研究機関に紹介して人材交流を促すとともに、学術雑誌やアメリカ地球物理学連合（AGU）や国際海洋学会（OCEANS）

などの学会で紹介している。 
 
(2)国際ワークショップ等の開催による国際的な人材交流の推進 

各部署においては海外からの研究者を招いてのセミナーやワークショップを開催しており、機構外の研究者の考えを知る機会になるとともに、ネットワーキングの場としても活用している他、平成 29 年

2 月にホストとして開催した OBIS Steerring Group 会合の様に国際プロジェクトを機構で開催することで国内外の関連研究者を集め人材交流のハブ機関となることを推進している。 

国際ポストドクトラル研究員制度を設置するきっかけとなった JAMSTEC Advisary Board の第 2回会合を平成 29 年度に開催予定であり、主に海外研究機関のハイレベルな有識者から国際化・国際連携の

一層の強化、深化に向けた提言を得ていきたいと考えている。 
 
(3)国際共著論文割合の高さ 

Clarivate Analytics 社の研究分析ツールである InCites Benchmarking にて算出した International Collaborations によると機構の国際共著論文割合も 47.21％（平成 28 年）となっており、我が国の

平均値 29.82％、世界標準 25.59％と比較しても高水準となっていることから、論文分析においては我が国を先導する国際頭脳循環拠点であると考えられる。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－４－(2) 人材育成と資質の向上 

関連する政策・施策 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応 

施策目標９―５ 国家戦略上重要な基盤技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人海洋研究開発機構法第十七条 

第五号 海洋科学技術に関する研究者及び技術者を養成し、及びその資

質の向上を図ること。 

当該項目の重要度，難易

度 
 

関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0295 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

講 師 派 遣

（件） 
― 178 120 133 

              予算額（千円） 
60,460 37,935 28,743   

出 前 授 業

（件） 
― 21 30 63 

  決算額（千円） 
47,291 30,448 32,753   

研究生受入

（人） 
― 140 135 150 

  経常費用（千円） 
56,161 28,795 32,533   

インターン

シップ生受

入（人） 

― 25 39 45 

  経常利益（千円） 

▲1,653 1,417 ▲2,287   

       行政サービス実施コ

スト（千円） 
28,385 ▲10,689 ▲22,608   

        従事人員数 34 14 36   

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 我が国の海洋科

学技術の中核機

関として、国際的

な枠組みに対し

積極的に協力す

るとともに、海外

の主要な研究機

関との連携を促

進し、国際頭脳循

環の拠点として

存在感を示す。 

地球深部探査船

海洋立国の実現を支える

人材を育成するため、研究

者等の養成及び資質の向上

に関する取組を実施すると

ともに、国内外から研究者

等を受け入れる。また、海

洋科学技術分野を担う女性

研究者の育成を意識した取

組を推進する。これらの取

組により、我が国の海洋科

学技術水準の向上や発展に

貢献するため、以下の事項

海洋立国の実現を支える

人材を育成するため、研究

者等の養成及び資質の向上

に関する取組を実施すると

ともに、国内外から研究者

等を受け入れる。また、海

洋科学技術分野を担う女性

研究者の育成を意識した取

組を推進する。これらの取

組により、我が国の海洋科

学技術水準の向上や発展に

貢献するため、以下の事項

・我が国の海洋科

学技術水準の向

上や発展に貢献

するため、研究者

等の人材育成と

その資質の向上

に関する取組が

推進されたか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

科学技術振興機構（JST）の人材

育成事業「日本・アジア青少年サ

イエンス交流事業」や日本学術振

興会（JSPS）による人材育成事業

をはじめとして、着実に国等が推

進する人材育成事業を活用した実

績をあげ、人材育成や交流に貢献

した。 

若手研究者や大学院生、研究生

を含めた外部からの人材の受入れ

については、昨年度と同等の水準

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

中期計画及び年度計画に定め

られた通り、概ね着実に業務が実

施されたと認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 ─ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 ─ 
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「ちきゅう」をは

じめとする世界

最先端の研究開

発基盤を有する

研究開発機関と

して、世界中から

優秀な研究者が

集まる国際頭脳

循環の拠点とな

るための研究環

境の整備等を進

める。また、IODP

については、我が

国における総合

的な推進機関と

して日本地球掘

削科学コンソー

シアム（J-DESC）

を通じた研究者

支援や人材育成

等をより一層活

性化させる。これ

らの取組により、

海洋科学技術の

向上や社会への

貢献を果たすと

ともに、我が国の

国際的なプレゼ

ンスを示す。 

大学や大学院等

と連携した若手

研究者の育成、女

性研究者比率を

向上させるため

の環境整備、国内

外からの優秀な

研究者等の積極

的な受入れ等を

実施し、海洋科学

技術に関連する

幅広い分野にお

を実施する。 

 

 

a. 将来の海洋科学技術を

担う人材を育成するための

教育研修プログラムを実施

する。その際、国等が推進

する人材育成事業等も活用

し、効率的かつ効果的に実

施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を実施する。 

 

 

a. 将来の海洋科学技術を

担う人材を育成するための

教育研修プログラムを実施

する。その際、国等が推進

する人材育成事業等も活用

し、効率的かつ効果的に実

施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【a.】 

【国等が実施する人材育成事業の

活用】 

科学技術振興機構（JST)の「日

本・アジア青少年サイエンス交流事

業（さくらサイエンスプラン）」に

おいて、海底堆積物の顕微鏡観察・

物性計測等のカリキュラムを行う

ためインドネシア及びミャンマー

から 8名の若手研究者を招聘し、研

究技術交流を実施 

同事業の高校生特別コースでは

アジア諸国から 845 名（平成 27 年

度：338 名）の高校生を受け入れ、

海洋・地球に係る最新の研究成果の

紹介や施設設備の見学を実施。 

日本学術振興会（JSPS）を活用し国

内外の研究者の受入れを実施し、人

材育成を推進した。 

 

【将来の海洋科学技術を担う人材

育成】 

将来の海洋科学技術を担う人材

を育成するため、各種教育研修プロ

グラムを実施した。 

平成 28 年度に特筆すべき事項と

しては、海洋産業市場の成長に向け

実践的技術やノウハウをもった海

洋開発技術者の育成をオールジャ

パンで推進すべく設立された「日本

財団オーシャンイノベーションコ

ンソーシアム」への参画が挙げられ

る。大学生、大学院生を対象とし、

船舶や実験施設等を利用した現場

実習を行う体験セミナー「ライザー

式科学掘削船『ちきゅう』を知りつ

くそう！」といったイベントを実施

するなど、同コンソーシアムを積極

的に活用した。 

を維持し、人材の育成や交流に大

きく貢献している。 

国際ポスドク制度については、

育成期間を 3 年とし順次人材を入

れ替えていくこととしており、今

年度末にその期間の満了を迎える

者が初めて出てくる予定で、彼ら

が今後世界的に活躍していくこと

が十分期待されることから、今後

も着実な制度運用が望まれる。 

計画通りの実績であり、着実な

業務運営がなされていることから

本項目の評定をＢとする。 

 

 

 

 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

・平成 27 年度評価における指摘

事項を踏まえ、階層別の体系

的な人材育成プログラムを整

備すべく、その準備に取り掛

かった。人材育成の取組は中

長期的な視点で進めていくべ

きものであり、具体的な成果

の波及は緩やかで顕在化しに

くいが、取組の端緒としては

適切な準備が進められている

といえる。 

・海外の若手研究者の受入れに

ついて改善する傾向がみえる

が、組織の国際化にとって重

要な国際的な人材育成につい

てやや力不足と言わざるを得

ない。 

・国際組織との連携を維持しつ

つ、機構における人材の多様

性強化について一層の努力が

必要であると考える。 
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いて将来の海洋

立国を担う人材

の育成を推進す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b. 大学等の関係機関との

間で締結している包括連携

協定等も活用し、若手研究

者や大学院生を国内外から

受け入れるとともに、機構

の研究開発活動への参加を

通じて海洋科学技術に係わ

る人材を育成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b. 大学等の関係機関との

間で締結している包括連携

協定等も活用し、若手研究

者や大学院生を国内外から

受け入れるとともに、機構

の研究開発活動への参加を

通じて海洋科学技術に係わ

る人材を育成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子供たちの海洋に対する夢や憧

れ、海洋科学技術への興味を喚起す

ることを目的として全国の小学生

を対象とした「第 19 回全国児童ハ

ガキにかこう海洋の夢コンテスト」

を実施。応募総数 17,271 点の中か

ら入賞 10 点、入選 100 点を決定し

た。 

また、機構の拠点が所在する青森

県（むつ研究所）と沖縄県（GODAC）

の小学校間をインターネットで繋

いだ合同学習会を開催し、お互いの

異なる気候風土の学びを通じて海

洋に対する理解が深めた。本学集会

には複数の報道機関の取材や両市

教育委員会等地元行政関係者の見

学もあり、関心の高さが表れてい

た。 

このほか、市民参加型の事業とし

て青森県むつ市において下北海浜

地域の生態観察を行う「沿岸観察

会」の実施や、八戸市水産科学館マ

リエントと共催で中学生から大学

生までの参加者に対して「Blue 

Earth Academy」を開催し「みらい」

の実験室での実験・分析体験や船中

泊といった学校の授業では得られ

ない学習の場を提供した。 

 

【b.】 

国内外からの若手研究者や大学

院生について、研究生 150 名（連携

大学院による 27 名を含む）、外来

研究員等 94 名、インターンシップ

生 45 名を受け入れた。 

（昨年度実績：研究生 135 名、外来

研究員等 92 名、インターンシップ

生 39 名） 

連携大学院を通じた教員派遣数

は客員教授35名、客員准教授13名、

その他含め合計で73名（18大学等） 
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外部からの委嘱は大学教員等 115

名、講演会等講師 236 名、研究員等

36 名 

平成 26 年より海洋・地球科学分

野の博士号をもつ優れた若手研究

者にその研究課題をより卓越した

業績へと発展させ研究者として更

なる飛躍を遂げてもらうことを目

的とした国際ポストドクトラル研

究員制度を開始しており、過去 3か

年で計 14 名（このうち日本人以外

の者は計 7 名）を受け入れた。

Nature, Science, IEEEや各種学会、

関連研究機関等世界 150 箇所以上

に人材募集広告を出しており、毎年

度５名程度の枠に対し約３０か国

から応募がある状況であり、整った

研究環境を提供し将来の海洋科学

技術分野を担う人材の育成を着実

に促進。 

海洋科学技術分野を担う女性研

究者の育成を意識した取組として、

男女共同参画推進イベント「海への

招待状 for Girls」を平成 27 年度

に続き開催。理系の進路や就職を考

えている女子中高生を主な対象と

し、機構の女性職員（研究者、技術

者等）が携わる海洋・地球科学技術

に係る仕事や研究成果を紹介する

講演を実施するとともに、女性職員

との座談会を行い、研究環境、職場

環境の解説や進路への助言を聞く

機会を提供することで、海洋・地球

科学技術に係る分野をはじめとす

る理工学分野への進学を支援し、更

に当機構に対する理解を深めるイ

ベントとした。平成 28 年度は事前

に高校への出前授業も実施（2高校

で 313 名）し、イベントには 62 名

（平成 27 年度 24 名）が参加した。 
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４．その他参考情報 

＜平成 27 年度の主務大臣評定における課題の指摘＞ 

・人材育成と資質の向上に向けた取組の効果は、現状では必ずしも明らかとなっていないため、今後は、その効果を測る指標をも整備しつつ、取組を進めていくことが求められている。 

・また、機構内における若手研究者や女性研究者の活躍促進は重要な課題であるが、取組として明示されていない。（これらの取組は第５期科学技術基本計画においても重要な課題であり、機構においても、

例えば任期制から定年制への移行などの取組もしていることから、そうした点も評価して良いのではないかと考える。） 

・人材育成と資質の向上の問題は、海洋に関連する諸機関、諸団体と連携して中長期的に取り組むべき重要な課題であり、機構単独で考えても重要。本件は特に経営管理部門として重視し、ロードマップ等

を整備し中長期的に確実に前進する方策を講じるべきと考える。 
 

＜審議会及び部会における主な課題の指摘＞ 

・組織の将来を握っている重要な課題であるが、あまり力が入っていないように見受けられる。去年と同程度の PD を受け入れた実績(9 件)があるが、研究者としてどのように養成するのか、どのような行き

先があるのかなどについての説明がない。また、海外からの PD の獲得へ向けてより積極的に取り組むべきであると考える。 

 

【指摘事項に対する措置内容】 

  人材育成と資質の向上に向け日本財団の「オーシャンイノベーションコンソーシアム」に参画し、ここに参画する機関と共同で海洋開発技術者の育成を推進する。具体的な実績として「ライザー式科学

掘削船『ちきゅう』を知りつくそう！」＠清水「ちきゅう」の開催等に協力した。 

また、普及広報活動の一環として若年層から一般までを対象とし、階層別人材育成プログラムを作成する。このプログラムは、若年層では海洋への興味喚起を高めるような取組、高校生－大学生では海

洋に関わる職業を選択肢に加えてもらうような取組など、各階層に応じたプログラムであり、小中学校への出前授業やスーパーサイエンスハイスクール年間プログラムへの協力等を通して、体系化が進み

つつある。 

さらに、連携大学院による講師派遣は 18 大学等で 73 名にも達し、27 名の研究生を受け入れた。（その他の研究生は 123 名） 

以上のような取組は、単年度のみならず中長期的な視点で進めていくべき施策であり、「JAMSTEC の人材育成に係るプログラムの目標と進め方」を整備し確実に前進させることとしている。 

そのほか、高校生を対象としたプログラムを平成 29 年度に実施するべく準備に着手し、若年層から一般までを対象とした階層別人材育成プログラムを体系化する基礎となる「JAMSTEC の人材育成に係る

プログラムの目標と進め方」を整備すべく、ワーキンググループの意見を取りまとめているところである。 

総合海洋政策本部に設置された「海洋人材育成等 PT」における議論にも注視していく。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－５－(1) 共同研究及び機関連携による研究協力 

関連する政策・施策 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応 

施策目標９―５ 国家戦略上重要な基盤技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人海洋研究開発機構法第十七条 

第七号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度，難易

度 
 

関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0295 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

共 同 研 究

（件） 
― 93 114 109 

            予算額（千円） 
145,752 の内数 145,520 の内数 278,011 の内数   

機関間連携

協定（件） 
― 18 22 22 

  決算額（千円） 
145,300 の内数 204,815 の内数 328,408 の内数   

       経常費用（千円） 159,462 の内数 204,933 の内数 355,816 の内数   

       経常利益（千円） ▲2,048 の内数 5,467 の内数 ▲2,390 の内数   

       行政サービス実

施コスト（千円） 
168,047 の内数 102,339 の内数 308,017 の内数   

        従事人員数 48 の内数 27 の内数 37 の内数   

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 国民の生活を豊

かなものとし、ま

た、社会課題の解

決に対して新し

いソリューショ

ンを提供するた

め、研究開発によ

るイノベーショ

ンの創出、社会へ

の成果還元を図

る。そのため、国

内外の大学、企

業、研究機関等と

の連携・協力を戦

略的に促進する

とともに、研究開

国内外の大学、企業、研

究機関等と共同研究及び機

関連携等の適切な協力関係

を構築する。 

国内外の大学、企業、研

究機関等と共同研究及び機

関連携等の適切な協力関係

を構築する。 

・共同研究及び機

関連携による研

究協力関係が構

築されたか 

 

国内機関との共同研究は合計109

件（前年度 114 件）、うち新規課題

は 27 件（前年度 28 件）実施し、契

約相手方はのべ 149 機関（前年度

138 件）、機関間協定は 22 件（前年

度 22 件）、海外機関との共同研究は

44 件（前年度 46 件）、機関間協定

は 29 件（前年度 26 件）であり、そ

れぞれ相互の特徴を活用した研究

開発活動を推進した。 

機関間協定の特筆事項としては、

東北大学、神戸大学、八戸工業大学、

高知大学、横浜国立大学、大阪大学、

JOGMEC との新たな機関協定締結が

挙げられ、既存の共同研究や教育連

Ａ 

特に平成 28 年度については、例

えば以下のような成果が得られて

おり、評価軸「共同研究及び機関

連携による協力関係が構築された

か」に照らしてもＡ評定に足る十

分な成果である。以下に特筆すべ

き代表的な事項を紹介する。 

 

（1）異なる業種・企業規模が注目

する協働プロジェクトの始動 

これまで機構が行ってきた産学

官連携活動は比較的小規模であ

り、基本的に二者あるいは三者官

の連携がほとんどを占めていた。

今 回 「 Shell Ocean Discovery 

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示す通

り、中期計画及び年度計画に定

められた以上の業務の進捗が認

められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・ XPRIZE に挑戦する「 Team 

KUROSHIO」を編成し、これま

でにない規模・形態の産学官

連携プロジェクトを若手が中

心となって進めてきたこと

は、機構に新しい文化や風土

が醸成されるきっかけになり

得るものとして、評価できる。 
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発成果の権利化

をはじめとした

適切な管理を行

い、実用化及び事

業化に向けた取

組を推進する。 

研究開発による

研究成果の社会

還元を進めるた

めに、国等が主体

的に推進するプ

ロジェクトに対

応するための研

究開発を積極的

に行う。 

海洋科学技術に

関する研究開発

について、自らの

研究資源を投入

して行うと同時

に、積極的に競争

的資金等の外部

資金を獲得し、研

究資金を有効に

活用する。 

 

携のみならず、連携協議会 7件（前

年度 8件）や合同イベント、シンポ

ジウム等 3件（前年度 1件）を開催

し、連携機関の地元の方々に対して

報告を行う等、連携の成果を幅広い

層へ周知した。 

青森県、神奈川県、横浜市、静岡

市等の地方・地域連携を促進した。

特に横浜市との間では、海洋都市横

浜うみ協議会の一員として「海洋都

市横浜うみ博 2016」や「海に関わ

る企業・団体紹介セミナー」の開催

に協力した。また、静岡市との間で

は、静岡市海洋産業クラスター協議

会に参画し、協議会関連機関ととも

に静岡市における海洋産業振興に

係る取組を推進した。 

石油業界大手の Shell 社が主た

るスポンサーとなり X プライズ財

団が主催する世界コンペ“Ocean 

Discovery XPRIZE”に大学や関係機

関、民間企業と共同チーム（Team 

KUROSHIO）を編成し産学官のネット

ワーク作りを進めるとともに、その

経費確保のために民間企業からの

出資及び個人向けにクラウドファ

ンディングを開始した。 

海洋科学技術の発展を民間企業

等と共に推進していく JAMSTEC 賛

助会を運営し、海洋関連企業のみな

らず多様な分野へ機構の取組を紹

介し加入を勧めるとともに、加入さ

れた企業等との意見交換・技術交流

及び研究成果シーズの案内等を中

心に連携・協力を進めた。また、平

成 28 年度は、機構の取組に賛同い

ただいた産業界及び各種団体計158

社・団体から、賛助会費として

96,335 千円の寄附金を拠出いただ

いた。 

理化学研究所、水産研究・教育機

XPRIZE」を契機として、当該

XPRIZE に挑戦する大学、公的研究

機関、民間企業の共同チーム「Team 

KUROSHIO」を編成し、その経費確

保のために民間企業からスポンサ

ーを募るなど、これまでにない規

模での産学官連携活動を機構の若

手研究者、若手事務職員が中心と

なり実施している。これは、単に

規模の大きい産学官連携という枠

にとどまらず、分野は限られてい

るが海洋産業の底上げに寄与する

ものといえる。 

また、クラウドファンディング

を含め 5,000 万円以上にも上る寄

附を集められた要因は、主に民間

企業からの寄附によるものである

が、XPRIZE という Shell 社が掲げ

た高い目標に向かって未知への挑

戦を行うことが、単に民間企業の

イメージ戦略と合致したというこ

とに限らず、「Team KUROSHIO」が

挑戦する目標の先に大手のみなら

ず中小零細企業にとってもビジネ

スチャンスがあるという期待感の

現れを裏付けするものである。実

際、民間企業からは、新産業分野

やフィールドとしての深海にビジ

ネスチャンスを期待する声もあ

り、当機構を中心とした XPRIZE

挑戦が、海洋産業全体の振興にも

寄与していることを証明する成果

である。 

 

（2）自治体活動との連携深化から

なる地方施策の伸展 

横浜市との関係では平成27年度

から「海洋都市横浜うみ協議会」

に参画している。うみ協議会には

3 つのワーキンググループ（「イ

ベント」、「教育」、「産業」）

・XPRIZE プロジェクトへの挑戦

に当たっては、クラウドファ

ンディングやスポンサー企業

の募集なども行い、「Team 

KUROSHIO」参画機関以外のパ

ートナー企業との連携を進め

ていることから、従来とは異

なる業種や規模の企業等との

新たな共同研究や研究協力関

係の構築も期待できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・新規参画者の開拓や新たなニ

ーズやシーズの開拓の観点か

らも、機構の手がける他のプ

ロジェクトでも、クラウドフ

ァンディングやスポンサー企

業の募集等の方法を活用でき

ないか検討を進めることが望

まれる。 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

・産学連携の推進は、Relevant

な研究の推進、社会への貢献、

外部の研究者と交流すること

による学習（多様性の効果）

などプラス面が多いので、引

き続き積極的に取り組んでい

ただきたい。 

・「Team KUROSHIO」という新し

い試みは進んでいるが、月面

を目指す宇宙プロジェクトと

比べるとまだ知名度が低いと

思われる。一層の情報発信を

進め、より有意義なプロジェ

クトを目指すことを期待す

る。 
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構及び機構で共同プロジェクトの

可能性を探り、「革新的技術開発・

緊急展開事業（うち先導プロジェク

ト）」の外部資金を獲得し、平成 28

年度から事業を開始した。 

日本プロジェクト産業協議会

（JAPIC）の会員として、海洋資源

事業化委員会において機構のイノ

ベーションに向けた取組を紹介し、

機構の技術開発の活用先として複

数企業との意見交換を行った。 

また、国立研究開発法人協議会

（以下「国研協」という。）として、

「国立研究開発法人における改善

事項（要望）」をとりまとめ、自民

党政務調査会科学技術・イノベーシ

ョン戦略調査会に提出した（平成

28 年 11 月）。これを受け、科学技

術・イノベーション戦略調査会は科

学技術関係予算の拡充を決議した。

これに当たって機構は、運営課題分

科会長法人として法人間共通の課

題に関し論点を明らかにするため、

分科会参画法人への調査を行うと

ともに、分科会の下に 10 法人によ

る各省横断的なタスクフォースを

設置した。同タスクフォースでは調

査結果をもとにデータ及び論点整

理を実施することで、上記活動に貢

献した。 

 

 

が設置されており、平成 28 年度も

引き続き協力を継続している。当

該ワーキンググループの全てに参

画しているのは、うみ協議会に参

画する 26 機関でも唯一当機構の

みであり、実質的に横浜市のパー

トナーとしてうみ協議会、ワーキ

ンググループ及び各種相談を通じ

て下記 「海洋都市横浜うみ博

2016」等、うみ協議会等での議論、

今後の施策等に関する助言、企画、

提案を行っている。 

平成 28 年度に横浜市が主催し

た「海洋都市横浜うみ博 2016」で

は、横浜市からの要請により、オ

ープニングセレモニーとして横浜

市に拠点を構える我が国の代表的

な海洋研究機関の長として平理事

長に講演の依頼があり、「横浜市

を発信源とした産業の発展」に向

けて期待を述べた。また、展示協

力、しんかい 6500 や深海生物等の

映像提供、スタンプラリーとその

景品の提供など全面的に企画・協

力を行っている。このことは「海

洋都市横浜うみ協議会」における

活動を通じた横浜市と当機構との

信頼関係が円熟していることを示

すものである。 

静岡市との関係では「静岡市海

洋産業クラスター協議会」及びそ

の担当者会議の議論に参画し、地

元の海洋産業の発展への取組に対

して当機構理事が委員となり積極

的に意見・助言を行い調査報告書

のとりまとめに貢献したことに加

え、将来の機構の活用へと繋がる

関係を築いた。 

静岡市の直轄プロジェクトであ

る「先導的研究プロジェクト」で

は、将来機構との関係において、
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共同研究が視野に入るようなテー

マも研究されている。上記担当者

会議においても、機構が今後産業

化を見据えた研究となるよう助言

を行っており、静岡市における産

業振興のみならず、将来の当機構

との共同研究の芽出しに向けた積

極的な関与を行うなど、横浜市と

並び単なる自治体との連携・地方

創生への貢献にとどまらず、静岡

市の施策と当機構の取組が両立で

きるような連携を実施している。 

 

（3）国研協の創設及び国立研究開

発法人に共通的な制度的隘路問題

の各方面への働きかけに貢献 

国研協として、「国立研究開発

法人における改善事項（要望）」

をとりまとめ、自民党政務調査会

科学技術・イノベーション戦略調

査会に提出した（平成28年11月）。

これを受け、科学技術・イノベー

ション戦略調査会は科学技術関係

予算の拡充を決議した。 

この前段として、機構は自らが

分科会長法人を務める運営課題分

科会に、主に副会長法人の部長級

をメンバーとしたタスクフォース

を設置した。タスクフォースでは

約 2 か月間で 3 回開催し、全法人

への調査を織り交ぜながら、より

現場に近い声や直近のデータを集

め、国立研究開発法人に共通の制

度的隘路に係る議論を深化し、具

体的事例として取りまとめ、法人

間での共有・論点の洗い出しを図

った。 

なお、運営課題分科会及びタス

クフォースでの議論に当たって

は、4月に第 1回の調査、6月にも

第 2 回の調査を実施したのち、タ
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スクフォース開催中の 9 月にも議

論の動向をもとにした第 3 回の調

査を分科会メンバーの国立研究開

発法人に対して行い、とりまとめ

たものを共有した。 

与党における重要な政策決定の

場（自民党科学技術・イノベーシ

ョン戦略調査会）では、上記タス

クフォースで作成した図なども利

用されたほか、その後国会審議（科

学技術・イノベーション推進特別

委員会（平成 28 年 11 月 24 日））

や内閣府の WG（第 3回科学技術イ

ノベーションの基盤的な力に関す

るワーキンググループ（平成 28

年 12 月 9 日））においても取り上

げられており、重要な政策決定に

係る会議の場での議論に寄与し

た。 

本成果は、機構が分科会長法人

として実質的に国研協の議論をリ

ードしてきたといっても過言では

なく、国立研究開発法人の一つに

すぎない機構が、国立研究開発法

人全体に対して、さらには政策決

定に係る議論にも寄与した、他の

法人の模範となるような成果であ

る。 

 

以上、3 つの取組をはじめ、本

項目について当初予定した以上の

極めて意義ある成果が数多く得ら

れたため、本項目の評定をＡとす

ることが妥当と考える。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－５－(2) 研究開発成果の権利化及び適切な管理 

関連する政策・施策 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応 

施策目標９―５ 国家戦略上重要な基盤技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人海洋研究開発機構法第十七条 

第七号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0295 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ① 要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

保有知的財

産（件） 
― 186 189 198 

            予算額（千円） 
104,849 の内数 91,415 の内数 158,898 の内数   

特許出願数

（件） 
― 46 33 27 

  決算額（千円） 
103,572 の内数 105,385 の内数 178,750 の内数   

知的財産収

入（千円） 
― 15,026 18,972 16,647 

  経常費用（千円） 
71,107 の内数 879,915 の内数 137,739 の内数   

特許実施許

諾契約（件） 
20 23 24 39 

  経常利益（千円） 
▲2,427 の内数 1,292 の内数 ▲6,013 の内数   

       行政サービス実

施コスト（千円） 
80,026 の内数 31,003 の内数 27,110 の内数   

        従事人員数 30 の内数 16 の内数 87 の内数   

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 国民の生活を豊

かなものとし、ま

た、社会課題の解

決に対して新し

いソリューショ

ンを提供するた

め、研究開発によ

るイノベーショ

ンの創出、社会へ

の成果還元を図

る。そのため、国

内外の大学、企

業、研究機関等と

の連携・協力を戦

研究開発から獲得される

新しい知識を社会に還元す

ることを目的に、特許等を

知的財産権として保護し、

質の向上に努めつつ、適切

に管理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究開発から獲得される

新しい知識を社会に還元す

ることを目的に、特許等を

知的財産権として保護し、

質の向上に努めつつ、適切

に管理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・知的財産権の取

得・管理・活用な

ど研究開発成果

の適切な管理が

行われたか 

 

 

保有知的財産は、特許権 158 件

（国内 97、外国 61）、特許出願中

150 件（国内 47、外国 103）、意匠

権 4 件（国内 2、外国 2）、商標権

20 件（国内）、プログラム著作権

16 件である。（括弧内前年度実績：

特許権 155 件、特許出願中 138 件、

意匠権 4 件、商標権 17 件、プログ

ラム著作権 13 件） 

平成 28 年度には 27 件（国内 12、

外国 15）の特許出願を行い、特許

権取得は 32 件であった。（特許出

願 27 件、特許権取得 32 件） 

Ｂ 

 「量から質への転換」の推進に

ついては、平成 28 年度にも新たな

基準を設けて運用を開始し、より

的確かつ公平な判断がされるよう

になった。また、特許権の放棄に

ついても適切に行われた。さらに、

評価基準により、発明者見解及び

イノベーション推進課の見解をも

とに、総合的に専門部会で見解を

決定する運用を進めている。 

知財収入については微減、画像

映像利用については前年同等であ

ったが、画像映像のニーズは図鑑

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

中期計画及び年度計画に定め

られた通り、概ね着実に業務が

実施されたと認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 ─ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 ─ 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 
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略的に促進する

とともに、研究開

発成果の権利化

をはじめとした

適切な管理を行

い、実用化及び事

業化に向けた取

組を推進する。 

研究開発による

研究成果の社会

還元を進めるた

めに、国等が主体

的に推進するプ

ロジェクトに対

応するための研

究開発を積極的

に行う。 

海洋科学技術に

関する研究開発

について、自らの

研究資源を投入

して行うと同時

に、積極的に競争

的資金等の外部

資金を獲得し、研

究資金を有効に

活用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方、社会ニーズ等を踏まえて実

用化の見込みが低くなったと判断

された特許権等 17 件（出願中含む。

国内外合わせて）を放棄した。 

平成 27 年度から知的財産権の出

願・維持管理に関して「量から質へ

の転換」を推進しており、関連諸規

程の改訂と新規出願評価基準の見

直しに引き続き、海外出願や日本国

審査請求等の評価基準の設定と運

用を開始した。 

特許維持年金の軽減のため、特許

事務所を通さず直接特許庁に対し

て軽減申請を開始した。 

平成28年度の知財収入は16,647

千円であった（平成 27 年度 18,972

千円）。画像映像等については、今

年度は 452 件（500 件）の利用申請

があった。特に、深海生物画像は今

年度も図鑑やテレビ番組への安定

したニーズがあり、また、昨今の教

育教材のデジタル化に伴って、電子

教材やデジタル教科書、あるいは、

図鑑の付録としての DVD への利用

があった。 

やテレビ番組での利用から電子教

材や DVD 等へと多様化しており、

より多くの国民への普及が行なわ

れたと考える。 

画像映像等コンテンツの提供数

は、深海ブームが安定しており、

コンテンツ収入は昨年度程同様で

あった。 

 

 

 

 

 

 

 ─ 

 

 

 

４．その他参考情報 

特になし。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－５－(3) 研究開発成果の実用化及び事業化 

関連する政策・施策 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応 

施策目標９―５ 国家戦略上重要な基盤技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人海洋研究開発機構法第十七条 

第七号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0295 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ② 要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

保有知的財

産（件） 
― 186 189 198 

            予算額（千円） 
104,849 の内数 91,415 の内数 158,898 の内数   

特許出願数

（件） 
― 46 33 27 

  決算額（千円） 
103,572 の内数 105,385 の内数 178,750 の内数   

知的財産収

入（千円） 
― 15,026 18,972 16,647 

  経常費用（千円） 
71,107 の内数 879,915 の内数 137,739 の内数   

特許実施許

諾契約（件） 
20 23 24 39 

  経常利益（千円） 
▲2,427 の内数 1,292 の内数 ▲6,013 の内数   

       行政サービス実

施コスト（千円） 
80,026 の内数 31,003 の内数 27,110 の内数   

        従事人員数 30 の内数 16 の内数 87 の内数   

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 国民の生活を豊

かなものとし、ま

た、社会課題の解

決に対して新し

いソリューショ

ンを提供するた

め、研究開発によ

るイノベーショ

ンの創出、社会へ

の成果還元を図

る。そのため、国

内外の大学、企

業、研究機関等と

の連携・協力を戦

国内外の大学、企業、研

究機関等との交流を通じた

研究成果の社会還元等を促

進し、成果の技術移転及び

応用展開を効果的に進め

る。特許やノウハウ、技術

力、人材等の知的資産を活

用し、産業の育成につなげ

るため、以下の事項を 

実施する。 

 

 

 

 

 国内外の大学、企業、研

究機関等との交流を通じた

研究成果の社会還元等を促

進し、成果の技術移転及び

応用展開を効果的に進め

る。特許やノウハウ、技術

力、人材等の知的資産を活

用し、産業の育成につなげ

るため、以下の事項を実施

する。 

 

 

 

 

・研究開発成果の

実用化及び事業

化は実施された

か 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

将来の実用化や事業化に繋げる

所内公募制度として「JAMSTEC イノ

ベーションアウォード」（イノベー

ション萌芽研究プログラム、イノベ

ーション促進プログラム）を創設

し、提案課題 11 件を採択し、研究

開発を開始するとともに情報誌

「Blue Earth」への掲載、研究報告

会での発表等外部への周知を行っ

た。提案課題からは外部資金（科研

費、戦略的創造研究推進事業（さき

がけ）等）の獲得や特許出願、論文

投稿などの成果が得られている。ま

Ｂ 

 機構が単独で保有する特許を

「JAMSTEC シーズ集」にまとめ、

電子媒体を機構ホームページで公

開するとともに、「野村イノベーシ

ョンマーケット」にて公開を開始

し、外部への周知・利用を促進し

たことは、研究開発成果の実用化

及び事業化を推進する新たな取組

である。 

イノベーションアウォードにつ

いては、イノベーション萌芽研究

プログラムとイノベーション促進

プログラムの 2 つの区分で募集

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

中期計画及び年度計画に定め

られた通り、概ね着実に業務が

実施されたと認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 ─ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・シーズの発信に係る積極的な

取組・検討を進めるなど、研

究成果の実用化及び事業化に

向けて一歩前進したといえる
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略的に促進する

とともに、研究開

発成果の権利化

をはじめとした

適切な管理を行

い、実用化及び事

業化に向けた取

組を推進する。 

研究開発による

研究成果の社会

還元を進めるた

めに、国等が主体

的に推進するプ

ロジェクトに対

応するための研

究開発を積極的

に行う。 

海洋科学技術に

関する研究開発

について、自らの

研究資源を投入

して行うと同時

に、積極的に競争

的資金等の外部

資金を獲得し、研

究資金を有効に

活用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a. 機構が保有する知的資

産が産業界等において積極

的に活用されるよう、ポー

タルサイトを整備するとと

もに、研究開発成果の実用

化及び事業化に向け、企業

等へのコーディネート活動

等を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a. 機構が保有する知的資

産の産業界等での積極的な

活用が図られるよう、ポー

タルサイトを整備するとと

もに、自ら実用化・事業化

に向けた企業等へのコーデ

ィネート活動や企業向けの

説明会を開催する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

た、提案課題を「海と地球の情報誌 

Blue Earth（年 6回発行）」の特集

として取りあげるほか、成果報告会

の開催や平成 28 年度研究報告会

「JAMSTEC2017」でポスター展示等

をすることにより、機構全体でイノ

ベーションを推進していくことを

広く意識付けた。 

組織横断的に大型外部資金獲得

を強化するための 3 つのユニット

チームを設置し、外部専門家も含め

たフォーラムやワークショップを2

回開催した。 

機構の研究開発シーズの技術移

転及び応用展開をはかるため、海洋

産業界において共通的にある課題

を提案し、活用が想定される業界や

団体との対話を進めた。 

地域との連携を促進し、地域にお

ける海洋関連産業の振興や施設整

備の企画検討の取組に積極的に参

画した。（青森県、神奈川県、静岡

県、高知県） 

 

 

【a.】 

 東京ビッグサイトにて実施され

た国際粉体工業展東京 2016（来場

者数 16,789 名）や SUBSEA TECH 

JAPAN（10,069 名）、JST フェア（来

場者 16,238 名）、及び神戸コンベ

ンションセンターにて実施された

Techno Ocean 2016 （来場者数

10,202 人）にて計 4 回出展し、民

間企業等と交流を図り、JAMSTEC シ

ーズの紹介を行った。 

保有特許を「JAMSTEC シーズ集」

として冊子化・配布するとともに、

全国各地の産学連携を支援する機

関との意見交換会を計 8 回（TAMA

産業活性化協会、横浜企業経営支援

し、外部資金などが獲得しづらい

研究をピックアップして研究開発

成果の実用化、事業化に関する取

組が積極的に行われたと評価でき

る。 

特に地域連携については、各自

治体や地元企業と密接に連携し、

新たな事業展開が計画されつつあ

り、その期待も大きく、今後の進

展が大いに期待できる成果であ

る。 

超臨界環境を用いた乳化技術に

ついては、企業が協力し JST の外

部資金（A-STEP）を獲得し、更な

る発展を進めているほか、企業が

自治体の研究資金を獲得して機構

と共同研究を行うなど、乳化技術

の実用化及び事業化が着実に進ん

でいると評価できる。 

そのほか、研究開発成果の実用

化、事業化に関する取組が積極的

に行われた。特に地域連携につい

ては、各自治体や地元企業と密接

に連携し、新たな事業展開が計画

されつつあり、その期待も大きく、

今後の進展が大いに期待できる成

果である。 

以上、当初計画どおり着実な業

務運営がなされていることから本

項目の評定をＢとする。 

 

 

 

 

 

 

が、産業界との双方向の取組

（ニーズとシーズのマッチン

グ）についても、更に強化す

る方策の検討が望まれる。 

・事業化に成功した件数など、

具体的な数値や内容を示した

説明を求める。また、「JAMSTEC

イノベーションアウォード」

等についても、実施した取組

内容だけでなく、得られた成

果の説明も必要である。 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

・大学や他法人の取組も参考に

しつつ、研究開発成果の実用

化及び事業化の取組を一層強

化することが必要との平成 27

年度評価における指摘に対し

て、他法人の取組について、

実際にどのような情報収集が

行われたのかが不明のように

思われる。 
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b. 技術指導や技術交流を

実施する等技術移転を推進

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

c. 研究成果を社会へ還元

するための手段として、ベ

ンチャー創出を支援するた

めの取組を推進する。 

 

 

 

 

d. 特許、データ・サンプ

ル及び技術指導等の知的資

産の活用に関する契約を中

期目標期間中に延べ 100 件

以上締結する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b. 技術指導や技術交流を

実施する等技術移転を推進

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

c. 研究成果を社会へ還元

するための手段として、ベ

ンチャー創出を支援するた

めの取組を推進する。 

 

 

 

 

d. 特許、データ・サンプ

ル及び技術指導等の知的資

産の活用に関する契約を平

成 28 年度中に延べ 20 件以

上締結する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財団、青森県発明協会、関東電気機

器部会、木原記念横浜生命科学振興

財団、いわき産業振興協会、大阪商

工会議所経済局、静岡商工会議所新

産業開発振興機構）開催した。さら

に、インターネットに公開（機構ホ

ームページ及び野村證券が運営す

るシーズ紹介サイト「野村イノベー

ションマーケット」）を開始し、積

極的に外部発信を行った。 

 

【b.】 

 青森県及び岩手県において開催

されたマッチングイベントに参加

し、保有特許に興味を持たれた企業

に対してアドバイザーを介した技

術指導を実施し、その結果実用化に

向けた自社試験が開始された。（地

域生産業における廃棄物処理に関

する問題等） 

超臨界環境を用いた乳化技術に

ついては、民間企業に対して技術指

導を行い実用化への検討が開始さ

れた。 

 

【c.】 

 職員のイノベーションに対する

意識改革を目的として、職員に対し

て、研究成果の事業化、商業化の可

能性を検証する手法に関する実践

講習会「リーンローンチパッド」を

開催した。 

 

【d.】 

計 39 件（特許実施許諾契約 2

件、ノウハウ使用許諾契約 4 件、

プログラム使用許諾契約 2 件、サ

ンプル提供に関する契約 8件、商標

や写真・動画などを活用した著作権

利用許諾に関する契約 12 件、そ

の他 11 件）を締結した。 
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  オープンイノベーション推進の

試みとして、深海サンプル（深海泥）

を外部提供する制度を整備し、民間

企業 2社へ提供した。 

 

 

４．その他参考情報 

＜平成 27 年度の主務大臣評定における課題の指摘＞ 

・機構が保有する知的資産が産業界で活用されるためのコーディネート活動については、他の大学や機関と比較して取組が十分でない点が見受けられる。 

・また、知的資産の活用に関する契約は年度計画の目標値は超えているものの、そのほとんどが著作権の利用許諾に関するものであり、中期目標の趣旨を踏まえると取組が十分とはいえない。 

・科学技術政策においてイノベーションの重要性が増す中で、機構においても、大学や研究開発法人の取組も参考にしつつ、研究開発成果の実用化及び事業化の取組を全体的に一層強化する必要がある。 
 

【指摘事項に対する措置内容】 

○ 更なる研究開発の実用化及び事業化の促進に向け、JAMSTEC イノベーションアウォード（イノベーション萌芽研究プログラム、イノベーション促進プログラム）を実施した。また、研究成果の実用化や商

業化の可能性を検証する手法を学ぶ「リーンローンチパッド」を開催し、より一層強化に努めた。 

○ 極限環境下での海洋生物特有機能を活用したイノベーションの創出への取組では企業主催の研究会や、勉強会での「機構が生んだ様々な技術シーズ」の喧伝に努め、多くのイノベーション創出型の外部

資金や共同研究を開始した。さらに、民間企業と大学等研究機関への深海サンプルの提供を行い、イノベーション創出への取組を積極的に推進した。 

○ 他の大学や研究開発法人の取組は参考にしており、JAMSTEC シーズ集なども作成しているものの、一方で法人の規模や体制、取り扱う知的財産の性質によっては他の成功例をそのまま踏襲できないことも

少なくない。機構やその知的財産の性質に合った、きめ細やかな実用化及び事業化を引き続き検討し、柔軟に対応していく必要がある。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－５－(4) 外部資金による研究の推進 

関連する政策・施策 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応 

施策目標９―５ 国家戦略上重要な基盤技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人海洋研究開発機構法第十七条 

第七号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0295 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

外部研究資

金獲得課題

（件） 

― 375 416 424 

            予算額（千円） 

145,752 の内数 145,520 の内数 278,011 の内数   

外部研究資

金 獲 得 額

（億円） 

― 109.1 102.8 86.0 

  決算額（千円） 

145,300 の内数 204,815 の内数 328,408 の内数   

       経常費用（千円） 159,462 の内数 204,933 の内数 355,816 の内数   

       経常利益（千円） ▲2,048 の内数 5,467 の内数 ▲2,390 の内数   

       行政サービス実

施コスト（千円） 
168,047 の内数 102,339 の内数 308,017 の内数   

        従事人員数 48 の内数 27 の内数 37 の内数   

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 国民の生活を豊

かなものとし、ま

た、社会課題の解

決に対して新し

いソリューショ

ンを提供するた

め、研究開発によ

るイノベーショ

ンの創出、社会へ

の成果還元を図

る。そのため、国

内外の大学、企

業、研究機関等と

の連携・協力を戦

国や独立行政法人及び民

間企業等が実施する各種公

募型研究等に応募し、委託

費、補助金及び助成金等の

外部資金の獲得に取り組

む。具体的には、公募情報、

応募状況及び獲得状況に関

する情報等の機構内への周

知、個人申請による外部資

金について制度内容の周知

と獲得に向けた申請支援の

推進等、外部資金の獲得に

取り組みやすい環境の整備

を行い、全体として前年度

国や独立行政法人及び民

間企業等が実施する各種公

募型研究等に応募し、委託

費、補助金及び助成金等の

外部資金の獲得に取り組

む。具体的には、公募情報、

応募状況及び獲得状況に関

する情報等の機構内への周

知、個人申請による外部資

金について制度内容の周知

と獲得に向けた申請支援の

推進等、外部資金の獲得に

取り組みやすい環境の整備

を行い、全体として前年度

・外部資金の獲得

に取り組み、研究

成果の社会還元

に向けて効果的

に研究を実施し

たか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 外部研究資金は、課題数は 424 件

（前年度 416 件）と前年度に比べ増

加し過去最多を更新した。獲得額は

86.0 億円（前年度 102.8 億円）と

減少した。獲得額の減少は補助事業

の終了や機構が管理法人であるSIP

での減少による影響が大きいが、個

別には、競争的資金制度は、科研費

は件数・獲得額とも増加したほか、

科学技術振興機構（JST）の「さき

がけ」、「研究成果最適展開支援プロ

グラム（A-STEP）」が機構で初めて

採択されるなどし、件数・獲得額と

Ｂ 

外部研究資金の課題数は前年度

比 101.9％と増加した。獲得額は

同比 83.6％に減少したものの、新

規課題の獲得を積極的に推進し、

競争的資金制度は件数・獲得額と

も増加し、競争的資金制度以外の

受託研究でも新規課題の獲得等に

より獲得額は増加した。 

獲得に関しては、文部科学省以

外の省庁及び所管法人、民間企業、

海外機関からも資金を獲得し多様

な研究開発を実施した。 

科研費は申請支援の取組を、研

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

中期計画及び年度計画に定め

られた通り、概ね着実に業務が

実施されたと認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 ─ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 ─ 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 
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略的に促進する

とともに、研究開

発成果の権利化

をはじめとした

適切な管理を行

い、実用化及び事

業化に向けた取

組を推進する。 

研究開発による

研究成果の社会

還元を進めるた

めに、国等が主体

的に推進するプ

ロジェクトに対

応するための研

究開発を積極的

に行う。 

海洋科学技術に

関する研究開発

について、自らの

研究資源を投入

して行うと同時

に、積極的に競争

的資金等の外部

資金を獲得し、研

究資金を有効に

活用する。 

 

を上回る獲得を目指す。ま

た、外部資金の適正な執行

を確保するよう必要に応じ

て適切な方策を講じる。 

さらに、国等が主体的に

推進するプロジェクトであ

る、地震・津波に関する防

災・減災に資する研究開発、

気候変動予測とリスク評価

に資する研究開発及び東日

本大震災からの復興に関す

る研究開発等を実施すると

ともに、機構が有する基盤

を最大限に活用し、新たな

大型プロジェクトの獲得を

目指す。 

 

を上回る獲得を目指す。ま

た、政府が主導する競争的

資金等の大型の外部資金の

獲得に向け関連部署間の連

携を強化する。これらに加

え、外部資金の適正な執行

を確保するよう関連部署と

の情報共有の強化や外部資

金システムの構築等の適切

な方策を講じる。 

さらに、国等が主体的に

推進するプロジェクトであ

る、地震・津波に関する防

災・減災に資する研究開発、

気候変動予測とリスク評価

に資する研究開発及び東日

本大震災からの復興に関す

る研究開発等を実施すると

ともに、機構が有する基盤

を最大限に活用し、新たな

大型プロジェクトの獲得を

目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

も増加した。また、競争的資金制度

以外の制度でも、受託研究で新たに

文部科学省の「先端研究基盤共用促

進事業（共用プラットフォーム形成

支援プログラム、新たな共用システ

ム導入支援プログラム）」、「ポスト

『京』で重点的に取り組むべき社会

的・科学的課題に関するアプリケー

ション開発・研究開発」（萌芽的課

題）等に採択された。 

受託業務（「ちきゅう」による資

源掘削は含まない）は、9 件で 7.1

億円の獲得があり、前年度（17 件

/3.5 億円）と比べ件数は減少、獲

得額は増加となった。 

科研費は、取得向上のため以下の

申請支援の取組を実施した。 

【研究者向け Web アンケート】 

全研究者対象としては初めて、支

援の取組に関する Web アンケート

を実施し、取組に反映 

【相談期間の長期化】 

前年度よりも 1 か月早く開始し

実施期間を長期化。相談件数は前年

度の 20 件から 27 件に増加 

【計画調書閲覧】 

前年度よりも 1 か月早く開始し

実施期間を長期化。閲覧会は開催回

数を 1回増やしたほか、むつ・高知

での随時閲覧も実施 

【機構研究者による講演会】 

研究者 2 名による獲得ポイント

についての講演会を開催 

【参考図書の貸出し】 

図書の増冊・更新を実施し、む

つ・高知にも常置。利用者は前年度

の 7名から 12 名に増加 

【事務担当者による計画調書の応

募前チェック】 

Webアンケートで研究者からの期

待が高かった応募前のチェックを

究者ニーズを Web アンケートによ

り把握した上で、得られたニーズ

を基に拡充や見直しを加えながら

実施し、研究者の積極的な応募マ

インドの醸成に努めた。その結果、

応募件数は前年度比 89.2％に減

少したものの応募額は 132.3％に

増加した。 

新たな大型プロジェクトの応募

では部門間の連携を従来以上に密

にし、必要に応じて経営層も一体

となった組織的な対応が行われ

た。 

以上、着実な業務運営がなされ

ていると判断されるため、本項目

の評定をＢとする。 

 

 

 

 

 

 

・研究者自身の発案による外部

資金研究は、短期的には予見

が困難であっても、思わぬ成

果を創出するポテンシャルを

有する可能性も期待されるこ

とから、平成 27 年度評価にお

ける指摘へ対応した「措置内

容」に示されている、『機構の

研究目的とのシナジーがない

限り通常は応募せず』という

のは、少々行き過ぎの懸念が

ある。 
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継続実施 

【その他】 

調書作成ポイント集及び獲得ポ

イント集作成や事前レビュー制度

の検討を実施した。 

その結果、平成 28 年秋の公募で

は、応募件数は 208 件（前年度 233

件）、応募額は 54.0 億円（前年度

40.8 億円）と、件数は減少したも

のの応募額は大幅な増加となった。

これは、大型種目である「新学術領

域研究」での応募が増えそれが応募

額の増加につながったと考えられ

る。 

外部資金の適正な執行を確保す

るため関係部署間の情報共有を積

極的に行った。外部資金システムは

計画通り、年度当初から会計システ

ム等とのデータ連携を開始し全機

能稼働となった。また、稼働後も利

便性向上のためユーザの意見も取

り入れた改修を実施した。 

新たな大型プロジェクトへの応

募に当たっては、研究部門と経営管

理部門との連携をより密にし、必要

に応じ経営層も一体となった組織

的な対応を行った。 

具体的には、「統合的気候モデル

高度化研究プログラム」への応募を

行った（平成 29 年 3 月応募。同 4

月採択、同 5月事業開始予定）ほか、

「世界トップレベル研究拠点プロ

グラム（WPI）」への応募に向けた準

備を行った（平成 29 年 4 月応募）。 

機構船舶による環境影響調査の

受託や、地球シミュレータと他機関

の実験施設によるプラットフォー

ムを形成するなど、機構が有する基

盤を活用したプロジェクトを実施

した。 
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４．その他参考情報 

＜平成 27 年度の主務大臣評定における課題の指摘＞ 

・海外の政府機関からの大型プロジェクトの受託は期待を超える大きな成果であり評価に値するが、公募型研究資金の獲得額は微減している点には留意が必要。 
 

＜審議会及び部会における主な課題の指摘＞ 

・今回の実績を踏まえて、今後も同様な海外プロジェクトの獲得に向けての戦略の作成が望まれる。 

・交付金が減額される状況において外部資金の重要性は今後ますます重要になるが、その中で資金の獲得自体が目的と化すことのないよう、機構の研究目的とのシナジーや研究者のモチベーションを意識し

た外部資金の質に留意することも重要である。 

 

【指摘事項に対する措置内容】 

○ 海外プロジェクトの獲得に当たっては、相手方が政府機関であるかあるいは民間であるかによって対応が異なるため、一概に戦略を定めることは困難ではあるが、これまでの資源掘削や平成 27 年度のイ

ンド掘削のように外国で確実に実績を上げることや、先方との機関レベルでの協力関係を足掛かりに関係深化を図ることは重要である。 

機構は上記のような実績があった上、豪州政府との連携を強めるため平成 26 年に豪州地球科学研究所（GA）と地球科学分野における研究協力に関する提携主要協定を締結していた。豪州政府ではロード

ハウライズ（「失われた大陸」Zealandia と考えられている場所）において、大陸分裂の謎を解き明かすプロジェクトが進行しており、平成 28 年度は、まずは「かいれい」による周辺海域の海底下構造調査

を実施するなど、将来の「ちきゅう」による掘削に向けて着実に成果を積み上げている。 

○ また、外部資金獲得は研究者自身の発案によるものであり、機構の研究目的とのシナジーがない限り通常は応募しないし、機構として応募を強制しているものでもない。また、研究者の外部資金獲得の

モチベーションの維持のために、これまでも獲得後は獲得した間接経費の半分を研究部門に割り当てるようにしている。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－１－(1) 内部統制及びガバナンスの強化 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0295 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象とな

る指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

                                       

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 研究開発事業の成果が

最大限得られるよう、理

事長のリーダーシップ

の下、責任と裁量権を明

確にしつつ、機動的・効

率的な業務運営を行う。

また、機構における経営

戦略についての専門的

かつ国際的な視点から

の助言・提言を採り入れ

られるような仕組み作

りを進める。 

中期目標の達成に向け

た業務運営や危機管理

が適切に実施されるよ

う、ガバナンスを強化し

内部統制の充実を図る

取組及び組織整備を継

続することとする。 

研究開発業務について

は、適切に資源が配分さ

れるよう、明確な責任分

理事長のリーダーシ

ップの下、研究開発能

力及び経営管理能力の

強化に取り組み、事業

の成果の最大化を図

る。その際、責任と裁

量権を明確にしつつ、

柔軟かつ機動的に業務

を執行するとともに、

効率的な業務運営を行

う。また、内部監査を

活用するとともに監事

監査による指摘事項を

踏まえ、モニタリング

等を充実させる。 

中期目標の達成を阻

害するリスクを把握

し、組織として取り組

むべき重要なリスクの

把握と対応を行う。法

令遵守等、内部統制の

実効性を高めるため、

理事長のリーダーシ

ップの下、研究開発能

力及び経営管理能力の

強化に取り組み、事業

の成果の最大化を図

る。その際、責任と裁

量権を明確にしつつ、

柔軟かつ機動的に業務

を執行するとともに、

効率的な業務運営を行

う。 

中期目標の達成を阻

害するリスクを把握

し、組織として取り組

むべき重要なリスクの

把握と対応を行う。法

令遵守等、内部統制の

実効性を高めるため、

日頃より職員の意識醸

成を行う等の取組を継

続する。また、内部監

査によるモニタリング

・内部統制及び

ガバナンスの強

化をはかり、組

織 運 営 の 柔 軟

化、効率化に努

めたか。 

 

 

 

 

【経営諮問会議】 

各分野の政策決定に関わってきた、

あるいは現役で関わっている外部有

識者 8名が、理事長に対する助言を与

えることを目的に機構の運営に関す

る重要事項について審議する会議を

開催した。 

 

【内部監査、監事監査】 

機構の業務実態を正確に把握し、業

務の適正かつ効率的な運営を確保す

るため、全部署を対象に書面監査、実

地監査及び聞き取り調査等を実施し

た。また、「競争的資金等」について

は、「研究機関における公的研究費の

管理・監査ガイドライン（実施基準）」

等に基づく不正防止の観点から監査

を実施した。特に、不正が発生するリ

スクに対しては重点的にサンプルを

抽出し、リスクアプローチ監査を実施

した。 

Ｂ 

 経営諮問会議では、機構の情

報発信の在り方や人材育成な

どについて活発な意見交換が

行われ、次期中期目標期間を見

据えた機構の在り方やイノベ

ーションの創出、内部統制及び

ガバナンスについて率直な意

見を頂戴した。今後、半年に一

度の目途で開催していくこと

を確認した。 

「海域における研究及び業

務に係る実施決定プロセス」を

明確化し、昨今の不安定な海外

情勢への対応として「海外渡航

者に対する安全対策」の検討を

速やかに開始することでリス

クの低減に努めたことは、安全

で適切な研究開発活動を支え

る体制・取組として評価でき

る。 

業務方法書に定められた内

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

中期計画及び年度計画に定めら

れた通り、概ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 ─ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 ─ 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

・ロードハウライズ掘削など、理事

長のイニシアチブのもと、新たな

国際協力を進めている。また、成

果の情報発信では論文数のカウ

ントミスという研究機関にとっ

て致命的な誤りが発覚したこと

を受け、理事長の裁断で自己評価

を「Ｂ」から「Ｃ」に格下げした。
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担のもと、経営陣が研究

計画の実施状況を適切

に把握するとともに、機

構における研究活動や

運営について、定期的に

評価を行い、その結果を

公表するとともに研究

開発等の活性化・効率化

に積極的に活用する。評

価にあたっては、研究開

発等の進捗を把握する

上で適切な指標を設定

することで、客観的かつ

効率的な評価を行う。 

機構の適切な運営を確

保し、かつその活動を広

く知らしめることで、国

民の信頼を確保する観

点から、業務・人員の合

理化・効率化に関する情

報をはじめ、積極的に情

報公開を行う。その際

は、個人情報の取扱いに

留意する。 

業務の遂行に当たって

は、法令を遵守し、安全

の確保に努めて行う。 

業務運営のために必要

な情報セキュリティ対

策を適切に推進するた

め、政府方針を踏まえ、

情報システム環境を整

備する。 

日頃より職員の意識醸

成を行う等の取組を継

続する。 

経営の参考とするた

め、機構の研究開発活

動及び研究開発管理等

について、国際的な視

点から議論し、理事長

に助言及び提言を行

う、海洋研究開発機構

アドバイザリー・ボー

ド（JAB；JAMSTEC Ad-

visory Board）を開催

する。また、JAB の開催

に先立ち、各研究開発

分野における世界的な

専門家から成る委員会

を開催し、機構におけ

る研究開発活動につい

て専門的かつ国際的な

視点からの助言及び提

言を得る。 

 

 

等を充実させる。 

第 2 回海洋研究開発

機構アドバイザリー・

ボード（JAB；JAMSTEC 

Advisory Board）を開

催するための準備を進

める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構が対応すべき課題やリスク、監

査上の重要課題等について、理事長と

監事が意見交換を行うための定期会

合を実施した。 

 

【内部統制及びガバナンス】 

総務省においては、内部統制及びイ

ンセンティブの付与に関して調査が

行われた結果、当機構はリスクマネジ

メントに関して、平成 22 年度という

早い段階から取組に着手し、定期的な

見直しを行っている好例として取り

扱われた。 

中期目標の達成を阻害する原因と

なるリスク把握として、平成 27 年度

に引き続き、平成 26 年度に実施した

リスク評価の見直しを行った。また、

リスクマネジメント委員会を2回開催

し、「海域における研究及び業務に係

る実施決定プロセスの見直し」につい

て同委員会の進捗管理の下、優先対応

リスクとして対応した。優先対応リス

クとしての取扱いは平成 28 年度をも

って終了したが、引き続きリスクの主

管部署において対応を継続していく。

さらに、「海外渡航者に対する安全対

策」について新たな優先対応リスクと

して検討を開始した。管理職を対象と

したディスカッション形式のリスク

マネジメント研修を実施し、リスクマ

ネジメントに対する意識醸成を図る

とともに、職員への情報発信としてリ

スクマネジメントニュースを発信し、

内部統制及び研究費不正に対する意

識向上を図った。 

内部統制委員会を 2回開催し、業務

方法書に定められた内部統制の基本

的事項に関する諸規定の整備・運用状

況を機構自身でモニタリングし、理事

長が委員長を務める内部統制委員会

に報告する仕組みを整備した。また、

部統制の基本事項に関する諸

規程の整備・運用状況を機構自

身でモニタリングし、理事長が

委員長を務める内部統制委員

会に報告する仕組みを整備し

たことで内部統制が強化され、

機構の適切な運営に資した。 

内部統制に係る責任者を対

象とした研修、管理職を対象と

したリスクマネジメント研修

及びリスクマネジメントニュ

ースの配信を継続して実施し

ていることは、内部統制やリス

クマネジメントに対する職員

の意識醸成に寄与するもので

あり、内部統制の実効性を高め

るために有用な取組といえる。

また、監査による牽制効果が発

揮されていることを評価する。 

計画通りの実績であり、着実

な業務運営がなされているこ

とから本項目の評定をＢとす

る。 

 

 

 

 

 

いずれも、理事長のリーダーシッ

プのもと、内部統制、ガバナンス

が効果的に働いたものと評価で

きる。 

・理事長のリーダーシップマネジメ

ントの一環として平成 27 年度に

創設された「JAMSTEC イノベーシ

ョンアウォード」については、今

後、その実績と効果をしっかりと

分析し、一層効果的な仕組みへと

改善していくことを望む。 
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内部統制に係る責任者を対象に、独立

行政法人における内部統制の仕組み

や機構における内部統制体制等につ

いて意識醸成を図る研修を行った。 

 

【JAMSTEC Advisory Board】 

第２回海洋研究開発機構アドバイ

ザリー・ボードの開催に向け、委員候

補を所内で確定させ各委員との調整

を開始し、また、第１回開催時の提言

内容についてフォローアップを実施

する等、平成 29 年度の開催に向けて

準備を進めた。 

なお、開催時期については平成 29

年 11 月を目途としていたが、委員候

補の方々の都合等により、平成 30 年 2

月開催に変更した。 

 

 

 

４．その他参考情報 

特になし。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－１－(2) 合理的・効率的な資源配分 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0295 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象とな

る指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

                                       

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 研究開発事業の成果が

最大限得られるよう、理

事長のリーダーシップ

の下、責任と裁量権を明

確にしつつ、機動的・効

率的な業務運営を行う。

また、機構における経営

戦略についての専門的

かつ国際的な視点から

の助言・提言を採り入れ

られるような仕組み作

りを進める。 

中期目標の達成に向け

た業務運営や危機管理

が適切に実施されるよ

う、ガバナンスを強化し

内部統制の充実を図る

取組及び組織整備を継

続することとする。 

研究開発業務について

は、適切に資源が配分さ

れるよう、明確な責任分

事業の開始に際して

は、事業の目的、意義、

研究開発の内容、リス

クの低減策、コストの

最適化及びスケジュー

ル等について、総合的

に勘案し、適切な資 

源配分を行う。 

事業の開始後も、定

期的に進捗状況を確認

することにより、コス

トを適切に管理し、計

画の見直しや中止を含

めた適切な評価を行う

とともに、その進捗状

況や成果等を国民に分

かりやすい形で示す。

その際、想定以上の進

捗等のあった研究開発

については重点的に資

源を配分する等、国家

的・社会的ニーズを踏

事業の開始に際して

は、事業の目的、意義、

研究開発の内容、リス

クの低減策、コストの

最適化及びスケジュー

ル等について、総合的

に勘案し、適切な資源

配分を行う。 

事業の開始後も、定

期的に進捗状況を確認

することにより、コス

トを適切に管理し、計

画の見直しや中止を含

めた適切な評価を行う

とともに、その進捗状

況や成果等を国民に分

かりやすい形で示す。

その際、想定以上の進

捗等のあった研究開発

については重点的に資

源を配分する等、国家

的・社会的ニーズを踏

・合理的、効率

的な資金配分を

行い、研究開発

成果の最大化に

努めたか 

 

 

 

 

 

予算編成方針を策定し、これに基づ

き各事業のヒアリングを実施し、適切

に予算配分を行なった。 

事業開始後も各事業の進捗状況を

ヒアリング等により確認し、必要に応

じて予算の再配分を行った。 

特に、平成 28 年度から独立行政法

人会計基準の変更に伴う運営費交付

金の収益化基準が業務達成基準に変

更されたことを受け、従来以上に時宜

を得た的確な予算の執行管理が求め

られることとなり、当機構では同会計

基準に基づく収益化単位の業務ごと

の収益化基準の設定、各業務の所管部

署に対する同会計基準の周知と運用

時における仔細取扱方法の確認、第 3

四半期を予算配分の最終期限とした

全体スケジュールの見直し等により

適切に運営費交付金の執行に係る配

分調整を行うことで対応した。なお、

これらの取組については平成 28 年 10

Ｂ 

 平成 27 年度から監査法人と

協議の上、新会計基準への対応

を検討していたこともあり、国

研協の運営課題分科会タスク

フォースにおいて、機構で実施

している取組を紹介し、問合せ

を受けるなど、他法人が参考と

する好事例となったことは評

価できる。 

計画通り事業の目的、意義、

研究開発の内容、リスクの低減

策、コストの最適化及びスケジ

ュール等について、総合的に勘

案し、適切な資源配分を行って

いることから、着実な業務運営

がなされていると判断する。 

計画通りの実績であり、着実

な業務運営がなされているこ

とから本項目の評定をＢとす

る。 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

中期計画及び年度計画に定めら

れた通り、概ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 ─ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 ─ 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 ─ 
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担のもと、経営陣が研究

計画の実施状況を適切

に把握するとともに、機

構における研究活動や

運営について、定期的に

評価を行い、その結果を

公表するとともに研究

開発等の活性化・効率化

に積極的に活用する。評

価にあたっては、研究開

発等の進捗を把握する

上で適切な指標を設定

することで、客観的かつ

効率的な評価を行う。 

機構の適切な運営を確

保し、かつその活動を広

く知らしめることで、国

民の信頼を確保する観

点から、業務・人員の合

理化・効率化に関する情

報をはじめ、積極的に情

報公開を行う。その際

は、個人情報の取扱いに

留意する。 

業務の遂行に当たって

は、法令を遵守し、安全

の確保に努めて行う。 

業務運営のために必要

な情報セキュリティ対

策を適切に推進するた

め、政府方針を踏まえ、

情報システム環境を整

備する。 

まえた研究開発を推進

する。 

 

 

まえた研究開発を推進

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

月に開催した国研協の運営課題分科

会タスクフォースにて紹介し、他法人

からも好事例として問合せを受けた。 

平成 29 年度の予算編成については

各部署にヒアリングを行うことで、合

理的、効果的な資源配分を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．その他参考情報 

特になし。 

 

  



158 
 

様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－１－(3) 評価の実施 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0295 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象とな

る指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

                                       

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 研究開発事業の成果が

最大限得られるよう、理

事長のリーダーシップ

の下、責任と裁量権を明

確にしつつ、機動的・効

率的な業務運営を行う。

また、機構における経営

戦略についての専門的

かつ国際的な視点から

の助言・提言を採り入れ

られるような仕組み作

りを進める。 

中期目標の達成に向け

た業務運営や危機管理

が適切に実施されるよ

う、ガバナンスを強化し

内部統制の充実を図る

取組及び組織整備を継

続することとする。 

研究開発業務について

は、適切に資源が配分さ

れるよう、明確な責任分

柔軟かつ競争的で開

かれた研究開発環境の

実現及び経営資源の重

点的・効率的配分に資

するため、機構の研究

開発課題及び運営全般

について定期的に評価

を実施する。研究開発

に係る評価について

は、「国の研究開発評価

に関する大綱的指針」

(平成 20 年 10 月 31 日

内閣総理大臣決定)を

踏まえ、研究の直接の

結果とともに、研究開

発成果の社会的貢献等

についても留意する。

評価結果は公表すると

ともに、研究開発組織

や施設・設備の改廃を

含めた予算や人材の資

源配分に反映させるこ

柔軟かつ競争的で開

かれた研究開発環境の

実現及び経営資源の重

点的・効率的配分に資

するため、機構の研究

開発課題及び運営全般

について定期的に評価

を実施する。研究開発

に係る評価について

は、「国の研究開発評価

に関する大綱的指針」

(平成 20 年 10 月 31 日

内閣総理大臣決定)を

踏まえ、研究の直接の

結果とともに、研究開

発成果の社会的貢献等

についても留意する。

評価結果は公表すると

ともに、研究開発組織

や施設・設備の改廃を

含めた予算や人材の資

源配分に反映させるこ

・評価を行い、

研究開発課題の

活性化や効率化

に活用したか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 27 年度の業務実績評価を実施

し、結果の公表と文部科学大臣への報

告を実施した。その際、文部科学省国

立研究開発法人審議会海洋研究開発

機構部会が定めた中長期目標フロー

チャートを活用した。 

また、平成 27 年度の評価結果につ

いては適切にフォローアップを行い、

研究開発活動等の活性化、効率化に活

用した。 

平成 28 年度の業務実績評価に当た

っては、中長期目標フローチャートの

導入を契機として、より中長期期目標

の達成や中長期計画の進捗を意識し

た評価を行うため、評価に係る規程を

見直した上で実施した。  

 

 

Ｂ 

平成 27 年度評価のフォロー

アップを実施し研究開発活動

等の活性化、効率化に活用した

ことは適切な業務運営に資し

ていると評価される。他方、毎

年度評価手法を変えることに

より研究開発を行う現場から

評価疲れの声も聞こえており、

評価を進める上での工夫や配

慮が必要であると考える。 

以上、年度計画に加え、指摘

事項についても適切に取り組

み、着実な業務運営がなされて

いるとことから、本項目の評定

をＢとする。 

 

 

 

 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

中期計画及び年度計画に定めら

れた通り、概ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 ─ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 ─ 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 ─ 
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担のもと、経営陣が研究

計画の実施状況を適切

に把握するとともに、機

構における研究活動や

運営について、定期的に

評価を行い、その結果を

公表するとともに研究

開発等の活性化・効率化

に積極的に活用する。評

価にあたっては、研究開

発等の進捗を把握する

上で適切な指標を設定

することで、客観的かつ

効率的な評価を行う。 

機構の適切な運営を確

保し、かつその活動を広

く知らしめることで、国

民の信頼を確保する観

点から、業務・人員の合

理化・効率化に関する情

報をはじめ、積極的に情

報公開を行う。その際

は、個人情報の取扱いに

留意する。 

業務の遂行に当たって

は、法令を遵守し、安全

の確保に努めて行う。 

業務運営のために必要

な情報セキュリティ対

策を適切に推進するた

め、政府方針を踏まえ、

情報システム環境を整

備する。 

と等により、研究開発

活動等の活性化及び効

率化に活用する。 

 

 

 

 

 

 

 

と等により、研究開発

活動等の活性化及び効

率化に活用する。 
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４．その他参考情報 

＜平成 27 年度の主務大臣総合評定における課題の指摘＞ 

○平成 27 年度評価においては、機構の実施する課題達成型の研究開発の評価に活用するために、「中期目標達成に向けたフローチャート」の導入を試みたものの、効果的な活用までには至らなかった。次年

度以降は、機構における自己評価の段階から、当該フローチャート等を活用し、実施した業務、得られた成果、アウトプット・アウトカムへの貢献等をフローチャート上に位置付けるなどにより、機構が

中期目標の達成に向けてどのように取り組んできたのか、その効果・達成度はどうなっているのかを明確にしていくことを求める。 

○評価に際してロードマップを明確にしたことは評価できるが、予算等の境界条件の中ですべてを予定通りに実施すれば良いというものではなく、どの項目を加速し、どの項目を少し抑えて、中期目標・中

期計画の達成に向け全体として研究開発成果の最大化を目指したかという観点から、ロードマップの効果的な活用を求める。 
 

【指摘事項に対する措置内容】 

○ 平成 28 年 4 月の海洋研究開発機構部会で評価に活用することが決まった中長期目標フローチャートだが、平成 27 年度評価においては既に機構の自己評価プロセスが進んでいたこともあり、十分に活用

するに至らなかった。平成 28 年度評価においては自己評価プロセスへ入る前にフローチャートの位置づけ、活用方法の認識合わせを行い、中長期目標の達成に向けた取組、その効果・達成度をフローチャ

ート上に位置づけを明示できるような資料構成とし、その利活用をはかった。 

○ ロードマップは前年度の進捗や予算等の状況を鑑み、毎年度当初に変更を行うなど見直している。平成 28 年度評価ではこのロードマップを一層活用するため、「ロードマップにおける特筆事項」を記載

するスライドを設け、中期目標の達成に向け、各研究開発課題の加速、抑制をロードマップと照らして表現するなどの工夫を講じた。 

○ このように、フローチャートやロードマップを活用し、中期目標上のアウトプット・アウトカムにどのように貢献しているのか、取組がどのように進捗しているのか等を明確にした自己評価を行うよう

努めた。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－１－(4) 情報セキュリティ対策の推進 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0295 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象とな

る指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

                                       

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 研究開発事業の成果が

最大限得られるよう、理

事長のリーダーシップ

の下、責任と裁量権を明

確にしつつ、機動的・効

率的な業務運営を行う。

また、機構における経営

戦略についての専門的

かつ国際的な視点から

の助言・提言を採り入れ

られるような仕組み作

りを進める。 

中期目標の達成に向け

た業務運営や危機管理

が適切に実施されるよ

う、ガバナンスを強化し

内部統制の充実を図る

取組及び組織整備を継

続することとする。 

研究開発業務について

は、適切に資源が配分さ

れるよう、明確な責任分

政府の情報セキュリ

ティ対策における方針

を踏まえ、情報システ

ム環境の整備を行うと

ともに、適切な情報セ

キュリティ対策を推進

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 政府の情報セキュリ

ティ対策における方針

を踏まえ、情報セキュ

リティ委員会を中心

に、情報セキュリティ

ポリシーを見直し、運

用する。また、情報セ

キュリティ対策のため

のシステム強化及び役

職員に対する啓発活動

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・適切な情報セ

キュリティ対策

の推進はなされ

たか 

 

 

 

 

 

 

平成 28 年度は、新たに設置した一

次防御のフィルタを通過した不審メ

ール受信が 2 万件/日以上に上った回

数が 41 回と多数に上り、内容もより

巧妙・悪質になるなど、情報セキュリ

ティのリスクがより高まってきた。そ

の中で、10 件の情報セキュリティ事案

が発生したが、不正通信のブロック等

で事故を未然に防ぎ、重大漏えい事故

ゼロ件を実現した。 

機構では、優先対応リスクとして平

成 25 年度より情報セキュリティ強化

のための対策に取り組み、3 カ年計画

として、①機構における情報セキュリ

ティポリシーの策定、②情報セキュリ

ティ委員会の設置による機構全体の

セキュリティリスク管理、③情報セキ

ュリティ緊急対応体制の構築を実現

する一方、情報セキュリティシステム

の強化にも取り組み、計画的なシステ

ムの設計、導入・分析、見直し及び更

Ｂ 

情報セキュリティに関して

は、政府機関の情報セキュリテ

ィ対策のための統一基準等の

指針を基盤として、情報セキュ

リティシステムを3年計画で構

築した結果、内閣サイバーセキ

ュリティセンター（NISC）の運

用する GSOC（政府機関情報セキ

ュリティ横断監視・即応調整チ

ーム）を大きく上回るセキュリ

ティを実現するシステム構築

を完了した。 

さらに、このシステムを使用

して、大きなインシデントにつ

ながるリスクを事前に特定し、

危険性が極めて高い複数案件

を水際で防ぎ、インシデント発

生 0件を達成したことは、高く

評価できる。 

加えて、セキュリティ分野に

関しては、機構内全所的な対応

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

中期計画及び年度計画に定めら

れた通り、概ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 ─ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 ─ 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 ─ 
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担のもと、経営陣が研究

計画の実施状況を適切

に把握するとともに、機

構における研究活動や

運営について、定期的に

評価を行い、その結果を

公表するとともに研究

開発等の活性化・効率化

に積極的に活用する。評

価にあたっては、研究開

発等の進捗を把握する

上で適切な指標を設定

することで、客観的かつ

効率的な評価を行う。 

機構の適切な運営を確

保し、かつその活動を広

く知らしめることで、国

民の信頼を確保する観

点から、業務・人員の合

理化・効率化に関する情

報をはじめ、積極的に情

報公開を行う。その際

は、個人情報の取扱いに

留意する。 

業務の遂行に当たって

は、法令を遵守し、安全

の確保に努めて行う。 

業務運営のために必要

な情報セキュリティ対

策を適切に推進するた

め、政府方針を踏まえ、

情報システム環境を整

備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なる機能強化のサイクルを回すマネ

ジメントを行った。その結果実現した

機構の情報セキュリティシステムは、

内閣サイバーセキュリティセンター

（NISC）が平成 29 年度から独立行政

法人等を対象に運用を開始する予定

のシステム（第二 GSOC）を、現時点に

おいて機能的に上回るほど堅牢なも

のとなった。 

また、巧妙化するサイバー攻撃に対

応するため、全役職員を対象とした標

的型メール攻撃訓練システム及び e-

ラーニングシステムを構築し、e-ラー

ニングは受講率 100％を達成するなど

全役職員への啓蒙と危機対応力強化

を行った。さらに、総務部、研究推進

部と協力して、各部署との責任者を含

む個別の打合せで現場の声を直接聞

き、その場で情報セキュリティの疑問

に答え、必要な対策を決定する「ワー

クアウト」を平成 29 年１月より計 4

部署で実施した。以上により、経営者、

情報システム部門、経営管理部門、研

究部門等の全ての部署・階層の役職員

全員が、それぞれ情報セキュリティの

問題を認識し、具体的な対応力を高め

るに至った。 

 

 

 

 

が必要となることから、機構全

員を対象としたセキュリティ

啓蒙を関係部署と連携しなが

ら強化し、e-ラーニングの実施

や部署や個人対象の個別レク

チャーなどを積み重ね、機構全

体の情報セキュリティ対応力

の強化を先導した。以上により

所期の計画を着実に進捗させ

ていると考えられるため、Ｂ評

定とした。 

 

 

 

 

 

 

４．その他参考情報 

特になし。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－１－(5) 情報公開及び個人情報保護 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0295 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象とな

る指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

                                       

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 研究開発事業の成果が

最大限得られるよう、理

事長のリーダーシップ

の下、責任と裁量権を明

確にしつつ、機動的・効

率的な業務運営を行う。

また、機構における経営

戦略についての専門的

かつ国際的な視点から

の助言・提言を採り入れ

られるような仕組み作

りを進める。 

中期目標の達成に向け

た業務運営や危機管理

が適切に実施されるよ

う、ガバナンスを強化し

内部統制の充実を図る

取組及び組織整備を継

続することとする。 

研究開発業務について

は、適切に資源が配分さ

れるよう、明確な責任分

 独立行政法人等の保

有する情報の公開に関

する法律（平成 13 年法

律第 145 号）に則り、

情報提供を行う。また、

独立行政法人等の保有

する個人情報の保護に

関する法律（平成 15 年

法律第 59 号）に則り、

個人情報を適切に取り

扱う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 独立行政法人等の保

有する情報の公開に関

する法律（平成 13 年法

律第 145 号）に則り、

情報提供を行う。また、

独立行政法人等の保有

する個人情報の保護に

関する法律（平成 15 年

法律第 59 号）に則り、

個人情報を適切に取り

扱う。また、「行政手続

における特定の個人を

識別するための番号の

利用等に関する法律

（平成 25 年法律第 27

号）」に則り、特定個人

情報を適切に取り扱

う。 

 

 

・情報公開及び

個人情報保護に

ついて適切に取

り扱われたか 

 

 

 

情報公開に関しては、平成 28 年度

開示請求件数は 2件、他の行政機関、

法人等による第三者意見照会対応は 2

件であった。公文書管理法の定めに沿

って、法人文書ファイル管理簿の整

備・公表を行った他、平成 29 年 2 月

から3月に法人文書管理に関する自己

点検及び監査を実施した。 

平成 28 年度は、メールの誤送信に

より、個人情報の漏えい 1件が発生し

た。関係者に対して速やかに通知を行

うとともに、個人情報保護管理委員会

を開催して、再発防止策を審議した。 

個人情報保護管理について、「行政

手続における特定の個人を識別する

ための番号の利用等に関する法律（平

成 25 年法律第 27 号）」及び「特定個

人情報の適正な取扱いに関するガイ

ドライン（平成 26 年特定個人情報保

護委員会）」に従って平成 27 年度に

構築した体制の下、安全管理措置とし

Ｂ 

情報公開法に基づき適切に

意見照会等へ対応を行った他、

機構ホームページにおける情

報の公開等、国民が利用しやす

い方法による情報提供に寄与

している。 

平成 28 年度中に発生した個

人情報の漏えい事案について

は、発生部署の個人情報保護管

理者から速やかな報告の後も、

被害の拡散防止措置や関係者

への連絡等、適切かつ迅速な対

応を行うことができた。このこ

とは、個人情報保護に係る職員

の初動対応及び意識をこれま

での研修等で繰り返し周知し

てきた効果であると評価でき

る。 

計画通りの実績であり、着実

な業務運営がなされているこ

とから本項目の評定をＢとす

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

中期計画及び年度計画に定めら

れた通り、概ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 ─ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 ─ 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 ─ 
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担のもと、経営陣が研究

計画の実施状況を適切

に把握するとともに、機

構における研究活動や

運営について、定期的に

評価を行い、その結果を

公表するとともに研究

開発等の活性化・効率化

に積極的に活用する。評

価にあたっては、研究開

発等の進捗を把握する

上で適切な指標を設定

することで、客観的かつ

効率的な評価を行う。 

機構の適切な運営を確

保し、かつその活動を広

く知らしめることで、国

民の信頼を確保する観

点から、業務・人員の合

理化・効率化に関する情

報をはじめ、積極的に情

報公開を行う。その際

は、個人情報の取扱いに

留意する。 

業務の遂行に当たって

は、法令を遵守し、安全

の確保に努めて行う。 

業務運営のために必要

な情報セキュリティ対

策を適切に推進するた

め、政府方針を踏まえ、

情報システム環境を整

備する。 

て特定個人情報へのアクセス状況の

記録や取扱状況を確認するための仕

組みを整備した。さらに、個人情報保

護に関する研修を 4回実施した。個人

情報の取扱いに係る業務の委託先と

の個人情報保護契約については、個人

情報保護に係る特約条項を含む標準

約款を適用する方法を標準とし、契約

締結漏れの防止や業務の効率化を図

った。 

る。 

 

４．その他参考情報 

特になし。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－１－(6) 業務の安全の確保 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0295 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象とな

る指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

                                       

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 研究開発事業の成果が

最大限得られるよう、理

事長のリーダーシップ

の下、責任と裁量権を明

確にしつつ、機動的・効

率的な業務運営を行う。

また、機構における経営

戦略についての専門的

かつ国際的な視点から

の助言・提言を採り入れ

られるような仕組み作

りを進める。 

中期目標の達成に向け

た業務運営や危機管理

が適切に実施されるよ

う、ガバナンスを強化し

内部統制の充実を図る

取組及び組織整備を継

続することとする。 

研究開発業務について

は、適切に資源が配分さ

れるよう、明確な責任分

業務の遂行に当たっ

ては、法令を遵守し、

安全の確保に十分留意

する。そのため、安全

に関する規程類及びマ

ニュアル等の周知徹底

を図り、事故トラブル

情報や安全確保に必要

な技術情報・ノウハウ

を共有する。 

 

 

 

 

 

より効果的な安全管

理業務が行えるように

安全管理体制や安全管

理に関する取組みの再

検討・再構築を行う。

また、安全講習会、教

育訓練を開催し、役職

員に対して事故・トラ

ブルの防止及び安全の

確保についての啓発を

行うとともに、メール

ニュース、ウェブなど

を活用し、安全に関す

る情報の周知を図る。 

各種事故・トラブル

を想定した訓練を実施

し、その結果を踏まえ、

事故・トラブル緊急対

処要領の内容を見直

す。 

 

 

・業務の遂行に

当たって、安全

の確保に十分留

意されたか 

 

 

 

 

 

 

 平成 28 年度は、ヒヤリハットの積

極的な投稿を推進するため安全相談

会を実施し、ヒヤリハット収集に関す

る啓発活動を行った。 

実験室に存在する危険性を直感的

に理解できるイメージを作成し、横須

賀本部の各実験室の入口にその表示

を貼付することで事故・トラブルの防

止を図った。 

ヒヤリハット収集のインセンティ

ブとして、優れたヒヤリハット事例を

投稿した者に対しては、「安全改善活

動促進賞」として表彰した。 

平成29年度に施行が予想される「水

銀による環境の汚染の防止に関する

法律」の対応策を検討中である。 

高圧ガスの使用量増加が予想され

るため、「高圧ガス保安法」に定める

第2種製造所及び第2種貯蔵所の届出

を行うべく、本貯蔵所の基準に適合す

る施設・設備の設置・改修工事を実施

Ｂ 

 「安全相談会」の実施と「安

全改善活動推進賞」の表彰によ

り、ヒヤリハット収集が事故・

トラブルの防止には重要であ

るとういう意識が役職員に醸

成された。 

安全講演会における教育訓

練方式を見直したことで、これ

までより効果的・効率的な安全

教育のもと役職員の安全に関

する知識及び技能を向上させ

た。 

危機管理広報研修を実施し

たことで、役職員が緊急時での

心構え・対応を修得することが

できた。 

事故・トラブル緊急対処要領

を改定したことにより、事故や

トラブル等の情報の伝達がシ

ステマティックかつ迅速に行

われるようになった。 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

中期計画及び年度計画に定めら

れた通り、概ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 ─ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 ─ 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 ─ 
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担のもと、経営陣が研究

計画の実施状況を適切

に把握するとともに、機

構における研究活動や

運営について、定期的に

評価を行い、その結果を

公表するとともに研究

開発等の活性化・効率化

に積極的に活用する。評

価にあたっては、研究開

発等の進捗を把握する

上で適切な指標を設定

することで、客観的かつ

効率的な評価を行う。 

機構の適切な運営を確

保し、かつその活動を広

く知らしめることで、国

民の信頼を確保する観

点から、業務・人員の合

理化・効率化に関する情

報をはじめ、積極的に情

報公開を行う。その際

は、個人情報の取扱いに

留意する。 

業務の遂行に当たって

は、法令を遵守し、安全

の確保に努めて行う。 

業務運営のために必要

な情報セキュリティ対

策を適切に推進するた

め、政府方針を踏まえ、

情報システム環境を整

備する。 

 

 

した。 

「消防法」に定める危険物に該当す

る試薬の使用量増加が予想されたた

め、横須賀本部にこれまで設置してい

た「少量危険物貯蔵取扱所」を「危険

物屋内貯蔵所」に改修し、貯蔵可能な

危険物の数量を大幅に増やした。ま

た、生物サンプルの保管用に、「危険

物一般取扱所」を整備する予定であ

る。 

安全に関する講演会については2回

開催した。1 回目は事故の再発防止を

図るため、「JAMSTEC における過去の

重大事故から学ぶ」と題し、機構がこ

れまでに経験した重大事故に関する

講演を行った。2 回目は安全マネジメ

ントとリスク管理の造詣を深めるた

め、国土交通省から講師を招聘し、「運

輸安全マネジメントとリスク管理」に

関する講演を開催した。 

化学物質の安全教育については、こ

れまで 1 コースのみだった講習を、

Basic コースと Standard コースの 2

コースを設け、受講者の勤務年数等の

レベルに応じた対応を行い、こまやか

かつ効率的な安全教育を実施した。 

事故・トラブルが頻発した時期があ

ったため、「事故・トラブル多発注意

報」を発して注意喚起を行った。 

外部講師を招き、機構所有の船舶の

調査が原因となった漁船転覆事故を

想定し、緊急記者会見訓練を実施し

た。研修には役員と経営管理部門の部

署長からなる緊急対策本部メンバー

と、事故が発生した際に関係部署にな

りうる部署の部署長や各拠点の所長

が参加した。 

危機管理広報研修を踏まえ、事故発

生から緊急対策メンバーへの情報伝

達や外部への情報展開の迅速化がで

きるよう、事故・トラブル緊急対処要

計画通りの実績であり、着実

な業務運営がなされているこ

とから本項目の評定をＢとす

る。 
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領を改定した。 

総合防災訓練等各種訓練の評価・助

言を行い、緊急時対応の質の向上を図

った。 

 

 

 

４．その他参考情報 

特になし。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－(1) 業務の合理化・効率化 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0295 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象とな

る指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

                                       

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 研究開発能力を損なわ

ないよう配慮した上で、

管理部門のスリム化を

はじめとした経費削減

や事務の効率化及び合

理化を行うことで、機構

の業務を効率的に実施

する。 

業務の見直し、効率的な

運営体制の確保等によ

り、一般管理費（人件費

を含み、公租公課を除

く。）について、法人運

営を行う上で各種法令

等の定めにより義務的

に行う必要があるもの

に係る経費を除き、中期

目標期間中の初年度に

比べ 10％以上、その他の

事業費については、中期

目標期間中の初年度に

比べ 5％以上の効率化を

研究開発能力を損な

わないよう配慮した上

で、管理部門のスリム

化をはじめとした経費

削減や事務の効率化及

び合理化を行うこと

で、機構の業務を効率

的に実施する。 

業務運営全般に係る

経費の見直しに努め、

一般管理費（人件費を

含み、公租公課を除

く。）については、法人

運営を行う上で各種法

令等の定めにより義務 

的に行う必要があるも

のに係る経費を除き、

中期目標期間中の初年

度に比べ 10％以上、そ

の他の事業費について

は、中期目標期間中の

初年度に比べ 5％以上

研究開発能力を損な

わないよう配慮した上

で、管理部門のスリム

化をはじめとした経費

削減や事務の効率化及

び合理化を行うこと

で、機構の業務を効率

的に実施する。 

業務運営全般に係る

経費の見直しに努め、

一般管理費（人件費を

含み、公租公課を除

く。）及びその他の事業

費について、中期目標

期間中の削減目標達成

に向けた取り組みを実

施する。削減目標は下

記の通りとしている。 

・一般管理費（人件費

を含み、公租公課を除

く。）については、法人

運営を行う上で各種法

・ 業 務 の 合 理

化・効率化を行

い、機構業務を

効率的に実施し

たか 

 

 

 

業務の効率化については、業務ノウ

ハウの蓄積や伝承、業務の「見える化」

等を目的とし、各部署におけるジョブ

ノートの作成を推進した。 

業務の合理化の取組としては、昨年

度に引き続き、会議資料のペーパーレ

ス化を実施・推進し、会議事務局の業

務量を削減した。 

複数拠点で開催していた委員会に

ついて、拠点間の情報共有を目指し、

テレビ会議を用いて同時開催するこ

ととした。 

受付業務と清掃業務については、経

費削減のため、労働時間の短縮や清掃

面積の削減など契約内容の見直しを

行った。 

警備業務と廃棄物処理業務につい

て、事務手続の簡略化のため、契約方

法を単年契約から複数年契約に見直

した。 

横須賀本部の電気使用状況を調査

Ｂ 

 業務の効率化に関しては、会

議・委員会における資料のペーパ

ーレス化やテレビ会議による複数

拠点での同時開催を進め、電気料

金では電気使用状況の調査を実施

し、年間基本料金の削減を図るな

ど、このほかにも業務効率化を着

実に進めていることは評価でき

る。 

また、機構内で船舶の運航委託

契約は非常に高額な契約であり、

次期調達に向けて、業務効率化の

観点を含め全体を俯瞰して議論で

きる場を設けたことは評価でき

る。 

一般管理費については、中期目

標期間の初年度に比べ約 8.2％の

効率化を図っており、10％に向け

て着実に効率化を行っていると評

価できる。 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

中期計画及び年度計画に定め

られた通り、概ね着実に業務が

実施されたと認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 ─ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 ─ 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 ─ 
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図る。なお、新たに追加

又は拡充された業務に

ついては翌年度以降同

様の効率化を図るもの

とする。 

給与水準については、国

家公務員の給与水準を

十分考慮し、手当を含め

役職員給与の在り方に

ついて検証した上で、業

務の特殊性を踏まえた

適正な水準を確保する

とともに、その検証結果

や取組状況を公表する。

総人件費については、政

府の方針を踏まえ、厳し

く見直しをするものと

する。 

 

の効率化を図る。新た

に追加又は拡充された

業務については翌年度

以降同様の効率化を図

るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令等の定めにより義務

的に行う必要があるも

のに係る経費を除き、

中期目標期間中の初年

度に比べ 10％以上の効

率化を図る。 

・その他の事業費につ

いては、中期目標期間

中の初年度に比べ５％

以上の効率化を図る。 

・新たに追加又は拡充

された業務については

翌年度以降同様の効率

化を図るものとする。 

 

 

して、機構業務に支障の出ないように

設備や装置などを選定し、一年で最も

電力を使用する時間帯の電力を抑制

して年間の基本料金削減を行った。更

に複数年での契約・入札を採用して電

気料金の削減を行った。 

機構が保有する船舶の運航委託契

約に関して経費削減や合理化の観点

から契約見直しについての検討を行

い、従前の事前審査を行う契約審査委

員会と事後点検を行う契約監視委員

会に加えて、新たに船舶運航委託契約

検討委員会を設置することとした。本

委員会は機構所有の船舶の運航・管理

委託業務の次期調達に向けて、（１）

契約相手の選定方法、（２）契約期間

を含む仕様の妥当性、（３）その他、

委員会が必要と認める事項について

検討するものである。 

一般管理費については、中期目標期

間の初年度と比較して 8.2％の効率化

に達している。 

 

以上、計画に従い着実に業務の効

率化を進めており、本項目の評定

をＢとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．その他参考情報 

特になし。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－(2) 給与水準の適正化 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0295 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象とな

る指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

                                       

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 研究開発能力を損なわ

ないよう配慮した上で、

管理部門のスリム化を

はじめとした経費削減

や事務の効率化及び合

理化を行うことで、機構

の業務を効率的に実施

する。 

業務の見直し、効率的な

運営体制の確保等によ

り、一般管理費（人件費

を含み、公租公課を除

く。）について、法人運

営を行う上で各種法令

等の定めにより義務的

に行う必要があるもの

に係る経費を除き、中期

目標期間中の初年度に

比べ 10％以上、その他の

事業費については、中期

目標期間中の初年度に

比べ 5％以上の効率化を

給与水準について

は、国家公務員の給与

水準を十分考慮し、手

当を含め役職員給与の

在り方について検証し

た上で、業務の特殊性

を踏まえた適正な水準

を確保するとともに、

検証結果や取組状況を

公表するものとする。

総人件費については、

政府の方針を踏まえ、

厳しく見直しをするも

のとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

給与水準について

は、国家公務員の給与

水準を十分考慮し、手

当を含め役職員給与の

在り方について検証し

た上で、業務の特殊性

を踏まえた適正な水準

を確保するとともに、

検証結果や取組状況を

公表するものとする。

総人件費については、

政府の方針を踏まえ、

厳しく見直しをするも

のとする。 

 

 

 

・給与水準の適

正化は行われた

か 

 

 

 

人事院勧告等を踏まえた国家公務

員の給与改訂及び給与制度の総合的

見直しについて、適切に対応してい

る。 

 

【ラスパイレス指数（平成 28 年度実

績）】 

○事務・技術職員：111.4％ 

○研究職員：99.1％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 現在のラスパイレス指数の比較

対象となっている職員を分析した

場合、世界をリードする研究者と

一体となって研究マネジメントや

組織運営を的確に遂行していく必

要があることから、専門性の高い

事業を理解し、企画立案や折衝、

国際調整にあたる優れた能力を有

する職員が必要となり、職員の学

歴が高いものとなっている。 

法人の実態としては、任期制職

員を積極的に活用しており、とり

わけ、国家公務員と比較するなら

ば、行政職（一）俸給表でいうと

ころの 1 級から 3 級相当の業務に

ついて、その多くを給与体系が完

全職務給である任期制支援職職員

の担当業務として位置付けること

で、効率的な人員配置を行い、以

て年功序列的に人件費が上昇して

いくことを抑制している。これら

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

中期計画及び年度計画に定め

られた通り、概ね着実に業務が

実施されたと認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 ─ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 ─ 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 ─ 
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図る。なお、新たに追加

又は拡充された業務に

ついては翌年度以降同

様の効率化を図るもの

とする。 

給与水準については、国

家公務員の給与水準を

十分考慮し、手当を含め

役職員給与の在り方に

ついて検証した上で、業

務の特殊性を踏まえた

適正な水準を確保する

とともに、その検証結果

や取組状況を公表する。

総人件費については、政

府の方針を踏まえ、厳し

く見直しをするものと

する。 

 

  

 

 

職員がラスパイレス指数に反映さ

れておらず、（ラスパイレス指数

は、全体の中の 48％のみを占める

定年制職員の指数）、そのため、管

理職割合についても定年制職員の

みを比較しての比率となり、高い

割合となっている。 

以上により、計画に従い着実に

業務を実施していることから本項

目の評定をＢとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．その他参考情報 

特になし。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－(3) 事務事業の見直し等 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0295 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象とな

る指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

                                       

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 既往の閣議決定等に示

された政府方針を踏ま

え、以下の取組を着実に

実施するとともに、業務

及び組織の合理化・効率

化に向けた必要な措置

を講ずる。 

 

a. 研究拠点等につい

ては、研究内容の重点化

及び組織の再編に合わ

せて整理・統合し、業務

運営の効率化及び経費

の削減に努めるものと

する。 

 

b. 南海トラフ海域に

おいて整備を進めてい

る地震・津波観測監視シ

ステム（DONET）につい

て、その整備が終了した

際には、同システムを独

立行政法人防災科学技

事務事業の見直し等

については既往の閣議

決定等に示された政府

方針に基づき、以下の

内容について着実に実

施する。 

 

 

a. 研究拠点等につい

ては、研究内容の重点

化及び組織の再編に合

わせて整理・統合し、

業務運営の効率化及び

経費の削減に努めるも

のとする。 

 

b. 南海トラフ海域に

おいて平成27年度末を

目途に整備を進めてい

る DONET について、そ

の整備が終了した際に

は、同システムを独立

行政法人防災科学技術

事務事業の見直し等

については、既往の閣

議決定等に示された政

府方針に基づく見直し

事項について、着実に

実施すべく必要な措置

を講ずる。 

 

 

・適切に事務事

業の見直しを実

施したか 

 

 

a．b．ｆ．にいては対応済みである。 

c．d．e．について既往の閣議決定等

に基づく各種フォローアップに適切

に対応した。 

c． 

室戸岬沖ケーブルの廃止に向けて、

同ケーブルで取得したデータを緊急

地震速報に活用している気象庁や、局

舎を置いている高知県との調整を行

っている。また、廃止に係る詳細な撤

去費用の見積りや作業工程検討を行

った。 

d． 

東京大学大気海洋研究所（AORI）と

当機構の共同で、研究船公募体制検討

会を立ち上げ、公募審査の一元化につ

いて検討を開始した。検討会では公募

審査要領に関すること、データ・サン

プルの取扱いに関すること及び海域

調整に関することの3点について両者

で検討を行うことが確認され、平成 29

年度中に AORI、当機構の双方で検討事

Ｂ 

閣議決定等に基づく各種フォロ

ーアップに適切に対応し、着実な

業務運営がなされていることから

本項目の評定をＢとする。 

 

 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

中期計画及び年度計画に定め

られた通り、概ね着実に業務が

実施されたと認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 ─ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 ─ 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 ─ 
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術研究所に移管する。併

せて、同研究所との防

災・減災分野における人

材交流を促進するなど、

同研究所との連携をよ

り一層強化する。 

 

c. DONET の運用開始を

踏まえ、室戸岬沖海底ネ

ットワークシステムを

廃止する。 

 

d. 学術研究課題の審

査等の一元化について

は、引き続き検討を進

め、中期目標期間中、早

期に結論を得るものと

する。得られた結論に基

づき、機構の予算及び要

員も含め関係組織を見

直し、業務全体の効率化

を図る。 

 

e. 学術研究船の運航

業務に係る外部委託化

については、引き続き検

討を進め、中期目標期間

中、早期に結論を得るも

のとする。 

 

f. 研究活動を効率的

に行う観点から、海底広

域研究船の運用開始を

踏まえ、必要性が低くな

った研究船を廃止する。 

 

研究所に移管する。併

せて、同研究所との防

災・減災分野における

人材交流を促進する

等、同研究所との連携

をより一層強化する。 

 

c. DONET の運用開始

を踏まえ、室戸岬沖海

底ネットワークシステ

ムを廃止する。 

 

d. 学術研究課題の審

査等の一元化について

は、引き続き検討を進

め、中期目標期間中、

早期に結論を得るもの

とする。得られた結論

に基づき、機構の予算

及び要員も含め関係組

織を見直し、業務全体

の効率化を図る。 

 

e. 学術研究船の運航

業務に係る外部委託化

については、引き続き

検討を進め、中期目標

期間中、早期に結論を

得るものとする。 

 

f. 研究活動を効率的

に行う観点から、海底

広域研究船の運用開始

を踏まえ、必要性が低

くなった研究船を廃止

する。 

項を整理し、平成 30 年度から新たな

公募の開始を目指すこととしている。 

e． 

学術研究船の運航業務に係る外部

委託化については、独立行政法人海洋

研究開発機構法が制定された際の附

帯決議において、「船舶の運航に係る

業務に従事する職員については、その

業務の特性に鑑み、雇用の維持につい

て特段の配慮をすること」と決議され

ているところである。このため、単な

る１船舶の外部委託に係る議論にと

どまらず、船齢や隻数を含めた当機構

の船舶全体の計画を含めた様々な検

討の重要な要素の一つであり、引き続

き検討を実施した。 

 

 

 

４．その他参考情報 

特になし。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－(4) 契約の適正化 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0295 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象とな

る指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

                                       

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 契約については、原則と

して一般競争入札等の

競争性のある契約方式

によることとし、随意契

約によった場合は、公正

性、透明性を高めるため

その結果を公表する。加

えて、「独立行政法人に

おける調達等合理化計

画の取組の推進につい

て」（平成 27 年 5 月 25 

日総務大臣決定）に基づ

く取組を着実に実施す

ることとする。 

一者応札・応募となった

契約については、実質的

な競争性が確保される

よう、公告方法、入札参

加条件、発注規模の見直

し等を行い、その状況を

公表するものとする。 

内部監査及び第三者に

 

a. 契約については、

原則として一般競争入

札等の競争性のある契

約方式によることと

し、随意契約によった

場合は、公正性、透明

性を高めるためにその

結果を公表する。加え

て、「独立行政法人にお

ける調達等合理化の取

組の推進について」（平

成２７年５月２５日総

務大臣決定）に基づく

取組を着実に実施する

こととする。また、他

の機関との情報交換や

連携によって購入実績

や調達方法を確認し、

合理的な調達手法の導

入や入札参加者の拡大

に向けた方策を実施す

 

a. 契約については、

前中期目標期間の取組

を継続し、原則として

一般競争入札等の競争

性のある契約方式によ

ることとする。随意契

約による場合は、第三

者の適切なチェックを

受ける体制を以て公正

性、透明性を確保し、

その結果を公表する。

加えて、「独立行政法人

における調達等合理化

の取組の推進につい

て」（平成 27 年５月 25

日総務大臣決定）に基

づく取組を着実に実施

することとする。また、

他の機関との情報交換

や連携によって購入実

績や調達方法を確認

・契約の適正化

を行い、業務の

合理化・効率化

に努めたか 

 

【a.】 

調達等合理化の取組について 

(1)一者応札・応募の低減に向けた取

組 

①応札者や応募者を増やすための改

善取組として、入札説明書の電子交付

を継続活用した。 

②事務管理部門系の案件のうち、『多

くの者が参入できそうな案件』につい

て、入札説明書の配布が複数者であっ

た案件が結果1者応札となった内容の

分析を行った。調達案件 11 件の辞退

理由を分析したところ、価格面で折り

合わない、納期・書類提出の短さ、技

術審査要件への対応が困難等を理由

に辞退し、結果として 1社応札となっ

ている事案が見られた。 

③仕様書や要求事項が過度の内容と

なっていないか等、5 件以上点検し、

必要に応じて改善した。 

・観測データ取得通信サービスにおい

て、仕様書に従来の通信回数に加

Ｂ 

契約については、真にやむを得

ないものを除き、原則として一般

競争入札の競争性のある契約方式

によることとし、随意契約によっ

た場合は、公正性、透明性を高め

るため契約審査委員会等による事

前審査、契約監視委員会での事後

審査を受け、その結果を随時公表

した。 

「独立行政法人における調達等

合理化計画の取組の推進につい

て」（平成 27 年 5 月 25 日総務大

臣決定）に基づく取組について推

進し、業務の合理化・効率化を着

実に実行した。 

 

よって調達等合理化計画の推進

を着実に実施していると認められ

るため、本項目の評定をＢとする。 

 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

中期計画及び年度計画に定め

られた通り、概ね着実に業務が

実施されたと認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 ─ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 ─ 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 ─ 
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より、適切なチェックを

受けることで、契約の改

善を図る。 

 

 

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

し、合理的な調達手法

の導入や入札参加者の

拡大に向けた方策を実

施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

え、通信時間を記載するなど他の通

信プランでも参入可能とし応札者

が増加した。 

・食堂運営業務において業者の費用負

担区分を見直し、複数年化したこと

により、提案書提出者の増加がみら

れるなど参入業者が増加した。 

・リスクマネジメント推進支援業務に

おいて、必須要件として定めた類似

業務実績及び独立行政法人等との

業務実績などを緩和した。 

 

(2)調達合理化の取組 

①契約内容・契約形態を 5件以上見直

し、成果があった。 

②工具通販専門会社との交渉により、

機構向け価格（一律 5％引き）を実現

した。 

③海外 Wi-fi・モバイルのレンタルを、

都度、賃貸借契約していたが、複数社

との単価契約に切り替えることによ

り、従来の 5％引きから 10％引きとな

り、更にオプション無料の条件を実現

した。 

④横須賀本部の電気の供給において、

公告前倒しによる新電力会社との契

約、複数年化（3 年）等により、常時

基本電力料金の単価引下げが実現し、

平成 27 年度単価時と比較し 3 年間で

約 11,665 万円の節減が実現した。  

⑤共同調達の可能性について協議を

行ったのは 2法人であり、むつ研究所

の雪かき・清掃や XCTD プローブにつ

いて協議、検討を行ったが、コストメ

リットが見いだせないとの結論に至

り共同調達の導入を見送った。また、

昨年に引き続き国立大学法人高知大

学との共同調達（ガソリン、コピー用

紙、液体窒素）は継続した。 

⑥企画提案公募により新たなネット

調達方式「たのめーる」の導入を図り、
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b. 一者応札・応募と

なった契約について

は、実質的な競争性が

確保されるよう、公告

方法、入札参加条件及

び発注規模の見直し等

を行い、その状況を公

表するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b. 一者応札・応募と

なった契約について

は、実質的な競争性が

確保されるよう、過去

の契約実績を分析し、

公告方法、入札参加条

件及び発注規模の見直

し等を行い、その状況

について公表する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務用品、理化学機器の調達方法を拡

充した。 

平成28年度より業務の効率化を狙い、

研究用消耗品の単価契約導入により

378 万円/年の削減効果、また、和雑誌

のオープンカウンター継続により税

込価格の 5％引きを実現した。 

⑦過去に複数回締結した契約と実質

的に同じ仕様の案件であって、過去の

契約を締結した際に一者応札又は一

者応募が続いているときなど、他法人

の対応状況、随契要件など調査するな

どし、関連する規程類改定の準備を進

めた。 

⑧先進的調達手法等として、調達時に

自動的に付与されるポイントの活用

について、導入の可能性などの検討を

行った。 

 

【b.】 

調達に関するガバナンスの徹底 

(1)随意契約に関する内部統制の確立 

①従来の契約審査委員会や契約監視

委員会に加え、新たに機構にとって影

響の大きい船舶の運航・管理委託業務

について、次期契約に向けて、「船舶

運航委託契約検討委員会」を設置し

た。本員会では、業務内容、透明性・

競争性の確保、調達方法、契約方法及

び委託費の妥当性について外部審査

委員による審査を行い、ガバナンスを

より強化することを目的としている。 

 

(2)不祥事の発生の未然防止のための

取組 

①課内での業務運用ルールの更なる

統一化を図るため、新たに業務標準書

を作成・随時更新した。 

②課内で調達等合理化計画の研修会

を実施し、23 名（非常勤・兼務除く全

員）が参加した。 
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c. 内部監査及び第三

者により、適切なチェ

ックを受けることで、

契約の改善を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

c. 内部監査及び第三

者により、適切なチェ

ックを受けることで、

必要なものから随時契

約の改善を図るものと

する。 

 

 

 

 

③特殊品（製造等）の調達が多い海洋

工学センターを対象に、仕様書の作

成、調達の考え方などに係る説明会を

実施し、合計 42 名が参加した。 

④平成 28 年度からの新たなネット調

達システムの導入に際し、全部署を対

象に、要求部署としての説明責任やシ

ステムの使い方に関する説明会を実

施し、79 名が参加した。 

⑤昨年度より実施している、研究不正

及び研究費不正使用防止に係るeラー

ニングについて、契約に関わる職員は

100％受講済みであり、法人全体では、

受講対象職員の 90.89％が受講した。 

 

【c.】 

 外部委員構成による契約監視委員

会により個々の契約案件の事後点検

を行い、競争性のない随意契約、一者

応札による契約、落札率 100％の契約

など、平成 28 年度の契約実績や契約

手続の妥当性について審議を受け、適

正な手続となっていることが確認さ

れ、また、内部監査においても適正な

契約手続となっていることが確認さ

れた。 

 

 

 

４．その他参考情報 

特になし。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ－１ 予算 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0295 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象とな

る指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

                                       

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価

指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 自己収入の

確保、予算の

効率的な執

行に努め、適

切な財務内

容の実現を

図る。 

毎年度の運

営費交付金

額の算定に

ついては、運

営費交付金

債務残高の

発生状況に

も留意した

上で、厳格に

行うことと

する。 

 

１  自己収

入の増加 

外部研究資

平成26年度～平成30年度 予算 

（単位：百万円） 

区分 金額 

収入  

 運営費交付金 163,113 

 施設費補助金 4,357 

 地球観測シス

テム研究開発費

補助金 

 

493 

 事業等収入 7,547 

 受託収入 10,057 

   

計 

 

185,567 

支出  

 一般管理費 6,370 

 （公租公課を

除いた一般管理

費） 

3,950 

平成 28 年度 予算 

（単位：百万円） 

区分 金額 

収入  

 運営費交付金 35,276 

 施設費補助金 3,243 

 

 

 

 補助金収入 

 

 

 

1,991 

 事業等収入 1,198 

 受託収入 4,299 

   

計 

 

46,008 

支出  

 一般管理費 1,242 

 （公租公課を

除いた一般管理

費） 

919 

・予算を適

切に執行

し、財務内

容の改善

がはから

れたか 

 

平成 28 年度 決算 
 

（単位：百万円） 

区分 
研究開
発 

運用・
展開 

法人
共通 

合計 

収入        

 運営費交付金 12,676 21,873 727 35,276 

 施設費補助金 0 6 0 6 

 補助金収入 578 394 0 971 

 事業等収入 221 525 308 1,055 

 受託収入 
 

2,758 1,334 0 4,092 

計 16,233 24,132 1,035 41,401 

支出  
0 
0 

 
0 
0 

 
1,200 
878 

 
1,200 
878 

 一般管理費 

 （公租公課を除い 
た一般管理費） 

    

  うち、人件費 
（管理系） 

0 0 453 453 

     物件費 0 0 425 425 

  公租公課 0 0 323 323 

 事業経費 12,526 23,851 0 36,377 

  うち、人件費 
（事業系） 

1,022 1,731 0 2,753 

     物件費 11,505 22,120 0 33,625 

 施設費 0 87 0 87 

 補助金事業 552 393 0 945 

 受託経費 
 

2,921 1,334 0 4,255 

計 16,000 25,665 1,200 42,865 

Ｂ 

予算については月

次で執行状況を役員

に報告するなどして、

適正に管理・執行を行

った。 

当期総損失は通常

の業務運営により生

じたものであり、法人

の業務運営に問題等

はない。 

利益剰余金は独立

行政法人会計基準に

則って会計処理を行

った結果生じたもの

であり、主に貯蔵品の

取得・費消に伴って一

時的に生じた損益と、

業務達成基準の原則

化に伴って予算額以

上に運営費交付金を

収益化することがで

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

中期計画及び年度計画

に定められた通り、概ね着

実に業務が実施されたと

認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 ─ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 ─ 

 

＜その他事項＞（審議会及び

部会の意見） 

 ─ 
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金として国、

他の独立行

政法人、企業

等多様な機

関からの競

争的研究資

金をはじめ

とする資金

を導入する。

また、国、他

の独立行政

法人、企業等

からの受託

収入、特許実

施料収入、施

設・設備の供

用による対

価収入等に

より自己収

入の増加に

向けた積極

的な取組を

実施する。 

自己収入額

の取扱いに

おいては、各

事業年度に

計画的な収

支計画を作

成し、当該収

支計画によ

る運営を行

う。 

 

２  固定的

経費の節減 

管理業務の

節減を行う

とともに、効

率的な施設

運営を行う

  うち，人件

費（管理系） 

2,729 

物件費 1,222 

公租公課 2,420 

事業経費 164,289 

  うち，人件

費（事業系） 

11,279 

 物件費 153,010 

 施設費 4,357 

 地球観測シス

テム研究開発費

補助金経費 

 

493 

 受託経費 10,057 

  

計 

 

185,567 

 
[注１] 上記予算額は運営費交付金

の算定ルールに基づき、一定の仮定

の下に試算されたもの。各事業年度

の予算については、事業の進展によ

り必要経費が大幅に変わること等を

勘案し、各事業年度の予算編成過程

において、再計算の上決定される。

一般管理費のうち公租公課について

は、所用見込額を試算しているが、

具体的な額は各事業年度の予算編成

過程において再計算の上決定され

る。 

[注２] 各欄積算と合計欄の数字は

四捨五入の関係で一致しないことが

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

【運営費交付金の算定ルール】 

毎事業年度に交付する運営費交

付金（Ａ）については、以下の数

式により決定する。 

  うち，人件

費（管理系） 

555 

物件費 364 

  公租公課 323 

 事業経費 42,049 

  うち，人件

費（事業系） 

3,005 

物件費 39,044 

 施設費 3,243 

  

 

 

 補助金事業 

 

  

 

1,991 

 受託経費 4,299 

  

計 

 

52,825 

 

[注１]各欄積算と合計欄の数字は四

捨五入の関係で一致しないことがあ

る。 

[注２]「支出」には前年度繰越金相

当分の支出額を含む。 

 

 
[注１]各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しない

ことがある。  

[注２]「支出」には前年度繰越金相当分の支出額を含む。 

 

【主な増減理由】 

施設費及び補助金で行う事業の一部を翌年度に繰り

越したため、収入の施設費補助金及び補助金収入並びに

支出の施設費及び補助金事業が減少した。また、運営費

交付金で行う事業の一部を計画的に繰り越したため、事

業経費が減少した。なお、決算において事業の内容を改

めて精査し、一部の事業についてセグメントの見直しを

行ったため、一部セグメント毎で比較すると増減が発生

している。 

 

【評価指標に対する実績】 

『１．予算及び２．収支計画』 

平成 28 年度における当期総損失は 1,639,797,389 円で

ある。これは、独立行政法人会計基準に則って会計処理

をした結果、貯蔵品を取得・費消したことによる収益と

費用の計上年度のずれなどにより、一時的に損益が計上

されたものであり、通常の業務運営により発生したもの

である。 

利益剰余金は 2,079,267,718 円である。これは全て現金

を伴うものではなく、独立行政法人会計基準に則って会

計処理を行った結果、発生したものである。  

繰越欠損金は計上されていない。 

運営費交付金の未執行率は 16.4％である。主な要因は、

「ちきゅう」の整備・改修等のうち、一部の事業につい

て計画的に翌年度以降に実施することとしたものや、事

故・災害等の不測の事態に備えて計画的に運営費交付金

の配分を留保したものなどである。  

繰り越した事業は翌事業年度に実施する計画となっ

ており、業務運営上の影響は特にない。  

貸倒れのおそれのある債権はない。 

『３．資金計画』  

金融資産の保有状況については以下の通り。 

①金融資産の名称と内容、規模 

 ・現金及び預金 8,705,375,265 円（年度末時点） 

②保有の必要性（事業目的を遂行する手段としての有

用性・有効性） 

 ・年度末時点で保有する現金及び預金は計画的に翌

事業年度に繰り越した運営費交付金及び未払金や

預り金などの債務返済の原資である。期中も資金

繰り計画に基づいて運営費交付金の交付を受けて

おり、常に業務の進捗に応じた適切な規模の資金

を保有している。 

きないために発生す

る損失から構成され、

後者は中長期目標期

間終了年度に収益化

し、損益がバランスす

る予定となっている。 

運営費交付金の未

執行額は主に船舶の

整備・改修等に係る経

費を計画的に翌事業

年度に繰り越したも

のであり、未執行理由

は適正である。また、

運営費交付金債務と

業務運営との関係に

ついて適切な分析が

行われている。 

いわゆる留まり金

について適切に精査

されている。なお、運

営費交付金債務と欠

損金等の相殺により

発生した留まり金は

ない。 

貸倒れのおそれの

ある債権はなく、適切

に債権の回収を行っ

ている。なお、平成 28

年度に「債権評価及び

貸倒引当金計上に係

る事務処理マニュア

ル」を制定し、より適

切な債権管理を行う

体制を整備した。 

金融資産の規模、保

有・運用状況及び運用

体制は適切である。 

以上により、計画に

従い着実に業務を実

施していることから

本項目の評定をＢと
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こと等によ

り、固定的経

費を節減す

る。 

 

Ａ(y)=｛(Ｃ(y)−Ｔ(y)－ζ

(y))×α1(係数)＋

Ｔ(y)＋ζ(y)｝＋

｛ ( Ｒ (y) ＋ Ｐ

r(y))×α2(係数)｝

＋ ε (y)− Ｂ

(y)×λ(係数) 

Ｒ (y)= Ｒ (y-1)×β( 係

数)×γ(係数) 

Ｃ(y)=Ｐc(y-1)×σ(係数)＋Ｅ

(y-1)×β(係数)＋Ｔ(y)

＋ζ(y) 

Ｂ(y)=Ｂ(y-1)×δ(係数) 

Ｐ(y)=Ｐr(y)+Ｐc(y) 

=｛Ｐr(y-1)+Ｐc(y-1)｝

×σ(係数) 

 

各経費及び各係数値について

は、以下のとおり。 

  

Ｂ(y)： 当該事業年度における

自己収入の見積り。Ｂ

(y-1)は直前の事業年

度におけるＢ(y)。 

Ｃ(y)： 当該事業年度における

一般管理費。Ｃ(y-1)は

直前の事業年度におけ

るＣ(y)。 

Ｅ(y)： 当該事業年度における

一般管理費中の物件

費。Ｅ(y-1)は直前の事

業年度におけるＥ(y)。 

Ｐ(y)： 当該事業年度における

人件費(退職手当を含

む)。Ｐ(y-1)は直前の

事業年度におけるＰ

(y)。 

Ｐr(y)：当該事業年度における

事業経費中の人件費。

Ｐr(y-1)は直前の事業

年度におけるＰr(y)。 

Ｐc(y)：当該事業年度における

一般管理費中の人件

費。Ｐc(y-1)は直前の

事業年度におけるＰ

c(y)。 

③管理状況 

・金庫で保管する必要最小限の現金を除き、全て銀

行預金へ預け入れを行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

した。 
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Ｒ(y)： 当該事業年度における

事業経費中の物件費。

Ｒ(y-1)は直前の事業

年度におけるＲ(y)。 

Ｔ(y)： 当該事業年度における

公租公課。 

ε(y)： 当該事業年度における

特殊経費。重点施策の

実施、事故の発生、退

職者の人数の増減等の

事由により時限的に発

生する経費であって、

運営費交付金算定ルー

ルに影響を与えうる規

模の経費。各事業年度

の予算編成過程におい

て、当該経費を具体的

に決定。ε(y-1)は直前

の事業年度における

ε(y)。 

ζ(y)： 当該事業年度において、

法人運営を行う上で各

種法令等の定めにより

義務的に行う必要があ

るものに係る経費。各

事業年度の予算編成過

程において、当該経費

を具体的に決定。 

α１ ： 一般管理効率化係数。

中期目標に記載されて

いる一般管理費に関す

る削減目標を踏まえ、

各事業年度の予算編成

過程において、当該事

業年度における具体的

な係数値を決定。 

α2 ： 事業効率化係数。業務の

効率化等を勘案して、各

事業年度の予算編成過

程において、当該事業年

度における具体的な係

数値を決定。 

β：  消費者物価指数。各事業

年度の予算編成過程にお

いて、当該事業年度にお

ける具体的な係数値を決
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定。 

γ：  業務政策係数。各事業年

度の予算編成過程におい

て、当該事業年度におけ

る具体的な係数値を決

定。 

δ：  自己収入政策係数。過去

の実績を勘案し、各事業

年度の予算編成過程にお

いて、当該事業年度にお

ける具体的な係数値を決

定。 

λ：  収入調整係数。過去の実

績における自己収入に対

する収益の割合を勘案

し、各事業年度の予算編

成過程において、当該事

業年度における具体的な

係数値を決定。 

σ：  人件費調整係数。各事業

年度予算編成過程におい

て、給与昇給率等を勘案

し、当該事業年度におけ

る具体的な係数値を決

定。 

 

【中期計画予算の見積りに際し使

用した具体的係数及びその設定根

拠等】 

上記算定ルール等に基づき、以

下の仮定の下に試算している。た

だし、平成26年度については、決

定額を計上。 

・運営費交付金の見積りについ

ては、ε(特殊経費)は勘案せ

ず、α1(一般管理効率化係数)

を各事業年度2.6％(平成26年

度予算額を基準額として中期

計画期間中に10％縮減)の縮

減、α2(事業効率化係数)を各

事業年度1.3％（平成26年度予

算額を基準額として中期計画

期間中に5％縮減）の縮減と

し、λ(収入調整係数)を一律1

として試算。 

・事業経費中の物件費について
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は、β(消費者物価指数)は変

動がないもの(±0％)とし、

γ(業務政策係数)は一律1と

して試算。 

・人件費の見積りについては、

σ(人件費調整係数)は変動が

ないもの(±0％)とし、退職者

の人数の増減等がないものと

して試算。 

・自己収入の見積りについては、

δ(自己収入政策係数)は据置

き(±0％)として試算。 

・受託収入の見積りについては、

過去の実績を勘案し、一律据

置きとして試算。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ－２ 収支計画 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0295 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象とな

る指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

                                       

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価

指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 自己収入の確保、

予算の効率的な

執行に努め、適切

な財務内容の実

現を図る。 

毎年度の運営費

交付金額の算定

については、運営

費交付金債務残

高の発生状況に

も留意した上で、

厳格に行うこと

とする。 

 

１  自己収入の

増加 

外部研究資金と

して国、他の独立

行政法人、企業等

多様な機関から

の競争的研究資

金をはじめとす

平成26年度～平成30年度収支計画 

 

（単位：百万円） 

 

区別 金額 

費用の部  

 経常費用 179,585 

  業務経費 125,463 

  一般管理費 6,370 

  受託費 10,057 

  補助金事業費 493 

  減価償却費 37,202 

 財務費用 149 

 臨時損失 0 

収益の部  

 運営費交付金収益 133,717 

 受託収入 10,057 

 補助金収益 493 

 その他の収入 7,547 

 資産見返負債戻入 27,444 

 臨時利益 0 
 
純損失 

前中期目標期間繰越積立

金取崩額 

 

△476 

476 

目的積立金取崩額 0 

総利益 0 

平成 28 年度収支計画 

 

（単位：百万円） 

区別 金額 

費用の部  

 経常費用 58,575 

  業務経費 44,412 

  一般管理費 919 

  受託費 4,299 

  補助金事業費 1,096 

  減価償却費 7,848 

 財務費用 79 

 臨時損失 0 

収益の部  

 運営費交付金収益 36,374 

 受託収入 4,299 

 補助金収益 1,096 

 その他の収入 1,198 

 資産見返負債戻入 14,427 

 臨時利益 0 
  
純損失 △1,259 

前中期目標期間繰越積立

金取崩額 

1,259 

目的積立金取崩額 0 

総利益 0 

 

特になし 平成 28 年度収支実績 

 
（単位：百万円） 

区別 金額 

費用の部   

 経常費用 45,636 

  業務経費 35,162 

  一般管理費 899 

  受託費 3,165 

  補助金事業費 589 

  減価償却費 5,821 

 財務費用 79 

 臨時損失 9,783 

収益の部   

 運営費公費金収益 32,632 

 受託収入 4,020 

 補助金収入 460 

 その他の収入 1,920 

 資産見返負債戻入 4,861 

 臨時利益 

 

9,744 

純損失 △1,862 

前中長期目標期間繰越積立金取崩額 222 

目的積立金取崩額 0 

総利益 △1,640 

 

（「１ 予

算 」 に 記

載） 

 

 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

中期計画及び年度計画に定

められた通り、概ね着実に業

務が実施されたと認められる

ため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 ─ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 ─ 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会

の意見） 

 ─ 
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る資金を導入す

る。また、国、他

の独立行政法人、

企業等からの受

託収入、特許実施

料収入、施設・設

備の供用による

対価収入等によ

り自己収入の増

加に向けた積極

的な取組を実施

する。 

自己収入額の取

扱いにおいては、

各事業年度に計

画的な収支計画

を作成し、当該収

支計画による運

営を行う。 

 

２  固定的経費

の節減 

管理業務の節減

を行うとともに、

効率的な施設運

営を行うこと等

により、固定的経

費を節減する。 

 

 

[注１] 退職手当については、役員退職

手当支給基準及び職員退職手当支給基

準に基づいて支給することとなるが、そ

の全額について、運営費交付金を財源と

するものと想定している。 

 

[注２] 各欄積算と合計欄の数字は四捨

五入の関係で一致しないことがある。 

 

 

[注]各欄積算と合計欄の数字は四捨五入

の関係で一致しないことがある。 

 

 

 

[注]各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致し

ないことがある。 

 

 

【主な増減理由】 

 運営費交付金で行う事業や、施設費・補助金で行

う事業の一部を計画的に翌年度へ繰り越したこと

に伴って、業務経費や運営費交付金収益が減少し

た。 

地震・津波観測監視システムを防災科学技術研究

所へ移管したことや、過年度に取得した貯蔵品の評

価額及び重要な棚卸資産の整理を見直したことに

伴って、臨時損失及び臨時利益が増加した。 

平成 25 年度以前に取得した貯蔵品の費消などに伴

って、前中長期目標期間繰越積立金取崩額を計上し

た。 

収益と費用の計上年度のずれにより、総損失が発

生した。 

 

（予算・収支計画・資金計画の【評価指標に対する

実績】は「Ⅲ-1 予算」の項目にまとめて記載） 

 

 

 

４．その他参考情報 

特になし。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ－３ 資金計画 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0295 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象とな

る指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

                                       

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価

指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 自 己 収 入 の 確

保、予算の効率

的 な 執 行 に 努

め、適切な財務

内容の実現を図

る。 

毎年度の運営費

交付金額の算定

については、運

営費交付金債務

残高の発生状況

にも留意した上

で、厳格に行う

こととする。 

 

１  自己収入の

増加 

外部研究資金と

して国、他の独

立行政法人、企

業等多様な機関

からの競争的研

平成26年度～平成30年度資金

計画 

（単位：百万円） 

区別 金額 

資金支出  

 業務活動による支出 137,443 

 投資活動による支出 33,752 

 財務活動による支出 14,372 

 次期中期目標の期間

への繰越金 

0 

資金収入  

 業務活動による収入  

  運営費交付金によ

る収入 

163,113 

  補助金収入 493 

  受託収入 10,057 

  その他の収入 7,547 

 投資活動による収入  

  施設整備費による

収入 

4,357 

平成28年度資金計画 

 

（単位：百万円） 

区別 金額 

資金支出  

 業務活動による支出 47,261 

 投資活動による支出 3,041 

 財務活動による支出 2,523 

 次期中期目標の期間

への繰越金 

0 

資金収入  

 業務活動による収入  

  運営費交付金によ

る収入 

35,276 

  補助金収入 1,991 

  受託収入 4,299 

  その他の収入 1,909 

 投資活動による収入  

  施設整備費による

収入 

3,243 

特になし 平成 28 年度実績 

 

 

（単位：百万円） 

         区別                          金額 

資金支出   

 業務活動による支出 38,794 

 投資活動による支出 3,047 

 財務活動による支出 1,633 

 翌年度への繰越金 8,705 

資金収入  

 業務活動による収入  

  運営費交付金による収入 35,276 

  補助金収入 969 

  受託収入 4,033 

  その他の収入 1,676 

 投資活動による収入  

  施設整備費による収入 6 

  その他の収入 4,112 

 財務活動による収入 0 

 前年度よりの繰越金 6,106 

 

（「１ 予算」に

記載） 

 

 

 

 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

中期計画及び年度計画に定

められた通り、概ね着実に業

務が実施されたと認められる

ため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 ─ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 ─ 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会

の意見） 

 ─ 
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究資金をはじめ

とする資金を導

入する。また、

国、他の独立行

政法人、企業等

か ら の 受 託 収

入、特許実施料

収入、施設・設

備の供用による

対価収入等によ

り自己収入の増

加に向けた積極

的な取組を実施

する。 

自己収入額の取

扱 い に お い て

は、各事業年度

に計画的な収支

計画を作成し、

当該収支計画に

よ る 運 営 を 行

う。 

 

２  固定的経費

の節減 

管理業務の節減

を 行 う と と も

に、効率的な施

設運営を行うこ

と等により、固

定的経費を節減

する。 

 財務活動による収入 0 

 前期中期目標の期間

よりの繰越金 

0 

 

[注]各欄積算と合計欄の数字は四捨

五入の関係で一致しないことがある。 

 財務活動による収入 0 

 前年度よりの繰越金 

 

6,106 

 

[注]各欄積算と合計欄の数字は四捨五

入の関係で一致しないことがある。 

 

[注]各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致

しないことがある。 

 

 

【主な増減理由】 

 運営費交付金で行う事業や、施設費・補助金で行

う事業の一部を計画的に翌年度へ繰り越したこと

に伴って、業務活動による支出が減少した。 

 

（予算・収支計画・資金計画の【評価指標に対する

実績】は「Ⅲ-1 予算」の項目にまとめて記載） 

 

 

 

 

 

 

 

４．その他参考情報 

特になし。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ 短期借入金の限度額 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象とな

る指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

                                       

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 自己収入の確保、予算の効率的な執行に努め、適切な

財務内容の実現を図る。 

毎年度の運営費交付金額の算定については、運営費交

付金債務残高の発生状況にも留意した上で、厳格に行

うこととする。 
 

１  自己収入の増加 

外部研究資金として国、他の独立行政法人、企業等多

様な機関からの競争的研究資金をはじめとする資金を

導入する。また、国、他の独立行政法人、企業等から

の受託収入、特許実施料収入、施設・設備の供用によ

る対価収入等により自己収入の増加に向けた積極的な

取組を実施する。 

自己収入額の取扱いにおいては、各事業年度に計画的

な収支計画を作成し、当該収支計画による運営を行う。 
 

２  固定的経費の節減 

管理業務の節減を行うとともに、効率的な施設運営を

行うこと等により、固定的経費を節減する。 

短期借入金の限度額は 122

億円とする。短期借入金が想

定される事態としては、運営

費交付金の受入れの遅延、受

託業務に係る経費の暫時立替

え等がある。 

 

短期借入金の限度額は 122

億円とする。短期借入金が想

定される事態としては、運営

費交付金の受入れの遅延、受

託業務に係る経費の暫時立替

え等がある。 

 

・短期借入金が

必要な事由は

適切か 

 

なし なし 

 

 

 

 

評定 ─ 

（該当なし） 

＜評定に至った理由＞ ─ 

＜評価すべき実績＞  ─ 

＜今後の課題・指摘事項＞ ─ 

＜その他事項＞（審議会及び部会の

意見） ─ 

 

 

４．その他参考情報 

特になし。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅴ 重要な財産の処分または担保の計画 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象とな

る指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

         

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 自己収入の確保、予算の効率的な執行に努め、適切な財務

内容の実現を図る。 

毎年度の運営費交付金額の算定については、運営費交付金

債務残高の発生状況にも留意した上で、厳格に行うことと

する。 

 

１  自己収入の増加 

外部研究資金として国、他の独立行政法人、企業等多様な

機関からの競争的研究資金をはじめとする資金を導入す

る。また、国、他の独立行政法人、企業等からの受託収入、

特許実施料収入、施設・設備の供用による対価収入等によ

り自己収入の増加に向けた積極的な取組を実施する。 

自己収入額の取扱いにおいては、各事業年度に計画的な収

支計画を作成し、当該収支計画による運営を行う。 

 

２  固定的経費の節減 

管理業務の節減を行うとともに、効率的な施設運営を行う

こと等により、固定的経費を節減する。 

なし なし ・重要な財産の処分ま

たは担保の計画どお

り処理されているか 

 

なし 

 

 

 

 

 

なし 

 

 

 

評定 ─ 

（該当なし） 

＜評定に至った理由＞ ─ 

＜評価すべき実績＞  ─ 

＜今後の課題・指摘事項＞ ─ 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） ─ 

  

 

４．その他参考情報 

特になし。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅵ 剰余金の使途 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象とな

る指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

                                       

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 自己収入の確保、予算の効率的な執行に努め、適切な財務

内容の実現を図る。 

毎年度の運営費交付金額の算定については、運営費交付金

債務残高の発生状況にも留意した上で、厳格に行うことと

する。 

 

１  自己収入の増加 

外部研究資金として国、他の独立行政法人、企業等多様な

機関からの競争的研究資金をはじめとする資金を導入す

る。また、国、他の独立行政法人、企業等からの受託収入、

特許実施料収入、施設・設備の供用による対価収入等によ

り自己収入の増加に向けた積極的な取組を実施する。 

自己収入額の取扱いにおいては、各事業年度に計画的な収

支計画を作成し、当該収支計画による運営を行う。 

 

２  固定的経費の節減 

管理業務の節減を行うとともに、効率的な施設運営を行う

こと等により、固定的経費を節減する。 

決算において剰余金

が生じたときは、重点

研究開発その他の研究

開発、設備の整備、広

報・情報提供の充実の

使途に充てる。 

 

決算において剰余金

が生じたときは、重点

研究開発その他の研究

開発、設備の整備、広

報・情報提供の充実の

使途に充てる。 

 

・決算において生じた

剰余金は、計画どおり

使用されているか 

 

なし 

 

 

 

 

なし 

 

 

評定 ─ 

（該当なし） 

＜評定に至った理由＞ ─ 

＜評価すべき実績＞  ─ 

＜今後の課題・指摘事項＞ ─ 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） ─ 

  

 

４．その他参考情報 

特になし。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅶ－１ 施設・設備等に関する計画 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0295,0296,0297,0298 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象とな

る指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

                                       

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価指

標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 研究の推進

に必要な施

設・設備等の

更新・整備を

重点的・計画

的に実施す

る。 

平成26年度から平成30年度に取得・整備する施設・

設備等は次のとおりである。 

 

（単位：百万円） 

施設・設備の内容 予定額 財源 

研究船及び深海調査シス

テムの整備・改良 

3,844 船舶建造費

補助金 

研究所用地取得・施設整

備 

513 施設整備費

補助金 

[注] 金額については見込みである。 

 

なお、上記のほか、中期目標を達成するために必要

な施設・設備等の整備、改修等が追加されることがあ

り得る。 

 

平成28年度に取得・整備する施設・設備等は次の

とおりである。 

 

（単位：百万円） 

施設・設備の内容 予定額 財源 

大規模計算機能の強化 

（電源設備及び冷却設備等） 
3,030 施設費

補助金 

施設の整備・改修 

（空調換気設備・照明の整備） 

114 施設費

補助金 

 [注] 金額については見込みである。 

 

・中期目標達

成のため必

要な施設・設

備 等 の 整

備・改修等は

適切に行わ

れたか 

 

施設の整備・改修

では本館の空調換

気設備、照明の整備

に着手した。 

横浜研究所のシ

ミュレータ棟の機

能強化を行うため、

電気及び冷却関連

施設等のインフラ

の更新・増設に着手

した。 

 

 

 

 

Ｂ 

 必要な施

設・設備等の

整備・改修等

が適切に行

われている

と評価でき、

本項目をＢ

とする。 

 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

中期計画及び年度計

画に定められた通り、概

ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 ─ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 ─ 

 

＜その他事項＞（審議会及

び部会の意見） 

 ─ 

 

４．その他参考情報 

特になし。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅶ－２ 人事に関する計画 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0295 

 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象とな

る指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

                                       

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 業務運営を効率的、効

果的に進めるため、優

秀な人材の確保、適切

な配置、適切な評価・

処遇、職員の能力向上

に努めるとともに、魅

力のある職場環境の

整備や育児支援に関

する取組を行う。 

 

(１) 業務運営を効率

的、効果的に実施する

ため、優秀な人材の確

保、適切な職員の配置、

職員の資質の向上を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２) 職員のモチベー

ションを高めるため、

 

(１) 業務運営を効率

的、効果的に実施する

ため、優秀な人材の確

保、適切な職員の配

置、職員の資質の向上

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２) 職員のモチベー

ションを高めるため、

・人事に関す

る計画は進捗

しているか 

 

 

（１）優秀な人材の長期的な確保や

中長期的もしくは挑戦的な研究課題

への対応に資するため、任期制職員

の定年制職員への移行を進めてい

る。一方で、研究系職種の給与体系

については定年制職員への移行後も

引き続き年俸制とし、一定の流動性

の確保についても配慮している。 

また、特に中期目標・中期計画を

担う研究系職種の採用活動において

は、平成 28 年度下半期より必ず

Nature、Science にも公募情報を掲

載することとしたほか、外国人研究

者に対する英語による着任サポート

体制についても、引き続き継続する

など、国内外から優秀な人材を確保

すべく施策を講じている。 

 

（２）人事評価の結果は、昇格の基

準の一つとする等処遇への反映に用

Ｂ 

階層別研修の委託業者を変更した結果、

実際は環境への慣れに時間を要すること

や、自らリードして物事を進めていく主体

性が弱いことが原因となり、対人スキルや

コミュニケーション力が弱い（平均的な水

準程度）ように見えていることが明らかに

なってきた。今後はその課題を見極めなが

ら更なる改善を図る必要があると考えて

いる。 

一般事業主行動計画の策定においては、

「管理職及び課長代理級の女性が少なく、

育児とマネジメント業務を両立するロー

ルモデルが少ないため、女性職員が将来的

なキャリアイメージを持ちにくい環境に

なっている」という課題に対応するため、

課長代理級に占める女性割合の向上や新

任の管理職に対するワークライフバラン

ス研修の実施を目標として掲げたところ。

平成 28 年度には、ワークライフバランス

を推進するための職員一人一人の意識改

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

中期計画及び年度計画に定め

られた通り、概ね着実に業務が

実施されたと認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 ─ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 ─ 

 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 ─ 
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人事評価制度等を活用

し、適切な評価と、結

果の処遇への反映を行

う。 

 

(３) 職員の資質向上

を目的とし、職員に要

求される能力や専門性

の習得及び職員個々の

意識改革を進めるた

め、人材育成の研修・

計画・支援・管理を体

系的かつ戦略的に定

め、計画的に実施する。

また、研究者等を国内

外の研究機関、大学等

に一定期間派遣し、在

外研究等を行わせる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(４) 男女共同参画の

意味する仕事と家庭の

両立や、多様化した働

き方に対応するための

職場環境の整備や育児

支援等を行う。 

 

 

人事評価制度等を活

用し、適切な評価と、

結果の処遇への反映

を行う。 

 

(３) 職員の資質向上

を目的とし、職員に要

求される能力や専門

性の習得及び職員

個々の意識改革を進

めるため、人材育成の

研修・計画・支援・管

理を体系的かつ戦略

的に定め、計画的に実

施する。また、研究者

等を国内外の研究機

関、大学等に一定期間

派遣し、在外研究等を

行わせる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(４) 男女共同参画を

推進し、仕事と家庭の

両立に向けた育児・介

護支援を行う。また、

多様化した働き方に

対応するための職場

環境の整備を行う。 

 

 

 

いる他、（１）記載の定年制移行制度

の選考過程にも活用し、労働意欲・

研究意欲の向上に結び付くよう配慮

した運用を実施している。 

 

（３）職員育成については、「職員育

成基本計画」に基づき、新規採用者

向けの研修、現在のキャリアにおい

て要求される発揮能力の再認識と強

化による上位へのキャリアアップを

目的とした階層別研修など、各種研

修を着実に実施するとともに、各部

署の業務に必要な専門的スキルの習

得に関する研修への支援を継続的に

実施している。階層別研修において

は、2 年続けて講師より対人スキル

やコミュニケーション力が弱いとい

う指摘があったことを考慮し、より

確実に改善策を講じるために委託業

者を変更した。研究倫理教育につい

ては e-ラーニングを活用し全職員に

対して研修を実施した。また、在外

研究員等派遣制度等を活用し、職員

を継続的に海外機関等へ派遣してい

る。平成 28 年度は、新たに 4名の研

究系職種、技術系職種の者を派遣す

るとともに、事務系職種についても

新たに 1名派遣している。 

 

（４）次世代育成支援対策推進法（平

成 15 年法律第 120 号）及び女性の職

業生活における活躍の推進に関する

法律（平成 27 年法律第 64 号）に基

づき、一般事業主行動計画を策定、

公開し、フォローアップを実施して

いる。また、ワークライフバランス

の実現、職員の仕事と育児や介護等

との両立の推進等を目的とし、これ

まで育児又は介護を行う職員のみを

対象としていたフレックスタイム制

の対象拡大に向けた規程類の改正を

革を促すための取組として、「イクボス」

セミナーを実施した。 

女性管理職の登用状況については、平成

28 年度末現在も当初と変わらず 2.6％で

あり、引き続き環境整備等を通じ目標達成

に向けて努力していきたい。 

以上、着実な業務運営がなされているこ

とから本項目の評定をＢとする。 
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実施した。また、平成 29 年 1 月 1 日

付の育児・介護休業法及び男女雇用

機会均等法等の改正・施行に基づき、

機構の第 3 期一般事業主行動計画に

おいて目標としている、「仕事と育児

の両立の実現に向けた制度の整備」

の一環として、育児休業取得要件の

緩和や半休の利用拡大などを目的と

した関連諸規程の改正を実施した。

このほか、少子高齢化が進展する中

で高年齢者の雇用継続等を図る必要

性が高まっていることを踏まえて、

介護休暇の取得単位の柔軟化、介護

休業等の対象家族の範囲の拡大など

を目的とした諸規程の改正を併せて

実施した。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅶ－３ 中期目標期間を超える債務負担 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象とな

る指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

                                       

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ― 中期目標期間を超える債

務負担については、海洋科

学技術等の研究開発に係る

業務の期間が中期目標期間

を超える場合で、当該債務

負担行為の必要性及び資金

計画への影響を勘案し、合

理的と判断されるものにつ

いて行う。 

 

― ・中期目標期間

を超える債務

負担がある場

合、その理由は

適切か 

 

なし なし 

 

 

評定 ─ 

（該当なし） 

＜評定に至った理由＞ ─ 

＜評価すべき実績＞  ─ 

＜今後の課題・指摘事項＞ ─ 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） ─ 

 

 

 

４．その他参考情報 

特になし。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅶ－４ 積立金の使途 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象とな

る指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

                                       

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ― 前中期目標期間中の繰越

積立金は、前中期目標期間

中に自己収入財源等で取得

し、当期へ繰り越した固定

資産の減価償却等に要する

費用に充当する。 

 

― ・積立金は適切

に取り扱われ

ているか 

 

なし 

 

なし 

 

 

評定 ─ 

（該当なし） 

＜評定に至った理由＞ ─ 

＜評価すべき実績＞  ─ 

＜今後の課題・指摘事項＞ ─ 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） ─ 

  

 

 

４．その他参考情報 

特になし。 
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